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Ⅲ 試験研究経過並びに成績概要に関する報告
1 P10

1） 集落営農法人の収益向上に寄与する「地域農業の6次産業化」の事業拡大要因の解明とモデル
実証

2） 山口県における新規就農者（自営就農者）の就農実態・課題の解明

3） 施設野菜における獣類被害防止方法の確立

4） ドローン活用による鳥獣被害対策技術の開発と実証（カモ類のレンコン被害軽減技術）

5） ツキノワグマ餌資源調査

6） 鳥獣被害対策へのドローン活用実証試験

7） 大型囲いわなによるサル大量捕獲技術導入における群れ分裂回避方法の効果確認試験

8） 新規薬剤登録・獣害防除薬剤試験（林業用薬剤試験：ニホンジカ忌避剤）

9） スマートマルドリを利用した鳥獣被害対策ネットワークの設計

10） はなっこりー新品種等に対応した鮮度保持フィルムの開発

11） 「茶葉」の保存、周年供給技術の確立

12） 県産プレミアム地鶏の美味しさに関する研究

13） 検定牛の脂肪酸分析

2 P14
1) 県内水田農業の担い手に適応したスマート農業の導入／中山間地域における連合体の育成を

見据えた集落営農法人の経営体質強化・次世代人材の育成

2) 新たな飼料用米として利用できる主食用品種の選定と省力・低コスト・多収栽培技術の確立

3) 売れる麦を核とする中山間水田輪作体系における収益力強化と省力化の実証

4) ダイズ品質・収量の空間変動を是正し実需者ニーズに応える可変量管理の実証

5) 直播栽培拡大のための雑草イネ等難防除雑草の省力的防除技術の開発

6) 先端ゲノム育種によるカドミウム低吸収性稲品種の早期拡大と対応する土壌管理技術の確立

7) NDVIを利用したパン用小麦の生育量に応じた開花期追肥技術の確立（新稲作研究会）

8) 水稲新品種「恋の予感」の安定多収を目指したNDVIによる簡易診断技術の確立（全農委託試
験）

9) 品質・収量の高位安定化が可能なビール醸造用大麦品種の開発／縞萎縮病特性検定試験

10) 水稲奨励品種決定調査

11) 麦類奨励品種決定調査

12) 大豆奨励品種決定調査

13) 水稲除草剤試験

14) 麦類除草剤試験

経営高度化研究室

土地利用作物研究室

参観者

目   次

機構及び職員

位置

機構組織

現員

現在職員

主な行事

試験研究に関する展示会への出展

試験研究に関する検討会等

農林総合技術センター成果発表会

試験研究に関する評価



15) 農作物生育診断予測（水稲定点調査）

16) 原原種・原種生産／「せとのにじ」、「あきまつり」

17) 原原種・原種生産／水稲、麦、大豆

3 P23
1） 共同育種によるイチゴ次世代新品種の育成

2） 根こぶ病抵抗性品種「CRはなっこりー」の育成

3） ICTを活用した山口県オリジナル品種の出荷予測技術の開発（はなっこりーの出荷予測）

4） イチゴ・トマト栽培におけるUECS「農の匠」モデルのパッケージ化

5） Fr光照射による種子繁殖型イチゴの花成誘導苗生産技術の開発

6） 温暖化の進行に適応する品種・育種素材の開発（耐暑性に優れる濃緑色葉ネギ育種素材の開
発）

7） 温暖化の進行に適応する生産安定技術の開発（葉色の濃い新品種の特長を活かした、積極的
灌水栽培による葉ネギの高温期減収回避技術）

8） イチゴウイルスフリー苗の育成・配布

9） らくラックシリーズ新培地適応試験

10） 「らくラック」を活用した障がい者によるイチゴ栽培実証

11） 山口ナシを構成する新たな品種の導入

12） 落葉果樹品種系統適応性試験

13） 薬用作物実証研究

14） 薬用作物の国内生産拡大に向けた技術の開発（トウキの生産拡大のための技術開発、ミシマ
サイコの生産拡大のための技術開発）

15） 農作物生育診断予測（落葉果樹）

16） 新規除草剤・植物調節剤実用化試験（落葉果樹）

4 P35
1） カドミウム低吸収性イネの実証試験

2） 土壌由来有害化学物質（ヒ素）のリスク管理措置の検証

3） 省力的かつ現場で使い易いコメの無機ヒ素低減技術の開発

4） 土壌有害物質のモニタリング

5） 客土用土等の分析

6） 肥料分析

7） 農地土壌炭素調査

8） 河川モニタリング

9） 農薬残留対策総合調査(後作物残留に係る調査　環境省委託試験）

10） マイナー作物農薬登録拡大支援対策

11） コムギ黄斑病の発生生態の解明および防除法の確立

12） クリシギゾウムシの防除技術の開発

13） ドローンによる病害虫の早期発見技術及び防除技術の開発（レンコン腐敗病）

14） 大豆の落葉性病害の発生要因の解明と対策（全農委託試験）

15） 効率的なキルパー液剤の使用方法の開発（全農委託試験）

16） 水田作及び畑作における収益力向上のための技術開発（大豆の多収阻害要因対策技術の開
発）

17） クラレネット委託試験

18） 坪枯れした圃場における各種散布剤の防除効果（予備試験）

19） ドローンによる額縁防除を想定した防除効果試験（予備試験）

20） アブラナ科野菜根こぶ病に対する新たな循環型防除技術の確立

園芸作物研究室

資源循環研究室



21） マグネシウム資材の植物病害に対する防除効果の検討（トマト青枯病に対する仮焼酸化マグ
ネシウムの処理方法の検討）

22） 新規殺菌剤・殺虫剤実用化試験（普通作物）

23） 新規殺菌剤・殺虫剤実用化試験（野菜）

24） 病害虫防除所運営

25） 指定有害動植物発生予察対策

26） 指定外有害動植物発生予察対策

27） 農薬耐性菌・抵抗性害虫の診断技術の確立

28） 侵入警戒病害虫調査

29） 消費・安全対策交付金に係る業務／アスパラガスのIPM実践指標の策定

30） 輸出植物検疫協議迅速化事業に係る業務（植物防疫上問題となる病害虫の発生状況の全国調
査）

5 P55
1） せとみ（ゆめほっぺ）の生産拡大に向けた熟期促進技術等の開発

2） 「南津海シードレス」の施設栽培拡大に向けた栽培技術の確立

3） スマートマルドリを活用したカンキツの少水・低コスト型マルドリシステムの構築

4） 農薬散布用ドローンを活用した効率的・省力的防除技術体系の確立

5） 総合的なミカンバエ防除へ向けた新規防除技術の開発

6） β-クリプトキサンチンの供給源となる国産カンキツの周年供給技術体系の実証

7） 農作物生育診断予測（カンキツ生態調査）

8） カンキツウイルス無毒化運営・原母樹管理

9） 柑きつ優良品種系統の育成選抜

10） 新規殺菌剤・殺虫剤実用化試験（常緑果樹）

11） カンキツにおける日焼け軽減効果の検討

12） カンキツにおける着色促進、果実品質向上効果に及ぼす影響

6 P67
1） 新たな需要を開拓するオリジナルユリ育成と増殖産地拡大に対応する増殖方法の確立

2） オリジナルユリの原原種・原種増殖

3） 生産コストを２割削減する輸出用花き栽培技術の開発(輸出のための球根類ネット栽培体系の
確立・普及)

4） 暖地リンドウにおける長期継続出荷を可能とする耐暑性品種シリーズの育成と均一栽培およ
び促成栽培技術の確立

5） オリジナルリンドウの原原種・原種増殖

6） ICTを活用した山口県オリジナル品種の出荷予測技術の開発（ユリ、リンドウの開花予測技術
の開発）

7） 有望花きの品種特性と栽培特性の解明

Ⅳ P78

P81

P87    令和元年度（2019年度）旬別気象表

研修等に関する報告

附　試験研究業績一覧表

柑きつ振興センター

花き振興センター
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Ⅰ 機構及び職員 

 

 １ 位置 

      本 場  〒753-0231 山口市大内氷上一丁目1番1号 

    （ 美 祢 市 駐 在 ）   〒754-0211 美祢市美東町大田5735-1 

   柑きつ振興センター    〒742-2805 大島郡周防大島町東安下庄1209-1 

      花 き 振 興 セ ン タ ー    〒742-0033  柳井市新庄500-1 

 

 

 ２ 機構組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業担い手支援部 

畜 産 技 術 部 

林 業 技 術 部 

土地利用作物研究室 作物栽培グループ 普通作物に係る育種開発・栽培技術等の研究 

原種生産グループ 水稲・麦類・大豆の原原種、原種の生産配付 

園 芸 作 物 研 究 室 野菜栽培グループ 野菜に係る育種開発・栽培技術等の研究 

果樹栽培グループ 落葉果樹に係る栽培技術等の研究 

資 源 循 環 研 究 室 土壌環境グループ 循環型農業技術、土壌・肥料に関する研究 

病害虫管理グループ 農薬、病害虫等に関する研究 

発生予察グループ 病害虫発生予察、農薬安全使用対策 

（病害虫防除所） 

柑きつ振興センター 柑きつに関する試験研究 

花き振興センター 花きに関する試験研究、実証展示、研修、育成品種の原種生産 

農 業 技 術 部 

総 務 課 総務・服務、施設・財産管理、予算総括、経理等 

企 画 情 報 室 研究の企画調整、予算調整、知的財産活用、研究評価等 

経営高度化研究室 担い手の育成・経営高度化支援、新技術・加工部門導入の経営評価、鳥獣

被害対策の研究、県産農林産物の品質評価・保存流通・加工技術の研究 

本 部 

所 長 

次 長 
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３ 現員 
 

 職  名 現  員 
 

 
事  務  職  員 

技  術  職  員 

26 

61 

 計 87 

 

４ 現在職員（2020. 3. 31現在） 

所  長  (技)  桑原 恵利 

次  長  (事)  生月 雅美 

 企 画 監 (事)  岡村 敏雄 

 企 画 監 (技)  藤村  誠 

総 務 課 課  長 (事)  坂本 哲雄 

 主  査 (事) (美祢駐在) 田畑 昌宏 

 主  任 (事)  矢野 篤彦 

 主  任 (事)  木村 嘉彦 

 主  任 (事)  大塚  尚 

 主  任 (事) (防府駐在) 堀本 昌宏 

 主  任 (事)  内海  洋 

 主任（再） (事) (美祢駐在) 中谷 寧夫 

 主任（再） (事) (防府駐在) 上村 義雄 

 主任（再） (事)  宮崎 理子 

 主任主事 (事) (美祢駐在) 吉岡 博文 

 主任主事 (事)  吉村 恵子 

 主任主事 (事)  藤本 悠子 

 主任主事（再） (事)  綿谷 伸枝 

企画情報室 室  長 (技)  徳永 哲夫 

 専門研究員 (技)  石津 宜孝 

 専門研究員 (技)  末冨 貴子 

経営高度化研究室 室  長 (技)  岡﨑  亮 

 専門研究員 (技)  平田 達哉 

 専門研究員 (技)  高橋 一興 

 専門研究員 (技)  中村  聡 

 専門研究員 (技)  末長 伸一 

 専門研究員 (技)  尾崎 篤史 

 研 究 員 (技)  村田 翔平 

     

農業技術部 部  長 (技)  田村 尚志 

土地利用作物研究室 室  長 (技)  金子 和彦 

（作物栽培グループ） 専門研究員 (技)  前岡 庸介 

 専門研究員 (技)  来島 永治 

 専門研究員 (技)  渡辺 大輔 

 専門研究員 (技)  村田 資治 

 専門研究員（再） (技)  岡﨑 大祐 

 主任主事 (事)  小池 信宏 

 主任主事 (事)  山根 哲宏 

 主任主事（再） (事)  村岡千恵美 

 研 究 員 (技)  陣内 暉久 

     

     

     

(原種生産グループ) 調 整 監 (技) (美祢駐在) 片山 正之 

 専門研究員 (技) (美祢駐在) 田村 貢一 

 主任主事 (事) (美祢駐在) 井上 広司 

園芸作物研究室 室  長 (技)  日高 輝雄 

(野菜栽培グループ) 専門研究員 (技)  重藤 祐司 

 専門研究員 (技)  宇佐川 惠 

 専門研究員 (技)  藤井 宏栄 

 専門研究員 (技)  鶴山 浄真 

 専門研究員 (技)  西田美沙子 

 主任主事 (事)  住吉 境子 

 主任主事 (事)  茗荷谷紀文 

(果樹栽培グループ) 専門研究員 (技)  安永  真 

 専門研究員 (技)  岡﨑  仁 

 専門研究員（再） (技)  河村 康夫 

 主任主事 (事)  沖濱 宏幸 

資源循環研究室 室  長 (技)  村本 和之 

 主任主事 (事)  藤原真由美 

 主任主事 (事)  岡本 博明 

(病害虫管理グループ) 専門研究員 (技)  本田 善之 

 専門研究員 (技)  西見 勝臣 

 専門研究員 (技)  岩本 哲弥 

 専門研究員（再） (技)  角田 佳則 

 専門研究員（再） (技)  溝部 信二 

(発生予察グループ) 専門研究員 (技)  河村 俊和 

 専門研究員 (技)  唐津 達彦 

 専門研究員 (技)  東浦 祥光 

 専門研究員（再） (技)  谷﨑  司 

 研 究 員 (技)  小田 裕太 

(土壌環境グループ) 専門研究員 (技)  渡辺 卓弘 

 専門研究員 (技)  河野 竜雄 

 専門研究員 (技)  藤村 澄恵 

 専門研究員 (技)  有吉真知子 

 専門研究員（再） (技)  平田 俊昭 

柑きつ振興センター 所  長 (技)  品川 吉延 

 専門研究員 (技)  岡崎 芳夫 

 専門研究員 (技)  中島 勘太 

 専門研究員 (技)  西岡 真理 

 主任主事 (事)  大久保吉和 

 研 究 員 (技)  世良 友香 

花き振興センター 所  長 (技)  吉村 剛志 

 専門研究員 (技)  河村 佳枝 

 専門研究員 (技)  末田 慎一 

 専門研究員 (技)  尾関 仁志 

 専門研究員 (技)  岡田 知子 

 専門研究員 (技)  福光 優子 

 専門研究員（再） (技)  石光 照彦 

 研 究 員 (技)  川野 祐輔 

 研 究 員 (技)  林  孝晴  
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Ⅱ 主な行事 

１ 試験研究に関する展示会への出展 

1) 県内 

(1) やまぐち産業維新展 2019 

場所 キリンビバレッジ周南総合スポーツセンター 

期日 2019年 10月 26日（土） 

内容 ・ワサビ超促成栽培技術の紹介 

・夏播き小ネギ品種の育成 

・簡易栽培ユニット「ゆめ果菜恵」 

・山口型 UECSシステムの紹介 

・薬草作物の実証栽培 

 

(2) 6次産業化・農商工連携推進大会 

場所 カリエンテ山口 

期日 2019年 11月 18日（月） 

内容 経営高度化研究室が取り組む 6次産業化支援

に関する研究を紹介 

(3) アグリビジネス創出フェア 2019 

場所 東京都江東区（東京国際展示場） 

期日 2019年 11月 20日（水）～22日(金) 

内容 ・ワサビ超促成栽培技術の紹介 

・山口型 UECSシステムの紹介 

 

２ 試験研究に関する検討会等 

1) 経営高度化研究室 

(1) 山口大学農学部・共同獣医学部・山口県農林総合

技術センター連携推進会議農山村部会食品流通分

科会「山口食 2プロジェクト」交流会 

場所 山口グランドホテル 

期日 2019年 12月 16日（月） 

内容 6次産業化関する取組みについて関係機関、

企業等と情報交換を実施 

 

2) 土地利用作物研究室 

(1) スマート農業技術の開発・実証プロジェクト「中山間

地域における連合体の育成を見据えた集落営農法人

の経営体質・強化次世代人材の育成」設計検討会 

場所 萩市むつみ総合事務所 

期日 2019年 5月 14日(火)  

 

(2) スマート農業技術の開発・実証プロジェクト「中山間

地域における連合体の育成を見据えた集落営農法人

の経営体質・強化次世代人材の育成」中間検討会 

場所 萩市役所会議室 

期日 2019年 8月 5日(月) 

 

(3) スマート農業技術の開発・実証プロジェクト「中山間

地域における連合体の育成を見据えた集落営農法人

の経営体質・強化次世代人材の育成」中間報告会 

 

 

場所 (農)むつみ事務所周辺ほ場、萩市むつみ総合

事務所) 

期日 2019年 8月 6日(火) 

 

(4) 水稲品種の育成・選定に関する集落営農法人との意

見交換会 

場所 農林総合技術センター（大内氷上) 

期日 2019年 8月 23日(金) 

 

(5) スマート農業技術の開発・実証プロジェクト「中山

間地域における連合体の育成を見据えた集落営農

法人の経営体質・強化次世代人材の育成」オープン

セミナー 

場所 (農)むつみ事務所周辺ほ場、萩市むつみ総合

事務所 

期日 2019年 10月 4日(金) 

 

(6) 大豆品種の育成・選定に関する集落営農法人との意

見交換会 

場所 農林総合技術センター（大内氷上) 

期日 2019年 10月 24日(木) 

 

(7) スマート農業技術の開発・実証プロジェクト「中山間

地域における連合体の育成を見据えた集落営農法人の

経営体質・強化次世代人材の育成」成果検討会 

場所 萩総合庁舎会議室 

期日 2019年 12月 26日(木) 

 

3) 園芸作物研究室 

(1) 全日本野菜品種審査会 

場所 兵庫県姫路市（姫路市農業振興センター） 

期日 2019年 6月 12日（水） 

内容 6月上旬どりタマネギの品種審査 

 

(2) 山口県果樹技術者協議会研修会 

場所  山口市（翠山荘） 

期日 2019年 6月 22日（土） 

内容 県内果樹の生育状況の情報提供 

 

(3) 山口県巨峰会研修会 

場所 美祢市、下関市、長門市生産者ほ場  

期日 2019年 7月 6日（土） 

内容 巨峰会県内視察 

  

(4) ナシ生産者同志会夏季研修会 

場所 周南市（須金市民センター） 

期日 2019年 7月 17日（水） 

内容 ナシ病害虫に関する情報提供 
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(5) 第１回山口県薬用作物生産出荷協議会 

場所 萩市（むつみ総合事務所） 

期日 2019年 8月 1日(木) 

内容 活動計画について 

 

(6) 薬用作物現地検討会 

場所 阿武町（（農）うもれ木の郷） 

期日 2019年 8月 1日(木) 

内容 トウキ等の管理について 

 

(7) 山口県果樹技術者協議会研修会 

場所 山口市（果樹栽培試験ほ場） 

期日 2019年 9月 28日（土） 

内容 ナシ、クリ、ブドウの新品種の紹介 

 

(8) JA山口県周南園芸部会「はなっこりーグループの

研修会」 

場所 山口市（農林総合技術センター） 

期日 2019年 10月 1日（火） 

内容 はなっこりー新品種に関する栽培講習 

 

(9) 農林水産省委託プロジェクト研究「薬用作物の国

内生産拡大に向けた技術の開発」トウキ、ミシマ

サイコの連絡試験 現地検討会 

  場所 YIC Studio（山口市）および現地 

  期日 2019年 10月 3日（木）～4日（金） 

  内容 研究成果の紹介および現地視察研修 

 

(10) ナシ生産者同志会若手現地研修 

場所 山口市（果樹栽培試験ほ場） 

期日 10月 5日（土） 

内容 ナシ新品種、新系統の品質調査 

 

(11) 全国わさび生産者協議会総会および品評会 

  場所 大阪中央市場（大阪市） 

  期日 2019年 10月 24日（木）～25日（金） 

  内容 品評会の審査 

 

(12) 養液栽培研究会福井大会 

   場所 ニューサンピア敦賀（福井県敦賀市）およ

び現地 

期日 2019年 11月 7日（木）～8日（金） 

内容 イチゴ高設栽培システム「らくラック」の

紹介 

 

(13) 令和元年度中間検討推進会議および現地検討会「温

暖化の進行に適応する品種・育種素材の開発」 

場所 横浜植木株式会社菊川研究農場（静岡県菊川市） 

期日 2019年 11月 12日（火）～13日（水） 

内容 研究の進捗状況報告および現地視察 

(14) 第 2回スマート施設園芸に関する情報交換会 

  期日 2019年 11月 27日（水） 

  場所 山口市（農林総合技術センター） 

  内容 スマート農業に関する研究成果の紹介 

 

(15) ナシ生産者同志会せん定研修会 

場所 山口市（果樹栽培試験ほ場） 

期日  2019年 11月 28日(金) 

内容 ｢二十世紀｣、「豊水｣のせん定について 

 

(16) 山口県巨峰会総会・研修会 

場所 山口市（防長苑） 

期日 2019年 12月 3日（火） 

内容 令和元年産ブドウについて 

 

(17) 西日本イチゴ育種プロジェクト検討会 

  場所 福岡県久留米市（九州沖縄農業研究センタ

ー 久留米研究拠点） 

  期日 2019年 12月 12日（木）～13日（金） 

  内容 イチゴ共同育種に関する中間成績検討 

 

(18) 令和元年度推進合同会議および研究成果発表会

「温暖化の進行に適応する品種・育種素材の開発」 

「温暖化の進行に適応する生産安定技術の開発」 

  場所 茨城県つくば市（つくば国際会議場） 

  期日 2020年 1月 20日～21日 

  内容 研究成果の報告および成果の発表 

 

(19) 山口県果樹技術者協議会研修会 

場所 山口市（農林総合技術センター本場） 

期日 2020年 2月 8日（土） 

内容 クリのせん定について 

 

(20) クリ同志会研修会 

場所 山口市（果樹栽培試験ほ場） 

 期日 2020年 2月 12日(水) 

内容 クリの生育状況と生産対策について 

 

(21) ナシ同志会研修会 

場所  山口市（翠山荘） 

期日 2020年 2月 13日（木） 

内容 令和元年産なしの生育状況と令和 2年産へ

の取組み 

 

(22) 山口県巨峰会春の研修会 

場所 山口市（農林総合技術センター果樹栽培試

験ほ場及び本場） 

期日 2020年 2月 20日（木） 

内容 剪定講習及び病害虫防除対策等について 
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(23) 山口大学農学部・共同獣医学部・山口県農林総合 

技術センター連携推進会議園芸特産部会 

  期日 2020年 2月 27日（木） 

  場所 山口大学農学部（山口市） 

  内容 スマート農業に関する研究成果の紹介 

 

4) 資源循環研究室 

 (1) 第 1回植物防疫担当者会議 

場所  山口市（セミナーパーク） 

期日  2019年４月 23日(火) 

 

(2) アスパラガスＩＰＭ講習会 

場所  宇部市厚南 

期日  2019年 5月 8日(水) 

 

(3) 斑点米カメムシ防除対策研修会 

場所 JA防府徳地 

期日  2019年 6月 18日(火) 

 

(4) 山口東農協花卉部会研修会 

場所  JA山口県岩国西支所 

期日  2019年 7月 2日(金) 

内容 花卉の病害虫対策 

 

(5) 県ナシ同志会研修会夏季研修会 

場所  須金ふれあいセンター 

期日  2019年 7月 17日(水) 

内容  ナシの病害虫対策 

 

(6) 第 2回植物防疫担当者会議 

場所  山口市（セミナーパーク） 

期日  2019年 7月 23日(火) 

 

(7) ドローンによる病害虫の早期発見および防除技術の

開発（レンコン腐敗病対策）現地説明会 

場所 岩国市地方卸売市場 

期日 2019年 8月 20日（火） 

内容 ・ドローンを使った調査方法の説明 

・デモフライト 

 

(8) ツマジロクサヨトウ対策会議 

場所  農林総合技術センター 

期日  令和元年 9月 5日(木) 

内容 発生状況と今後の対応について 

 

(9) 令和元年度 JA山口周南園芸部会ホウレンソウグル

ープ キルパー実証試験 

場所 周南市八代 

期日 2019年 10月 16日（水） 

内容 ホウレンソウケナガコナダニの防除対策 

（キルパー液剤簡易処理方法の講習・実習） 

 

(10) 第 3回植物防疫担当者会議 

場所 山口市（セミナーパーク） 

期日 令和元年 12月 17日（火） 

 

(11) 県ナシ同志会研修会春季研修会 

場所  山口市（翠山荘） 

期日  令和 2年 2月 13日(木) 

内容  ナシの病害虫対策 

 

(12) ツマジロクサヨトウ対策会議 

場所  農林総合技術センター 

期日  令和 2年 2月 14日(金) 

 

(13) ドローンによる病害虫の早期発見および防除技術

の開発（レンコン腐敗病対策）研修会 

場所 岩国市地方卸売市場 

期日 2020年 2月 21日（金） 

内容 ドローンを使った調査状況、酒粕等を使った

土壌還元消毒の状況を説明 

 

5) 柑きつ振興センター 

(1) 周防大島みかんいきいき営農塾 

場所 柑きつ振興センター 

期日 2019年 6月 4日(火) 

内容 柑橘の病害虫防除・農薬の適正使用 

 

(2) 「ゆめほっぺ」栽培講座（第１回） 

場所 柑きつ振興センター 

期日 2019年 6月 12日(水) 

講習 ・平成 30年産の反省 

・摘果方法 

・病害虫防除等 

 

(3) 久賀柑橘研究同志会通常総会 

場所 JA山口県周防大島統括本部久賀支所 

期日 2019年 6月 19日(水) 

講演 令和元年産カンキツの生産対策について 

 

(4) 東和地区生産組合通常総会 

場所 JA山口県周防大島統括本部東和支所 

期日 2019年 6月 20日(木) 

講演 令和元年産カンキツの生産対策について 

 

(5) 大島地区柑橘研究同志会総会 

場所 JA山口県周防大島統括本部屋代ふれあい店 

期日 2019年 6月 21日(金) 

講演 令和元年産カンキツの生産対策について 
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(6) 中間母本農６号研究会 

場所 柑きつ振興センター 

期日 2019年 7月 11日(木) 

講演 令和元年産生産対策について 

 

(7) 山口県柑橘同志会総会 

場所 農業大学校 

期日 2019年 7月 23日(火) 

講演 「せとみ（ゆめほっぺ）」の隔年結果対策に 

ついて 

 

(8) 西岐波みかん現地講習会 

場所 宇部市西岐波宮ノ後 

期日 2019年 7月 24日(水) 

内容 温州ミカン安定生産に向けて 

 

(9) 下関柑橘組合研修会 

場所 JA山口県下関統括本部 

期日 2019年年 8月 21日(水) 

内容 かんきつの隔年結果対策 

 

(10) カンキツ研究ネットワーク「鮮度保持技術を活用し

た海外輸出・流通期間延長による高収益化」講習会 

場所 山口県大島防災センター 

期日 2019年 9月 11日(水) 

内容 現地視察 

・周防大島町久賀(団地型マルドリ) 

・JA山口県周防大島統括本部冷蔵貯蔵施設 

講演会 

・カンキツの鮮度保持期間を延長させるため

の保存方法 

・鮮度保持フィルムの活用による販売期間の

延長とその効果 

・三重県における海外へのカンキツ輸出 

・山口県における「せとみ」の導入と出荷期

間拡大による産地振興の取り組み 

 

(11) 周防大島みかんいきいき営農塾 

場所 柑きつ振興センター 

期日 2019年 10月 1日(火)  

内容 柑きつ振興センターほ場見学 

 

(12) 「ゆめほっぺ」栽培講座 

場所 柑きつ振興センター 

期日 2019年 10月 8日(火) 

内容 樹上選果、防鳥対策、袋掛け等 

 

(13) 平成 31年度我が国の輸出に有利な国際的検疫処理

基準の確立、実証委託事業「産地が取り組みやすい

複数の措置の組合せによる検疫措置案の実証」に関

する中間成績検討会および現地検討会 

場所 岩国総合庁舎、柑きつ振興センター 

期日 2019年 10月 15日(火)・16日(水) 

内容 中間成績検討会議 

対象病害虫の調査法に関する現地検討会 

 

(14) 柑きつ振興センター公開デー 

場所 柑きつ振興センター 

期日 2019年 10月 18日(金) 

内容 ・スマートマルドリを活用した少水・低コス

トシステム 

・農薬散布用ドローンを活用した効率・省力

的防除 

・箱わな及び電気柵の遠隔監視システム 

 

(15) 周防大島みかんいきいき営農塾 

場所 柑きつ振興センター 

期日 2019年 11月 5日(火) 

内容 温州みかんの品種系統について 

 

(16) 「ゆめほっぺ」栽培講座（第３回） 

場所 柑きつ振興センター 

期日 2020年 1月 10日(金) 

内容 収穫、貯蔵管理等 

 

(17）周防大島みかんいきいき営農塾 

場所 柑きつ振興センター 

期日 2020年 1月 14日(火) 

内容 最近の試験研究について 

 

(18) 周防大島みかんいきいき営農塾 

場所 柑きつ振興センター 

期日 2020年 2月 4日(火) 

内容 ・土づくりと施肥 

・中晩柑の品種系統 

 

(19) 柑きつ振興センター試験成績検討会 

場所 山口県大島防災センター 

期日 2020年 2月 19日(水) 

内容 ・ジベレリンとジャスモン酸による果皮障害

対策 

・カンキツ栽培における通信型マルドリシス

テムの開発 

・ドローンによる黒点病防除と令和２年防除

の注意点 

・ミカンバエ被害を０とする対策 

 

(20) 中国四国地域 地域適応実践セミナー(果樹編) 

場所 TKPガーデンシティ岡山（岡山市) 
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期日 2020年 2月 25日(火) 

内容 山口県におけるかんきつの気象変動適応対策 

 

(21) 防府柑橘組合研修会 

場所 防府市（中山園） 

期日 2020年 3月 26日(木) 

内容 かんきつせん定講習 

 

6) 花き振興センター 

(1) 田布施農工高等学校研修 

場所 花き振興センター 

期日 2019年 5月 31日（金） 

内容 オリジナルユリの紹介、コンテナ栽培について 

 

(2) 花卉連リンドウ部会目合わせ研修会 

場所 農業大学校 

期日 2019年 5月 31日（金） 

内容 栽培管理のポイント、コンテナ栽培技術について 

 

(3) ゆめ花マルシェ講習会 

場所 花き振興センター 

期日 2019年 7月 24日（水） 

内容 花壇苗について 

 

(4) 花卉連キク部会研修会 

場所 花き振興センター 

期日 2019年 7月 26日（金） 

内容 コギクの栽培管理について 

LED電球による開花調節技術について 

 

(5) 山口セレクションパンジー・ビオラ検討会 

場所 山口県中央花市場 

期日 2019年 9月 13日（金） 

内容 栽培管理について、有望品種現地試験につい

て、品種比較試験概況について 

 

(6) やまぐちオリジナルユリ振興協議会総会 

場所 美祢社会復帰促進センター 

期日 2019年 9月 24日（火） 

内容 ・ICT出荷予測技術確立の取り組みについて 

・新品種候補育成状況について 

 

(7) やまぐちオリジナルユリ省力化技術提案 

場所 下関市（松屋） 

期日 2019年 10月 18日（金） 

内容 ・ネット栽培体系による省力化技術の紹介 

・現地実証試験の提案 

 

(8) オリジナルユリ現地研修 

場所 下関市 

期日 2019年 10月 30日（水） 

内容 ・ICT出荷予測技術確立の取組と現地ほ場の

生育状況について 

・栽培管理について 

 

(9) カーネーション部会現地研修会 

場所 柳井市（弘中農園、花き振興センター） 

期日 2019年 11月 26日（火） 

内容 ・カーネーションの栽培管理について 

・新品種の紹介、品種比較試験について 

 

(10) 花卉連リンドウ部会研修会 

場所 農林総合技術センター（大内氷上） 

期日 2019年 12月 13日（金） 

内容 ・栽培管理について 

・種苗供給について 

・新品種育成状況について 

 

(11) 山口セレクションパンジー・ビオラ反省会 

場所 徳山花市場 

期日 2020年 1月 10日（金） 

内容 ・現地肥料試験について 

・有望品種の選定について 

 

３ 農林総合技術センター成果発表会 

(1) 実施の概要 

2020年 3月 16日（月）に開催を予定していたが、

新型コロナウイルスの感染拡大を防止する観点から中

止とし、ホームページでの要旨公表をもって発表に代

えた 

(2) 発表課題 

ア 全体会「山口県スマート農林業研究の取組」 

(ｱ) 県内水田農業の担い手に適応したスマート農

業の導入 

土地利用作物研究室 前岡庸介 

(ｲ) ICT 技術を用いた養鶏産業における労力軽減シ

ステムの構築 

家畜改良研究室 宇高優美 

(ｳ) 林業の成長産業化に向けた試験研究の取組 

林業研究室 小枝登 

イ 土地利用作物分科会 

(ｱ) 本年のトビイロウンカの発生状況と今後の防除

対策 

資源循環研究室 本田善之 

(ｲ) 水管理、畦畔・法面管理の省力化技術 ～スマ

ート農機の活用事例～ 

土地利用作物研究室 来島永治 

(ｳ) 中山間地域における裸麦「トヨノカゼ」の多収

栽培技術 ①湿害対策 

土地利用作物研究室 村田資治 
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(ｴ) 中山間地域における裸麦「トヨノカゼ」の多収

栽培技術 ②後期重点型施肥 

土地利用作物研究室 村田資治 

(ｵ) コムギ黄斑病の発生生態の解明および防除法

の確立 

資源循環研究室 西見勝臣 

(ｶ) •LEDライトを活用したイノシシ被害軽減対策 

土地利用作物研究室 金子和彦 

ウ 野菜分科会 

(ｱ) イチゴ「かおり野」の糖度安定化に向けた環境

制御技術 

園芸作物研究室 鶴山浄真 

(ｲ) 地域企業と連携したイチゴ・トマト用 UECS 普

及モデルの開発 

園芸作物研究室 重藤祐司 

(ｳ) ドローンによる病害虫の早期発見技術の開発

～レンコン腐敗病対策～ 

資源循環研究室 溝部信二 

(ｴ) 夏期高温でも栽培できる濃緑色の小ネギ F1 品

種の育成 

園芸作物研究室 藤井宏栄 

(ｵ) 濃緑色の耐暑性品種を利用した夏期の小ネギ

潅水管理技術 

園芸作物研究室 西田美沙子 

(ｶ) 現場から依頼のあった病害虫診断について 

資源循環研究室 小田裕太 

エ 果樹・花き分科会 

(ｱ) カンキツ栽培における通信型マルドリシステムの

開発 

柑きつ振興センター 中島勘太 

(ｲ) 「せとみ」の連年安定生産技術 

柑きつ振興センター 西岡真理 

(ｳ) やまぐちオリジナルユリ球根増殖の省力栽培

技術 「ネット栽培技術」の開発 

花き振興センター 尾関仁志 

オ 畜産分科会 

(ｱ) 飼料自給率向上のための国産飼料等の黒毛和種肥

育牛への給与技術に関する研究（第2報） 

家畜改良研究室 山本幸司 

(ｲ) 経腟採卵・体外受精（OPU-IVF）による胚生産

の効率化に関する研究 

家畜改良研究室 齋藤陽之 

(ｳ) 県産プレミアム地鶏の雄系及び雌系種鶏の改良

に関する研究 

家畜改良研究室 伊藤直弥 

(ｴ) 山口型放牧とイネWCSを活用した経営安定化技術 

放牧環境研究室 森田正浩 

(ｵ) 未利用資源を活用した肉豚肥育技術の検討 

放牧環境研究室 佐藤正道 

(ｶ) 「長州黒かしわ」の肝臓におけるおいしさとグ

リコーゲンの関係 

経営高度化研究室 村田翔平 

カ 林業分科会 

(ｱ) レーザー計測を活用した森林情報の把握と活用 

林業研究室 山田隆信 

(ｲ) 主伐に対応した新たな低コスト作業システム

の確立 

林業研究室 村上勝 

(ｳ) 新たな品種等の導入による低コスト再造林技

術の確立 

林業研究室 渡邉雅治 

(ｴ) コンテナ苗の低コスト生産技術 

林業研究室 小野谷邦江 

(ｵ) 抵抗性クロマツ植栽後の枯死推移 

林業研究室 千葉のぞみ 

(ｶ) 冬期の除草剤竹稈注入によるモウソウチク駆

除の効果 

岩国農林水産事務所森林部 杉本博之 

 

４ 試験研究に関する評価 

1) 課題化の適否評価・推進計画の評価 

(1) 時期 

2019年 8月～2020年 3月 

(2) 実施概要 

新規研究課題の課題化について、各専門部会で評価を行

った。その結果、次の 9課題について推進計画を作成し、

新規研究課題として令和 2年度から取り組むことが決定し

た。 

ア 機能性表示食品に向けた県産農産物の評価と食品

素材の開発 

イ アライグマ・ヌートリアの被害対策技術の向上 

ウ スマート農機実装によるナシの効率・軽労生産 

エ クリシギゾウムシの蒸熱処理による防除技術の開発 

オ ドローンによる病害虫の早期発見技術及び防除技

術の開発（水稲、ダイズにおける効率的なドローン

を活用した防除技術の開発） 

カ 需要に即した飼料自給率の高い黒毛和種肉用牛生

産技術の開発 

キ 山口型放牧における放牧牛の省力的監視技術の開発 

ク リモートセンシングデータを活用した効率的な飼料

作物の生産技術の確立と放牧地草量推定法の検討 

ケ 実生コンテナ苗の育苗期間短縮技術の開発 

 

2) 中間評価 

(1) 実施時期 

2019年 11～12月 

(2) 実施概要 

実施中の単県評価対象 12課題（本部：3課題、農業：

6課題、畜産：2課題、林業：1課題）について、各専門

部会で中間評価を行った。 
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(3) 結果 

評価の結果は次のとおり。 

ア 「新たな飼料用米として利用できる主食用品種の

選定と省力・低コスト・多収栽培技術の確立」は、

供試品種の変更等の理由により、2 年間の延長が承

認された。 

イ 「コンテナ苗生産の低コスト化に向けた検討」は、

目標とする成果が得られたため完了とし、後継課題

の成果と合わせて結果を公表することが承認された。 

ウ その他の課題については大きな方針変更はなく、

試験を継続することとなった。 

 

3) 完了評価 

(1) 実施時期 

2019年 8月、2019年 11～12月 

(2) 実施概要 

令和元年度に研究期間が終了した単県課題 6課題（本

部：該当なし、農業：4課題、畜産：2課題、林業：該当

なし）について各専門部会で完了評価を行った。 

(3) 結果 

評価結果は次のとおり。 

ア 「山口ナシを構成する新たな品種の導入」は、鳥

害により一部品種で十分な結果が得られなかったた

め、1年の研究期間延長が承認された。 

イ その他の課題については、いずれも十分な結果が

出たと評価し、外部有識者への意見聴取を行うこと

とした。 

 

4) 外部有識者への意見聴取 

(1) 実施時期 

2020年 1～3月 

(2) 概要 

令和元年度完了課題 5課題の研究成果を公表するにあ

たり、現場での活用性、新規性、フォローアップや確認

試験の必要性について、幅広い視点や専門的な観点から

意見を聴くため、外部有識者意見聴取を実施した。 

(3) 評価対象課題 

ア 冬春トマトの少量培地耕による高糖度安定生産技

術の確立 

イ 簡易低コスト型栽培システムでの‘かおり野’の

高品質・多収生産による高収益体系の確立 

ウ コムギ黄斑病の発生生態の解明および防除法の確立 

エ 飼料自給率向上のための国産飼料等の黒毛和種肥

育牛への給与技術に関する研究 

オ 山口型放牧とイネ WCSを活用した経営安定化技術 

 

(4) 結果 

評価の結果いずれも一定以上の成果が得られたと評価

された。評価結果及び寄せられた意見に対する回答は評

価者に返却するとともに、ホームページ上で公表した。 

 

5) 普及状況評価 

(1) 実施時期 

2019年 10月～12月 

(2) 実施概要 

公表後 2か年経過した課題（「新たに普及に移しうる

試験研究等の成果 No.41(平成 28年度公表）」掲載課題

のうち 11課題)について、普及状況評価を実施した。 

評価者は課題の要望者、要望機関、技術実証の実施者

及び開発技術の利用者等から、県農林水産事務所長等の

推薦をもとに各課題複数名を選定し、アンケート形式で

評価を依頼した。 

(3) 評価対象課題 

ア 集落営農法人における理念主導型経営の確立 

イ 酵素を利用したクリの渋皮剥皮と保存技術 

ウ 近年の品質低下に対応した水稲生産技術の改善

（①「ヒノヒカリ」では、耕土深の確保と増肥に

より品質・収量が安定） 

エ 近年の品質低下に対応した水稲生産技術の改善

（②高温年における「ひとめぼれ」「ヒノヒカリ」

の基肥一発肥料栽培では窒素追肥が品質安定に

有効） 

オ 「かおり野」子苗直接定植技術 

カ ブドウのクビアカスカシバ防除対策の確立 

キ 貯蔵・流通時の「はなっこりー」の腐敗原因と対策 

ク イチゴとアスパラガスのナメクジ対策 

ケ 晩成カンキツせとみに発生する緑斑症の軽減対策 

コ オリジナルリンドウ早生シリーズの育成 

サ 洋ランの植え込み資材改善および緩効性肥料によ

る施肥体系の確立 

(4) 結果 

対象 11 課題のうち現地で活用されていると評価され

た 9課題については、フォローアップ指導を行うととも

に、寄せられた意見・要望を今後の研究課題に反映させ

ることとした。 

一方、利活用が少ないと評価された 2課題については

フォローアップ指導を行うとともに、活用していない理

由を明確にして、研究管理に反映させることとした。 

 

５ 参観者 

  本部農業技術部  1,772人 

  農業技術部分場  1,921人 

      計       3,693人 
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１ 経営高度化研究室 

1) 集落営農法人の収益向上に寄与する「地域農業の 6

次産業化」の事業拡大要因の解明とモデル実証 

H30-R2 

経営高度化研究室 

尾崎篤史 

目的 

集落営農法人（以下「法人」）が、収益向上を目的

に「地域農業の 6 次産業化」（複数の経営体が連携し

地域ぐるみで取組む 6 次産業化）に取組む方法を検討

する。 

方法 

・6 次産業化に取組む法人の代表者・加工担当者へヒ

アリング調査を行い、取組形態を分類する。 

・モデル実証法人への支援を通じて、事業導入時発生

する課題を明らかにする。 

結果 

①取組形態の分類 

取組形態を分類した。ただし、本分類は相対的なも

のであり、複数の特徴をもつ事例も多く存在する。 

ア ビジネスタイプ 

所得確保を目的に 6 次産業化に取組んでいる。高度

な商品開発が求められ、商工業者との関係構築や、

販路開拓等が課題となる。 

イ 地域活性活動タイプ 

地域住民の生きがい創出・交流実現を目的に 6 次産

業化に取組んでおり、これらが収益確保より優先さ

れる。法人経営においては非収益部門であり、生産

事業等の収益が活動を支えている。法人経営が順調

であることが、加工事業存続の前提条件となる。 

ウ コミュニティビジネスタイプ 

アとイの中間的存在。収益性追求を目的とはしない

が、加工部門単独で採算がとれるよう企業努力を行

う等、ビジネス的側面もみられる。 

②6 次産業化導入時に生じる課題 

モデル実証法人への支援を通じて課題を抽出した。 

ア 加工技術上の課題 

・開発商品に適した生産物の選定、保存方法 

・食品加工技術・知識不足 

・品質・内容量の均一化 

・衛生管理 

・資材・入手経路に関する情報不足 

 イ 商品開発に関する課題 

・各要素間の整合性 

(商品特性、流通条件、製造間隔、賞味期限等) 

・賞味期限の設定・延長 

・既存加工事業との連携(人員配置、機械、配送等) 

ウ 体制に関する課題 

・関係者間の情報共有、スケジュール認識の統一 

・他事業や家業等との労力競合 

・地域の理解 

・支援者との関係構築 

 

2) 山口県における新規就農者（自営就農者）の就農

実態、課題の解明 

H31-R3 

経営高度化研究室 

高橋一興 

目的 

効率的な就農者確保・定着を図るため、就農者の募

集から経営確立に至るプロセスや支援利用の実態およ

び課題を明らかにし、対策を検討する。 

今年度は県内就農者に対する書面調査を実施し、就

農動向および支援利用実態等を明らかにする。 

方法 

県内新規就農者調査リスト（（公財）やまぐち農林

振興公社）より、平成 20～30 年度に就農した「独立自

営就農者」および「親元就農者」281 名に対し、セン

ターより郵送方式でアンケートを実施した。 

結果 

上記アンケートを 2020 年 3 月 23 日～6 月 1 日の期

間で実施中 

 

3) 施設野菜における獣類被害防止方法の確立 

H29-R1 

経営高度化研究室 

末長伸一 

目的 

施設栽培における獣類被害の特徴を明らかにし、周

辺環境を含んだ生息地環境管理方法を明らかにする。 

施設における獣類の行動を明らかにし、獣種別の効果

的な捕獲方法・施設への侵入防止方法を開発する。 

方法 

施設内外にわなを設置し、施設外捕獲による獣類の

施設内侵入防止効果を検証する。また、侵入個体につ

いては出入口での集中捕獲による被害軽減について引

き続き検証する。 

結果 

収穫の終了する 5 月まで調査を続け、その後分析の

予定 

 

4) ドローン活用による鳥獣被害対策技術の開発と実証 

（カモ類のレンコン被害軽減技術） 

H28-R1 

経営高度化研究室 

中村聡 

目的 

山口県のレンコン栽培地域（岩国市）のカモの生息

Ⅲ 試験研究経過並びに成績概要に関する報告（主担当研究室別） 
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状況（分布・密度・移動地域）、生息環境を調査し、

カモによるレンコン被害の発生環境を明らかにする。 

方法 

10 月から 4 月までのレンコン田での作業工程を 5 工

程に区分し、各月の被害状況及びカモ類の昼夜の生息

場所の変化を GIS 数値データ化し、作業工程別の被害

状況を明らかにした。 

カモ類の状況を 1 か月ごとに観察し、ほ場内（夜間、

昼間）、ほ場外（昼間）における位置情報を地図上に記

録し、生息状況を明らかにした。 

捕獲したカモ類に GPS 発信機を装着し、どの様な場

所に多く飛来しているかを明らかにするとともに、飛

来時間帯を明らかにした。 

結果 

各月の被害状況及びカモ類の昼夜の生息場所の変化

を GIS データ化し、作業工程別の被害状況を整理した。

また、カモ類の生息場所をほ場内（夜間、昼間）、ほ場

外（昼間）を地図上に落として、どのような場所に多

くいるか明らかにした。 

レンコンの施業（掘り取り前→掘り取り→整地→深

水）によりカモ類の利用に違いがあった。年内は掘り

取り後の溝状に水がたまったところでカモ類が採餌、

1 月からは整地後の深水になったところで、夜間多く

生息していた。廃棄レンコンにカモ類が集中している

場所は確認されなかった。初期の植え付けが始まった

ほ場にカモが集中することが確認された。 

カモ類に装着した発信機の GPS の記録から、昼間は

レンコンほ場地帯から 2 km 以内の海で休息し、夜間

はレンコンほ場に飛来していることが明らかとなっ

た。 

徳島大学で開発した水上ドローンにより夜カモを追

払ったところ、追払いに成功することもあったが、2

～4 時間以内にカモが再び戻ってくる結果となった。 

以上を取りまとめて成果報告書を提出し、試験を終

了した。 

 

5) ツキノワグマ餌資源調査 

H24- 

経営高度化研究室 

末長伸一 

目的 

西中国山地のツキノワグマの主要な餌と考えられる

堅果類等の結実状況等を把握し，大量出没を予測する

ための基礎的情報を得る。 

方法 

クリ、コナラ、アラカシ、クマノミズキの各樹種に

ついて広い範囲で目視調査を行い、豊凶を明らかにす

るために。 

結果 

前年度の果実数と比較すると、クリとコナラは減少

していたが、アラカシは増加していた。クマノミズキ

は、花序数は減少していたが花序あたりの果実数は増

加しており、合計では増加していた。 

 

6) 鳥獣被害対策へのドローン活用実証試験 

H29- 

経営高度化研究室 

中村聡 

目的 

先進的技術等を活用した効果的な防護技術の開発に

向け、近年急成長しているドローン技術を中山間の農

林業鳥獣被害対策に活かすために、ドローン及び付属

品の能力の基礎的な知見を得る。 

方法 

①シカ出没集落でシカの追い払い調査を実施した。 

②柑きつ園においてカラスとヒヨドリの追払い調査を

実施した。 

結果 

①シカ出没集落でシカの追い払い調査を実施した結果、

ドローンのみで接近した場合や音又は光を発して接

近した場合のいずれも、その場所から遠ざかるだけ

で、危険を感じて逃げる様子は見られなかった。 

②カラスでは、ドローンから逃げることが確認できた

が、ドローンの飛行をやめてしばらくするとほ場に

戻ってくることも確認された。ヒヨドリでは、ドロ

ーンの接近により逃げることは確認できたが、一部

は樹冠内に隠れてしまい、一旦樹冠内に入るとそこ

に留まり音や水を使っても追い払うことができなか

った。また、飛行をやめるとすぐほ場に戻り始めた。 

 

7) 大型囲いわなによるサル大量捕獲技術導入におけ

る群れ分裂回避方法の効果確認試験 

H29-30 

経営高度化研究室 

中村聡 

目的 

サルの群れは母系社会を形成し、優位なメスが群の

キーとなって群が保たれている。大型捕獲柵設置によ

りサルの大量捕獲技術が普及しているが、優位なメス

が捕獲された場合、群れが分裂する可能性があり、複

数の群れに分裂すると地域住民による追い払い活動は

非常に困難になることが懸念される。そこで、大型捕

獲柵で捕獲された優位なメスを放獣することによる群

れ分裂回避方法の効果を確認する。 

方法 

捕獲柵で複数捕獲されたサルの群れの中から優位な

メスザル（複数）に GPS 発信機を装着して行動を追跡

する。携帯電話サービスでは受信期間が短かったため、

LPWA 方式を用いた発信機を製作して試験を実施した。 

結果 
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機器不具合のため未実施となった。今後サルが捕獲

され次第、調査開始予定である。 

 

8) 新規薬剤登録・獣害防除薬剤試験 

（林業用薬剤試験：ニホンジカ忌避剤） 

H30- 

経営高度化研究室 

中村聡・末長伸一 

目的 

ニホンジカによる造林用植栽木の食害を防ぐため、

新規薬剤（硫黄剤のフロアブル剤及びペースト剤）の

登録に向けた試験を行う。 

方法 

造林地においてスギ及びヒノキの苗木に新規薬剤を

散布し、既存薬剤や無処理と比較してニホンジカの食

害を受ける程度や効果期間を明らかにした。 

結果 

2019 年 10 月 29 日に苗木を植栽し、フロアブル剤を

スギ及びサカキに散布し、ペースト剤をスギ及びヒノ

キに塗布した。その後 2020 年 1 月 29 日（92 日後）ま

で 5 回、食害程度を調査した。調査結果を取りまとめ、

S 社に報告した。 

 

9) スマートマルドリを利用した鳥獣被害対策ネット

ワークの設計 

H31-R3 

経営高度化研究室 

中村聡 

目的 

農業に被害を及ぼす獣類を捕獲するためのわなの見

回り確認やそれが農地へ進入するのを防ぐ電気柵の電

圧状況確認の労力軽減を実現するため、ランニングコ

ストの低い遠隔監視・通知システムを構築する。 

方法 

わな及び電気柵の状況を遠隔監視し、スマートマル

ドリの通信システム親機経由でスマホ等に通信できる

装置を開発し、周防大島町久賀上田ヶ丘の柑きつ園に

設置した。 

結果 

動作性能、効果等について調査継続中 

 

10) はなっこりー新品種等に対応した鮮度保持フィル

ムの開発 

H30-R1 

経営高度化研究室 

平田達哉 

目的 

はなっこりーの品種改良による出荷期間の長期化や

出荷形態（葉付き）等の変化に対応した鮮度保持用の

包装フィルムの最適化に向け、品種や葉付きの量によ

る生理的違いに基づき、常温での安定出荷を実施でき

る鮮度保持フィルム条件を明らかにする。 

方法 

①温度による呼吸量（CO2）の変化 

はなっこりー250 g を内容積 10 L のアクリル樹脂製

チャンバーに入れ、蓋をせずに各温度帯貯蔵庫（0℃、

2℃、5℃、10℃、20℃）内に置き、2 時間かけて品温

を安定させた後に蓋を閉め、さらに 2 時間後にガスの

取り出し口から呼吸ガスをシリンジで抜き取り、ガス

クロマトグラフに供し、CO2 濃度を測定する。 

②各フィルムの比較試験 

7 種のフィルム（P-プラス（標準）、P-プラス（透過性

小）、ベジフレッシュ、ベジフレッシュ P、東洋紡 GF-D、

東洋紡 GF-E、レンゴー（標準）、レンゴー（透過性小）、

0.25 ポリエチレン）に 170 g のはなっこりーを入れて、

20℃の恒温器に貯蔵し、4 または 5 日目と 7 日目にフィ

ルム中の空気をシリンジで抜き取り、①と同様に CO2 濃

度を測定する。また、外観についても、CO2 濃度測定

後、蕾の変化、茎の変化、軟腐、萎れ、花の開花、カ

ビ、臭気について 5 段階で評価する。 

結果 

ガス組成と包装内はなっこりーの外観経時的変化の

両面から考察して、包装資材は P-プラス（透過性小）、

東洋紡（GF-D）P-プラス（標準）の順で適性があると

考えられた。 

一方、ベジフレッシュ、ベジフレッシュ P は、安定

性に欠けており、レンゴー、GF-E はガス透過性が高い

傾向にあることから、はなっこりー包装資材への適性

は低いと考えられた。 

 

11) 「茶葉」の保存、周年供給技術の確立 

H30-R2 

経営高度化研究室 

平田達哉 

目的 

宇部市茶振興会議では、次世代生産者確保に向けた

イメージアップを図るため、これまでにないお茶の利

用方法として野菜のように食べられる「生茶葉」を周

年供給しようとしている。周年供給のためには、茶葉

をブランチングして冷凍保存する必要があるが、その

条件は明らかでない。そこで、生茶葉に適するブラン

チング冷凍条件、冷凍貯蔵時の品質保持期間及び解凍

後の品質を明らかにする。 

方法 

ブランチング処理条件に及ぼす要因は色（緑色）と

物性（硬さ）からみて処理温度と処理時間であったこ

とから、ブランチング冷凍処理の条件として、処理温

度（80、85、90、95、100℃）、処理時間（1、2、3、4、

5 秒）食塩添加無として多水準実験を実施した。また、

凍結温度は-20℃、-50℃）とした。これを「冷凍茶葉」
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とし、色調、物性、先菌検査を定法に従って実施した。 

また、宇部市内の飲食店で試食会を実施する。さら

に、宇部フロンティア大学と連携し、茶葉を活用した

料理、メニューの開発を行なった。 

結果 

加熱温度と加熱時間の最適な条件は、処理温度 95～

100℃、処理時間 1～2 秒が最も優れていた。 

以上の結果および社会福祉法人 EGF での実証試験

結果から、茶葉の最適ブランチング条件は次のとおり

と判断した。 

処理温度 95～100℃ 

処理時間 1～2 秒 

食塩濃度 0%（任意） 

貯蔵温度 -20℃（任意） 

冷凍生葉茶の利活用について、宇部市内の飲食店で

試食会を実施し、様々な料理に利用できると評価され

た。また、宇部フロンティア短期大学と連携し、生茶

葉を素材した料理を考案し、試食会をおこなったとこ

ろ、いずれの料理・菓子類についても高評価であった。 

 

12) 県産プレミアム地鶏の美味しさに関する研究 

H29-R2 

経営高度化研究室 

村田翔平 

家畜改良研究室 

伊藤直弥 

(1) 味覚センサーを用いた｢長州黒かしわ｣の肉質特性

の把握 

目的 

本県特産のブランド地鶏である｢長州黒かしわ｣の肉

（特にモモ肉）は、こくがある、風味がよいなどの高

評価が得られているものの、その美味しさに関与する

成分については明らかでない。これまでの研究で、味

覚センサー（味認識装置）を用いて｢長州黒かしわ｣の

美味しさを分析した結果、「長州黒かしわ」の肉は、

苦味雑味と渋味刺激の値が大きいことが明らかになっ

た。そこで、その「長州黒かしわ」の味を特徴づける

成分を特定する。 

方法 

｢長州黒かしわ｣の肉の、苦味雑味、渋味刺激に関与

すると考えられる成分を添加し、味覚センサーで数値

の変動を分析した。 

結果 

添加試験の結果、アンセリン添加量の増加に伴い苦

味雑味、渋味刺激の値が大きくなることが認められた。

このことから、アンセリンが「長州黒かしわ」の苦味

雑味と渋味刺激を特徴づける成分の一つであることが

示唆された。 

(2) 後継系統の肉質特性の把握 

目的 

種鶏である｢やまぐち黒鶏｣の近交度上昇による能力

低下の懸念から後継系統の造成に取り組んでいるが、

それを用いて生産した｢長州黒かしわ｣の肉質特性を確

認し、現在の｢長州黒かしわ｣と同等以上であることを

確認する。 

方法 

「やまぐち黒鶏」の現系統（423 系）と後継系統（427

系）および「長州黒かしわ」の現系統と後継系統の肉

（胸肉、モモ肉）の品質（肉色、剪断力価、イノシン

酸、イミダペプチド含量等）を調査し比較した。 

結果 

現系統（423 系）と後継系統（427 系）の間で、肉色、

剪断力価、イノシン酸含量、アンセリンとカルノシン

含量に差は認められなかった。本年を含めた 3 年間の

試験より、後継系統（427 系）の肉質は現系統（423

系）と同等であり、系統の更新に問題はないことが明

らかとなった。 

(3) 副産物（肝臓、筋胃等）の品質特性解明 

目的 

鶏肉の生産に伴い肝臓や筋胃等の内臓が副産物とし

て得られるが、それらはブロイラーと区別せずに販売

されている。｢長州黒かしわ｣のブランドで販売するた

めに副産物（肝臓、筋胃等）の品質特性を明らかにし、

ブロイラーとの違いや優位性を明らかにする。 

方法 

と殺前日に 5%砂糖水を給与することで、「長州黒

かしわ」の肝臓のおいしさに関与すると考えられるグ

リコーゲン含量が多い肝臓を得た。その肝臓について、

センター職員で官能評価を実施した。 

結果 

と殺前日の断餌後 5%ショ糖を自由飲水させること

で、地鶏肝臓グリコーゲン含量が有意に増加した。官

能評価によって、肝臓のグリコーゲンの多寡とおいし

さの関係性を調べた。湯せん調理では、グリコーゲン

含量の多寡と、甘味、苦味、コク、好ましさについて

有意差は見られなかった。オーブンによる調理では、

グリコーゲン含量が増加することで、おいしさが向上

する可能性が残されており、次年度調査を行う。 

 

13) 検定牛の脂肪酸分析 

H20- 

経営高度化研究室 

村田翔平 

目的 

やまぐちの牛づくり総合対策事業の一環として検定

牛、県和牛共進会出品牛、やまぐち和牛品評会出品牛

および地域共進会等への出品牛の脂肪酸分析を行う。 

方法 

枝肉から筋間脂肪を採取しガスクロマトグラフで脂

肪酸分析を行った。 
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結果 

和牛共進会前期出品牛 35 頭、同後期出品牛 35 頭お

よび和牛品評会出品牛 10 頭、その他 71 頭の全 151 頭

の筋間脂肪について、脂肪酸組成分析を行い、畜産技

術部および畜産振興課へ報告した。 

 

２ 土地利用作物研究室 

1) 県内水田農業の担い手に適応したスマート農業の導入

／中山間地域における連合体の育成を見据えた集落

営農法人の経営体質強化・次世代人材の育成 

H30-R2 

土地利用作物研究室 作物栽培グル－プ 

前岡庸介・来島永治・陣内暉久 

(1) スマート農機導入効果の検証 

ア ICT・IoT と連動した機械体系の現地実証 

(ｱ) 中山間部におけるスマート農業技術体系の導入 

目的 

中山間地域の集落営農が直面する経営課題のうち、

水稲生産においては、ほ場ごとの精密管理による収量の

向上等収益力の向上、人手で行う畦畔除草などの作業負

担の軽減、次代を担うオペレーターの確保、育成などが

課題となっており、スマート農機の効果を評価すること

で課題に対する寄与を明らかにする。 

方法 

各種スマート農機について、現地実証を行い、導入

に適した条件を明らかにするため、2019 年度から国の

スマート農業実証プロジェクトを活用した。萩地域の

集落営農法人である U 法人と M 法人において水稲部門

にスマート技術体系を導入して労働時間の低減や収量

・品質への影響を評価した。整形団地化水田を集積す

る U 法人では、規模のメリットが生ずるような省力的

な体系として自動操舵システム、GPS ブロードキャス

タ、KSAS 対応田植機、収量・食味コンバインを導入し

た。狭小な水田を集積するＭ法人には、人材育成やコ

ストの低減を目的とした体系として、ほ場管理システム

に対応したトラクター、可変施肥田植機、リモコン式除

草ボート、刈刃 50 cm のリモコン式除草機（ARC-500）、

防除用ドローン、収量コンバインを導入した。 

結果 

U 法人では水稲の化学肥料・化学農薬不使用栽培（エ

コやまぐち農産物 100）において直進アシスト田植機

と水田駆動除草機の組み合わせで除草の効率化を目指

したところ、例年実施していた雑草の手取り作業がな

くなり、昨年と比べて大幅な作業時間の 94%の削減に

寄与した。また、水稲作付の全面積で側条施肥田植機

を用いると仮定し慣行ブロードキャスタの本田基肥施

用を省力することで、田植えと施肥に係る作業時間を

概ね 3 割削減した。経営全体でみると労働時間は 15%

削減された。 

M 法人においては、防除用ドローンを導入したこと

による病害虫防除に係る作業時間の軽減が認められた

ものの、最も大きな削減が見込めると期待していたリ

モコン式畦畔除草機の運用ができなかったことから、

経営全体でみると、本年度はスマート農機を導入する

ことによる労働時間の削減効果は 2%に止まった。 

なお、中山間部では収量・品質へのスマート農業技

術体系の効果は判然としなかった。 

個別のスマート農機の主要な評価としては、防除用

ドローンは除草剤散布時の作業能率が背負式散布機よ

りも高いが、補助者 1 名との組作業が必要で補助者と

合わせた作業時間は長くかかった。液剤による防除で

は、セット動噴の 3 名組作業と比較すると作業能率は

高く作業時間も短かった。可変施肥田植機は、ほ場の

作土深や土壌の電気伝導によって施肥量が削減でき、

施肥量を削減した場合には、収量は慣行と遜色はなか

ったことから、低コスト化に有効であった。 

(ｲ) 平坦部におけるスマート農機の評価 

a 自動運転トラクターの導入効果の検証 

目的 

自動運転トラクターの基本性能を明らかにする。 

方法 

K 社自動運転トラクター（無人）と同規格の慣行ト

ラクター（有人）を供試し、作業能率、作業精度（直

進性、残耕の有無）を調査した。 

結果 

①作業能率 

耕うん時の作業能率は同一ギアでは自動運転（無人）

と慣行（有人）は同等であった。旋回は隣接耕では自

動運転（無人）が慣行（有人）の 70%程度の時間であ

ったが、間接耕では自動運転（無人）は旋回時に切り返

しがあり、慣行（有人）の 193%程度の時間を要した。 

②作業精度（直進性、残耕の有無） 

自動運転（無人）は隣接耕、間接耕とも中心からの

ズレは最大 18 cm で残耕は確認されなかった。慣行（有

人）は隣接耕では中心からのズレは最大 32 cm で残耕は

確認されなかったが、間接耕では直進精度が悪く最大

65 cm のズレが生じ、残耕や過剰な重なりが確認された。 

以上、自動運転（無人）は慣行（有人）よりも直進性が

高く、特に間接耕でそれが有効であることが確認された。 

b リモコン式除草機の導入効果の検証 

目的 

集落営農法人に実際に導入されたリモコン式除草機

の活用事例の調査を通じて、基本性能の確認及び作業

可能条件の検証を行う。 

方法 

K 社リモコン式除草機（カタログ数値：機体重量 480 kg、

刈幅 1 m、最大傾斜角度 50°、最大通信距離 300 m）を供試し、

作業能率、作業可能条件、労働時間削減効果を調査した。 

結果 

①作業能率 
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リモコン式除草機の作業能率は 0.78h／10a であり、

法面除草機の 4 倍以上、刈払機の 6 倍以上の能率での

作業が可能であった。 

②作業可能条件 

畦畔・法面で作業する場合は全幅以上の法面幅を必

要とし、転落の危険がある個所では、さらにスリップ

を勘案し、危険個所から 0.5 m 以上のスペースを設け

る必要があるなど一定の制限があった。 

③労働時間削減効果 

法人がリモコン式除草機を導入し、除草を実施する

ほ場の全畦畔・法面面積は約 3.9ha（実測面積）であり、

導入後は法面除草機の利用割合は 89%から 58%と 31

ポイント減少していた。 

その結果、試算値ではリモコン式除草機と法面除草

機の作業能率差により、全畦畔・法面面積 3.9ha の草刈

り労働時間を 26.1%削減することが可能である。 

イ 担い手が直面する課題に対応した技術の実証 

（自動給水システムの導入効果の検証） 

目的 

各種スマート農機について、現地実証を行い、導入 

効果の経営的・質的評価および導入に適した条件を明

らかにする。本試験は自動給水システムの基本性能の

確認を行った。 

方法 

K 社ほ場水管理システムを供試し、中山間部小区画

ほ場（25a、3 筆）、瀬戸内沿岸部大区画ほ場（80a、3

筆）で省力効果（自動給水システム設置区及び慣行区

の水管理作業時間及び回数）及び収量（自動給水シス

テム設置ほ場及び慣行ほ場）を調査した。 

結果 

①省力効果 

自動給水システムの利用により、慣行作業と比較し

て、水管理時間削減率は 70～80%程度、ほ場水管理回

数削減率は 90%程度となり大幅な省力効果が認められ

た。試験を実施した両法人から省力効果について高評

価を得た。特に、中山間部の法人は設置ほ場と法人事務

所が5 km程度離れているため移動回数が減少できる点

を高く評価した。 

②水稲の収量 

収量差が生じた要因は水管理だけでなく他の要因

（地力差等）も考えられるため、複数年の検討が必要

であるが、本年は自動給水システム設置ほ場で慣行管

理ほ場以上の収量を確保した。 

 

2) 新たな飼料用米として利用できる主食用品種の選

定と省力・低コスト・多収栽培技術の確立 

H30-R4 

土地利用作物研究室 作物栽培グループ 

渡辺大輔・岡崎大祐・小池信宏・村岡千恵美 

(1) 多収で病害抵抗性を持った品種・系統の選定 

目的 

いもち病に強く、飼料用米として活用できる主食用

多収品種を選定する。 

方法 

｢北陸 257 号｣、｢北陸 267 号｣、「中国 230 号」、「羽

1296」、｢あきだわら｣（対照）を供試し、播種期は 2019

年 5 月 20 日、移植期は 6 月 10 日とした。栽植密度

22.2 株／m2、1 株 3 本手植えで移植し、品種比較試験

を実施した。施肥は緩効性肥料（LPSS522）の全量基

肥施用で、窒素成分は 0.6 kg／ａとした。 

また、葉いもちほ場抵抗性検定を奨励品種決定調査

に準じて実施した。 

結果 

「北陸 267 号」、「羽 1296」は、収量性が「あきだ

わら」より 15%以上多収であった。葉いもちほ場抵抗

性は、「羽 1296」が“強”と優れ、「北陸 267 号」は

“やや弱”であったが「あきだわら」よりは優れたこと

から、いずれも「あきだわら」に替わる飼料用米系統

として有望であった。 

(2) 多収のための適性施肥量の確認と病害防除回数

（薬剤）の低減 

目的 

「あきだわら」に替わる有望系統について、省力・

低コスト・多収栽培のための適正施肥量を確認する。 

方法 

｢北陸 257 号｣、｢あきだわら｣（対照）を供試し、施肥

量 3 水準（窒素成分量 0.8、1.2、1.5 kg／a、緩効性肥料）

で試験を行った。稚苗機械移植とし、播種期は 5 月 28 日、

移植期を 6 月 14 日、栽植密度は 18.4 株／m2とした。 

結果 

「北陸 257 号」は施肥量に比例して生育量が増加し

たが、台風による倒伏やトビイロウンカ多発の影響で

収量性に差は見られず、多収栽培のための適正施肥量

については判然としなかった。 

ウ 疎植適応性の評価 

目的 

いもち病で減収する事例の多い現在の主要品種「あ

きだわら」に替わる飼料用米品種候補として選定した

「北陸 257 号」について、省力・低コスト・多収栽培

のための疎植適応性を確認する。 

方法 

「北陸 257 号」を対照品種「あきだわら」、参考品種

「えみだわら」とともに 6 月 14 日に稚苗で機械移植を行

った。施肥は窒素 1.2 kg／a として緩効性肥料 LPSS522

を全量基肥施用した。栽植密度を標準植区 18.6 株／m2、

疎植区 11.1 株／m2 にして 1 区 30 m2 で 2 反復設置し、

調査を実施した。 

結果 

疎植により「あきだわら」「えみだわら」は穂数が

減少し「北陸 257 号」はほとんど減少しなかった。疎
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植での収量は標準植との比較で「あきだわら」8%減、

「えみだわら」14%減、「北陸 257 号」2%減になった。

「北陸 257 号」は疎植で標準植とほぼ同等の収量が確

保でき、疎植に適応性があることを確認した。 

 

3) 売れる麦を核とする中山間水田輪作体系における

収益力強化と省力化の実証 

H28-R1 

土地利用作物研究室 作物栽培グループ 

村田資治・陣内暉久・渡辺大輔・前岡庸介 

資源循環研究室 土壌環境グループ 

有吉真知子 

経営高度化研究室 

尾崎篤史・高橋一興・平田達哉 

目的 

山口県中山間地の水田において 2 年 3 作体系（水稲-

麦-大豆）を導入し、収益力強化を図るとともに省力化

を達成する。 

(1) 中国中山間地の水田営農における麦類の多収・高

品質栽培技術の実証 

方法 

山口県美祢市の現地実証ほにおいて、20 日タイプの

シグモイド型被覆尿素肥料を全量基肥施肥する後期重

点型施肥とチゼルプラウ耕による湿害対策を組み合わ

せた試験区を設置した。対照区は現地慣行の分施体系

とした。試験は地力が異なる 2 つのほ場で行った。品

種は「トヨノカゼ」を供試し、2018 年 11 月 8 日に播

種した。成熟期に全刈り収量を調査した。 

結果 

結果はほ場によって異なっていた。地力が高いほ場

では試験区と慣行区の全刈り収量は同程度であり、処

理の効果はなかった。一方、地力の低いほ場では試験

区の収量は 373 kg／10a で、慣行区の 322 kg／10a と比

べて 16%増加した。 

(2) 収益力強化・省力化により安定経営を目指す中山

間水田営農モデルの策定 

方法 

山口県美祢市の現地実証ほにおいて平成 28 年～令

和 1 年に実証した 2 年 3 作の技術（裸麦の後期重点型

施肥と湿害対策、大豆の湿害対策、水稲の密播疎植）

の経済性を評価して営農モデルを作成した。 

結果 

2 年 3 作を導入すると、ほ場利用率は 143%に増加し、

法人所得は現状比 64%増となる。現状の技術では水稲

作付面積は 5 月中旬から 6 月中旬の労力不足により制

限されるが、新技術である水稲密播疎植と裸麦後期重

点施肥を導入することで、労力不足は解消され、ほ場

利用率は 150%に増加し、法人所得は現状比 116%増と

なることが明らかとなった。 

 

4) ダイズ品質・収量の空間変動を是正し実需者ニー

ズに応える可変量管理の実証 

H29-R1 

土地利用作物研究室 作物栽培グループ 

村田資治・小池信宏 

目的 

異なる栽植密度が大豆の生育収量および品質に及

ぼす影響を明らかにするとともに、リモートセンシン

グによる大豆の生育収量予測技術を確立する。 

方法 

2019 年 7 月 10 日に大豆「サチユタカ」を栽植密度

2、5、10、15、30 本／m2 で播種した。生育期間中に

ドローンを使用して上空から大豆群落の分光反射率

を測定するとともに、地上部乾物重を調査した。成熟

期に収量と収量構成要素を調査した。 

結果 

昨年度と同様に、ドローンで取得した大豆群落の分

光反射率から植生指数を算出し、日々の日射量と組み

合わせることで大豆の地上部乾物重を予測することが

可能であることを明らかにした。 

 

5) 直播栽培拡大のための雑草イネ等難防除雑草の省

力的防除技術の開発 

R1-R5 

土地利用作物研究室 作物栽培グループ 

村田資治・金子和彦・小池信宏 

目的 

雑草イネの省力的防除技術を開発する。本年度は代

かき時を含む除草剤の体系処理による雑草イネの防

除効果を明らかにするとともに、現地で発生している

雑草イネの出芽動態を明らかにする。 

方法 

現地試験と場内試験を実施した。現地試験では慣行

の 3 剤体系に対して雑草イネに効果がある除草剤を含

む 4 剤体系の効果を調査した。場内試験では除草剤試

験と出芽動態調査を実施した。除草剤試験では現地試

験の体系から代かき時処理を除いた現 2 剤体系と 3 剤

体系が雑草イネに及ぼす効果を比較した。雑草イネ種

子の埋め込み深度は 1 cm と 4 cm とした。出芽動態調

査は 2019 年 9 月 27 日にほ場に雑草イネを播種してお

よそ 1 週間ごとに出芽数を調査した。雑草イネ種子は

3 系統を供試し、播種方法は 5 cm 混和と表面播種の 2

種類とした。 

結果 

現地試験では、移植後 49 日の調査で試験ほ場の無処

理区で雑草イネの発生がみられたが、その他の区では

発生はなかった。移植後 101 日（8 月 16 日）の調査で

も雑草イネの発生はなかった。場内試験の除草剤試験

では、埋め込み深 1 cm の雑草イネの発生割合（無処理

区対比）は 3 剤体系 10%、2 剤体系 45%で 3 剤体系処
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理の効果が高かった。埋め込み深 4 cm にすると全ての

区で発生個体数が減少した。出芽動態調査では混和区

の出芽率は、すべての系統において処理後 1 週間から

2 週間で最大となった。表面播種区では、処理後 5〜6

週にかけて 1 系統で出芽がみとめられた。 

 

6) 先端ゲノム育種によるカドミウム低吸収性稲品種

の早期拡大と対応する土壌管理技術の確立 

H31-R4 

土地利用作物研究室 作物栽培グル－プ 

渡辺大輔・金子和彦・山根哲広・村岡千恵美 

(1) 温暖地西部向きの耐暑性を付与した Cd 低吸収性

主力品種の育成 

目的 

県育成の「晴るる」および「山口 10 号」にカドミウ

ム低吸収性遺伝子を導入した系統について、生産力検

定を実施し、諸特性を把握する。 

方法 

前年度までに育成した「晴るる」の Cd 低吸収性系

統「山育 46 号」、「山口 10 号」の Cd 低吸収性系統

「山育 47 号」、「山育 48 号」を供試し、それぞれ 2019

年 5 月 9 日、30 日に播種、5 月 29 日、6 月 20 日に栽

植密度 22.2 株／m2 の 1 株 3 本手植えで移植して生産

力検定を実施し、生育や出穂期、収量および品質につ

いて原品種との差異を確認した。 

結果 

「山育 46 号」は主要特性が「晴るる」とほぼ同等で、

同質性が高いと判断されたことから“有望”とした。 

「山育 47 号」及び「山育 48 号」は、台風による倒

伏やトビイロウンカ多発の影響により、品質がやや悪

かったが、主要特性は「山口 10 号」と概ね同等と判断

されたため、“やや有望”とした。 

 

7) NDVI を利用したパン用小麦の生育量に応じた開花

期追肥技術の確立（新稲作研究会） 

R1-R3 

土地利用作物研究室 作物栽培グループ 

村田資治・小池信宏 

目的 

パン用小麦「せときらら」において、子実タンパク

質含有率の確保を可能とする追肥基準の策定を目的

として、リモートセンシングで取得した植生指数を利

用した収量予測技術を開発する。 

方法 

2018 年 11 月 21 日（標播）と 12 月 13 日（晩播）に

小麦「せときらら」を播種した。追肥量を変化させる

試験（試験①、標播のみ）と異なる遮光率のシートで

被覆する試験（試験②）を行った。試験①では分げつ

肥 2 水準（窒素成分 0、2 kg／10a）と穂肥 3 水準（同

0、3、6 kg／10a）を組み合わせた 6 処理を 2 反復設置

した。試験②では遮光率 2 水準（0、50%）を 4 反復設

置した。遮光シートは茎立ち期から穂ばらみ期に相当

する 2019 年 3 月 1 日から 4 月 3 日まで設置した。い

ずれの試験区も 4 月 11 日にドローンで上空から NDVI

を測定し、成熟期に収量と収量構成要素、子実タンパ

クを測定した。 

結果 

試験①において NDVI に対する収量の回帰直線を作

成し、これを収量予測モデルとした。次に、このモデ

ルを使って試験②で測定した植生指数から収量を予測

した。標準播では NDVI で収量予測が可能だった。晩

播では NDVI で予測した収量は実測値を下回った。遮

光によって顕著に予測誤差が大きくなることはなかっ

た。試験①では収量が増加するほど子実タンパクも増

加した。試験②では収量と子実タンパクに有意な関係

はなかった。 

 

8) 水稲新品種「恋の予感」の安定多収を目指した NDVI

による簡易診断技術の確立（全農委託試験） 

H30- 

土地利用作物研究室 作物栽培グループ 

来島永治・金子和彦・山根哲宏 

資源循環研究室 土壌環境グループ 

有吉真知子 

目的 

従来の茎数や葉色等による水稲の生育診断では広範

囲にあるほ場の診断が困難であることから、収量の増

加と均質化するための効率的な生育診断技術が求めら

れている。 

そこで、本試験では中生熟期「恋の予感」において、

NDVI による計測を行い、生育・収量データとの相関

を検証し、水稲の簡易診断技術確立の資とする。 

方法 

「恋の予感」の稚苗を 2019 年 6 月 5 日に機械移植し

た。施肥方法は全量基肥施用（緩効性肥料：セラコー

ト R004（20-10-14））及び追肥施用で 8 水準の施肥区

（N kg／a）：0、0.4、0.6、0.8、1.2 を設けた。NDVI 測

定は最高分げつ期、幼穂形成期、減数分裂期、穂揃期に

実施した。NDVI 値はいずれの時期も作物から 70 cm 程

度上で（調査日ごとに平均的な草丈に合わせて測定機器

の高さを変更）、連続する 10 株の真上を通るようにトリ

ガーを引き続けて得た 3 回の平均値から求めた。 

※NDVI 測定機（N 社製 GreenSeeker Handheid Crop 

Sensorni） 

結果 

①NDVI 値と地上部窒素吸収量の相関 

 各生育ステージの NDVI と測定時の地上部窒素蓄

積量（地上部乾物重×稲体窒素濃度）との間に正の

相関が認められた。 

②NDVI 値と収量との相関 
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幼穂形成期の NDVI が同水準の場合、追肥の施用

により収量が高くなる傾向にあった。 

「無肥料区」では NDVI が低く推移して低収とな

ったが、その他の区では NDVI に差がなかったため、

追肥を必要とする NDVI の指標を定めることは困難

であった。 

③まとめ 

ハンドヘルド型 NDVI 計測機で得られる NDVI 値

は、測定時の地上部窒素蓄積量と相関関係が認めら

れ、同じ生育ステージにおける生育量の相対評価が

可能であった。 

 

9) 品質・収量の高位安定化が可能なビール醸造用大

麦品種の開発／縞萎縮病特性検定試験 

(1) 縞萎縮病検定試験 

H26- 

土地利用作物研究室作物栽培グループ 

岡﨑大祐・前岡庸介・小池信宏 

目的 

大麦育成系統の大麦縞萎縮病耐病性を検定し、新品

種の育成に資する。 

[2018 年度] 

方法 

場内検定ほ場で、107 品種・系統（指標 2 品種含む）

を供試し、2018 年 10 月 25 日に催芽種子を畦幅 1 m の高畦

に株間 8 cm×8 cm で点播した。窒素施肥量は 0.8 kg／a と

した。1 区 1 m2 の 2 反復とした。ただし、栃木県農業

試験場の供試品種・系統は 1 反復とした。発病指数、

被害指数および黄化指数を求めた。 

結果 

発病指数、被害指数から検定した抵抗性について、

105 品種・系統中 100 品種・系統（品種・系統数の内

訳は西日本農研センター19、九州沖縄農研センター22、

栃木県農業試験場 39、福岡県農業試験場 20）を被害抵

抗性中以上と判定した。 

[2019 年度] 

方法 

場内検定ほ場で、91 品種・系統（指標 2 品種含む）

を供試し、2019 年 10 月 29 日に催芽種子を畦幅 1 m の高

畦に株間 8 cm×8 cm で点播した。窒素施肥量は 0.8 kg／a

とした。1 区 1m2 の 2 反復とした。ただし、栃木県農

業試験場及び次世代作物開発研究センターの供試品種

・系統は 1 反復とした。発病指数、被害指数および黄

化指数を求めた。 

結果 

現在調査中 

(2) 地域適応性検定試験 

H26-R1 

土地利用作物研究室作物栽培グループ 

村田資治・金子和彦・小池信宏 

目的 

育成中のビール大麦早期世代系統の地域適応性を検

定し、新品種の育成に資する。 

[2018 年度] 

方法 

ビール大麦 10 品種・系統（標準品種含まない）を供

試し、簡易定層播（広幅不耕起播）で栽培した。播種

期は 2018 年 11 月 15 日、播種量は 0.8 kg／a、窒素施肥

量は 1.09 kg／10a とした。 

結果 

収量性や品質等の結果から、「栃系381」を有望、「栃
系375」、「栃系376」、「栃系377」、「栃系380」を
再検討、「吉系100」、「吉系101」、「吉系102」を打
ち切りとした。 

[2019 年度] 

方法 

ビール大麦 6 品種・系統（標準品種含まない）を供

試し、簡易定層播（広幅不耕起播）で栽培した。播種

期は 2019 年 11 月 15 日、播種量は 0.8 kg／a、窒素施肥

量は 1.09 kg／10a とした。 

結果 

現在調査中 

 

10)水稲奨励品種決定調査 

S28- 

土地利用作物研究室作物栽培グル－プ 

渡辺大輔・来島永治・山根哲宏・村岡千恵美 

目的 

育成地から取り寄せた品種・系統および本県育成

系統について、その特性、生産力および地域適応性

を調査し、奨励品種選定の資とする。 

方法 

基本調査と現地調査を実施した。  

基本調査のうち、本調査は粳 5 品種・系統、予備

調査は粳 38 品種・系統を供試し 2 反復で行った。

播種は早植を 2019 年 4 月 24 日（本調査および予備

調査の極早生）、普通植を 5 月 20 日（本調査および予

備調査の早生・中生）、晩植を 6 月 11 日（本調査のみ）

とした。移植はそれぞれ 5 月 15 日、6 月 10 日、6 月 28

日に行い、栽植密度 22.2 株／m2 の 1 株 3 本手植えとし

た。施肥は緩効性肥料（LPSS522）の全量基肥施用で、

窒素成分は標準区 0.6 kg／a、多肥区（本調査・普通

植のみ）0.8 kg／a とした。  

現地調査は田布施町、周南市鹿野、山口市阿東嘉

年、美祢市秋芳町、長門市油谷の 5 か所で実施した。

関係農林水産事務所農業部と連携して生育、収量、

品質などを調査し、これを取りまとめた。  

結果 

①予備調査では、早生熟期でやや多収、良食味の｢関

東 283 号」、品質が優れる「関東 289 号」、中
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生熟期で多収、良食味の「恋初めし」をやや有

望とした。  

②本調査および現地試験では「えみだわら」、「北

陸 265 号」および「とよめき」を “再検討”とし

た。  

(2) 葉いもちほ場抵抗性検定 

目的 

本調査供試品種・系統の葉いもち発生程度を調査

し、奨励品種決定の資とする。 

方法 

本調査供試 3 系統、奨励品種 8 品種、判別品種 14

品種をいずれも 3 反復で供試した。2019 年 6 月 19 日

に播種し、基肥を窒素成分で 0.4 kg／a 施用した。ま

た、いもち病の発病を促進するため、ほ場内の外周と

中心部に「コシヒカリ」を播種し、7 月 25 日に窒素成

分 0.5 kg／a の追肥を行った。 

結果 

本調査供試系統の葉いもちほ場抵抗性は、「えみ

だわら」および「とよめき」が “強”、「北陸 265 号」

が“中”であった。  

(3) 穂発芽検定 

目的 

本調査供試品種・系統及の穂発芽性を検定し、奨

励品種決定の資とする。 

方法 

本調査供試 3 系統、奨励品種 8 品種をいずれも 3

反復で供試した。成熟期に採取した穂を直ちに流水

中に静置した。処理後 10 日目の穂発芽程度観察し、

2（極難）～8（極易）の 7 段階で判定した。  

結果 

本調査供試系統の穂発芽性は、「北陸 265 号」が

”難 ”、「えみだわら」および「とよめき」は “やや

難”であった。  

 

11) 麦類奨励品種決定調査 

S28- 

土地利用作物研究室 作物栽培グループ 

村田資治・金子和彦・小池信宏 

目的 

育成地から取り寄せた品種・系統について、その特

性、生産力および地域適応性を明らかにし、奨励品種

決定の可否に資する。 

［2018 年度］ 

方法 

基本調査および現地調査を実施した。 

センター内（山口市大内）において基本調査（予備

調査および本調査）を実施した。予備調査には小麦 6、

裸麦 2、六条大麦 2、ビール大麦 2 品種・系統（比較・

標準・参考品種含まず）を供試し、簡易定層播（広幅

不耕起播）で実施した。各 2 反復とした。本調査には

ビール大麦「ニューサチホゴールデン」と標準品種「サ

チホゴールデン」を供試し、簡易定層播およびドリル

播で実施した。各 3 反復とした。播種は 2018 年 11 月

15 日に実施し、播種量は簡易定層播が 0.8 kg／a、ドリ

ル播は 150 粒／m2、窒素施肥量は 1.09 kg／a とした。 

現地調査にはビール大麦「ニューサチホゴールデン」

を供試して山口市名田島と下関市吉見の 2 か所で実施

した。調査・とりまとめは山口農林水産事務所および

下関農林事務所がセンターと連携して行った。 

結果 

予備調査では、有望系統はなかった。六条大麦は本

年度で調査終了とした。 

本調査に供試した「ニューサチホゴールデン」は標

準品種「サチホゴールデン」と比べて、出穂、成熟期、

収量および品質は同等であり有望とした。 

現地調査における「ニューサチホゴールデン」の評

価は、下関現地では湿害が発生したこともあり「再検

討」、山口現地では「やや有望」だった。 

［2019 年度］ 

方法 

基本調査、現地調査を実施した。 

予備調査には小麦 8、裸麦 4、ビール大麦 3 品種・系

統、本調査にはビール大麦 1 品種・系統（比較・標準

・参考品種含まず）をそれぞれ供試し、2019 年 11 月

15 日に播種した。 

現地調査はビール大麦「ニューサチホゴールデン」を供

試して山口市名田島と下関市吉見の 2 か所で実施した。 

結果 

現在調査中 

 

12) 大豆奨励品種決定調査 

S28- 

土地利用作物研究室作物栽培グループ 

陣内暉久・村田資治・小池信宏 

目的 

育成地から取り寄せた品種・系統について、その特

性、生産力および地域適応性を明らかにし、奨励品種

決定の可否に資する。 

方法 

基本調査および現地調査を実施した。 

センター内（山口市大内）において基本調査（予備

調査および本調査）を実施した。予備調査には標準播

8、晩播 5 品種・系統（比較・標準・参考品種含まず）

を供試した。栽植密度は 11.9 株／m2（1 株 1 本）で平

畝栽培した。各 2 反復設置した。本調査には「サチユ

タカ A1 号｣と標準品種「サチユタカ」を供試し、各 3

反復設置した。播種は標準播 6 月 14 日、晩播 7 月 5

日に行った。 

現地調査は「サチユタカ A1 号」を供試して柳井市

と阿武町の 2 か所で実施した。 
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結果 

予備調査では、標準播で「関東 140 号」をやや有望

とした。晩播では「九州 176 号」をやや有望とした。

本調査では「サチユタカ A1 号」の熟期、生育、収量

は標準品種「サチユタカ」と同等だった。ただし、子

実の粗タンパク質含有率はやや低かった。 

現地調査では、「サチユタカ A1 号」は「サチユタ

カ」と同等以上の生育収量だった。生産者による評価

は柳井市で「やや有望」、阿武町では難裂莢性による

収穫ロスの少なさが評価されて「有望」だった。 

 

13) 水稲除草剤試験 

R1 

土地利用作物研究室作物栽培グループ 

来島永治・陣内暉久・小池信宏・村岡千恵美 

目的 

（公財）日本植物調節剤研究協会から委託された水

稲関係除草剤について、その適応性の判定と使用法を

確立し、除草剤使用指導基準の作成に資する。 

方法 

稚苗移植栽培を対象として小規模面積で実施した。

移植栽培は「晴るる」を 2019 年 5 月 31 日に移植し、13

薬剤を供試した。いずれも、除草効果と薬害程度を調

査し、実用性の判定を行った。 

結果 

除草効果および水稲に対する安全性を検討した結

果、以下のとおり全試験薬剤を実用化可能と判定した。 

試験区分 A-1（一発剤）では、NH-1830 ジャンボ（兼

0.25 kg 粒）、NH-1830 フロアブルの 2 剤、試験区分 A-3

（体系処理）では KYH-1402-1 kg 粒の 1 剤であった。 

A-1S（一発剤問題雑草コウキヤガラ）では S-9226 フロ

アブル、S-9226-1 kg 粒の 2 剤、試験区分 A-4（コウキヤ

ガラ対象）では、MIH-181-1 kg 粒、NC-651 ジャンボ、

NC-651 フロアブル、NC-655 フロアブル、NH-1101 ジャ

ンボ、NH-1830 ジャンボ（兼 0.25 kg 粒）、NH-1830 フ

ロアブル、SB-613-1 kg 粒の 8 剤であった。 

 

14) 麦類除草剤試験 

S58- 

土地利用作物研究室作物栽培グループ 

来島永治・金子和彦・小池信宏 

目的 

（公財）日本植物調節剤研究協会から委託された麦

類関係除草剤について、その適応性の判定と使用法を

確立し、除草剤使用指導基準の作成に資する。 

［2018 年度］ 

方法 

トリフルラリン粒剤の一年生広葉雑草に対する除草

効果および麦に対する安全性を検討した。大麦「トヨ

ノカゼ」を供試し､播種は 4 条ドリル播（畦幅 1.5 m）

で 2018 年 11 月 21 日に行った。播種後出芽前にボクサ

ー乳剤を散布し、大豆生育期の雑草発生前の 12 月 18

日にトリフルラリン粒剤を散布した。 

結果 

ヤエムグラに対しやや効果が劣ったが一年生広葉雑

草（アブラナ科雑草は試験対象外）に高い除草効果が

あり、麦に対する安全性が確認されたことから実用化

可能と判定した。 

［2019 年度］ 

方法 

AK-01 液剤の播種後出芽前処理（高濃度少量散布）

及び ANK-533（改）乳剤の大麦生育期処理において一

年生イネ科雑草、一年生広葉雑草に対する除草効果お

よび麦に対する安全性を検討した。大麦「トヨノカゼ」

を供試し､播種は 4 条ドリル播（畦幅 1.5 m）で 2019

年 11 月 21 日に行った。 

両薬剤とも播種後出芽前（播種当日）にボクサー乳

剤を散布した。 

AK-01 液剤は麦発芽前の 11 月 26 日に散布した。 

ANK-533（改）乳剤は大豆生育期、雑草発生直前の

12 月 13 日に散布した。 

結果 

現在調査中 

 

15) 農作物生育診断予測（水稲定点調査） 

H2- 

土地利用作物研究室 作物栽培グループ 

岡﨑大祐・金子和彦・小池信宏 

目的 

水稲を毎年同一条件で栽培し、気象と生育の関係を

時期別に把握することにより、県の稲作指導上の資と

する。 

方法 

「コシヒカリ」、「ひとめぼれ」、「きぬむすめ」

は 2019 年 5 月 29 日、「ヒノヒカリ」、「恋の予感」は

6 月 18 日に、稚苗を移植した。栽植様式は条間 30 cm、

株間 15cm とし、1 株 3 本の手植えとした。10ａ当たり窒

素施用量は、基肥-穂肥Ⅰ-穂肥Ⅱ = 3.0-2.0-2.0 kg とした。 

結果 

①「コシヒカリ」、「ひとめぼれ」 

移植後、多日照天候が続いて分げつの発生が進み、茎

数の増加は平年を大きく上回った。最高分げつ期は平年

より 6日早まりm2当たり茎数は 600本を超えて平年を大

幅に上回り、穂数も平年より「コシヒカリ」が 11%、「ひ

とめぼれ」が 18%の増加となった。出穂・成熟期は平年

よりやや早まった。幼穂形成期以降の寡日照もあり 1 穂

籾数は平年より少なく、m2 当たり籾数もやや少なくなっ

た。登熟期は後半が少照傾向で、「コシヒカリ」は倒伏

したこともあり登熟歩合や千粒重が低下したため収量は

平年を大きく下回り、「ひとめぼれ」もやや下回った。



- 21 - 

外観品質は平年よりやや良かった。 

②「きぬむすめ」 

梅雨明けまでの生育の推移は「コシヒカリ」とほぼ

同様で最高茎数は平年を大きく上回り、最高分げつ期

は平年よりも 8 日早まった。ラグ期が 7 月上中旬にわ

たる長い期間となり、その間は寡日照で有効茎歩合が

低下し、穂数は平年並みとなった。出穂・成熟期はほ

ぼ平年並みで、1 穂籾数は平年より少なく m2 当たり籾

数も少なくなった。登熟期は前半が低温少照天候とな

り登熟歩合が低下して収量は平年を大幅に下回った。

外観品質は平年並みになった。 

③「ヒノヒカリ」、「恋の予感」 

「ヒノヒカリ」は移植後、多照天候で初期分げつの

発生は旺盛であったが、分げつ盛期は少日照で徒長気

味の草姿となり、最高茎数は平年を大幅に下回った。

ラグ期から減数分裂期までは高温多照が続き、有効茎

歩合は平年並みで穂数は平年の 12%減、m2 当たり籾数

は平年の 15%減となった。出穂・成熟期は平年並みで、

出穂期前後は低温寡照、登熟中期は高温となり、登熟

歩合は平年を上回ったものの千粒重が低下し、収量は

平年を大幅に下回った。玄米の外観品質は平年よりや

や良かった。「恋の予感」は「ヒノヒカリ」と同様の

生育で推移したが、外観品質は著しく低くなった。  

 

16) 原原種・原種生産／「せとのにじ」、「あきまつり」 

H13- 

土地利用作物研究室作物栽培グループ 

岡﨑大祐・山根哲宏・村岡千恵美 

目的 

「せとのにじ」、「あきまつり」の原原種、原種を

選抜する。 

(1) 「せとのにじ」 

方法 

2017 年に選抜した 40 系統の原原原種を供試した。2019

年 5 月 15 日に稚苗を栽植密度 22.2 株／m2、1 株 1 本植

えで手植えし、施肥は緩効性肥料で窒素成分 0.7 kg／a

を全量基肥施用した。選抜指標は草型、出穂期、穂揃い、

病害虫の多少、穂重、整粒割合などの外観品質等とした。 

結果 

品質・収量性の向上をめざし、9 系統群 37 系統を選

抜した。 

(2)「あきまつり」 

方法 

2017 年に選抜した 38 系統の原原原種を供試した。2019

年 6 月 7 日に稚苗を栽植密度 22.2 株／m2、1 株 1 本植

えで手植えし、施肥は緩効性肥料で窒素成分 0.7 kg／a

を全量基肥施用した。選抜指標は草型、出穂期、穂揃

い、病害虫の多少、穂重、整粒割合などの外観品質等

とした。 

結果 

品質・収量性の向上をめざし、7 系統群 44 系統を選

抜した。 

 

17) 原原種・原種生産／水稲、麦、大豆 

(1) 水稲原原種の生産 

S28- 

土地利用作物研究室(美祢市駐在) 

田村貢一・片山正之・井上広司 

目的 

水稲奨励品種の、特性を維持した原種生産用種子(原

原種)を生産する。 

方法 

系統選抜法によって、特性の維持を図った。「ひと

めぼれ」は31系統を2019年6月20日に移植した。「ミヤ

タマモチ」13系統を2019年6月19日に移植した。 

結果 

2019年産原原種として「ひとめぼぼれ」は38 kgを、

「ミヤタマモチ」は20 kgを採種した。また､それぞれ

2019年産系統保存を選抜した。 

(2) 麦類原原種の生産 

S28- 

土地利用作物研究室(美祢市駐在) 

田村貢一・片山正之・井上広司 

目的 

麦類奨励品種の、特性を維持した原種生産用種子（原

原種）を生産する。 

方法 

系統選抜法によって、特性の維持を図った。 

2019年産原原種として、小麦「せときらら」30系統

をビニールハウス内に栽培した。 

結果 

2019年産原々種として69.9 kgを採種した。また､2019

年産系統保存を選抜した。 

(3) 大豆原原種の生産 

S28- 

土地利用作物研究室(美祢市駐在) 

田村貢一・片山正之・井上広司 

目的 

大豆奨励品種「サチユタカ」の、特性を維持した原

種生産用種子（原原種）を生産する。 

方法 

系統選抜法によって、特性の維持を図った。1ほ場に

それぞれ同一の56系統を2019年5月27日に畝幅150 cm、

75 cm条間で1株2粒播きし、6月12日に1本仕立とした。 

結果 

2019年産原原種として35 kgを採種した。また､2019

年産系統保存を選抜した。 

(4) 水稲原種の生産 

S28- 

土地利用作物研究室(美祢市駐在) 
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田村貢一・片山正之・井上広司 

目的 

水稲奨励品種の特性を維持した原種の生産・配付を

行う。 

方法 

集団選抜法によって、特性の維持を図った。原種の

生産に用いた原原種種子の年産と栽培面積は次のとお

りとした（合計233.3a）。 

「ひとめぼれ」：2012年産・52.1a 

「コシヒカリ」：2016年産・41.1a 

「晴るる」：2013年産・16.2a 

「中生新千本」：2014年産・9.2a 

「きぬむすめ」：2016年産・25.5a 

「ヒノヒカリ」：2015年産・41.6a 

「ミヤタマモチ」：2014年産・24.3a 

結果 

2019年産原種として、「ひとめぼれ」1,128 kg、「コシ

ヒカリ」696 kg、「晴るる」440㎏「中生新千本」232 kg、

「きぬむすめ」704 kg、「ヒノヒカリ」1,088 kgを生産し

た。「ミヤタマモチ」392㎏を生産した。 

県内指定種子生産ほ場への2020年生産用原種配付量

は、「ひとめぼれ」1,244kg（山口市968 kg、萩市276 kg）、

「コシヒカリ」1,085 kg（周南市）、「晴るる」160 kg（宇

部市）、「きぬむすめ」600 kg（山口市）、「日本晴」

164 kg（宇部市）、「中生新千本」108 kg（宇部市）、「ヒ

ノヒカリ」1,044 kg（宇部市504 kg、萩市540 kg）。 

県外種子生産ほ場への原種配付量は、「ミヤタマモ

チ」120 kg（富山県）。 

配付量合計は4,361 kgで、全量を有償配付した。 

(5) 麦類原種の生産 

S28- 

土地利用作物研究室(美祢市駐在) 

田村貢一・片山正之・井上広司 

目的 

麦類奨励品種の特性を維持した原種の生産・配付を

行う。 

方法 

集団選抜法によって、特性の維持を図った。原種の

生産に用いた原原種の年産と栽培面積は次のとおり。  

①2019年産原種（合計180.0a） 

「ふくさやか」：2015年産・41.0ａ 

「せときらら」：2016年産及び2017年産・76.8a 

「トヨノカゼ」：2017年産及び2018年産・62.2a 

②2020年産原種（合計114.2a） 

「ふくさやか」：2015年産・38.6ａ 

「せときらら」：2017年産・52.3a 

「サチホゴールデン」：2015年産・23.3a 

結果 

2019年産原種として、「せときらら」2,196 kg、「ト

ヨノカゼ」1,676 kg、「ふくさやか」952 kgを生産した。 

県内指定種子生産ほ場への2020年生産用原種配付量

は、「ふくさやか」420 kg、「せときらら」1,632 kg（防

府市1,140 kg、宇部市・山陽小野田市492 kg、）、「ト

ヨノカゼ」404 kg（防府市）、「サチホゴールデン」

464 kg（山口市）で、配付量合計2,920 kgを有償配付した。 

(6) 大豆原種の生産 

S33- 

土地利用作物研究室(美祢市駐在) 

田村貢一・片山正之・井上広司 

目的 

大豆奨励品種の特性を維持した原種の生産・配付を

行う。 

方法 

集団選抜法によって、特性の維持を図った。「サチユ

タカ」は、2018年産原原種種子を用い113.3aを栽培した。 

結果 

2019年産原種として「サチユタカ」1,000 kgを生産した。 

県内指定種子生産ほ場への2019年生産用原種配付量

は「サチユタカ」1,232 kg（宇部市 40 kg、山口市964 kg、

周南市228 kg）で、全量を有償配付した。 

(7) 原種低温貯蔵 

S49- 

土地利用作物研究室(美祢市駐在) 

田村貢一・片山正之・井上広司 

目的 

原種の品質保持、供給調整ならびに災害時の緊急対

策用等の目的で種子貯蔵を行う。 

方法 

低温乾燥貯蔵庫の設定は温度13℃、湿度30%とした。 

種子の包装は4 kg入紙袋詰とした。 

結果 

2019年度末の原種貯蔵量は次のとおり。 

①水稲 

「ひとめぼれ」1，932 kg、「コシヒカリ」2,191 kg、「晴

るる」700 kg、「日本晴」464 kg、「きぬむすめ」932 kg、

「中生新千本」124 kg、「ヒノヒカリ」1,748kg、「恋の予

感」428 kg、「ミヤタマモチ」260 kg、「西都の雫」260 kg、

合計9,039 kg 

②麦類 

「ふくさやか」620 kg「せときらら」1,756 kg、「ト

ヨノカゼ」1,980 kg、「サチホゴールデン」452 kg、

合計4,808 kg 

③大豆 

「サチユタカ」1,460 kg 

(8) 配付水稲原種発芽試験 

S49- 

土地利用作物研究室(美祢市駐在) 

田村貢一・片山正之・井上広司 

目的 

県内指定種子生産ほ場等に配付する8品種及び県外
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種子生産ほ場に配付する１品種について、原種として

の適合性を確認するとともに配付後の指導資料とする。 

方法 

供試した品種と生産年は、次のとおりとした。 

「ひとめぼれ」：2017・2018・2019 

「コシヒカリ」：2016・2017・2018・2019 

「晴るる」：2017・2019 

「日本晴」：2017 

「きぬむすめ」：2018・2019 

「中生新千本」：2016・2017・2018・2019 

「ヒノヒカリ」：2017・2018・2019 

「恋の予感」：2017 

「ミヤタマモチ」：2019 

発芽床は、シャーレに直径110 mmのろ紙を敷き、ベ

ンレ－トT 1,000倍液を適湿に加えた。 

調査は、発芽試験マニュアルに準じた。 

結果 

発芽率は次のとおりであり、すべての品種で種子審

査基準の90%を上回った。 

(9) 配付麦類原種発芽試験 

S49- 

土地利用作物研究室(美祢市駐在) 

田村貢一・片山正之・井上広司 

目的 

県内指定種子生産ほ場に配付する小麦2品種、裸麦1

品種、二条大麦1品種について、原種としての適合性を

確認するとともに、配付後の指導資料とする。 

方法 

供試した品種と生産年は次のとおりとした。 

「ふくさやか」：2017・2019 

「せときらら」：2016・2019 

「トヨノカゼ」：2017・2018 

「サチホゴールデン」：2017・2018 

調査は、発芽試験マニュアルに準じた。 

結果 

発芽率は次のとおりであり、すべての品種で種子審

査基準の80%を上回った。 

(10) 配付大豆原種発芽試験 

S52- 

土地利用作物研究室(美祢市駐在) 

田村貢一・片山正之・井上広司 

目的 

県内指定種子生産ほ場に配付する大豆について原種

としての適合性を確認するとともに、配付後の指導資

料とする。 

方法 

供試した品種と生産年は「サチユタカ」（2018・2019）

とした。発芽床は、シャーレに直径110 mmのろ紙を4

枚敷き、ベンレ－トT 1,000倍液を適湿に加えた。また、

種子の上側を1枚のろ紙で被覆した。調査は、発芽試験

マニュアルに準じた。 

結果 

発芽率は、種子審査基準の80%を上回った。 

(11) 水稲原種後代検定試験 

S49- 

土地利用作物研究室(美祢市駐在) 

田村貢一・片山正之・井上広司 

目的 

原種が品種特性を維持しているかを検定する。 

方法 

「ひとめぼれ」、「コシヒカリ」、「晴るる」、「き

ぬむすめ」、「中生新千本」、「恋の予感」、「ヒノヒ

カリ」、「ミヤタマモチ」の8品種について、各品種の

2019年産原種生産ほ場の一部に検定区を設置し、原種生

産（原原種移植）と同一日に稚苗機械移植を行った。 

調査は、生育期間中に発生する異型株、異品種等の

発生状況を随時確認した。 

結果 

いずれの品種においても異型株、異品種等の発生は

認められず、原々種と同等の生育を示し、品種特性を

維持していることが確認できた。 

 

３ 園芸作物研究室 

1) 共同育種によるイチゴ次世代新品種の育成 

H28-R2 

園芸作物研究室野菜栽培グループ 

西田美沙子・藤井宏栄・重藤祐司 

(1) 次世代新品種の共同育成 

ア 系統選抜（3 年目選抜） 

目的 

共同研究機関がそれぞれ選抜した 2 年目選抜の有望

系統について、各地での栽培適応性を確認するととも

に、有望系統を選抜する。 

方法 

3 年目選抜の対象は、鳥取県選抜 1 系統、島根県選

抜 3 系統、山口県選抜 2 系統の計 6 系統であった。「か

おり野」を対照とし、1 系統 10 株×2 反復で 2019 年 9

月 10 日にイチゴ高設栽培システム（らくラック、株式

会社サンポリ）に子苗直接定植した。島根選抜系統の

うち 1 系統は、ランナー発生が少なかったため 3 株の

定植とした。残り 2 系統は、定植直前に炭疽病への感

染が認められたため、土耕に切り替え、防除後に定植

した。施肥・潅水等は「かおり野」栽培基準に準じ、

暖房機設定 10℃、無電照、CO2 無施用で 2020 年 4 月

末まで栽培した。 

結果 

6 系統のうち、山口県選抜の 2 系統「16CK16-139」と

「17CK36-539」が有望と評価された。両系統とも早生性

で、連続出蕾性があったが、収量は「かおり野」より低

かった。一方、果実品質に関して、「17CK36-539」は大
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果性で、芳香がある等の特徴が高く評価された。果実

硬度は、両系統とも「かおり野」並みであった。次年

度は、この 2 系統と、定植株数が少なく十分な評価が

行えなかった島根県選抜「17CK24-09」および今年度

大分県が有望と評価した「17CK21-03」を各地で再評

価する。 

イ 生産力検定 

目的 

新品種候補系統「16CK16-37（CK1 号）」について、

収量性や特性を把握するため生産力検定を実施する。  

方法 

「かおり野」を対照とし、20 株×3 反復で 2019 年 9

月 10 日にイチゴ高設栽培システム（らくラック、株式

会社サンポリ）に子苗直接定植した。施肥・潅水等は

「かおり野」栽培基準に準じ、暖房機設定 10℃、無電

照、CO2 無施用で翌年 5 月中旬まで栽培した。また、

毎月 1～2 回、10 果の糖度を測定した。 

結果 

収穫開始時期は「かおり野」が 11 月上旬、「CK1 号」

が 11 月中旬であった。収量は「かおり野」が総収量

633 kg／a（商品果収量 564 kg／a）、「CK1 号」が総

収量 594 kg／a（商品果収量 543 kg／a）で同等であっ

た。果数あたりの商品果率は「かおり野」が 87.5％、

「CK1 号」が 91.5%でやや高かった。平均 1 果重は「か

おり野」が 16.5 g、「CK1 号」が 19.1 g でやや大きか

った。また、「CK1 号」の果実糖度（Brix）は、栽培

期間通じて「かおり野」より約 1 度高く推移した。厳

寒期の果皮色は「CK1 号」の方が濃く、果実は「かお

り野」より硬かった。以上のことから、「CK1 号」は

新品種候補として有望と考えられた。次年度も生産力

検定を行うとともに、品種登録申請に向けた特性デー

タを取得する。 

ウ 現地試験 

目的 

新品種候補系統「16CK16-37（CK1 号）」について、

県内での適応性を判断するため、現地での栽培試験を

行う。 

方法 

当センターで増殖した「CK1 号」の苗を 2 戸の生産

者ほ場（防府市切畑および下関市豊田町）に定植した。

対照品種は「かおり野」で、高設栽培とした。定植日

は農家慣行に準じ、9 月中旬（防府市：2019 年 9 月 17

日、下関市：9 月 20 日）とした。 

結果 

定植後、苗への萎黄病感染が判明し、10 月上旬に全

株抜き取り、今年度の現地試験は中止した。次年度、

同条件で再度実施する予定である。 

(2) 特徴のある育種素材の作出 

ア 交配・選抜  

目的 

今後増加が予想される他機関との共同育種研究におい

て、母本として利用可能な特長のある育種素材を作出す

る。今年度は、昨年度までに得られた選抜した個体・系

統について、病害抵抗性（うどんこ病、炭疽病、萎黄病）、

早生性、優れた果実品質等の形質固定を進める。 

方法 

それぞれの特性を備えた品種や系統間で交配して得

られた種子約 7,000 粒を 2019 年 5～6 月に播種し、苗

を養成した。うどんこ抵抗性と炭疽病抵抗性素材につ

いては、病原菌の接種検定をして幼苗選抜した。萎黄

病抵抗性素材については、栃木県が開発した DNA マ

ーカーを用いて選抜した。早生性素材については「か

おり野」並の早生個体を選抜した。果実品質について

は、食味や外観に優れる個体を選抜した。各形質につ

いて揃いが良い集団の中から、より果実品質の高い個

体を選抜し自殖を行った。 

結果 

早生性素材 10 個体（自殖第 4 代）、うどんこ病およ

び炭疽病抵抗性素材 26 個体（自殖第 4 代：8 個体、自

殖第 3 代 12 個体、自殖第 2 代：2 個体、自殖第 1 代：

4 個体）、萎黄病抵抗性素材 8 個体（自殖第 2 代：2

個体、自殖第 1 代：6 個体）、果実品質に優れる素材 8

個体（自殖第 2 代）の計 50 個体を選抜した。これらに

ついて、それぞれ自殖し形質固定を進めた。次年度、

固定が進んだものについては、形質の揃いを確認する。 

 

2) 根こぶ病抵抗性品種「CR はなっこりー」の育成 

H30-R4 

園芸作物研究室野菜栽培グループ 

藤井宏栄・西田美沙子 

(1) CR 遺伝子の導入 

ア 戻し交配および自殖による「はなっこりー」へ

の CRb 遺伝子の導入 

(ｱ)戻し交配および選抜 

目的 

根こぶ病抵抗性遺伝子（CRb）導入の橋渡し役とな

る抵抗性合成ナプス（AACC）（抵抗性ハクサイ（AA）

とブロッコリー（CC）から作出）と「はなっこりー」

の F1 に「はなっこりー」を連続戻し交配し、抵抗性

遺伝子を持つ「はなっこりー」（AaCC）を育成する。 

※a は罹病性、A は抵抗性ゲノムを示す 

方法 

橋渡し合成ナプス（AACC）6 系統と「はなっこりー

E2」（aaCC）を 2019 年 4 月～5 月に正逆交配し、7 月

に F1 種子を得た。次に、その F1 種子（AaCC）と戻

し交配用の「はなっこりーE2」（aaCC）を 9 月に播種

し、10 月にハウスへ各系統 10～20 株定植した。出蕾

時に、早晩生、形態から、「はなっこりー」に近い形

態の F1（AaCC）株を選抜した。12 月～2020 年 2 月に

かけて F1（AaCC）株にはなっこりーE2 を戻し交配し、
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3 月～5 月にかけて BC1F1 の種子を獲得した。 

結果 

抵抗性 F1 種子（AaCC）を 12 系統得た。次の世代

BC1F1 種子（AaCC、aaCC）を 23 系統得た。 

(2) CRb 遺伝子を持つ「はなっこりー」の栽培特性の

確認 

ア 根こぶ病菌接種検定 

目的 

根こぶ病抵抗性の有無は、遺伝子マーカー選抜を基

本とするが、実際の抵抗性の発現を確認するために、

育苗時に病原菌を接種し検定する。 

方法 

2019 年 9 月に播種した F1（AaCC）、抵抗性ハクサ

イ（AA）そして「はなっこりー」（aa）の育苗トレイ

に 5×106 個／mL 濃度の根こぶ病懸濁液をセル穴に

1mL 接種した。接種 40 日後に、それぞれの根のこぶ

の発生状況を調査した。発病指数は、無病徴を 0、側

根に小さいこぶを 1、側根に大きいこぶを 2、主根がこ

ぶを 3 とした。なお、根こぶ病懸濁液はセンターの根

こぶ病発生ほ場で採取した根こぶを懸濁して精製した

もので、この根こぶ病はグループ 3 に当たる。 

結果 

抵抗性ハクサイ（AA）は全く病徴がなく、発病指数

は 0 であった。抵抗性と考えられる F1（AaCC）の発

病指数は 0～1 で抵抗性であった。一方、「はなっこり

ー」は 2～3 の発病指数で罹病性であることを示した。 

 

3) ICTを活用した山口県オリジナル品種の出荷予測技

術の開発（はなっこりーの出荷予測） 

R1-R3 

園芸作物研究室野菜栽培グル-プ 

重藤祐司・藤井宏栄・宇佐川惠 

(1) 生育モデル作成と出荷時期予測 

目的 

山口県オリジナル品目である、「はなっこりー」に

ついて、積算気温をベースとした生育モデル（収穫開

始時期、収穫パターン）を、品種ごとに組み立てる。 

方法 

はなっこりー品種「E2」を 2019 年 8 月 10 日、20 日、

品種「ME」を 9 月 1 日、10 日、20 日、品種「L」を 9

月 20 日に 128 穴セルトレイ（育苗培地：与作 N150）

に播種し、育苗ハウス内で 25 日間育苗した。それらの

苗を、センター内ハウスおよび露地ほ場（各 1a）に定

植し、「はなっこりー栽培マニュアル」に準じて栽培

した。1 区 40 株のうち 15 株を調査対象株とし、摘芯

日、摘芯までの葉数、日別の収穫本数を調査した。日

平均気温については、センター内に設置されている気

象ロボットデータを利用した。 

また、はなっこりー品種「E2」、「ME」、「L」を

2019 年 7 月 24 日および 8 月 2 日に 72 穴セルトレイ（育

苗培地：与作 N150）にそれぞれ播種し、育苗ハウス内

で 13 日間および 11 日間育苗した。それらの苗を人工

気象室内（LH-30-8CT、株式会社日本医科器械製作所）

に入庫し、LED パネルの照明光を明期時間 16 h、赤色

：青色を 1：1、PPFD を 174 μmol／m2／s、試験区と

しての温度設定を 5℃、25℃、30℃、35℃として、さ

らに 10 日間育苗した。1 区あたり各 12 株について生

育（草丈および葉数）を調査し、入庫時からの増加率

を調査した。 

結果 

今回得られたデータと過去 6 年間（2012～2017 年度）

記録していた計 52 作の収穫データを基に、収穫時期モ

デルを作成した。定植日からの有効積算気温と収穫開

始時期の関係を確認したところ、早い作型（暑い定植

時期）ほど収穫開始までの有効積算気温が多く、遅い

作型（寒い定植時期）ほどそれが少なかった。一方、

摘芯日からの有効積算気温と収穫開始時期の関係を確

認したところ、「E2」の 8 月中旬定植作型が生育遅延

したことを除いて、作型の早晩による収穫時期の違い

が無くなった。これらの結果から、摘芯日以降は単純

に有効積算気温による収穫時期のモデル化が可能であ

ることが判った。一方、作型の早晩による収穫開始時

期の違いは、低温遭遇あるいは高温遭遇による花芽分

化時期（着花節位）の違いに起因するものと考えられ、

別途予測方法を検討する必要があることが判った。  

また、温度による苗生育の違いを調査したところ、

いずれの品種も 5℃区ではほとんど生育せず、30℃区

で最も生育が進んだ。これらの結果から、5℃以上を有

効気温とすることが適当と思われた。一方 35℃区では

30℃区と比較して生育量が減少し、高温による生育遅

延が認められた。このことについては、前節において

「E2」の 8 月中旬定植作型が生育遅延したことの裏付

けとなった。 

(2) 出荷量予測 

目的 

山口県オリジナル品目である、「はなっこりー」に

ついて、カメラによる画像および分光反射率とその後

の出荷量の関係性を把握する。 

方法 

（1）と同様に、品種「E2」を 2 作型、「ME」を 3 作

型育苗し、それぞれハウスと露地に計 10 試験区を定植し

た。ハウス天井は基本フルオープンで露地と同様の条件

としたが、霜害の発生が見込まれる時は天井被覆し、霜

害の有無の影響を観察することとした。各試験区 40 株の

うち 15 株を調査対象株とし、日別収穫量を調査した。

定植時に各試験区 1 台のタイムラプスカメラ（TLC200、

Brinno）を、高さ約 1.5 m、俯角約 30 度で設置し、

群落の画像を 1 時間間隔で記録した。さらに、携帯型

NDVI 測定器（GreenSeeker、株式会社ニコン・トリンブ

ル社）を用いて、群落の上端から 60 cm の高さで、条と
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平行に約 4 m 移動しながらワイパー状に動かして、1

週間おきに NDVI 値を計測した。 

結果 

NDVI 値とタイムラプスカメラ画像から得られた

植被率は、同様の傾向となった。また、タイムラプス

カメラで得られた連続画像を用いて、植被率の経時変

化と収量との関係性の解析を行ったところ、「E2」で

は収穫開始日の有効積算気温を 100%として、85%の時

の植被率が収量との相関が最大（R2=0.98）となった。

「ME」では定植から 37 日付近の植被率において関係

性が強まった（R2=0.6）。以上より、収穫開始日以前

の植被率から、総収量が予測できる可能性が示唆され

た。なお、今年度は暖冬傾向であったため、霜害の有

無が収量に与える影響は確認できなかった。 

 

4) イチゴ・トマト栽培における UECS「農の匠」モデ

ルのパッケージ化 

R1-R3 

園芸作物研究室 野菜栽培グル-プ 

重藤祐司・鶴山浄真・茗荷谷紀文 

資源循環研究室 土壌環境グループ 

平田俊昭 

(1) UECS 山口型標準モデル開発 

ア ハード仕様選定 

目的 

低コスト型「ユビキタス環境制御システム（以下「UECS

制御装置」）」を開発するとともに、県内企業と連携

してハウス付帯設備を含めた標準モデルを示す。 

結果 

UECS 制御装置については、施工性、堅牢性に優れ

たシーケンサー「UECS-PiNeuron」を採用し、緊急時

に ON-OFF 操作できる手動スイッチを配置した仕様と

した。販売予定価格は、約 120 万円（モニタリング機

器込み）で、一般流通機種（130～400 万円）と比較し

て最も低コストとなった。各アクチュエーターおよび

制御盤の導入経費を含めると、10a あたり 400 万円以上

の経費がかかるが、レス化（UECS 制御により不必要と

なる側窓・谷換気装置制御盤、CO2 制御盤・センサー、

養液土耕栽培システム、タイマーボックス等を省略）

によって、イチゴで 58 万円、トマトで 81 万円程度の

初期投資額を低減することができた。 

イ ハード仕様選定（トマト設置実証） 

目的 

開発した UECS 制御装置を活用し、トマトの慣行ハ

ウス管理に対し、統合環境制御での生育・収量の促進

効果を明らかにする。 

方法 

センター内ハウス（1a を 2 棟）において、隔離床栽培

システム（ゆめ果菜恵、株式会社サンポリ）、と専用培

地（栽培槽専用培地、株式会社サンポリ）により高糖度

トマトを栽培した。長期どり作型用として、穂木「CF

桃太郎はるか」を 2019 年 8 月 19 日、台木「グリーンセ

ーブ」を 8 月 20 日に播種し、9 月 5 日接ぎ木、9 月 30 日に

両ハウスに各 32 株定植した。高糖度作型用として、穂木

「マイロック」と台木「グリーンセーブ」ともに 2019

年 9 月 19 日に播種し、10 月 7 日接ぎ木、11 月 5 日に両

ハウスに各 32 株定植した。ハウス 2 棟それぞれに UECS

制御装置を設置し、アクチュエーターとして側窓換気装

置、換気扇、循環扇、暖房機、CO2 施用機、潅水電磁弁

を接続した。また、ハウス内に温湿度センサー、CO2 濃

度センサー、潅水制御付きテンションメーター（ラック

底から 1 cm 上）を設置した。各種環境データおよびア

クチュエーター動作データを株式会社ワビット社クラウ

ドサービス（Arsprout Cloud）に蓄積した。一方のハウス

を統合環境制御区として、他県先進事例等を参考にした

統合環境制御を実施した。もう一方のハウスは慣行区と

して、一般的な制御盤による管理同様の制御を実施した。

1 区 10 株を調査対象株とし、2 週間毎に成長点から 15 cm

下茎径（長径）、成長点から第 1～2 花開花花房までの長

さ、葉柄汁硝酸イオン濃度、1 週間毎に収穫果の重量、規

格を調査した。また、各果房から 1 果程度抽出して Brix

糖度を測定した。 

結果 

長期どり作型の商品果収量（2019 年 12 月 4 日～2020

年 5 月 27 日）は統合環境制御区 15.4 t／10a、慣行区

14.4 t／10a となり、統合環境制御区の方が多かった。

高糖度作型の商品果収量（2020 年 1 月 23 日～5 月 27 日）

は統合環境制御区 7.8 t／10a、慣行区 5.9 t／10a とな

り、統合環境制御区の方が多かった。平均 Brix は高糖

度作型の統合環境制御区で 6.3 度、慣行区 7.9 度とな

り、統合環境制御区が低かった。成長点から 15 cm 下

茎径（長径）の推移については、統合環境制御区の高

糖度トマトで太い傾向があったが、それ以外は同様で

あった。成長点から第 1～2 花開花花房までの長さは、

統合環境制御区で慣行区より長い傾向となった。環境

データから、統合環境制御区は慣行区と比較して、日

中の気温と相対湿度が高かったが、CO2 濃度は同様の

推移であった。これらの結果から、気温や湿度管理に

よる光合成速度の違いが統合環境制御区で収量が高か

った要因と考えられた。統合環境制御区の CO2濃度は、

側窓換気時も外気並み（400 ppm）になるように制御

したが、空気の入れ替わりが早い小型単棟ハウスでは

効果が無いと考えられた。 

ウ ハード仕様選定（イチゴ設置実証） 

目的 

開発した UECS 制御装置を活用し、イチゴの慣行ハ

ウス管理に対し、統合環境制御での生育・収量の促進

効果を明らかにする。 

方法 

センター内ハウス（1.3a を 2 棟）およびイチゴ高設
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栽培システム（らくラック、株式会社サンポリ）を用

いて、慣行ハウスおよび UECS 統合環境制御ハウスと

した。両ハウスに、2019 年 8 月 20 日に品種「かおり

野」の 6 cm ポット子苗を定植し、「かおり野栽培暦

（山口いちご生産出荷協議会発行）」に準じた管理を

実施した。慣行ハウスの側窓換気は朝夕に手動で行い、

アクチュエーターは換気扇（28℃以上で稼働）、循環

扇（常時稼働）、暖房機（8℃以下で稼働）、燃焼式 CO2

施用機（日射センサーで日中に稼働）、潅水電磁弁（タ

イマーで 1 日 3 回 3 分稼働）とした。UECS 統合環境

制御ハウスは、慣行ハウスと同様のアクチュエーター

に加えて側窓開閉装置および電照を装備するととも

に、ハウス内気象計測ノード（ハウス内気温、湿度、

飽差、CO2 濃度、土壌水分）およびハウス外気象計測ノ

ード（日射、気温、降雨、風速）を装備し、これら情

報を UECS 通信規約でインターネットに接続し、株式

会社ワビット社クラウドサービス（Arsprout Cloud）

で統合運用した。ハウス内温度の 25～30℃温度帯の積

算時間の最大化を目的として、ハウス換気、暖房機、

換気扇を運用した。日中の側窓開度が小さい場合には

CO2濃度を 800 ppm に、開度が大きい場合には 400 ppm

を目標として CO2 を施用した。電照はイチゴ草勢から

判断し、出葉第 3 葉の葉長が 30 cm 以上を維持するよ

う 2 から 4 時間の範囲で点灯した。栽培期間を通して

生育（出葉第 3 葉の葉長、葉柄長）および収量を調査

した。 

結果 

10a 当たり収量（2019 年 11 月 10 日より 2020 年 5

月 27 日まで）は慣行ハウス 4 t に対して、統合環境制

御ハウスでは 6 t を得た。慣行ハウスの葉長は 11 月を

ピーク（25 cm）として 2 月中旬に 15 cm になるまで

徐々に小さくなる傾向であった。統合環境制御ハウス

の葉長は 2 月に 25 cm まで低下した以外は 35 cm 以上

を維持した。冬季 12 月から 2 月におけるハウス内気温差

は、慣行ハウス 13℃に対し統合環境制御ハウスは 15℃

でその差は 2℃であった。一方で、日中（6 時から 18

時まで）のみの平均気温は慣行ハウス 16℃に対し統合

環境制御ハウスは 20℃と高かった。両ハウスともに CO2

施用を行っていたが、このような日中の温度確保状態

の違いが光合成量の差となり、加えて電照による休眠

制御で葉の展開を促したことが、生産量の差として現

れたと考えられる。 

エ 制御ロジック構築・管理指標のマニュアル化 

（トマトベテラン農家情報の収集・解析） 

目的 

開発した UECS 制御装置における環境制御につい

て、「農の匠」に学んだモデルを構築する。 

方法 

2019 年 12 月 1 日～2020 年 3 月 31 日の間、冬春トマ

ト県内主産地における高単収生産者 8 か所のハウス内

環境データを計測した。8 か所のうち 2 か所が長期ど

り 9 月上旬定植、6 か所が高糖度トマト 10 月下旬～11

月中旬定植で、いずれも土耕であった。環境計測ノー

ド（株式会社ワビット）2 台、プロファインダー（株

式会社誠和）2 台、みどりクラウド（株式会社セラク）

4 台のいずれかを用いて、気温、相対湿度、CO2 濃度、

土壌水分、ハウス内日射量を計測し、各社のクラウド

サービス等にデータを蓄積した。また、1 区 10 株を調

査対象株とし、2 週間毎に成長点から 15 cm 下茎径（長

径）、成長点から第 1～2 花開花花房までの長さ、葉柄

汁硝酸イオン濃度、調査区付近から 5 果抽出して Brix

糖度を測定した。 

結果 

長期どり作型の生産者 A は、成長点から第 1～2 花開

花花房までの長さおよび成長点から 15 cm下茎径（長径）

の推移が 2 月末頃まで極めて安定していた。環境データ

から、生産者 A は 2019 年 12 月～2020 年 3 月の平均気温

が 17.0℃であり、他の 7 名と比較して 1.6～3.3℃高かっ

たことが影響したと思われた。生産者 A は、光合成適

温とされる 20～30℃の分布割合も最も高かった。高糖

度作型の生産者 6 名については、いずれも同時期の平

均気温が低く 13.7～15.4℃であった。これらのことか

ら、長期どり作型については、トマトの光合成速度と

発育促進を重視した収量確保型の温度管理、高糖度作

型については、果実成熟期間の確保による高糖度化を

重視した低温管理が実行されていると考えられた。相

対湿度の違いと灰色かび病発生との関連性は判然とし

なかった。CO2 濃度については、CO2 施用機の有無に

よる測定値差が明確に見られ、飽差データについても

光合成最適帯とされる管理ができている生産者とそう

でない生産者が存在したため、今後収量との関連性を

解析する。 

オ 制御ロジック構築・管理指標のマニュアル化 

（イチゴ農家情報の収集・解析） 

目的 

開発した UECS 制御装置における環境制御につい

て、「農の匠」に学んだモデルを構築する。 

方法 

2019 年 12 月 1 日から 2020 年 3 月 31 日の間、イチ

ゴ促成栽培の主産地における高単収生産者 7 か所のハ

ウス内環境データを計測した。7 か所のうち、2 か所が

地床栽培であり、その他は高設栽培であった。各ハウ

スに環境計測ノード（株式会社ワビット）を設置し、

ハウス内気温、ハウス内日射、相対湿度・飽差、CO2

濃度、土壌水分を同社クラウドサービスでデータを蓄

積した。また、1 区 10 株を調査対象株とし、2 週間毎

に出葉第 3 葉の葉長、葉柄長、収量および芯葉の葉色

を計測した。芯葉の葉色計測には、水稲用の葉色スケ

ールを用いた。 

結果 



- 28 - 

選定した 7 ハウスの周辺気象を冬期の日照と平均温

度から多日照・温暖（瀬戸内沿岸）、寡日照・温暖（日

本海沿岸）および多日照・低温（中山間地区）の 3 つ

に分類された。多日照・温暖地区の生産ハウスでは開

放的なハウス換気をしているのに対し、他地区では積

極的な日中保温により 20～25℃温度域を確保するよ

う管理されていた。多日照・温暖地区では草高 30 cm

程度を維持していたが、他地区では 35 cm 程度まで旺

盛に株を管理していた。寡日照・温暖地区におけるハ

ウスでは、ハウス温度管理を例年よりも低く設定した

ため減収（4 t／10a）となったが、他のいずれのハウ

スも 5 t／10a 以上となる多収を得た。芯葉色は 11 月

以降濃くなる傾向であったが、変化程度が小さく、用い

た葉色スケールの 5 段階では特徴を把握しにくかった。 

カ 制御ロジック構築・管理指標のマニュアル化 

（トマトベテラン農家モデルの再現） 

目的 

現地ベテラン農家ほ場等で得られた生育モデルを基

に、環境制御（主に潅水制御）されたハウス内でモデ

ルを再現し、高糖度トマトの品質・収量の向上を図る。 

方法 

センター内ハウス（1a）において、隔離床栽培シス

テム（ゆめ果菜恵、株式会社サンポリ：以下「システ

ム」）、と専用培地（栽培槽専用培地、株式会社サン

ポリ）により高糖度トマトを栽培した。穂木「マイロッ

ク」と台木「グリーンセーブ」ともに 2019 年 9 月 19 日

に播種し、10 月 7 日接ぎ木、11 月 5 日に定植した。潅

水制御付きテンションメーター（ラック底から 1 cm

上）を設置し、西日本農業研究センター開発の「UECS

用ロジック開発ツール」により潅水を制御した。11 月

以降の潅水設定は閾値 pF1.85、1 回あたり 3 分で開始

し、2 週間ごとの茎径調査結果から、目標茎径より細

い場合は pF を-0.1、太い場合は pF を+0.1 に変化させ

て茎径をコントロールした。試験区として、①ベテラ

ン農家区（ベテラン農家から得られた茎径同様に推移

させる区）と②対照区（前年度センター内で得られた

茎径同様に推移させる区）を設けた。1 区 10 株を調査

対象株とし、2 週間毎に成長点から 15 cm 下茎径（長

径）、1 週間毎に収穫果の重量、規格を調査した。ま

た、各果房から 1 果程度抽出して Brix 糖度を測定した。 

結果 

商品果収量（2020 年 1 月 23 日～5 月 27 日）は①ベ

テラン農家区で 5.9 t／10a、②対照区で 5.2 t／10a と

なり、①ベテラン農家区の方が多かった。平均 Brix は

①ベテラン農家区で 7.9 度②対照区で 7.4 度となり①

ベテラン農家区が高かった。しかしながら、産地の平

均収量 6.3 t／10a にも及ばず、ベテラン農家モデルの再

現とはならなかった。尻腐れ果の発生率（重量比）は

①22.6%、②19.7%となり、商品果収量が減少した主な

要因となった。システムの栽培槽上に潅水チューブ中

央 1 本を置いて、pF2.0 前後の潅水制御を実施した場合、

2 月頃から栽培槽の両端が乾きやすくなる。乾いた部分

の根が枯死することによって、3 月頃から尻腐れ果が多

発するものと考えられた。栽培槽上に潅水チューブを 2

本設置することや、高精度潅水が可能な潅水チューブ

への切り替えが必要であることが判った。 

キ 制御ロジック構築・管理指標のマニュアル化 

（イチゴベテラン農家モデルの再現） 

目的 

現地ベテラン農家が栽培するイチゴをモデル化する

ための植物生体情報の指標を得る。 

方法 

センター内ハウス（1.3a を 2 棟）およびイチゴ高設

栽培システム（らくラック、株式会社サンポリ）を用

いて、慣行ハウスおよび UECS 統合環境制御ハウスと

した。両ハウスに、2019 年 8 月 20 日に品種「かおり

野」の 6 cm ポット子苗を定植し、「かおり野栽培暦

（山口いちご生産出荷協議会発行）」に準じた管理を

実施した。慣行ハウスの側窓換気は朝夕に手動で行い、

アクチュエーターは換気扇（28℃以上で稼働）、循環扇

（常時稼働）、暖房機（8℃以下で稼働）、燃焼式 CO2

施用機（日射センサーで日中に稼働）、潅水電磁弁（タ

イマーで 1 日 3 回 3 分稼働）とした。UECS 統合環境

制御ハウスは、慣行ハウスと同様のアクチュエーター

に加えて側窓開閉装置および電照を装備するととも

に、ハウス内気象計測ノード（ハウス内気温、湿度、

飽和差、CO2 濃度、土壌水分）およびハウス外気象計測

ノード（日射、気温、降雨、風速）を装備し、これら情

報を UECS 通信規約でインターネットに接続し、株式会

社ワビット社クラウドサービス（Arsprout Cloud）で統合

運用した。 

各ハウスで 1 区 10 株 4 反復を調査対象株とし、2 週

間毎に出葉第 3 葉の葉長、葉柄長、収量および芯葉の

葉色および伸長速度を計測した。葉色計測には、水稲

用の葉色スケール（7 段階）および分光測色計（コニ

カミノルタ株式会社）を用いた。伸長速度は、出葉確

認後、4、7、11 日および伸長成長後に計測した葉長お

よび葉柄長から求めた。 

結果 

葉色スケールで評価した葉色は、慣行ハウスでは 12

月以降濃くなり、1 月から 3 月までは同程度に濃いと

評価したが、統合環境制御ハウスではこれよりも 1 段

階程度明るく推移した。葉色スケールの各段階と分光

測色計の L 値（彩度）および色相の b 値（緑）で有意

な相関を示しており、色の数値化が可能と考えた。こ

れらの値には個体差が見られたが、2 月時期の数値が

他の時期と大きく異なっていた。現在、この要因を休

眠減少と着果負担（なり疲れ）との相関から解析中で

ある。成葉の大きさは，出葉後 7 日および 11 日間の伸

長速度と有意な相関があることから、芯葉の伸長速度
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のモニタリングは、その葉が成葉となる 1 か月先の草

勢の予測に応用できると考えられた。 

 

5) Fr 光照射による種子繁殖型イチゴの花成誘導苗生

産技術の開発 

R1-R2 

園芸作物研究室野菜栽培グル-プ 

鶴山浄真・重藤祐司・西田美沙子 

(1) 「よつぼし」花成誘導苗の利用実証 

目的 

Fr（遠赤色）光照射による種子繁殖型イチゴ苗の花

成誘導効果を検証し、その有用性を評価する。   

方法 

株式会社花の海の自然光温室で育成したイチゴ「よ

つぼし」実生苗（406 穴セルトレイ）を、72 穴セルト

レイに移植した後、明期時間 24 時間および Fr 光の有

無（以下、FR+または FR-）とした人工光環境で育成

した。人工光育苗には、LED パネルを光源とするグロ

ースチャンバーを用いた。照射光の青色：赤色：遠赤

色は、FR+では 1：2：1.67、FR-では 1：2：0 とした。

光強度は 115 μmol／m2／s とし、温度は 25℃一定とし

た。これら育成処理を 2 回行い、1 回目は 26 日処理苗

を 2019 年 10 月 24 日に沖縄県糸満市の株式会社美らイ

チゴハウスに、2 回目は 30 日処理苗を 2020 年 2 月 28

日に沖縄県島尻郡伊是名村の日本流通システム株式会

社ハウスにそれぞれ 200 株定植した。定植後の出雷日

および出蕾葉位を調べた。 

結果 

1 回目定植では、定植後 1 か月以内に出蕾した株は

FR+区で 1 割未満であり、定植 2 か月後に FR+および

FR-両区で全体的に出蕾した。2 回目定植では FR+区の

8 割の株が定植後 1 か月以内に出蕾し、FR-区では 2 か

月経過後も出蕾株は 1 割程度であった。これら現地調

査を通して、処理開始時の葉齢（1 回目は 3.5、2 回目

は 4.5）と処理期間（1 回目は 26 日間、2 回目は 30 日

間）が不足しており、十分な処理有効株率が得られな

かったものと考えられた。 

(2) 「よつぼし」花成誘導苗技術の確立 

目的 

Fr（遠赤色）光照射による種子繁殖型イチゴ苗の花

成誘導効果を高めるための処理方法を検討する。 

方法 

株式会社花の海（山陽小野田市）の自然光温室で育

成したイチゴ「よつぼし」実生苗（406 穴セルトレイ）

を、72 穴セルトレイに移植した後、明期時間 24 時間

および Fr 光の有無（以下、FR+または FR-）とした人

工光環境で育成した。人工光育苗には、LED パネルを

光源とするグロースチャンバーを用いた。照射光の青

色：赤色：遠赤色は、FR+では 1：2：1.67、FR-では 1

：2：0 とした。光強度は 115 μmol／m2／s とした。こ

れら育成処理における温度（15、20、25℃）、処理開

始時の葉齢（2、3、4、5 齢）および処理日数（14、21、

28、35 日間）が異なる場合の花芽分化程度を検鏡（n

=9）で調査した。 

結果 

いずれの試験においても Fr-条件では花芽分化は得

られなかった。Fr+条件において，本試験の温度範囲で

は、温度が高いほど生育が促進され、花芽分化が促進

された。処理開始時の葉齢が高いほど、また処理期間

が長いほど花芽分化程度および花芽分化株率は高まっ

た。一連の試験を通して、処理温度は 25℃が適してお

り、4 齢以上の苗を 30 日以上処理することで、8 割以

上の株で花芽分化が得られることが明らかとなった。  

(3) Fr 光照射に対する次期種子繁殖型イチゴ系統の

応答確認 

目的 

Fr（遠赤色）光照射による種子繁殖型イチゴ苗の花

成誘導技術の適応範囲を拡大する。 

方法 

三重県が育成中の種子繁殖型系統「三重 F1」、香川

県が育成中の種子繁殖型品種「香川 F1」、「かおり野」

自殖 5 世代目にあたる「かおり野 S」および「よつぼ

し」を供試品種とした。三重県農業研究所および香川

県農業試験場のグロースチャンバー（Fr を含む植物育

成用 LED 電球、12 時間日長、260 μmol／m2／s）で育

成した供試系統の 72 穴セルトレイ苗を、センター内 L

ED 育成棚で育成を継続した。LED 育成棚では、日長 8、

16、24 時間の 3 条件で、Fr 光の有無（以下、FR+また

は FR-）とした 6 試験区を設置した。本試験を 2 回行

い、1 回目は 2020 年 1 月 10 日より 37 日間、2 回目は

2 月 21 日より 36 日間の育成後、検鏡（n=18）で花芽

分化程度を調査した。 

結果 

供試品種のうち、「三重 F1」および「かおり野 S」

は花成に短日反応性を、「香川 F1」および「よつぼし」

は長日反応性とされている。短日反応性品種の花成に

は Fr の有無よりも日長条件が大きく影響し、日長が短

いほど花芽分化が促進された。一方、長日反応性品種

の花成には、日長の影響よりも Fr の有無が大きく影響

し、24 時間日長での FR+で花成が促進された。以上よ

り、人工光を用いた種子繁殖型イチゴ苗生産において、

短日反応性品種では FR を含まない光源でも短日条件

で花成反応を制御でき、長日反応性品種では FR を含

む光源で長日条件とすることで花成反応を制御できる

ことが明らかとなった。 

 

6) 温暖化の進行に適応する品種・育種素材の開発 

（耐暑性に優れる濃緑色葉ネギ育種素材の開発） 

H27-R1 

園芸作物研究室野菜栽培グループ 
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藤井宏栄・西田美沙子・重藤祐司 

(1) 有望 F1 系統の特性調査   

目的 

平均気温が現在より 2℃以上上昇した時点における

気象条件下での収量、品質低下の影響を 1／2 以下に抑

えることのできる、暑さに強い濃緑色葉ネギ育種素材

を開発する。ここでは品種登録申請のために、山口県

の濃緑色素材と中原採種場株式会社の素材から作出し

た有望 F1 の特性を調査する。 

方法 

中原採種場株式会社の素材「No.51」を種子親、山口

県の極濃緑色素材の「YSG1 号」を花粉親として育成

した F1「中山交 01」、対照品種として「YSG1 号」と

「浅黄系九条」を播種した。播種は 2019 年 7 月 4 日、小

ネギとして9月11日に収穫して特性を調査した。その後、

その小ネギを苗として、9月 24日に露地ほ場に定植した。

株間 10 cm、条間 15 cm の 4 条植えとし、1 区 120 株の 2

反復とした。2020 年 1 月 15 日に大ネギとして調査し、4

月 2 日に花茎調査した。詳細な調査項目は、農林水産省

種苗審査室が示す特性調査項目に準じた。 

結果 

「中山交 01」は、葉色が「浅黄系九条」よりも濃く、

「YSG1 号」よりも淡い濃緑色で、収量性は最も高かっ

た。また、早晩性は「YSG1 号」についで早く、「中山

交 01」のみ稔性はなかった。以上より、他品種との区別

性もあり、均一性も高く品種登録申請可能と考えられた。 

(2) その他有望 F1 育成の現地評価   

目的 

山口県内の主要葉ネギ産地において、育成 4 系統の

評価を実施する。 

方法 

下関市の 2 か所で実施した。2019 年 6 月 18 日に播

種し、8 月 19 日に収量調査をした。供試品種は、山口

県の素材で育成した F1 品種「山交 01～04」の 4 系統

で、「YSG1 号」を対照品種とし、草丈 30 cm 程度の

小ネギで収量や特性を評価した。 

結果 

「山交 03」が、最も収量が高く、葉色は極濃緑色で

葉先枯れが発生し難いという点で優れていた。しかし、

「YSG1 号」との比較において評価が多様であったこ

とから品種登録申請の判断は保留とした。 

 

7) 温暖化の進行に適応する生産安定技術の開発 

（葉色の濃い新品種の特長を活かした、積極的灌水

栽培による葉ネギの高温期減収回避技術） 

H27-R1 

園芸作物研究室野菜栽培グループ 

藤井宏栄・西田美沙子・重藤祐司 

資源循環研究室土壌環境グループ 

渡辺卓弘 

(1) 積極的多潅水栽培の実証  

目的 

平均気温が現在より 2℃以上上昇した時点における

気象条件下での収量、品質低下の影響を 1／2 以下に抑

えることのできる、濃緑色葉ネギの栽培技術を開発す

る。これまでに決定した多潅水栽培方法のマニュアル

に沿った栽培実証をする。 

方法 

品種育成で有望な F1「中山交 01」および一般品種

の「YSG1 号」と「夏彦」の 2 品種を供試した。多潅

水栽培マニュアルを実証するために、慣行栽培（少量

潅水）方法を比較対照とした。また、栽培可能期間も

検証するため、2019 年 5 月～8 月まで月 1 回播種した。

収穫時期は、草丈が概ね 50 cm 程度に達したときとし

た。多潅水管理は 2 葉期と 4 葉期に pF1.8～2.0 で、生

育後半の潅水制限は pF2.0～2.5 で管理した。標準潅水

は栽培期間を通して pF2.0～2.5 で管理した。なお、栽

培マニュアルの実証のため、栽培者はネギ栽培の初心

者とし、マニュアルに沿った管理をしてもらった。  

結果 

播種時期に関係なく、多潅水栽培の方が慣行栽培よ

りも栽培期間は短くなり、収量も多くなった。更に、

多潅水栽培の「中山交 01」においては、葉色も濃く、

葉先枯れ等の障害も少なく品質も保つことができた。

従って、5 月～8 月の期間の播種が可能で、多潅水栽培

マニュアルの有効性が実証できた。 

(2) 糖類処理の効果  

目的 

多潅水栽培においては、生育後半に天候不順が続く

と軟弱徒長が生じ、倒伏が問題となる。その対策とし

て、糖類処理の効果を検討する。 

方法 

一般 F1 品種「夏彦」と「YSG1 号」を供試材料とし、

2019 年 6 月 27 日に播種した。2 葉期以降、常時多潅水

条件で栽培し、徒長傾向の生育となるようにした。播

種 30 日後（3 葉期伸長期）から 5%スクロースを 1 週

間毎に 3 回土壌潅注処理し、軟弱徒長による倒伏状況

を調査した。また、5%スクロース処理 0 日、3、7、14、

21 日に葉ネギ中の硝酸濃度を分析した。 

結果 

5%スクロースを土壌潅注（4 L／m2）することによ

り、植物体内の硝酸濃度は有意に低下し、土壌中の硝

酸態窒素濃度も減少することが明らかとなり、一時的

な窒素飢餓が誘引されていることが考えられた。ネギ

の生育においては、5%スクロース処理の方が無処理区

よりもやや倒伏が遅れたが、明確な効果は明らかとな

らなかった。 

 

8) イチゴウイルスフリー苗の育成・配布 

S58- 



- 31 - 

園芸作物研究室野菜栽培グループ 

宇佐川惠・日高輝雄 

目的 

イチゴのウイルスフリー優良苗を育成し配布する。 

方法 

生食用品種「かおり野」、「紅ほっぺ」、「さちの

か」及び加工用品種「アメリカ」の基核株をイチゴ野

生種を用いた小葉接木法によってウイルス検定を行

い、優良苗を増殖する。また、育成した優良苗の炭疽

病簡易検定を実施する。 

結果 

ウイルス検定の結果、罹病した基核株はなかった。

炭疽病の簡易検定の結果、腐敗及び糸状菌の発生が認

められた株をすべて排除した。「かおり野」、「紅ほ

っぺ」、「さちのか」の優良苗 200 株を山口県農業協

同組合に配布した。 

 

9) らくラックシリーズ新培地適応試験 

R1 

園芸作物研究室野菜栽培グル-プ 

重藤祐司・鶴山浄真 

資源循環研究室土壌環境グループ 

平田俊昭 

目的 

少量培地耕栽培システムにおいて、培地によるイチ

ゴおよびトマト生育・収量の違いおよび培地の基本特

性評価を行う。 

方法 

トマトについては、センター内ハウス（単棟：1a）

において、ゆめ果菜恵（株式会社サンポリ：以下「シ

ステム」）により栽培を実施した。「麗月（株式会社

サカタのタネ）」を 2019 年 4 月 22 日に 128 穴セルト

レイに播種し、5 月 13 日に 10.5 cm ポットに鉢上げし

た。鉢土は各試験区と同様のものを用いた。6 月 7 日

に、培地「DG」、「DS」および「慣行（隔離槽専用

培地）」を充填したシステムに、各区株数 12 株×2 反

復のトマトを定植し、活着までは十分に潅水した。土

壌水分制御用に圧力式土壌水分センサーをラック底か

ら 1 cm 上に設置し、潅水制御には、西日本農業研究セ

ンター試作の「UECS 用ロジック開発ツール」を使用し

た。潅水閾値を、圧力式土壌水分センサーで pF2.1 に設

定し、土壌が乾燥して閾値を超えると 1 回あたり 2 分間

点滴チューブで潅水する設定とした。1 区 8 株を調査対

象株とし、2019 年 7 月 18 日～9 月 8 日の間、1 週間毎に

収穫果の重量、規格、収穫日を調査した。栽培終了時に、

各果房下の茎径（長径および短径）を測定した。 

イチゴについては、センター内育苗ハウス（2a）に

おいて、2019 年 7 月に品種「かおり野」子苗を 9 cm

ポットに鉢受けした。育苗床土にはイチゴ高設栽培専

用培地（らくラック専用培地：株式会社サンポリ）を

用いた。育成した苗を、センター内栽培ハウス（単棟

：1.3a）のシステムに、DG 培地、DS 培地および慣行

培地を供試した。独立した栽培槽（1 m）に各培地を

投入し、「山口いちごかおりの栽培暦」に準じて施肥

を行った。9 月 17 日に、栽培槽当たり 10 株（2 条植え、

株間 20 ㎝、栽植密度は 7,000 株／10a）を定植した。電

照は試験区全体の草勢矮化程度を見て、11 月中旬より 2

時間から 5 時間の範囲で実施した。供試培地毎に、1 区 5

株の 6 反復を調査対象株とし、2019 年 10 月より 2020 年

3 月末までの新生第 3 葉の葉長および葉柄長の推移、月

別の収穫果重量および果数を調査した。 

培地の化学性、培地の物理性、培地の保水性、ゆめ

果菜恵でのトマト栽培後試験区の不飽和透水係数、培

地の吸水性について調査した。 

結果 

トマトの 10a あたり収量は A 品、総計ともに DG＞

DS＞慣行の順で多かった。A 品平均 1 果重と A 品収穫

果数についても同様の順で優れていた。尻腐れ果や裂

果等による規格外品収量については、試験区間の差が

少なかった。茎径の推移（長径と短径の平均値）につ

いても、DG＞DS＞慣行の順で太く推移する傾向にあ

った。培地表面の水の広がりを観察したところ、慣行

と比較して、DG と DS が早く広がった。いずれの区も、

栽培期間中に尻腐れ果および裂果が発生したものの、

要素欠乏症などの生理障害は見られなかった。 

イチゴについては、慣行培地に対する DS 培地およ

び DG 培地の草勢は同程度で推移し、いずれの区におい

ても 10a 当たり年内約 1.5 t および 2 月上旬までに 2.5 t

となる高い収量を得た。平均果重についても培地によ

る差はみられなかった。 

DG、DS、慣行培地の化学性に栽培上の問題となる

項目はなかった。pF と体積含水率の関係は、pF1.5 か

ら pF3.0 の間では回帰直線に近似でき、同じ pF 値では

DG と DS が同じ体積含水率、慣行はこれらより低い体

積含水率になった。限界負圧は、DG と DS に比べて、

慣行の負圧が小さく、慣行培地は連続する太い孔隙が

大きいことを示した。潅水始点を同じ pF で設定する

場合、培地の保水量は DG＞DS＞慣行の順で大きい。

トマト栽培跡ゆめ果菜恵において負圧侵入計で測定し

た不飽和透水係数は DG＞DS＞慣行の順で高いと推定

できる。負圧侵入計での吸水性の比較は精度が低いた

め困難であった。吸水性の強さの順位は DG＞DS＞慣

行で、DG は慣行のほぼ 2 倍の強さになった。トマト

の生育と収量は DG＞DS＞慣行の順で高く、培地の保

水力および不飽和透水係数と吸水性の高さに比例し

た。 

 

10) 「らくラック」を活用した障がい者によるイチゴ

栽培実証 

H31-R3 
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園芸作物研究室野菜栽培グル-プ 

宇佐川惠・日高輝雄 

目的 

I 社での障がい者によるイチゴ栽培実証試験を通じ

て、障がい者の自立支援と社会貢献活動の実践を目指

す。あわせて、山口型 UECS を導入し、性能実証を行

う。 

方法 

山口型耐候性ハウスおよび山口型高設栽培システム

「らくラック」を I 社敷地内に導入し、「章姫」の栽

培実証と定期的な栽培に係る技術支援を行った。 

I 社が自社ブランドのイチゴ品種を育成するにあた

り、I 社担当者を対象に交配方法の技術移転を行った。 

結果 

2019 年 10 月 9 日にセンターに納入された苗 700 株

を 12 cm ポリポットに鉢上げし、追肥及び防除を実施

した。11 月 1 日に I 社いちご農園に搬入し、障がい者

チームと定植作業を行った。マルチ張り、摘果、摘葉、

防除等、時期に応じて技術指導を行った。12 月中旬よ

りうどんこ病が発生し、シーズンを通して発生の抑制

はできなかった。部分的に 2 回、ダニが発生したが、天

敵と化学農薬により発生を抑制することができた。12 月

末より収穫が始まった。当初、目標収量を 200 kg／a と

していたが、生育や果実の肥大状況から、2020 年 3 月

末までに 300 kg／a 程度の収穫が得られたと推察す

る。 

12 月 23 日に交配方法を技術指導した。「章姫」×

「栃の峰（栃木県育成）」、「章姫」×「とちおとめ

（栃木県育成）」、「章姫」×「イチゴ中間母本農 1

号（久留米 54 号：農研機構育成）」の組み合わせで交

配を行い、種子を採取した。 

 

11) 山口ナシを構成する新たな品種の導入 

H29-R2 

園芸作物研究室果樹栽培グループ 

岡﨑仁・河村康夫・安永真・沖濱宏幸 

(1) 「早優利」、「はつまる」の果実重向上・単収確保 

ア 結実管理と植調剤の利用① 

目的 

「愛甘水」の代替候補品種である「早優利」、「は

つまる」の大玉果実生産・単収確保技術を確立するた

めの結実管理方法を明らかにする。 

方法 

「早優利」9 年生樹及び「はつまる」12 年生樹を供

試し、着果量を 5～6 果／m2、8～10 果／m2 とする組

合せで果実肥大、果実品質（収穫時期、果実重、果形、

糖度、pH、果肉硬度）、翌年の着花に及ぼす影響を調

査した。摘果は満開後 20 日に実施した。 

結果 

「早優利」は前年と同様に早期（満開後 20 日）に摘

果することで肥大が促進された。収量は着果量多区（8

～10 果／m2）では 2.5t／10a 以上得られ、糖度は概ね

14 度台と高いため、代替品種として有望である。 

「はつまる」は着果量にかかわらず収穫時期が 7 月

下旬に集中した。熟期や日持ちが短いことから、共販

向きでないと考えられた。 

イ 結実管理と植調剤の利用② 

目的 

「愛甘水」の代替候補品種である「早優利」の大玉

果実生産・単収確保技術を確立するための植調剤の効

果を明らかにする。 

方法 

「早優利」9 年生樹を供試し、GA 処理時期を満開

30 日後、着果量を 5～6 果／m2、及び 8～10 果／m2 と

する組合せで、果実肥大、果実品質（収穫時期、果実

重、果形、糖度、pH、果肉硬度）、収量、生理障害発

生程度を調査した。 

結果 

「早優利」は GA 処理により、収穫時期が前進化す

る傾向が見られ、7 月下旬から収穫可能であった。平均

果実重は L 級（270 g）以上となる。糖度は 14 度台と高

かった。収量は着果量を多くすることで（8～10 果／m2）

2.5t／10a 以上となった。 

(2) 「凛夏」、「ほしあかり」の盆後出荷割合の確保 

ア 結実管理と植調剤の利用① 

目的 

現地から要望のある盆後に出荷できる品種として

「凛夏」、「ほしあかり」を位置づけ、その期間に出

荷のピークを迎える栽培技術を確立するため、結実管

理方法を明らかにする。 

方法 

「凛夏」、「ほしあかり」の 12 年生樹を供試し、花芽

を短果枝、えき花芽、及び着果（番花）位置を低位、中

位、高位とする組合せとし、果実品質（収穫時期、果実

重、果形、糖度、pH、果肉硬度）、収量を調査した。 

結果 

「凛夏」は短果枝の着生が維持しやすく、果実品質

も安定していた。「ほしあかり」は、短果枝の維持が

難しいが、えき花芽をもちいることで収量を確保でき

た。「ほしあかり」、「凛夏」を組み合わせることで、

盆後の 8 月 4 半旬から 9 月 3 半旬までの出荷が可能と

なり、「幸水」の収穫終了後から「豊水」の収穫開始

期までの空白期間を補てんすることが可能である。  

イ 結実管理と植調剤の利用② 

目的 

現地から要望のある盆後に出荷できる品種として

「凛夏」、「ほしあかり」を位置づけ、その期間に出

荷のピークを迎える栽培技術を確立するため、植調剤

の効果を明らかにする。 

方法 
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「凛夏」、「ほしあかり」の 12 年生樹を供試し、GA

処理時期を満開 40 日後とし、果実肥大、果実品質（収

穫時期、果実重、果形、糖度、pH、果肉硬度）、収量、

生理障害発生程度を調査した。 

結果 

GA 処理による熟期促進効果は、「凛夏」では判然

とせず、「ほしあかり」では熟期促進の傾向が見られ

たが、年次変動が大きいので再確認が必要である。  

(3) 晩生品種「甘太」の単収確保、品質管理、外観品

質向上① 

ア 着果量の違いによる果実品質の確認 

目的 

晩生品種「甘太」の安定生産のため、最適な結実管

理法を明らかにする。 

方法 

「甘太」の 11～12 年生樹を供試し、着果量を 2～2.5

花そうに 1 果、3～3.5 花そうに 1 果、及び 4～4.5 花そう

に 1 果とし、1 果重、糖度、果肉硬度、pH を調査した。 

結果 

着果量による 1 果重、糖度、硬度、pH の平均値に差は

なかったが、着果量が少ない方が、大玉の占める割合が

大きくなった。また、着果量が多いほど単収が増加した。 

イ 袋の違いによる外観品質の向上 

目的 

「甘太」は青ナシに分類されるが、果面にサビ（果

点間コルク）がまだらに発生することで外観品質を著

しく損なう傾向がみられる。そこで、赤ナシ様の外観

として仕上げることで外観品質の向上を目指す。 

方法 

「甘太」の 11～12 年生樹を供試し、遮光性の違う大

袋（晩生赤梨向け二重袋、白色パラフィン一重袋、無

袋）を使い、果点間コルクの発生程度と分布、並びに

1 果重、糖度、果肉硬度、pH を調査した。 

結果 

遮光性の強い果実袋を使用することで、サビの少な

い赤ナシ様に仕上がった。硬度については、二重袋の

果実が、果肉がなめらかで柔らかかった。 

 

12) 落葉果樹品種系統適応性試験 

S48- 

園芸作物研究室果樹栽培グループ 

安永真・岡﨑仁・河村康夫・沖濱宏幸 

目的 

クリ、モモ、ナシ、ブドウにおいて、国立研究開発

法人 農業・食品産業技術総合研究機構果樹茶業研究部

門が新たに開発中の品種系統について、本県での栽培

適性や有望性を調査し、今後の産地導入への資とする。 

方法 

①クリ 

ア 供試品種系統：第 8 回系適「筑波 44 号」、 

「筑波 45 号」、「筑波 46 号」 

 対 照 品 種：「ぽろたん｣、｢筑波」 

イ 供試ほ場 果樹栽培試験地 12 号ほ場 

ウ 植付年次 2018 年 2 月 

②モモ 

ア 供試品種系統：第 10 回系適「筑波 134 号」、 

「筑波 135 号」、「筑波 136 号」、 

「筑波 137 号」 

対 照 品 種：「日川白鳳」、｢あかつき」、 

「川中島白桃」 

イ 供試ほ場 育苗ほでポット管理 

ウ 植付年次 2019 年 4 月接木、台木は野生桃台 

③ナシ 

ア 供試品種系統：第 9 回系適「筑波 59 号」、 

「筑波 60 号」、「筑波 61 号」、 

「筑波 62 号」、「筑波 63 号」、 

「筑波 64 号」 

対 照 品 種：｢幸水｣、｢豊水｣ 

イ 供試ほ場 果樹栽培試験地 1 号ほ場 52a 

ウ 植付年次 2015 年 4 月接木、台木はマンシュウ

マメナシ 

④ブドウ 

ア 供試品種系統：第 15 回系適｢安芸津 31 号｣、 

｢安芸津 32 号｣、｢安芸津 33 号｣、 

｢安芸津 34 号｣ 

対照品種｢巨峰｣、｢安芸クイーン｣ 

イ 供試ほ場：果樹栽培試験地 5 号ほ場 

ウ 植付年次：2018 年 2 月 

結果 

各樹種の成績を所定の様式に取りまとめ、農研機構

果樹茶業研究部門に報告した。成績の詳細は、品種登

録後に農研機構より公表される。 

 

13) 薬用作物実証研究 

H27- 

園芸作物研究室 

安永真・日高輝雄・重藤祐司 

目的 

本県で産地化可能な薬用作物の栽培技術を導入・実

証し、生産技術の確立、栽培マニュアルの作成、労力

等経営データの把握を行う。併せて、実証法人への技

術移転を進める。本年度は、ヒロハセネガの発芽につ

いて調査した。 

方法 

種子の貯蔵方法を確認するため、そのままの状態と

湿らせた状態で、それぞれ 4 か月間 3℃で貯蔵した種

子の発芽率を調査した。また、3℃の湿らせた状態で、

貯蔵期間を変えた種子の発芽率を調査した。 

種子の選別の効果について確認するため、水に沈む

種子と浮いた種子、唐箕で選別した軽い種子と重い種
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子の発芽率を調査した 

結果 

種子の貯蔵方法については、湿らせた状態で低温貯

蔵した種子はそのまま発芽するが、湿らせずに貯蔵し

た種子は一旦湿らせた状態で低温環境に置かないと発

芽しなかった。低温環境に置く期間については、9 週

間以上置くことで発芽率が高くなった。 

種子の選別について、発芽率は、水、唐箕ともに重

い種子の方が高かった。 

 

14) 薬用作物の国内生産拡大に向けた技術の開発（ト

ウキの生産拡大のための技術開発、ミシマサイコ

の生産拡大のための技術開発） 

H28-R2 

園芸作物研究室 

安永真・重藤祐司 

目的 

実需者から国産品の増産への期待が高いトウキ・ミ

シマサイコを対象に秋田、新潟、富山、長野、山口、

愛媛県等において栽培し、全国的な適地性について検

討するとともに、それぞれの地域に適した栽培方法を

確立する。 

方法 

①トウキの生産拡大のための技術開発 

植え方の影響を確認するため、垂直に定植する区と

斜めに定植する区を設置した。また、被覆資材の影響

を調査するため、垂直に定植する区について、白マル

チ被覆、敷きわら、無被覆の区を設置した。栽培及び調

査方法については、全国統一の方法に従った。IB 化成 S1

号（10-10-10）100 kg／10a、炭酸苦土石灰 100 kg／10a を

全層施肥した幅 70 cm の畦に、自家育苗した根頭径 6

～8 mm の苗を 2019 年 3 月 13 日に株間 30cm、1 条植

えで定植し、2019 年 11 月 27 日に収穫して地下部の重

量を調査した。 

②ミシマサイコの生産拡大のための技術開発 

適した播種量を明らかにするため、m2 当たり播種量

0.21 g、0.42 g、0.84 g の区を設置した。栽培及び調査方

法については、全国統一の方法に従った。IB 化成 S1 号

（10-10-10）100 kg／10a、炭酸苦土石灰 100 kg／10a を

全層施肥した幅 70 cm の畦に、2019 年 3 月 14 日に自家

採種した種子を 1 条で播種し、2019 年 10 月 30 日に収穫

して地下部の重量を調査した。 

結果 

①トウキの生産拡大のための技術開発 

植え方について、地下部重量は斜め植えより垂直植

えの方が重くなった。被覆資材について、地下部重量

は無被覆が最も重く、次いで白マルチが重く、敷き藁

が最も軽くなった。 

②ミシマサイコの生産拡大のための技術開発 

1 株当たりの地下部重量は播種量が少ないほど重く

なったが、面積当たりの生育本数は、播種量が少ない

ほど少なかった。収量については、次年度同一面積で

の収穫を行い比較することとしている。 

 

15) 農作物生育診断予測（落葉果樹） 

H2- 

園芸作物研究室果樹栽培グループ 

安永真・岡﨑仁・河村康夫・沖濱宏幸 

目的 

クリ、ナシ、ブドウについて、当年の生育状況につ

いて調査し、産地指導への資とする。 

方法 

①クリ 

ア 供試品種：「筑波」、「岸根」 

イ 供試ほ場：果樹栽培試験地 10 号ほ場 

ウ 植付年次：1974 年 

②ナシ 

ア 供試品種：｢幸水｣、「二十世紀」、｢豊水｣ 

イ 供試ほ場：果樹栽培試験地 1 号ほ場 

ウ 植付年次：「幸水」2008 年 11 月、「二十世紀」

及び「豊水」1976 年 2 月 

③ブドウ 

ア 供試品種：「ピオーネ」、「巨峰」 

イ 供試ほ場：果樹栽培試験地 5 号ほ場 

ウ 植付年次：1998 年 

結果 

①クリ 

展葉期は平年より 3 日早く、開花時期は平年並みか

やや早くなった。収穫開始時期は「筑波」で 2 日、「岸

根」で 1 日遅くなった。収量について「筑波」は 1 割

増加したものの、「岸根」は台風による落毬で、平年

の 7 割程度と少なくなった。1 果平均重は「筑波」「岸

根」ともに平年よりやや大きくなった。病虫害につい

て「筑波」「岸根」ともに病害は平年並みからやや多

く、虫害は多くなった。 

②ナシ 

開花期は平年より 2～4日程度早くなった。果実重は、

「幸水」で 391 g（平年比 111%）、「豊水」で 606 g（同

126%）、「二十世紀」で 393 g（同 109%）と大きかっ

た。糖度（Brix）は、「幸水」13.0（平年比 102%）、

「豊水」12.8（同 98%）、「二十世紀」11.4（同 93%）

と平年並から低くなった。 

③ブドウ 

発芽期は「巨峰」で平年より 10 日、「ピオーネ」で 2

日早く、開花盛期は「巨峰」で平年より 4 日、「ピオーネ」

で平年並であった。糖度（Brix）は「巨峰」20.0 と平年よ

り高く、「ピオーネ」18.3 と平年より低かった。問題

となる病害虫の発生はなかった。 

 

16) 新規除草剤・植物調節剤実用化試験（落葉果樹） 
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H30- 

園芸作物研究室果樹栽培グループ 

岡崎仁・河村康夫 

資源循環研究室病害虫管理グループ 

西見勝臣 

目的 

効率的な防除体系確立のため、防除効果の高い新 

規薬剤を探索する。 

方法 

一般社団法人日本植物防疫協会調査基準の試験方 

法に準ずる。 

結果 

ブドウうどんこ病、ナシ黒星病など本県で重要な病

害に関わる殺菌剤2剤の効果試験を実施した。試験結果

は一般社団法人日本植物防疫協会の委託試験検討会で

報告し、適正な試験結果と評価された。 

 

４ 資源循環研究室 

1) カドミウム低吸収性イネの実証試験 

H29-R1 

資源循環研究室土壌環境グループ 

藤村澄恵・平田俊昭 

目的 

山口県の礫質灰色化低地水田土において、カドミウ

ム低吸収性イネ「コシヒカリ環 1 号」のカドミウム吸

収抑制効果と栽培適正を把握する。また、ヒ素対策も

考慮した水管理を実施し、栽培上の課題と対応の検討

を進め、今後の実用化における基礎資料とする。 

方法 

センター内のほ場において、「コシヒカリ環 1 号」

と「コシヒカリ」を 2 段階の水管理（①湛水区：出穂

前後計 6 週間は湛水する水管理、②自然落水区：出穂

前後計 6 週間は、入水後自然落水させ、4 日間土壌が乾

燥したのち入水する管理を繰り返す水管理）で栽培し、

品種と水管理の組み合わせによる稲のヒ素とカドミウ

ムの吸収および収量・品質に及ぼす影響を調査した。 

結果 

自然落水区では、出穂前後計 6 週間の間に 3 回の落

水を行った。「コシヒカリ環 1 号」の玄米カドミウム

濃度は水管理の違いに関わらず、「コシヒカリ」と比

較して低かった。また、「コシヒカリ環１号」は「コ

シヒカリ」と比較して出穂期が 2 日遅く、登熟歩合お

よび精玄米重が低かった。養分吸収量では、Mn 濃度

が低かった。一方、両品種の玄米ヒ素濃度は、同じ水

管理では同等であったが、両品種とも自然落水区で湛

水区より低くなった。「コシヒカリ環 1 号」の等級や

食味値は「コシヒカリ」と同等となった。 

 

2) 土壌由来有害化学物質（ヒ素）のリスク管理措置

の検証 

H29-R1 

資源循環研究室土壌環境グループ 

河野竜雄・藤村澄恵 

目的 

県内水田土壌のヒ素濃度の実態を把握し、水稲にお

けるヒ素吸収抑制対策に資する。 

方法 

今年度は県中部・西部地域を対象に、水田土壌およ

び玄米のヒ素濃度を調査した。 

結果 

分析結果は、ヒ素リスク管理のための基礎データと

して蓄積した。 

 

3) 省力的かつ現場で使い易いコメの無機ヒ素低減技

術の開発 

H30-R4 

資源循環研究室土壌環境グループ 

藤村澄恵・平田俊昭 

目的 

山口県の礫質灰色化低地水田土において、鉄資材、

水管理の併用によりヒ素とカドミウムを同時に低減で

きる現場実効性の高い栽培管理技術を開発する。 

方法 

センター内のほ場において、「コシヒカリ」を 3 段

階の水管理（①湛水区：出穂前後計 6 週間は湛水する

水管理、②3 回落水 A 区：出穂前後計 6 週間に 3 回、4

日間連続で土壌が乾くように落水を行う管理（降雨再

湛水の場合は 4 日間落水やり直し）、③3 回落水 B 区

：出穂前後計 6 週間に 3 回、4 日間連続で土壌が乾く

ように落水を行う管理（降雨再湛水の場合は 3 日間落

水やり直し）で、さらに②3 回落水 A 区には製鋼スラ

グ（FM）を 200 kg／10a 連用する区を設けて栽培し、

水稲のヒ素・カドミウム濃度、収量および品質に及ぼ

す影響を検証した。 

結果 

落水 3 回区では、出穂前後 6 週間湛水区に比べてコ

メ中無機ヒ素低減効果が認められた。落水 2 回目でや

り直し落水 3 日後に降雨があり、落水期間の影響は確

認できなかった。また、落水 3 回の水管理に加えて FM 

200 kg／10a を 2 年連続で施用することによる資材の

コメ中無機ヒ素低減効果は認められなかった。 

 

4) 土壌有害物質のモニタリング 

S54- 

資源循環研究室土壌環境グループ 

河野竜雄・渡辺卓弘 

目的 

作物の生育の場である土壌環境について、その実態

と経年変化を総合的に把握し、適切な土壌管理対策に

資する。 
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方法 

県内の水田 47 地点、畑 8 地点、樹園地 11 地点、レ

ンコン１地点の定点（合計 67 地点）を 4 ブロックに分

け、各ブロックを 4 年ごとに土壌断面調査、栽培管理

の聞き取り調査及び土壌、灌漑水、作物体の分析調査

を実施している。本年度は第 2 ブロック（中部ブロッ

ク）の水田 12 地点、樹園地 2 地点、畑地１地点につい

て、土壌断面調査、栽培管理の聞き取り調査及び土壌、

灌漑水、作物体の分析調査を実施した。 

結果  

調査ほ場作土の化学性については、pH(H2O)は 5.2～6.5、

腐植は 2.0～6.0%、可給態 P2O5は 12.0～294 mg／100 g、

可給態 N は 4.0～18.5 mg／100 g、可給態 SiO2（水田

のみ調査）は 6.6～14.2 mg／100 g であった。土壌、

灌漑水の重金属等汚染物質濃度で特に問題となる数

値は見られなかった。  

 

5) 客土用土等の分析 

R1 

資源循環研究室土壌環境グループ 

渡辺卓弘・河野竜雄 

目的 

土木工事等で排出される残土が、ほ場整備田の基盤

などとして客土利用されている。利用される客土の酸

度や重金属および腐植含量を分析し、適正であるか判

断する。 

方法 

客土に用いる土壌を土壌標準分析・測定法に基づい

て分析を行った。 

結果 

5 か所の土壌について土壌酸度、重金属および腐植

含量の分析を行った結果、4 か所は客土として使用可

能であったが、1 か所はヒ素濃度が高く、客土に適さ

なかった。 

 

6) 肥料分析 

R1 

資源循環研究室土壌環境グループ 

河野竜雄・渡辺卓弘 

目的 

肥料取締法に基づく肥料の登録申請のため、肥料製

造業者からの依頼により、保証成分量の規格への適合

について確認する。 

方法 

肥料製造業者から供試された 5 肥料（消石灰、炭酸

カルシウム肥料各 2 検体、蒸製毛粉 1 検体）の保証成

分について、「肥料等試験法（2018）（（独）農林水

産消費安全技術センター）」を用いて分析した。 

結果 

消石灰についてアルカリ分、炭酸カルシウム肥料に

ついてアルカリ分と可溶性苦土、蒸製毛粉について窒

素全量の成分分析を行ったところ、分析値は保証値以

上であった。 

 

7) 農地土壌炭素調査 

H25- 

資源循環研究室土壌環境グループ 

河野竜雄・渡辺卓弘 

(1) 定点調査 

目的 

温室効果ガス吸収源としての農地の評価を行うた

め、県内の定点ほ場における土壌炭素量等の基礎資料

を得る。 

方法 

県内の 15 定点ほ場（水田 12、樹園地 2、畑地 1）に

ついて、地表下 30 cm までの各層の仮比重、全炭素、

全窒素を調査した。また、各ほ場管理者に対し、栽培

作物、有機物投入や水管理等の土壌管理状況に関する

アンケート調査を実施した。 

結果 

地表下 30 cm までの土壌中炭素量は、水田の黄色土

が最も高く、次いで畑地が高かった。また、水稲栽培

における中干しは約 7 割のほ場で行われており、稲ワ

ラは全てのほ場ですき込み還元されていた。堆肥は樹

園地 2 ほ場のみで施用されていた。 

(2) 基準点調査 

目的 

温室効果ガス吸収源としての農地の評価を行うた

め、有機物連用等、場内の一定条件で長期に管理され

たほ場における土壌炭素量の変化を調査する。 

方法  

昭和 51 年作から稲わら牛ふん堆肥の連用試験を実

施している場内ほ場で、地表下 30 cm までの各層の全

炭素量等を調査した。 

結果 

第 1 層では堆肥を施用した区が施用しない区に比べ

て層の厚さが厚く、仮比重は小さく、炭素含量は高く、

また、堆肥の施用量に応じて炭素含量は高かった。な

お、堆肥を施用した区の地表下 30 cm までの土壌中炭

素量は 56～87 t／ha 程度であった。 

 

8) 河川モニタリング 

H24- 

資源循環研究室土壌環境グループ 

渡辺卓弘・有吉真知子 

目的 

水田地帯を流れる河川水系では、広域で同じ農薬を

同時に使用するため、使用頻度の高い農薬の水中濃度

が高くなり、水生動植物に影響を及ぼす可能性がある。
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そこで、椹野川水系を対象に農薬の濃度調査を実施し、

適正使用対策に資する。 

方法 

5 月下旬から 9 月上中旬にかけて計 8 回、椹野川水

系の 5 箇所でサンプリングを行い、10 種類の農薬成分

の濃度を調査した。なお、分析は民間分析機関におい

て実施した。 

結果 

6 月 5 日の調査において、ピラクロニル、ブロモブ

チド、6 月 19 日の調査でピラクロニルが検出された地

点があったが、いずれも基準値よりも大幅に低い濃度

であった。上記の検出された薬剤以外の農薬濃度は、

すべて定量限界未満であった。 

 

9) 農薬残留対策総合調査 

(後作物残留に係る調査 環境省委託試験） 

R1 

資源循環研究室土壌環境グループ 

渡辺卓弘・有吉真知子 

目的 

農薬の物性（オクタノール／水分配係数：LogPow）

の異なる農薬を用いて、土壌水分管理と農薬減少の関

係、および後作物残留リスクの違いを調査する。 

方法 

クロチアニジン、ボスカリド、アミスルブロムの 3

農薬を土壌散布し、14 日間、土壌水分を乾燥状態と

pF2.2 以下の 2 種類の方法で管理し、後作物としてコ

マツナを栽培して、残留濃度を分析した。 

土壌試料は、農薬散布直後、作付耕起前後、播種 15

日後、収穫時に表土から 0～10 cm 層を採取した。また、

作付耕起前後と収穫時は表土から 10～20 cm 層も採取

した。コマツナは播種 30 日後に採取した。土壌につい

ては、溶媒抽出と水抽出の 2 通りの方法で分析した。 

結果 

薬剤処理直後の土壌中濃度は、薬剤の投下量から求

めた理論濃度に対して、クロチアニジン、アミスルブ

ロムは近似していたが、ボスカリドはやや高かった。  

薬剤土壌処理から播種時までの土壌残留濃度は、土

壌水分管理の違いによる土壌残留濃度差がなく、土壌

水分が農薬の分解に及ぼす影響は判然としなかった。  

収穫されたコマツナからは、クロチアジニン、ボス

カリドが検出されたが、残留基準値以下の低い濃度で

あった。また、コマツナの残留濃度と土壌水抽出で求

めた土壌残留濃度の比率は、0.46～0.64 の範囲で一定

の傾向があり、水抽出による残留濃度がコマツナの残

留濃度をよく反映していることが推察された。 

 

10) マイナー作物農薬登録拡大支援対策 

H11- 

資源循環研究室土壌環境グループ 

渡辺卓弘・有吉真知子 

資源循環研究室病害虫管理グループ 

角田佳則・西見勝臣 

目的 

「まくわうり」に対するプロポーズ顆粒水和剤の登

録拡大を行う。 

方法 

プロポーズ顆粒水和剤の 1000 倍希釈液 300 L／10a

を 7 日間隔で 3 回散布し、最終散布 1 日、3 日、7 日、

14 日後に 1 回当たり 5 kg 以上をサンプリングして、

残留濃度を調査した。なお、分析は民間分析機関で実

施した。 

薬効・薬害試験ついては、生育期に 1000 倍希釈液

250 L／10a を 7 日間隔で 3 回散布し、調査を行った。 

結果 

現在、環境省告示法で定められている分析部位（果

実（茎を除去したもの）の果肉）における残留濃度は、

すべて定量限界未満（0.01 ppm 未満）であった。一方、

分析部位の見直しを考慮した分析部位（果実（茎を除去

したもの、果皮を含む））では薬剤が検出され、ベンチ

アバリカルブイソプロピル剤は、1 日後 0.17 ppm、3 日

後 0.09 ppm、7 日後 0.08 ppm、14 日後 0.07 ppm、TPN 剤

は 1 日後 0.90 ppm、3 日後 0.26 ppm、7 日後 0.16 ppm、

14 日後 0.10 ppm であった。いずれの調査結果も登録

可能な残留成績であった。 

薬効・薬害試験においても、防除効果が高く、実用

性が認められ、薬害も確認されなかった。 

 

11) コムギ黄斑病の発生生態の解明および防除法の確立 

H30-R1 

資源循環研究室病害虫管理グループ 

西見勝臣・角田佳則 

(1) 伝染環の解明 

目的 

県産小麦のさらなる生産拡大と品質の向上を図るた

め、2015 年産から収量や加工適性に優れる「せときら

ら」に品種が更新されたが、2015 年産において黄斑病

の発生が確認され、多発生ほ場では収量や品質の低下が

みられた。これまでに県内で黄斑病の発生が問題になっ

たことはなく、その発生生態や防除法に不明な点が多い

ことから、早急な防除対策が求められている。 

これまでの現地調査や試験から、前作の罹病残渣の

組織上に形成される偽子のう殻中の子のう胞子が第一

次感染源となり、年内の比較的早い時期から発病が始

まることがわかってきており、本課題ではコンテナ栽

培上で確認試験を行い、第一次感染源と初発生時期を

明らかにする。 

方法 

センター内の無被覆のハウスにおいて 2019 年 12 月 6

日～2020 年 2 月 28 日に試験を行った。区制はコンテナ
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66 cm×42 cm×20 cm、培土量 40 L、6 連制、約 70 株／区

とした。試験区は、2019 年 6 月に収穫後の麦稈等の罹

病残渣をほ場（場内 31 号田）にそのまま放置、同年 12

月に回収し屋内で風乾させた後、コンテナに播種後そ

の残渣を置いた①2019 年野外放置残渣区、2019 年 6 月

に収穫後の罹病残渣を回収（場内 83 号田）し、風通し

のよい納屋に保管しておき、コンテナに播種後その残

渣を置いた②2019 年屋内保管残渣区、2018 年 6 月に立

毛株を刈り取り（場内 83 号田）、ハウス内にはぜ掛け

して保管した麦稈を細断し、コンテナに播種後その残

渣を置いた③2018 年ハウス内保管残渣区、④無処理と

した。 

品種は「せときらら」を用い、12 月 6 日に播種し、

コンテナ当たり 70 粒、2 条播き、条間 20 cm、株間約

2 cm とした。培土はセンター内で保管している防府市の

水田低地土を用い、基肥は施用せず 1 月 22 日に 複合燐

加安 44 号 4 g／コンテナ（15 kg／10a）を追肥した。灌

水は降雨のみで実施しなかった。播種後、各区の罹病残

渣は 10 cm 程度に細断し、培土表面に 100 g／コンテナ

を置床した。 

調査は、12 月 28 日（播種 22 日後）の初発時から 1 月 6

日（播種 31 日後）、1 月 15 日（播種 40 日後）、1 月 30

日（播種 55 日後）及び 2 月 28 日（播種 84 日後）の 5 回

行った。12 月 28 日～1 月 15 日の調査は、60 株／コンテナ

について株当たり病斑数を調査した。1 月 30 日及び 2

月 28 日の調査は、60 株／コンテナの完全に展開した

上位 2 葉について、下記の病斑面積率による発病程度

を調査し、発病葉率及び発病度を求めた。 

0：発病なし、1：病斑面積率 0.1～5%未満、2：病斑

面積率 5～25%未満、3：病斑面積率 25～50%未満、4

：病斑面積率 50%以上、発病度＝（Σ（指数×当該株

数）／（4×調査株数））×100 

結果 

12 月 6 日に播種し、12 月 17 日に出芽がみられたが、

その 10 日後の 12 月 27 日の年内に 2019 年屋内保管残渣

区で初発生があった。1 月 6 日の調査では、無処理区以

外の処理区で発病が認められ、2019 年屋内保管残渣区

の発病株率が 69.9%と最も高く、2019 年野外放置残渣区

38.3%、2018 年ハウス内保管残渣区 3.6%であった。 

12 月 28 日の調査時には、2019 年屋内保管残渣区の

置床した麦稈残渣上に黄斑病菌と思われる偽子のう殻

及び子のう胞子の形成が確認された。 

1 月 15 日の調査では、無処理区でわずかに発病がみ

られ、その後、すべての区で発病葉率、発病度ともに

上昇し、上位葉へ進展したが、発病程度は 1 月 15 日の

調査と同様に 2019 年屋内保管残渣区＞2019 年野外放

置残渣区＞2018 年ハウス内保管残渣区の順であった。 

 

12) クリシギゾウムシの防除技術の開発 

R1 

資源循環研究室病害虫管理グループ 

岩本哲弥・溝部信二 

(1) ヨウ化メチルくん蒸処理施設を用いた蒸熱処理

におけるクリ果実温度上昇の確認 

目的 

イチゴ苗のハダニ防除用に開発された簡易型蒸熱処

理機をクリのクリシギゾウムシ防除に利用した場合の

クリ果実温度について、予備試験で確認した。 

方法 

試験は岩国市美和町ヨウ化メチルくん蒸処理施設で

岸根を用いて行った。試験区は、48℃処理区、49℃・10

分処理区、49℃・15 分処理区、無処理区を設けた。果

実 10 kg を入れ、隙間をポリ袋に入れた発泡スチロー

ル製梱包材で埋めたコンテナ 20 個を蒸熱処理機と共

にくん蒸庫に入れ、蒸熱処理した。処理開始からおお

むね 5 分おきに蒸熱処理機の庫内温度計と果実表面温

度計を用いて蒸熱処理における温度の推移を測定し

た。また 49℃・10 分処理区では 5 個積みコンテナの中

央のコンテナにおんどとりのセンサーを挿入したクリ

果実をコンテナ中央に置き、果実内温度の推移につい

ても測定した。 

結果 

48℃処理区は、果実表面温度が 48℃までしか上昇せ

ず、予定した 49℃に達しなかった。これは、コンテナ

の隙間に充填したポリ袋が蒸熱処理の風圧でつぶれ、

果実表面を十分に加熱できなかったためと考えられ

た。49℃・10 分処理区、49℃・15 分処理区については、

風圧でつぶれない様に 48℃処理区よりも梱包材の量を

増やした結果、49℃まで上昇させることができた。49℃

到達までに要した時間は、49℃・10 分処理区が 78 分、

49℃・15 分処理区が 82 分と大きな差はなかった。 

(2) クリシギゾウムシに対する蒸熱処理の防除効果

確認 

目的 

イチゴ苗のハダニ防除用に開発された簡易型蒸熱処

理機を、クリのクリシギゾウムシ防除に利用した場合

の防除効果について予備試験を実施した。 

方法 

試験は岩国市美和町ヨウ化メチルくん蒸処理施設で

岸根を用いて行った。試験区は、48℃処理区、49℃・10

分処理区、49℃・15 分処理区、無処理区を設けた。果

実 10 kg を入れ、隙間をポリ袋に入れた発泡スチロー

ル製梱包材で埋めたコンテナ 20 個を蒸熱処理機と共

にくん蒸庫に入れ、蒸熱処理した。処理後、各区それ

ぞれコンテナ 3 個分の果実を網カゴに入れてガラス室

内に静置し、クリシギゾウムシの脱出幼虫数を約 1 か

月間調査した。クリミガについても同様に調査した。

また、48℃処理区以外の各コンテナから 4 果ずつ無作

為抽出した計 12 果を 25℃・過湿条件で静置し、発芽状

況を確認した。調査終了後に各区の約 370 果（約 10 kg）
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を切断し、実炭そ病の発生果率を調査した。 

結果 

蒸熱処理を行ったすべての区について、クリシギゾ

ウムシおよびクリミガの脱出幼虫は見られなかった。

発芽試験では、無処理区の 1 果が発芽したが、蒸熱処

理を行った区の果実は発芽しなかった。無処理区の果

実に変化が見られなかったが、蒸熱処理を行った区の

果実の多くにカビが生え、アルコール臭が感じられた。

この結果と 49℃・10 分処理区の果実内温度が処理開始

70 分後に果実表面温度と同じになっていることから、

蒸熱処理によって果実が発芽能力を失っている可能性

が考えられた。蒸熱処理による実炭そ病の防除効果は

確認できなかった。 

 

13) ドローンによる病害虫の早期発見技術及び防除技

術の開発（レンコン腐敗病） 

R1-R3 

資源循環研究室 

溝部信二・西見勝臣・小田裕太・渡辺卓弘 

(1) ドローン撮影画像から判定した黄化・枯死葉の

推移 

目的 

ドローンで撮影した画像等を利用したレンコン腐敗

病の早期診断技術を開発し、発病程度に応じた効率的

な防除体系を確立することで、収量の安定や品質の向

上を図る。 

方法 

岩国市尾津町のレンコンほ場において、4 地区（1

区約 200 m×200 m）を設定し、2019 年 7 月 12 日～9

月 29 日に 5～14 日間隔で、ドローン（機種：Phantom

 4 Pro）を用いて撮影した。撮影方法は可視光（RGB

画像）とし、撮影高度は地上高 37.5 m（地表面の分解

能 1.0 cm）とした。撮影後に合成した画像（オルソ画

像）を地図情報システム（QGIS 3.10）に取り込み、

ほ場別の発生地点数を肉眼で確認した。葉の枯死症状

は、クサビ状枯死、周辺部枯死、全面枯死の 3 種類に区

分した。発生地点は約 2 m 間隔をあけてカウントした。 

結果 

黄化・枯死葉の発生は 7 月上旬からドローンにより

認められた。面積当たりの発生か所数は 7 月下旬から

徐々に増加が見られ、前年の腐敗程度（農家アンケー

トの回答による）に関わらず、9 月上旬に急増した。

被害葉は短期間で枯死・倒伏したため、9 月中旬にな

ると発生か所数は減少した。9 月 22 日に山口県に接近

した台風 17 号の強風によってレンコンの葉は倒伏し、

調査不能となった。 

(2) ドローン撮影に適した高度の推定 

目的 

撮影画像からレンコン腐敗病の発生を判断する際に

適したドローンの飛行高度を選定する。 

方法 

岩国市尾津町のレンコンほ場において、2019 年 8 月

26 日に地上高 37.5 m（地表面の分解能 1.0 cm）から撮

影した画像（オルソ画像）を地図情報システム（QGIS 

3.10）に取り込み、ほ場別の発生地点数を肉眼で確認

した。分解能（1 cm、2 cm、3 cm、4 cm、8 cm）、

地上高（37.5 m、75 m、112.5 m、150 m、300 m に

相当）を比較した。 

結果 

ドローン画像は、地上解像度 1 cm（地上高 37.5 m）

から 3 cm（地上高 112.5 m）までほぼ同等に判定でき

た。地上解像度 4 cm（高度 150 m）では、クサビ状の

症状がややぼやけるものの、枯死葉の判定は可能であ

った。地上解像度 8 cm（地上高 300 m）では、枯死葉

の判定は困難であった。 

(3) 酒粕等を用いた省力的な土壌還元消毒法の開発 

目的 

酒粕を水に溶いてポンプで散布する方法では、機械

設備の不足と作業労力の負担が問題となったため、よ

り省力的な土壌還元消毒法を開発する。 

方法 

岩国市尾津町のレンコンほ場において、2019 年 9 月

27 日に酒粕（酒井酒造 800 kg／10a、400 ㎏／10a）およ

びフスマ（800 kg／10a、400 kg／10a、200 kg／10a）を

手で散布した。湛水期間は 9 月 28 日～10 月 19 日とし

た。ほ場内に自記温度計（おんどとり）を設置し、地

温（地下 25 cm、地下 30 cm）および水温を測定した。

10 月 18 日に土壌還元消毒後のほ場内を歩行し、ガス

の発生状況を確認して動画に撮影した。 

結果 

酒粕を水に溶いてポンプで散布する方法（水溶き散

布法、2017 年）に比べ、酒粕を手でつかんで投げる方

法（手散布法、2019 年）の所要時間は約 1／2 であっ

た。土壌還元消毒を実施したほ場の地温は、処理後 7

日間は 25℃以上を確保した。土壌中のガスの発生程度

は、酒粕 800 kg／10a 区で最も激しかった。他の処理

区はやや劣るものの、ガスの発生が確認されており、

土壌還元消毒ができたと考えられた。 

(4) レンコンほ場の土壌分析結果 

目的 

レンコン黄化・枯死葉発生程度および腐敗病発生程

度と土壌養分の関係を明らかにする。 

方法 

岩国市尾津町のレンコンほ場において、2019 年 9 月

19 日～12 月 25 日にレンコン収穫済みのほ場から土壌

を 100 g 程度採集し、分析に供した。分析結果は、EZR

を用いた Kruskal-Wallis 検定によって関係を解析した。 

結果 

土壌分析結果と前年のレンコン腐敗病の発生程度

（農家アンケートの回答による）には有意差は認めら
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れなかった。 

(5) レンコンほ場の土壌分析結果 

目的 

酒粕等を施用して土壌還元消毒を実施したほ場の窒

素残量を明らかにし、施肥設計の参考とする。 

方法 

岩国市尾津町のレンコンほ場において、2019 年 9 月

27 日～10 月 25 日に土壌還元消毒処理し、2020 年 2 月

6 日に土壌を採集して分析に供した。 

結果 

土壌分析の結果、硝酸態窒素（NO3-N）の含有量は

ほぼ一定であったが、アンモニア態窒素（NH4-N）で

はサンプルによるばらつきが認められた。アンモニア

態窒素の残留量は、還元消毒に使用した有機物の施用

量に比例して多くなった。残留している窒素成分量は、

施肥設計（約 30 kg／10a）に比べ少なく、施肥設計で

考慮する必要性は低いと考えられた。 

 

14) 大豆の落葉性病害の発生要因の解明と対策（全農

委託試験） 

H30-R2 

資源循環研究室病害虫管理グループ 

角田佳則・西見勝臣 

(1) ダイズ褐色輪紋病の発生生態の解明 

目的 

県内のダイズ産地において、数年来これまでにない

早期落葉に伴う減収や品質低下が認められ、壊滅的な

被害を被った地域も生じた。昨年までの調査により、

早期落葉の原因はダイズ褐色輪紋病の発生によるもの

と考えられた。しかしながら、本病の生態や防除技術

に関する報告は少ない。そのため、本病の発生生態に

ついて明らかにする。 

方法 

薬剤検定試験などを実施するための基礎データを得る

ことを目的とし、ほ場での接種時期と発病との関係を解

析した。6 月初旬にダイズをほ場に播種し、8 月上旬、中

旬、下旬の 3 回、接種株（未発病）を植え込み、その

後の発病を確認した。植え込みに用いた株の接種には、

2018 年度に県内各地の発病株から組織分離によって得

られた Corynespora cassiicola の分生胞子を混合して、約

3×104個／mL の懸濁液とし、噴霧接種後 25℃ 24 時間湿

室処理した。調査は 10 月中旬に各区 52 株について葉節

数と生葉数を調査し、落葉率を算出した。 

また、2019 年の県内発病ほ場において被害サンプルの

収集を行い、単胞子分離法によって病原菌を単離した。

単離した菌株を混合して用い、土地利用作物研究室保存

の 10 品種・系統の大豆の感受性を確認するとともに、菌

株の生育適温について検討した。 

結果 

ほ場に植え込んだ接種株からの感染による周辺株の発

病は 8 月上旬接種のもので 8 月下旬から 9 月上旬にかけ

て見られるようになり、9 月下旬には下位葉の落葉を確

認した。当該区では、10 月中旬には生理的落葉を含め

85%が落葉した。落葉は接種時期が遅い程少なく、半旬

ごとに約 10%程度低下し、無処理は 55%であった。この

ことから、平成 29～30 年に現地で発生した激しい落葉が

生じるには、8 月上旬の 1 次感染と 8 月中旬から下旬に

かけての 2 次感染が必要と推察された。 

また、県内の発生地域からの病原菌の採集では、本

年の現地の発病は前 2 年に比べて少なく、県中央地域

でスポット的な発生が認められたのみであり、本病の

発生には気象要因が大きく影響すると考えられた。発

生地では被害検体の収集を行い、単胞子分離法によっ

て病原菌を単離した。ダイズ 10 品種・系統の感受性を

調査した結果、若葉に縮葉を伴う激しい褐点を生じる

感受性の高いものと、小褐点やクロロシス程度の発病

に止まるものに分かれ、品種の抵抗性に大きな違いが

あることが判明した。菌株の生育適温について調査し

た結果、菌株間のばらつきは少なく、約 30℃で最も生

育の良い高温性の菌であることが判明した。 

(2) ダイズ褐色輪紋病に対する各種薬剤の効果 

目的 

ダイズに早期落葉を起こす褐色輪紋病の生態や防除技

術に関する報告は少ない。そこで、本病に対する有効な

薬剤についてポット試験で検討する。 

方法 

ダイズに登録があり、当面の入手が可能であった薬

剤として、①アミスター20 フロアブル（アゾキシスト

ロビン 20%）、②ファンタジスタ顆粒水和剤（ピリベ

ンカルブ 40%）、③アフェットフロアブル（ペンチオピ

ラド 20%）、④サンリット水和剤（シメコナゾール 20%）、

⑤シルバキュアフロアブル（テブコナゾール 40%）、⑥

トップジン M 水和剤（チオファネートメチル 70%）、⑦

ベルクートフロアブル（イミノクタジンアルベシル酸塩

30%）、⑧ゲッター水和剤（ジエトフェンカルブ 12.5%

・チオファネートメチル 52.5%）、⑨プロポーズ顆粒水

和剤（ベンチアバリカルブイソプロピル 5%・TPN 50%）、

⑩スクレアフロアブル（マンデストロビン 40%）、⑪ロ

ブラール水和剤（イプロジオン 50%）、⑫ベンレート水

和剤（ベノミル 50%）を供試した。 

検定方法については、4 月と 7 月の 2 回、ポット栽培

した 3～4 葉期のサチユタカを用い、接種条件下で、ダイ

ズに登録がある薬剤の褐色輪紋病に対する効果を確認し

た。接種源には、2018 年の組織分離株の中で病原力の強

い株の胞子を混合して用いた。薬剤の散布条件として、

登録濃度に幅がある場合は高濃度とし、接種前と接種後

の散布区を設け、それぞれ予防的効果と治療的効果とし

て判断した。調査は薬撒の 7～14 日後に行い、散布小葉

ごとの病斑面積率を計数した。 

結果 
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春夏 2 回のポット試験の結果、時期によって発病に差

はあるものの、予防的効果が高い薬剤は、トップジンＭ、

ゲッター、プロポーズ、スクレア、ベンレート、ニマイ

バーなどであった。治療的効果については、試験時期で

大きく振れたものの、高温期の試験結果から、スクレア

やニマイバーは有望と考えられた。 

 

15) 効率的なキルパー液剤の使用方法の開発（全農委

託試験） 

H27-R1 

資源循環研究室病害虫管理グループ 

本田善之・岩本哲弥 

(1) キルパーなどによるコナダニ被害の抑制効果 

（春試験） 

目的 

ホウレンソウケナガコナダニ（以下「コナダニ」）の

防除にはキルパー液剤の使用が効果的であるが、現在農

薬登録されている使用方法・量では、一般的な殺虫剤散

布に比べて防除コストがかかる。そこで、キルパー液剤

の使用量を少なくしても、コナダニの防除効果及び藻類

抑制効果が十分に得られるか確認する。 

方法 

試験は、周南市鹿野・農家ハウス（幅 5 m×長さ 30 m）

で、2019 年 2 月 21 日～4 月 26 日に行った。試験区は

次のとおりとし、1 区 150 m2 反復なし、1 区 4 か所調

査とし（無処理区は 1 区 4 m2 の 3 連）、品種は「トラ

ッド 7」を用いた。 

①キルパー5 区（3 月 19 日に前作終了後の未整地状態

でキルパー5 L／10a を土壌表面に散布し、処理後 4

日間ハウスサイドを閉め、3 月 27 日に播種） 

②キルパー40 区（2 月 21 日に前作終了後の未整地状態

でキルパー40 L／10a を土壌表面に散布し、処理後

4 日間ハウスサイドを閉め、2 月 28 日に播種） 

③カスケード区（2 月 26 日に播種し、2 葉期と 4 葉期

にカスケード乳剤 4000 倍液を 300 L／10a 電動散布

器で散布） 

④無処理（2 月 26 日播種） 

各区のコナダニ密度は、土壌表面の藻類含む深さ 0

～3 cm から採取した土壌 80 mL を当日中にツルグレ

ン装置に設置し、24 時間後に抽出されたコナダニを実

体顕微鏡下で計数した。この調査は播種前から収穫時

まで 1 週間毎に実施した。被害程度は、各区 50 株につ

いて、（一社）日本植物防疫協会の新農薬実用化試験

の基準に準じて算出した。寄生コナダニ虫数は、11 月

27 日（収穫時）に 1 区 10 株（5 列×2 株）を採集して

持ち帰り、実体顕微鏡下で株を分解し、コナダニの寄

生株率、新芽に寄生しているコナダニ成虫・若虫・幼

虫の合計数を計数した。 

結果 

キルパー40 区では 8 葉期までほとんど発生がなく、

キルパー5 区では低密度で推移した。キルパー40 区で

は 8 葉期まで、ほとんど被害が見られなかった。キル

パー5 区は 6 葉期まで被害が見られなかったが、8 葉期

には被害が少程度確認された。寄生虫数は、キルパー

40 区は 6.7 頭／10 株で、無処理区の 1／255 であった。

キルパー5 区は 552 頭／10 株で、カスケード区と同程

度で、無処理区の 1／3 であった。 

(2) キルパーなどによるコナダニ被害の抑制効果 

（秋試験） 

目的 

キルパー液剤の使用量を少なくした場合、並びに土

壌消毒剤ダブルストッパー使用時のコナダニ被害抑制

効果を検討する。 

方法 

試験は、周南市鹿野・農家ハウス（幅 5 m×長さ 30 m）

で、2019 年 9 月 25 日～11 月 26 日に実施した。試験区

は次のとおりとし、1 区 150 m2 反復なし、1 区 3 か所

調査とし（無処理区は 1 区 4 m2の 3 連）、品種は「トラ

ッド 7」を用いた。播種日はいずれも 10 月 7 日とした。 

①キルパー5 区（9 月 30 日に前作終了後の未整地状態

でキルパー5 L／10a を土壌表面に散布し、処理後 4

日間ハウスサイドを閉めた後播種） 

②ダブルストッパー区（9 月 25 日に耕耘後、ダブルス

トッパー30 L／10a（3 ml／穴）を手動のステッキ

注入機（みのる産業製、F1-21）を用いて注入・1 週

間のビニール被覆をし、、4 日間のガス抜きを後に

施肥・耕耘して播種） 

③カスケード区（播種後、2 葉期と 4 葉期にカスケー

ド乳剤 4000 倍液を 300 L／10a 電動散布器で散布） 

④無処理区 

コナダニ密度、被害程度、寄生コナダニ虫数は(1)

と同様に調査した。 

結果 

土壌処理剤処理前～播種前のコナダニ密度は低く推

移したが、6 葉期以降、無処理区とカスケード区では

急増した。キルパー5 区とダブルストッパー区では密

度は低く推移した。被害度は無処理区とカスケード区

では 6 葉期から増加し、8 葉期には 40 前後となった。

キルパー5 区とダブルストッパー区では 8 葉期まで被

害が認められず、収穫後期にわずかに被害が認められ

た。寄生虫数は、無処理区とカスケード区では 200 頭

以上と高密度であったが、キルパー5 区とダブルスト

ッパー区では 11 頭と低かった。寄生株率は無処理区と

カスケード区ではほぼ 100%であったが、キルパー5 区

とダブルストッパー区では 15%と低かった。 

(3) カリグリーンや Z ボルドーによるコナダニ被害の

抑制効果（春試験） 

目的 

コナダニの防除薬剤においては、コナダニの密度を

抑制するとともに餌となる藻類の発生を抑えることが
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要求される。そこで、本年度はカリグリーンや Z ボル

ドーを散布した場合の効果を確認する。 

方法 

試験は、周南市鹿野・農家ハウス（幅 5 m×長さ 30 m）

で、2019 年 2 月 26 日～4 月 26 日に行った。試験区は

次のとおりとし、1 区 4 m2の 3 連、品種は「トラッド 7」、

播種日はいずれも 2 月 26 日とした。①カリグリーン区（播

種前に 500 倍液を 300 L／10a 電動散布器で散布）、②Z

ボルドー区（播種前に 500 倍液を 300 L／10a 電動散

布器で散布）、③カスケード区（播種後、2 葉期と 4

葉期に 4000 倍液を 300 L／10a 電動散布器で散布）、

④無処理区。コナダニ密度、被害程度、寄生コナダニ

虫数は(1)と同様に調査した。 

結果 

カリグリーン区では 2 葉期の密度が高くなった。Z

ボルドー区はカスケード乳剤区と同等の傾向であっ

た。被害度は、全ての区で 6 葉期から増加し、8 葉期

には 45 以上となり、ほとんど差がなかった。寄生虫数

は、無処理区では 1709 頭／10 株で最も多く、次いで

カリグリーン区が 1217 頭／10 株であった。Z ボルド

ー区は 750 頭／10 株で、カスケード区と同等であった。 

(4) MgO やサフオイルなどによるコナダニ被害の抑制

効果 秋試験 

目的 

MgO やサフオイルの散布によるコナダニ被害の抑

制効果を確認する。 

方法 

試験は、周南市鹿野・農家ハウス（幅 5 m×長さ 30 m）

で、2019 年 9 月 25 日～11 月 26 日に実施した。試験区

は、1 区 4 m2 の 3 連で、品種は「トラッド 7」を用い

た。試験区は次のとおりとし、播種日はいずれも 10

月 7 日とした。①サフオイル区（10 月 23 日（2 葉期）

にサフオイル 300 倍を 500L／10a を電動散布器で散

布）、②サフオイル＋ホスプラス区（10 月 23 日（2

葉期）にサフオイル 300 倍にホスプラス 500 倍を加え、

500 L／10a を電動散布器で散布）、③サフオイル＋コ

テツ区（10 月 23 日（2 葉期）にサフオイル 300 倍にコ

テツ 4000倍を加え、500 L／10a を電動散布器で散布）、

④MgO+播種時（播種前に MgO 50 倍を 1000 L／10a

ほど如雨露で散布）、⑤MgO＋2 葉期（10 月 23 日（2

葉期）に MgO 50 倍を 1000 L／10a ほど如雨露で散

布）、⑥カスケード区（10 月 23 日（2 葉期）と 10 月

30 日（4 葉期）に 4000 倍液を 300 L／10a 電動散布器

で散布）、⑦無処理区。コナダニ密度、被害程度、寄

生コナダニ虫数は(1)と同様に調査した。 

結果 

処理前のコナダニ密度は、各区とも低く、各区 4 葉

期から密度が増加した。6 葉期～8 葉期の密度は、サフ

オイル+コテツ区とカスケード区で低い傾向があっ

た。しかし、収穫後期には区間の密度差は認められな

くなった。各区の被害は、6 葉期から認められた。8

葉期の被害度は、サフオイル+コテツ区で低い傾向が

あった。寄生虫数は、サフオイル+コテツ区と、カス

ケード区で少ない傾向があり、他の区は 300 頭以上で

あった。寄生株率はほぼ 100%で各区間差は認められ

なかった。 

(5) 農薬によるコナダニ抑制効果（コテツベイト） 

目的 

キルパーと組み合わせて使うと効果が高いと考えら

れるコテツベイト剤の効果を確認する。 

方法 

試験は、周南市鹿野・農家ハウス（幅 5 m×長さ 30 m）

で、2019 年 2 月 27 日～4 月 10 日に実施した。試験区

は、1 区 4 m2（2 m×2 m）3 連制で、品種は「トラッ

ド 7」を用いた。ベイト剤は全面散布により播種時（2

月 28 日）、2 葉期（3 月 19 日）に処理し、カスケード

乳剤区は 2 葉期（3 月 19 日）と 4 葉期（3 月 29 日）に

4000 倍を 300 L／10a 電動散布器で散布した。すべて

の区は 2 月 27 日に播種した。試験区は以下のとおり。

①コテツベイト 3 kg／10a 区、②コテツベイト播種時

4.5 kg／10a 区、③コテツベイト播種時 6 kg／10a 区、

④コテツベイト 2 葉期 3k g／10a、⑤コテツベイト 2

葉期 4.5 kg／10a、⑥コテツベイト 2 葉期 6 kg／10a、

⑤対照カスケード乳剤区、⑥無処理区。コナダニ密度、

被害程度、寄生コナダニ虫数は(1)と同様に調査した。 

結果 

コテツベイト播種時処理 4.5 kg／10a 区と 6 kg／10a 区

の 2 区では 4 葉期からコナダニ密度が高く推移したが、

3 kg／10a 区では低く推移した。2 葉期 3 kg／10a 区で

は 4 葉期以降のコナダニ密度が高かったが、4.5 kg／10a

区と 6 kg／10a 区の 2 区では低く推移し、投入量の多

かった区で密度が低下したと考えられた。6 葉期には 2

葉期処理区で被害が認められなかったが、他の区では

若干の被害が確認された。8 葉期には播種時処理区が 2

葉期区より被害が多く、投入量に反比例して被害が多

かった。収穫時には 2 葉期全面土壌散布の 4.5 kg／10a

区と 6 kg／10a 区の 2 区で他の区に比べ、被害度が少

なかった。カスケード乳剤区は無処理区と同等であっ

た。 寄生虫数は、コテツベイト播種時区が 2 葉期区よ

り多かった。特に 2 葉期 6 kg／10a 区で低かった。カ

スケード乳剤区は無処理区の 1／4 程度であった。 

 

16) 水田作及び畑作における収益力向上のための技術

開発（大豆の多収阻害要因対策技術の開発） 

H27-R1 

資源循環研究室・病害虫管理グループ 

本田善之・岩本哲弥 

(1) アオクサカメムシ・ミナミアオカメムシを効率的

に捕獲する LED トラップの光源比較 2 

目的 
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本県集落営農法人等で作付けされるダイズ収量の

不安定要因の一つにカメムシ類の被害があげられる。

そこで、誘引剤や LED トラップを活用し、カメムシ類

の発生種や密度を推定する手法を明らかにし、害虫密

度と被害粒率や収量との関係を解析し、被害リスク推

定技術を開発する。本年は現地ほ場で、発生確認が困

難なアオクサカメムシ（以下「アオクサ」）とミナミ

アオカメムシ（以下「ミナミアオ」）のモニタリング

をするために、LED トラップの光源を比較検討する。 

方法 

試験 1 は、山口市大内（センター内 81 号ほ場、品種

「サチユタカ」6 月 4 日播種、無防除）で、2019 年 6

月 17 日～8 月 5 日に行った。試験トラップは、①LED 

UV84 トラップ、②LED 緑 84 トラップ、③LED 緑 43

トラップ、④LED 緑 21 トラップである。 

試験 2 は、宇部市二又瀬木田ほ場（品種「サチユタ

カ」6 月上旬播種）で、2019 年 8 月 5 日～8 月 13 日に

行った。試験トラップは試験 1 と同じ。 

試験 3 は、宇部市二又瀬木田ほ場（品種「サチユタ

カ」6 月上旬播種）。で 2019 年 8 月 13 日～9 月 10 日

に行った。試験トラップは、①LED UV84、②LED 緑

84、③LED 緑 43+UV43 トラップ、④LED 緑 21+UV21

トラップ。 

すべての試験の LED トラップは興南施設管理製を

用いた。ほ場のダイズから 2 m 離れた場所に、3 つの

トラップを 20 m 以上離して高さ 1 m の位置に設置し

た。調査方法は、各フェロモントラップに捕獲されたア

オクサとミナミアオ、チャバネアオカメムシ（以下「チ

ャバネ」）、ツヤアオカメムシ（以下「ツヤアオ」）、

クサギカメムシ（以下「クサギ」）、ドウガネブイブイ、

ヒメコガネ、クロコガネ成虫を 1～3 日おきに計数した。

LED トラップは 1 週間ごとにローテーション移動した。 

結果 

試験 1 では、アオクサ、ミナミアオはどれも緑色 LED

にはほとんど誘引されず、①LED UV84 トラップでのみ

確認された。試験 2 の緑色の LED の輝度の互いによる

誘引効果の確認試験では、アオクサ、ミナミアオは①

LED UV84 トラップで多く捕獲され、②LED 緑 84 トラ

ップでも確認された。試験 3 の輝度の異なる緑色 LED と

LED UV の誘引効果試練では、アオクサ、ミナミアオ、

チャバネアオ、イチモンジカメムシ（以下「イチモン

ジ」）、クサギは光源の輝度に関係なく、③LED 緑 43

+UV43 トラップと④LED 緑 21+UV21 トラップで同等

に多く捕獲された。アオクサとミナミアオは LED UV

84 トラップより、UV に緑 LED を付加したトラップで

捕獲数が多かった。その捕獲数は、LED の輝度に関係

なく、輝度が低くても捕獲数が多かった。 

(2)LED トラップによるアオクサカメムシ・ミナミアオ

カメムシの発生予測（センター内） 

目的 

センター内ほ場において、誘引剤や LED トラップを

活用し、吸実性カメムシ類の発生種や密度を明らかにす

る手法を検討する。 

方法 

試験は、山口市大内（センター内、品種「サチユタ

カ」、6 月 4 日播種）で、2019 年 7 月～11 月上旬に行

った。トラップ調査は、アオクサ、ミナミアオについ

ては LED トラップ（興南施設管理製 390 nm 主体、設

置高 1 m）、ホソヘリカメムシ（以下「ホソヘリ」）と

イチモンジについてはフェロモントラップ（フィールド

キャッチ○R に、ホソヘリ用フェロモンルアー4 個（80 mg）

とイチモンジ用フェロモンルアー80 mg をつけて使

用、いずれも富士フレーバー製、設置高 0.3 m）設置

し、1 週間ごとに捕獲数を調査した。払落し調査は、8

月から 10 月まで、1 週間おきに直径 60 cm の円形ビー

ティングトラップで 100 茎あたりの払い落とし虫数を

調査し、ほ場密度を推測した。粒調査は、10 月下旬に

10 茎ずつ 4 か所（40 茎）をサンプリングし、試験 1 と

同様に吸実性カメムシ類による被害粒率を算出した。  

結果 

アオクサは LED トラップでは 8 月上旬にピークが認

められ、払い落とし調査では 9 月下旬に密度が高くな

った。ミナミアオは LED トラップでは 7 月中旬、8 月

上旬、9 月上旬にピークが認められ、払い落とし調査

では 10 月上旬に密度が極端に高くなった。ホソヘリの

フェロモントラップでは、7 月上旬と 8 月上中旬にピ

ークが認められ、9 月中旬からさらに大きなピークが

認められた。払い落とし調査では 9 月下旬から 10 月上

旬に密度が高くなった。イチモンジのフェロモントラ

ップでは、8 月上中旬にピークが認められ、払い落と

し調査では 9 月下旬から 10 月上旬にかけて密度が高く

なった。被害粒率は、6.8 mm 目の篩いに通した場合は

60.0%、通さなかった場合は、72.9%であった。推定収量

は 75.0 kg／10a であった。 

(3) LED トラップによるアオクサカメムシ・ミナミア

オカメムシの発生予測（現地：赤郷） 

目的 

現地ほ場において、誘引剤や LEDトラップを活用し、

吸実性カメムシ類の発生種や密度を明らかにする手法

を検討する。 

方法 

試験は美祢市美東町赤郷（品種「サチユタカ」、6

月上旬播種）で、2019 年 7 月上～11 月上旬に行った。

8 月 20 日にアミスタートレボン SE を、9 月 2 日にキラ

ップフロアブルを、9 月 20 日にスタークル液剤を散布

した。トラップ調査、払落し調査、粒調査は、センタ

ー内と同様に実施した。 

結果 

アオクサは LED トラップでは 8 月上旬がピークで、

払い落とし調査では 8 月末まで発生はなく、9 月下旬

にピークが認められた。ミナミアオは LED トラップで
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は 9 月 11 日に 1 頭のみ捕獲され、ほ場では発生が認め

られなかった。ホソヘリのフェロモントラップでは、7

月上旬と 9 月上旬にピークが認められ、払い落とし調

査では 9 月上旬から密度が高くなり、9 月下旬の防除

後も密度が高かった。イチモンジのフェロモントラッ

プでは、7 月上中旬と 9 月中旬ピークが認められ、払

い落とし調査では 9 月中旬から密度が高くなった。9

月下旬の防除後に一旦密度が低下したが、10 月上旬に

は密度がやや高くなった。被害粒率は、6.8 mm 目の篩

いに通した場合は 11.9%、通さなかった場合は、33.0%

であった。推定収量は 223.6 kg／10a であった。 

(4) LED トラップによるアオクサカメムシ・ミナミア

オカメムシの発生予測（現地：木田） 

目的 

現地ほ場において、誘引剤や LED トラップを活用

し、吸実性カメムシ類の発生種や密度を明らかにする

手法を検討する。 

方法 

試験は、宇部市木田（品種「サチユタカ」、6 月上

旬播種）で、2019 年 6 月:下旬～11 月上旬に行った。植え

付け時クルーザーMAX 1 kg／8 ml を種子に粉衣し、8 月

31 日に無人ヘリでトレボンエアー8 倍 0.9 L／10a を､9 月

7 日に無人ヘリでスタークル液剤 10 8 倍 0.9 L／10a を散

布した。トラップ調査、払落し調査、粒調査は、セン

ター内と同様に実施した。 

結果 

アオクサは LED トラップでは 8 月上旬をピークに捕

獲され、払い落とし調査では 9 月から密度が高くなっ

た。ミナミアオは LED トラップでは 8 月中旬と 10 月

中旬をピークに少数捕獲されたが、払い落とし調査で

は 10 月 10 日に成虫が 1 頭確認されたのみであった。

ホソヘリのフェロモントラップでは、8 月上旬にピー

クが認められ、払い落とし調査では 9 月から密度が高

くなった。イチモンジのフェロモントラップでは、7

月下旬と 8 月中旬にピークが認められ、払い落とし調

査では 8 月下旬から密度がやや高くなった。9 月下旬の

防除後も密度がやや高かった。発生量はホソヘリ、アオ

クサより少なかった。被害粒率は、6.8 mm 目の篩いに通

した場合は 10.0%、通さなかった場合は、26.9%であった。

推定収量は 322.3 kg／10a であった。 

(5) LED トラップによるアオクサカメムシ・ミナミア

オカメムシの発生予測（現地：木地の郷） 

目的 

現地ほ場において、誘引剤や LED トラップを活用

し、吸実性カメムシ類の発生種や密度を明らかにする

手法を検討する。 

方法 

試験は、田布施町木地の郷（品種「サチユタカ」、6

月上旬播種）で、2019 年 8 月上～11 月上旬に実施した。

9 月 11 日にブームスプレーヤーにて、トレボン乳剤を

散布した。トラップ調査、払落し調査、粒調査は、セ

ンター内と同様に実施した。 

結果 

アオクサは LED トラップでは 8 月上旬にピークが認

められ、払い落とし調査では 9 月下旬から密度が高く

なった。ミナミアオは LED トラップでは 9 月下旬にピ

ークが認められたが、払い落とし調査では発生は認め

られなかった。ホソヘリのフェロモントラップでは、7

月上旬と 8 月中旬にピークが認められ、払い落とし調

査では 8 月下旬から密度が高くなった。イチモンジの

フェロモントラップでは、7 月下旬と 8 月中旬にピー

クが認められ、払い落とし調査では 9 月中旬以降に密

度が高くなった。被害粒率は、6.8 mm 目の篩いに通し

た場合は 3.0%、通さなかった場合は 20.3%であった。チ

ョウ目による被害が多かった。推定収量は 183.0 kg／10a

であった。 

(6) 誘引植物を活用した吸実性カメムシ類の簡易防除

方法の開発(センター内) 

目的 

クレオメやクレオメ+LED など吸実性カメムシ類の

誘引植物+誘引光を活用した防除方法をセンター内ほ

場で検討する。 

方法 

山口市大内センター内の 3 ほ場で 2019 年 6 月～10

月末に試験を行った。試験区は次のとおりとし、播種

日は 6 月 4 日、品種は「サチユタカ」を用いた。①無

防除区（無防除、面積 15a）、②クレオメのみ防除区

（面積 2a）、③クレオメ+LED 防除区（面積 2a）、④

慣行防除区（面積 5a）である。②クレオメのみ防除区

と③クレオメ+LED 防除区は、クレオメを 6 月 5 日に

ほ場の片脇約 1 m 離して、クレオメ（苗）を 80 cm 間

隔（畝幅 1 m）で交互に移植した。移植後、8 月 22 日、

10 月 1 日にスタークル液剤（1000 倍、200 L／10a）

で防除した。③クレオメ+LED 防除区は、6 月にクレオ

メ付近に LED 緑 43 個+UV43 個を高さ 1 m の位値に設

置。④慣行防除区は、9 月 18 日にスタークル液剤 10

（1000 倍、200 L／10a）を散布した。 

調査は、クレオメ 20 株×3 のアオクサとミナミアオ

の成幼虫を 1 週間おきに見取りにより行った。8 月から

10 月まで、両ダイズほ場とも 2～4 日おきに直径 60 cm

の円形ビーティングトラップで 100 茎あたりの払い落と

し虫数を調査し、ほ場密度を推測した。払い落とし調査

はおとり調査区ではほ場端から 5 列目、10 列目、15 列目、

20 列目に 8 回ふるい落とし（約 25 株）を行った。粒

調査は、両ほ場のダイズを、10 月末に 10 茎ずつ 4 か

所（40 茎）をサンプリングした。脱粒後に 6.7 mm の篩

にかけ、吸実性カメムシの被害粒率を求めた。 

結果 

ホソヘリの密度抑制効果は、④慣行防除区に次いで

②クレオメのみ防除区が高かった。イチモンジは、④
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慣行防除区に次いで③クレオメ+LED 防除区が高かっ

た。アオクサ及びミナミアオは、④慣行防除区に次いで

②クレオメのみ防除区と③クレオメ+LED 防除区で高か

った。カメムシ合計では、アオクサ及びミナミアオの割

合が大きかったため、④慣行防除区に次いで②クレオメ

のみ防除区と③クレオメ+LED 防除区で高かった。カメ

ムシ類による被害粒率と推定収量は、無防除区は 61.0%、

75 kg／10a、クレオメ+LED 区は 8.5%、246 kg／10a、

クレオメのみ防除区は 5.5%、186 kg／10a、慣行防除区

は 5.1%、272 kg／10a であった。 

(7) 誘引植物を活用した吸実性カメムシ類の簡易防除

方法の開発(現地試験) 

目的 

クレオメやササゲなど吸実性カメムシ類の誘引植物

を活用した防除方法を現地ほ場で検討する。 

方法 

美祢市美東町赤郷の 6 ほ場で、2019 年 6 月～10 月末

に試験を実施した。試験区は、次のとおりとし、品種

「サチユタカ」、6 月上旬播種を用いた。 

①クレオメ防除区；27a、54a、62a の 3 ほ場。6 月 5 日

に 80 cm 間隔（畝幅 1 m 黒マルチ被覆）でクレオメ

とダイズを交互に移植し、その付近に LED 緑 43 個+

UV43 個を高さ 1 m の位置に設置。8 月 22 日にスタ

ークル液剤 10（1000 倍、200 L／10a）で防除。 

②慣行防除区；36a、62a、85a の 3 ほ場。無人ヘリで 8

月 31 日に無人ヘリでアミスタートレボン SE を、9 月

14 日にキラップフロアブルを散布。 

カメムシ類のほ場密度の推測と粒調査は、センター

内試験と同様に行った。 

結果 

クレオメ防除区（27a）では、8 月 22 日に 6 頭のア

オクサが認められ、9 月 26 日以降ほ場での密度が増加

した。10 月 2 日にクレオメで 26 頭のアオクサ幼虫が

確認された。クレオメ防除区（54a）では、8 月 22 日

に 17 頭のアオクサが認められ、9 月 26 日以降ほ場で

の密度が増加した。10 月 2 日にクレオメで 4 頭のアオ

クサ幼虫が確認された。クレオメ防除区（62a）では、

8 月 22 日に 172 頭のアオクサが認められ、9 月 11 日以

降ほ場での密度が増加した。10 月 2 日にクレオメで 23

頭のアオクサ幼虫が確認された。カメムシ類による被

害粒率は慣行区とクレオメ区で大きな差は認められな

かった。推定収量は、慣行区に比べクレオメ区でやや

低い傾向があったが、有意な差はなかった。チョウ目

による被害粒率はクレオメ 1 防除区とクレオメ 3 防除

区で高かったが、慣行区とクレオメ区で有意な差は認

められなかった。 

(8) 寄主植物の無い場所でのイチモンジカメムシ、ホ

ソヘリカメムシのフェロモントラップへの捕獲 

目的 

ホソヘリとイチモンジのフェロモントラップは、ダ

イズほ場周辺では低い位置に設置した方が、捕獲効率

が高い。寄主植物の無い場所での捕獲数を確認し、そ

の原因が寄主（ダイズ）の高さに影響されているのか

どうかを確認する。 

方法 

山口市大内のセンター内で、2019 年 6 月 9 日～9 月

9 日に試験を実施した。試験場所は、①芝生・機械庫

裏・寄主植物なし、②芝生・雑木林前・寄主植物なし、

③芝生・ハウス前・寄主植物なしの 3 か所に次の試験

区を設け、高さを変えたホソヘリとイチモンジ対象の

フェロモントラップを設置した。設置高は、トラップ

上部の高さとした。トラップはフィールドキャッチ○R

（富士フレーバー（株）製）にホソヘリ用カメムシフ

ェロモンルアー4 個（80 mg）とイチモンジカメムシ

用フェロモンルアー80 mg（いずれも富士フレーバー

（株）製）を設置した。 

①30 cm；芝生上高さ 30 cm 

②60 cm；芝生上高さ 60 cm 

③90 cm；芝生上高さ 90 cm 

④120 cm；芝生上高さ 120 cm 

トラップは、ダイズほ場の端に、トラップを 10 m 間

隔で設置し、おおむね 1 週間毎に捕獲数をまとめ、合計

捕獲数を比較した。粘着板は 1～2 週間おき、フェロモン

は 1 か月おきに交換した。1 週間ごとにローテーション

し、4 週で 1 周させた。8 月 13 日～9 月 9 日のホソヘリ

は捕獲数が少なかったため、全ての区の解析から除外し

た。イチモンジは②芝生・雑木林前・寄主植物なしでの

捕獲数は少なかったため、解析から除外した。 

結果 

ホソヘリは、120 cm の捕獲数のみ少なく、設置高が高

くなると捕獲数が減少した。イチモンジは、90～120 cm

の捕獲数が少なく、設置高が高くなると捕獲数が減少

した。これらの結果は、ダイズほ場で実施したトラッ

プの設置高試験の結果と一致した。 

(9) ほ場内と畦に設置したイチモンジカメムシ、ホソ

ヘリカメムシのフェロモントラップの比較 

目的 

誘引剤や LED トラップを活用したカメムシ類の発

生種や密度を推定する手法を明らかにし、害虫密度と

被害粒率や収量との関係を解析し、被害リスク推定技

術を開発する。本年は、畦上にトラップを設置した場

合の、ホソヘリとイチモンジの捕獲数を確認する。  

方法 

試験場所は、センター内（ダイズ 81 号、6 月 14 日

播種、「サチユタカ」）、美祢市美東町赤郷（ダイズ

ほ場、6 月上旬播種、「サチユタカ」）、宇部市木田

（ダイズほ場、6 月上旬播種、「サチユタカ」）、田

布施町（木地の郷ダイズほ場、6 月上旬播種、「サチ

ユタカ」）の 4 か所で、2019 年 7 月 1 日～8 月 26 日に

実施した。試験区は各試験場所に次の 2 区を設置した。 
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①ほ場内株から 60 cm 区；ダイズ株から 60cm の場所

に、ホソヘリとイチモンジ対象のフェロモントラッ

プを前記（8）と同様に設置した。設置高はトラップ

上部の高さ 30 cm とした。 

②畦上区；ダイズほ場の畦の場所に、①と同様にトラ

ップを設置した。 

各トラップは、ダイズほ場の端にトラップを 10 m

間隔で設置し、おおむね 1 週間毎に捕獲数をまとめ、

合計捕獲数を比較した。粘着板は 1～2 週間おき、フェ

ロモンは 1 か月おきに交換した。 

結果 

イチモンジの捕獲数は、ほ場内株から 60 cm 区と畦

上区ともに、センターでは同等であったが明確な傾向

は認められなかった。設置する場所の微細な条件が影

響したものと考えられた。 

(10) フェロモントラップによるホソヘリカメムシ、イ

チモンジカメムシの発生予測 

目的 

2016 年～2018 年の山口県、新潟県、三重県において

栽培されたダイズ圃場において、誘引剤や LED トラッ

プを活用し、吸実性カメムシ類の発生種や密度を明ら

かにする手法を検討する。 

方法 

2016 年はセンター内、美祢市赤郷、美祢市不動寺原、

山陽小野田市高泊、2017 年は、センター内、美祢市赤

郷、美祢市不動寺原、山陽小野田市高泊、新潟県稲田、

新潟県頸城、新潟県新井、新潟県妙高、三重県大安、

三重県畑新田、三重県田光、三重県笠岡、2018 年は、

センター内、美祢市赤郷、宇部市市木田、田布施町木

地の郷、新潟県稲田、新潟県頸城、新潟県新井、新潟

県妙高、三重県大安、三重県畑新田、三重県田光、三

重県笠岡で、2016～2019 年 8 月上～11 月上旬に試験を

実施した。ホソヘリとイチモンジについては前記（8）

と同様のフェロモントラップを高さ 30 cm に設置し、

1 週間ごとに捕獲数を調査した。粒調査は 10 月下旬に

10 茎ずつ 4 か所（40 茎）をサンプリングした。脱粒後、

6.8 mm 目の篩いに通し、健全粒、カメムシ被害粒に

分け、被害粒率を算出した。さらにほ場の 9 月の吸実

性カメムシ類の密度より種構成比を調べ、ホソヘリ、

イチモンジの割合を被害粒率にかけ、種ごとの推定被

害粒率を算出した。統計解析は、各年度、各地点のダ

イズほ場における 8 月のホソヘリ、イチモンジの捕獲

数を説明変数、推定被害粒率を目的変数として、GLM

のロジスティック回帰に当てはめ、目的変数の予測式

を作成した。 

結果 

8 月のホソヘリ捕獲数から被害粒率をロジスティック

回帰で推定した結果、被害粒率が 10%となるのは、捕獲

数が 30 頭以上となる場合であった。8 月のイチモンジ捕

獲数から被害粒率を推定した結果、被害粒率が 10%とな

るのは、捕獲数が 50 頭以上となる場合であった。 

(11) ダイズ吸実性カメムシ類の防除時期、回数の改善

2（センター内試験） 

目的 

センターほ場において、8 月下旬と 9 月中旬に防除

を実施した場合の効果について確認する。 

方法 

山口市大内（センターダイズほ場、「サチユタカ」、

6 月 4 日播種）で、2019 年 9 月～10 月に実施した。試

験区は、1 区 37.5 m2（7.5×5 m）、約 357 株、2 連制

（1 区 2 か所調査）で、次の 3 区を設置した。薬剤は

スタークル液剤 1000 倍を用い、10a あたり 150 L を電

動散布機で散布した。①8 月散布区（8 月 26 日散布）、

②9 月散布区（9 月 18 日散布）、③無処理区。払落し

調査は、9 月 2 日、9 日、17 日、24 日、30 日、10 月 8

日に直径 60 cm の円形ビーティングトラップで 100 茎

あたりの払い落とし虫数を調査し、種別のカメムシ類

の成幼虫ほ場密度を計測した。粒調査は、10 月末に各区

10 茎 4 か所（40 茎）をサンプリングし、脱粒、6.8 mm

の篩いに通した後、健全粒、カメムシ被害粒、チョウ

目被害粒、フタスジ被害粒、紫斑粒、褐斑粒、腐敗粒、

健全粒に分け、被害粒率を算出した。 

結果 

ホソヘリは、9 月上旬から 8 月散布区と無処理区で

密度が増加したが、9 月散布区では低く推移した。イ

チモンジは、9 月中旬から無処理区で密度が増加した

が、8 月散布区と 9 月散布区では低く推移した。10 月

上旬に 8 月散布区では密度がやや増加した。アオクサ

とミナミアオは、9 月下旬から無処理区で急増した。9

月下旬から 8 月散布区のアオクサとミナミアオは 9 月

散布区より密度がやや高く推移した。ほ場で確認され

たカメムシは、9 月下旬以降はほとんどがミナミアオで

あった。吸実性カメムシ類による被害粒率は 6.7 mm 以

上の粒では 9 月散布区が 5.1%と 8 月散布区の 10.9%よ

り低かった。不捻粒をすべて吸実性カメムシ類の被害

とした場合は、上記 2 区は同程度であった。しかし、

いずれも無処理区の 60%に比べ低い値であった。 

 

17) クラレネット委託試験 

H27-R1 

資源循環研究室・病害虫管理グループ 

本田善之・岩本哲弥 

(1) クラレネット網室試験成績 2019 

目的 

薬剤防除以外のアザミウマ対策が求められている。

2014 年に行った試験の追加試験として、異なる被覆資材

（毛羽立ちの有無や色の違い等）を用いてイチゴ施設で

のアザミウマ類の物理的防除効果について確認した。 

方法 

山口市大内（センター内）のハウス 1 棟（39 m2）
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で、2019 年 2 月 26 日～5 月 15 日に試験を実施した。試験

区は、1 区 3 連制で 2018 年 10 月 31 日に 72×25×22 cm の

プランターにイチゴ 3 株を植え、70×67×60 cm の試験枠

を被せ、天井を塩化ビニール、サイドを以下の試験区

の所定の網で覆った。 

①寒冷紗白区；ハイブリッド#300-HB(1.04 mm)、②寒

冷紗黄区；#300-HB(1.04 mm)、③対照区；防虫ネット

1mm、④無処理区。黄色ホリバー（アリスタライフサ

イエンス（株）製）を試験枠の内側に設置した。トラ

ップは 1 週間おきに回収し、アザミウマ類の種類別頭

数を実態顕微鏡下で計数した。花寄生数調査は、各区

20 株×3 列 合計 60 株の花を見取り調査し、アザミウ

マ類の種別の成幼虫数を計数した。 

結果 

発生したアザミウマ類の優占種はヒラズハナアザミ

ウマであった。寒冷紗白区が期間を通じて最も捕獲数

が少なかった。ついで寒冷紗黄区と対照区が少なく、

無処理区では 4 月下旬からアザミウマ類の捕獲数が急

増した。花寄生数は 4 月 15 日には寒冷紗黄区と無処理

区で増加し、5 月 13 日には対照区で急増した。寒冷紗

白区は比較的低密度で推移した。 

(2)イチゴにおけるハイブリッド寒冷紗のアザミウマ

類侵入防止効果の確認 

目的 

薬剤防除以外のアザミウマ対策が求められている。

2014 年の試験の追試験として、イチゴ施設における被

覆資材の表面状態の違い（毛羽立ちの有無）によるア

ザミウマ類の物理的防除効果について確認する。 

方法 

山口市大内（センター内）のハウス 1 棟（39 m2）

で、2019 年 2 月 26 日～5 月 15 日に試験を実施した。

試験区は、1 区 39 m2 ハウス 1 連性、1 連 4 箇所調査

とした。①寒冷紗区；ハイブリッド#300-HB（1.04 mm）

をハウスサイドに設置、②対照区；防虫ネット 1 mm を

ハウスサイドに設置。2 区とも 2 月 8 日アディオン水

和剤、2 月 14 日スピノエースを散布した。黄色ホリバ

ー（アリスタライフサイエンス（株）製）をハウスの

内側の両サイドに 2 つずつ、高さ 1 m の位値に設置し

た。トラップは 1 週間おきに回収し、アザミウマ類の

種類別頭数を実態顕微鏡下で計数した。花寄生数調査

は、各区 20 株×3 列 合計 60 株の花を見取り調査し、

アザミウマ類の種別の成幼虫数ほ計数した。 

結果 

本試験で発生したアザミウマ類の優占種はヒラズハナ

アザミウマであった。寒冷紗で被覆した区は、防虫シー

ト区の約半分の捕獲数であった。捕獲数は両区とも 5 月

上旬に急増した。 花寄生数は、両区とも 4 月中旬から増

加したが、寒冷紗区は防虫ネット区の約半分であった。 

 

18) 坪枯れした圃場における各種散布剤の防除効果

(予備試験) 

R1 

資源循環研究室・病害虫管理グループ 

本田善之・岩本哲弥 

目的 

トビイロウンカの多発要因の 1 つとして薬剤に対す

る抵抗性発達が問題視されている。そこで、坪枯れし

たほ場において、現在トビイロウンカに登録のある散

布剤を主体に薬剤を散布し、トビイロウンカの密度減

少程度を確認する。 

方法 

試験は、山口市大内（センター内 36 号、6 月 6 日移

植「キヌヒカリ」8.6a、坪枯れほ場）で、2019 年 9 月

19 日（散布直前）、9 月 26 日（散布 1 週間後）に行っ

た。試験区の面積は、1 区 72 m2（6.0×12.0 m）、1 区

3 か所を調査した。試験区の構成は、①トレボン乳剤

区；同剤 2000 倍を電動散布区で 1 列おきに株元散布、

②Mr.ジョーカーEW 区；同剤 2000 倍を電動散布区で 1

列おきに株元散布、③エクシードフロアブル区；同剤

2000 倍を電動散布区で 1 列おきに株元散布、④スター

クル液剤 10 区；同剤 1000 倍を電動散布区で 1 列おき

に株元散布、⑤スタークル液剤株上散布区；同剤 40

倍を電動散布区で株上から散布、⑥スタークル液剤＋

スカッシュ株上散布区；同剤 40 倍にスカッシュ 1000

倍を加用し、電動散布区で株上から散布、⑦無処理と

した。薬剤は 2019 年 9 月 19 日に 150 L／10a（⑤⑥は

0.8 L／10a）散布した。各区 10 株について成虫・幼虫

別に見取り調査した。 

結果 

トビイロウンカの幼虫の密度は、④スタークル液剤

10 区、⑤スタークル液剤株上散布区と⑥スタークル液

剤＋スカッシュ株上散布区で多かった。散布前のトビ

イロウンカ幼虫を 100 とした場合の散布 1 週間後の密

度指数を比較すると、④スタークル液剤 10 区＜③エク

シードフロアブル区＜②Mr.ジョーカーEW 区＜①ト

レボン乳剤区＜⑥スタークル液剤＋スカッシュ株上散

布区＜⑤スタークル液剤株上散布区の順であった。ト

ビイロウンカの補正密度指数は成幼虫、幼虫共に④ス

タークル液剤 10 区＜③エクシードフロアブル区＝②

Mr.ジョーカーEW 区＝①トレボン乳剤区＜⑥スター

クル液剤＋スカッシュ株上散布区＜⑤スタークル液剤

株上散布区の順であった。スタークル液剤 10 区には抵

抗性発達の気配は認められなかった。スタークル液剤

10 はスカッシュを加用すると、ドローン散布ではやや

効果が向上すると考えられた。 

 

19) ドローンによる額縁防除を想定した防除効果試験

(予備試験) 

R1 

資源循環研究室・病害虫管理グループ 
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本田善之・岩本哲弥 

目的 

大型のカメムシ類には粒剤の効果が低く、水和剤や液

剤で防除を行う必要がある。ドローンによる防除が効率

的であるが、ドローンはバッテリーが 10～15 分しか持た

ず、短時間に広い面積を防除する技術が求められている。

そこで、額縁のみ防除する方法について検討した。 

方法 

山口市大内（センター内 21 号・6 月 20 日移植「ヒノ

ヒカリ」18a、22 号・6 月 20 日移植「ヒノヒカリ」11.6a、

91 号・6 月 13 日移植「ヒノヒカリ」密苗 7a、92 号・6

月 13 日移植「ヒノヒカリ」密苗 14.2a）で、2019 年 9

月 2 日～10 月 2 日、10 月 11 日に試験を実施した。試

験区は、2 連制、1 連 2 か所調査（91 号 無散布 2 区の

み１か所調査）とした。各区は次のほ場に設置した①

散布区 1・21 号、②散布区 2・92 号、③無散布 1・22

号、④無散布 2・91 号。 

9 月 2 日に、各散布区の額縁にスタークル液剤 10 の

40 倍液を電動散布器を用いて散布した。調査は 9 月 2

日（散布前）、9 月 4 日（散布 2 日後）、9 月 11 日（散

布 9 日後）、9 月 18 日（散布 16 日後）、9 月 25 日（散

布 23 日後）に各区の「端」と「中」の各 40 株につい

てすくい取り調査を実施した。10 月 11 日にすくい取

り調査を実施した地点ごとに 300 穂（1 株 1 穂）を採

集し、斑点米率を求めた。斑点米の割れ米は 1／2 粒と

してカウントした。 

結果 

クモヘリカメムシ（以下「クモヘリ」）は優占種と

しては 3 番目であった。散布前のクモヘリの密度は、

無散布区「端」と散布区の「中」、散布区「端」で多

かったが、防除後は散布区「端」で減少し、散布区「中」

は緩やかに減少した。無散布区「端」と無散布区「中」

では 9 月 18 日以降密度が増加した。イネカメムシは優

占種としては 2 番目であった。イネカメムシの密度は、

散布後の 9 月 4 日以降、無散布区「端」と無散布区「中」

で増加した。散布区「中」は無散布区に比べ密度が低

く、散布区「端」は低密度で推移した。 ミナミアオ（以

下「ミナミアオ」）は優占種としては 1 番目であった。

ミナミアオの密度は、散布後の 9 月 4 日以降、無散布

区「端」と無散布区「中」で増加した。散布区「中」

は無散布区に比べ密度が低く、散布区「端」は低密度

で推移した。斑点米カメムシの密度は、散布後の 9 月

4 日以降、無散布区「端」と無散布区「中」で増加し

た。散布区「中」は無散布区に比べ密度が低く、散布

区「端」は低密度で推移した。 

斑点米の被害粒率は、無散布区の「端」4.54%、「中」

4.96%、に対し、散布区「端」では 1.13%と低く、散布

区「中」では 2.85%とやや低かった。1 穂当たりの粒

数は無散布区の「端」82.28 粒、「中」78.51 粒に対し、

散布区では「端」90.05 粒と多かったが、散布区「中」

では 77.67 粒と無処理区と同様に低かった。これらの

ことから、イネカメムシ早期加害によりしいなとなっ

た可能性が示唆された。 

 

20）アブラナ科野菜根こぶ病に対する新たな循環型防

除技術の確立 

(1) リアルタイム PCR 法による土壌菌密度測定技術の

確立化学合成農薬を用いない感染抑制技術の開発 

H29- 

資源循環研究室病害虫管理グループ 

西見勝臣・角田佳則 

目的 

県内では集落営農法人の経営戦略作物として水田転

換によるアブラナ科野菜の作付けが増加しているが、

従来は発生のなかったブロッコリーやはなっこりーな

どで根こぶ病が多発し問題となっている。化学農薬を

中心とした防除では十分な効果が得られないほ場や地

域が発生しており、減農薬栽培を行う地域認証産地等

においても根こぶ病に対応した新たな循環型防除技術

体系の確立が求められている。 

本課題では、今後の試験研究の解析手法の一つとして、

リアルタイム PCR 法（qPCR）による土壌中の休眠胞子

密度の測定手法を導入することを目的にセンター内にあ

る施設による実験系の確立を行う。 

方法 

供試土壌は、防府市牟礼の低地水田土（センター内

保管土壌）とした。検量線作成用の土壌サンプルを調製

するため接種源は、2018年にセンター内のハクサイほ場

から採集し凍結保存した罹病根から定法により休眠胞子

懸濁液を調製し、胞子濃度を計測して（2.6×108個／mL）

用いた。非汚染土壌を2 mm目合いの篩にかけ、その土壌

50 gに前述の接種源5 mLを添加し、よく撹拌して休眠胞

子密度が3×107個／g乾土の土壌サンプルを作成した。さ

らに、それを段階希釈して3×106～3×101個／g乾土の各試

料150 gを作成した。 

測定するサンプル土壌は、コンテナ（65×41 cm）に

土壌40Lを入れ、接種源4 mLを1 Lの水で希釈し灌注し

た後、よく撹拌して4×104個／g乾土の人工汚染土壌を

作成し、その土壌を採取した。 

土壌からのDNA抽出は、市販キット（NucleoSpin Soil 

MN社）を用い、そのプロトコールに従って各試料のゲ

ノムDNAを抽出した。リアルタイムPCR（qPCR）は、

検量線用及び測定用サンプル8点の各試料を鋳型に

qPCR（Wallenhammmer et al,2012）を2反復で行った。

反応溶液は、Probe qPCR Mix（TaKaRa社）のプロトコ

ールに従って、プライマーセットPbF、PbR、TaqMan 

Probe（5’末端をFAM、3’末端をTAMRAで修飾）等を調

製し、Thermal Cycler Dice Real Time System Single

（TaKaRa社）を用いPCR反応させた。 

結果 

検量線作成用試料から抽出した DNA を用いて qPCR

を行った結果、休眠胞子密度が 3×102 個／g 乾土以上
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の試料から本菌が検出され、3×102～3×107 個／g 乾土

の範囲において胞子密度と Ct 値には高い負の相関が

認められた（R2=0.999）。 

非汚染土壌を 4×104個／g 乾土に接種した土壌の qPCR

により得られた Ct 値は、前述の検量線を用いて胞子

密度を算出すると 4.4×104 個／g 乾土となり、ほぼ同

じ値となった。 

(2) リアルタイム PCR 法による現地栽培ほ場の土壌菌

密度測定 

目的 

今後の試験研究の解析手法の一つとして、リア

ルタイム PCR 法（qPCR）による土壌中の休眠胞子

密度の測定手法を導入することを目的に、現地の

アブラナ科野菜栽培履歴のあるほ場の測定を行う。  

方法 

供試土壌は、下関市吉見の灰色低地土とした。検量

線作成用土壌サンプルを調製するための接種源及び土

壌サンプルの調製方法は、課題(1)と同様とした。 

供試土壌は、同じ集落内で2014年～2018年にキャベ

ツまたははなっこリーを栽培し、根こぶ病の発生が確

認されたほ場を含む5ほ場から2019年2月22日に土壌を

採取した。 

土壌からのDNA抽出及びリアルタイムPCR（qPCR）

は、(1)と同様に行った。 

結果 

検量線作成用サンプルから抽出した DNA を用いて 

qPCR を行った結果、休眠胞子密度が 3×103 個／g 乾土

以上の試料から本菌が検出され、3×103～3×107 個／g

乾土の範囲において、Y=-3.168 * LOG(X) +44.62（R2

=0.985）の式が得られた。 

前述の検量線により供試土壌の qPCR の結果から休眠

胞子密度を推定したところ、過去にはなっこりー及び

キャベツで根こぶ病が多発生した 2 ほ場において、103

～104 個／g 乾土の比較的高い濃度で検出された。また、

2018 年作にはで現地で発生なしとされていたキャベ

ツほ場で検出限界以下ではあったものの検出され、同

じく 2018 年作のはなっこりーで発生があったとされ

たでは検出がされなかった。同ほ場で検出されなかっ

たのは、発生が排水不良箇所での部分的な発生であっ

たとのことから、土壌のサンプリング時に発生箇所の

土壌が採取できていない可能性があった。 

(3) 新たな循環型資材の防除技術の開発 

目的 

昨年度、コンテナ試験において有望だった防除資材 2

剤についてほ場試験における防除効果を確認する。  

方法 

センター内露地ほ場 72 号田において、2019 年 9 月 1

7 日～11 月 19 日に試験を行った。区制は、1 区 7.5 m2

（1.5 m×5.0 m）、約 24 株、3 連制とした。試験区は、

①KF-37 水和剤（仮焼酸化マグネシウム 70%、サンケ

イ化学）100 倍 100 mL／株 株元灌注、②KF-37 水和

剤 500 倍 100 mL／株 株元灌注、③HNK-1（鉄ポリフ

ェノール複合剤、保土谷化学）+カルパー粉粒剤 16、

④フロンサイド粉剤、⑤無処理とした。供試植物は、ハ

クサイ「無双」を用い、8 月 27 日に播種し、128 穴セル

トレイで育苗した後、9 月 19 日(播種 23 日後）に定植し

た。畝幅 150 cm、2 条植え、条間 40 cm、株間 40cm の露

地マルチ栽培を行った。施肥は、マグライム 100 kg／10a、

エコロング 413-70（14-11-13）214 kg／10a とした。 

処理方法は、HNK-1、カルパー粉粒剤及びフロンサ

イド粉剤は、9 月 17 日（定植 2 日前）に各所定の薬量

を手撒きにより散布し、散布後、直ちに小型耕うん機

で混和、畝立てを行った。KF-37 水和剤は、9 月 19 日

の定植直後に所定の濃度に調製し、所定量を根鉢の周

りに灌注処理した。 

調査は、11 月 19 日（定植 60 日後）に区の境界の株

を除く中央の 20～21 株／区を対象に、根こぶの発病程

度を下記の指標により調査し、発病度を算出した。薬害

調査は定植 3 日、7 日及び 14 日後に目視により行った。 

0：根こぶの着生を認めない 

1：根こぶが根系全体の 1～25%未満に着生 

2：25～50%未満に着生、3：50～75%未満に着生 

4：75%以上に着生または枯死 

発病度=(Σ(指数×当該株数)／(4×調査株数)）×100 

結果 

ほ場の休眠胞子密度が高かったため甚発生条件下の

試験となり、対照薬剤のフロンサイド粉剤の防除価が

56.2 であったのに対し、KF-37 水和剤の 2 濃度処理及

び HNK-1+カルパー粉粒剤の処理は、いずれも防除価 0 で

防除効果は認められなかった。薬害は認められなかった。 

 

21)マグネシウム資材の植物病害に対する防除効果の

検討（トマト青枯病に対する仮焼酸化マグネシウム

の処理方法の検討） 

R1 

資源循環研究室病害虫管理グループ 

西見勝臣・角田佳則 

目的 

仮焼酸化マグネシウム（C-MgO）は、各種作物病害

に対する抵抗性誘導剤として防除効果が認められてお

り、医薬品にも利用される安全性の高い農薬として利

用が期待されている。 

R2 年度までにトマト青枯病に対する定植直後の株

元灌注処理での農薬登録を申請予定であるが、本課題

では、栽培期間中の灌注処理による C-MgO の防除効果

について検討する。 

方法 

農林総合技術センター内 E3 ビニールハウスで 2019

年 4 月 25 日～9 月 12 日に試験を行った。区制は 1 区 4.

2 m2（1.2 m×3.5 m）、20 株、 3 連制で行った。供試

品種は「桃太郎 8」、台木に「B バリア」を用い台木
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は 3 月 1 日、穂木は 3 月 4 日に播種した。接ぎ木を 3

月 28 日に行い、9 cm ポットに鉢上げして育苗した後、

4 月 25 日に定植を行った。 

試験区は、①KF-37水和剤（C-MgO 70%）500倍 500 mL／株

株元灌注 7 日おき、②KF-37 水和剤（C-MgO 70%）500 倍 

500 mL/株 株元灌注 14 日おき、③無処理とした。 

処理方法は、KF-37 の 2 処理は、4 月 25 日の定植時

に 50 g／株を植穴混和処理した。その後、7 日おき処

理は 5 月 2 日（定植 7 日後）から 8 月 29 日（定植後 126

日）まで 6 日～8 日おきに 18 回、14 日おき処理は 5 月

9 日（定植 14 日後）から 13 日～15 日おきに 9 回、500

倍液を 500 mL／株 株元に灌注処理した。7 日おき処

理を行った日のうち無処理及び薬剤処理を行わなかっ

た日の 14 日おき処理は、水で同様の処理を行った。処

理日は灌水チューブによる灌水は行わなかった。 

調査は、7 月 5 日（定植 71 日後）の初発から 9 月 

12 日（定植 140 日後）まで 8 日～11 日おきに下記の基

準により発病程度別に株数を調査し、発病株率と発病

度を算出した。薬害については、定植 3 日、7 日後及

び各調査時に目視により調査した。 

0：無発病 

1：茎頂のしおれ 

2：葉にしおれ 

3：株全体が青枯れ状 

4：枯死 

発病度=Σ(程度別発病株数×指数)÷(調査個体数×4)×100 

また、ほ場に病原菌の接種を行った。すなわち山口市

の現地ピーマンほ場から採集、分離し、当センターで保

存している青枯病菌「山 3P」を培養し、50 穴トレイで 40

日間育苗したトマト苗（品種：麗果、草丈約 25 cm）に

接種し発病させた。その罹病苗を 4 月 30 日（定植 5 日後）

に畝中央に 35 cm 間隔（10 株／区）で移植し接種した。 

結果 

7 月 5 日（定植 71 日後）に初発生を確認した後、梅

雨明け（7 月 24 日）後から 8 月中旬までの高温もあっ

て発病株が徐々に増加し、最終調査日の 9 月 12 日（定

植 140 日後）には中発生となった。しかし、いずれの

処理区もⅡ区では 8 月 15 日（定植 112 日後）まで発病

が認められないなど、区間差の大きい試験となった。  

14 日おき処理では、8 月 15 日（定植 112 日後）まで

発病遅延の効果が認められる傾向だったが、8 月 23 日

（定植 120 日後）以降の効果は低かった。7 日おき処

理は、試験期間を通して効果が低かった。薬害はいず

れの処理も認められなかった。 

 

22) 新規殺菌剤・殺虫剤実用化試験（普通作物） 

(1)水稲・小麦の殺菌剤 

S44- 

資源循環研究室 病害虫管理グループ 

西見勝臣・角田佳則 

目的 

効率的な防除体系確立のため、防除効果の高い新規

薬剤を探索する。 

方法 

日本植物防疫協会調査基準の試験方法に準じた。 

結果 

イネいもち病、紋枯病など本県で重要な病害に関わ

る殺菌剤 34 剤の試験を実施した。日本植物防疫協会の

委託試験検討会で各薬剤の防除効果を評価した。 

 (2)水稲・ダイズの殺虫剤 

S44- 

資源循環研究室 病害虫管理グループ 

本田善之・岩本哲弥 

目的 

効率的な防除体系確立のため、害虫防除効果の高い

新規薬剤を探索する。 

方法 

日本植物防疫協会調査基準の試験方法に準ずる。 

結果 

ウンカ類、ツマグロヨコバイ、コブノメイガなど本

県イネで重要な虫害に関わる殺虫剤 23 剤、ダイズ 4

剤の試験を実施した。日本植物防疫協会の委託試験検

討会で適正な試験結果と評価された。 

(3)密苗における農薬の側条施肥の効果（2019 年度） 

H27-R1 

資源循環研究室・病害虫管理グループ 

本田善之・岩本哲弥 

目的 

ウンカ類に残効が長く、効果の高いとされる新規箱剤

の効果を確認し、将来的なウンカ対策の基礎資料とする。

本年度は密苗における側条施用での効果を確認する。 

方法 

試験は、山口市大内（センター内 91・92 号）で、2019

年 7 月 22 日、8 月 1 日、8 月 28 日に実施した。品種は、

ヒノヒカリ、播種は 5 月 29 日、出穂期は 8 月 25 日、

播種量は 360 g／箱（催芽籾）であった。試験区は、1

区 61.5 m2（4.1×15.0 m）2 連制 1 区 2 か所調査した。

以下、トリフルメゾピリムはトリ、クロラントラニリ

プロールはクロ、フルピリミンはフルと表記する。①

トリ＋クロ混合 1、②トリ＋クロ混合 2、③トリ＋クロ

混合 3、④トリ＋クロ混合 4、⑤フル混合、⑥対照クロ

＋ピメトロジン＋プロベナゾール混合、⑦無処理を設

置した。各区 12 株について成虫・幼虫数を見取り調査

した。なお、薬害調査を移植前日と試験の調査日に肉

眼で観察した。 

結果 

セジロウンカに対する効果は、トリを含む剤で高か

った。フルを含む剤では移植 39 日後が 18 とやや高か

ったが、移植 49 日後には 3 と低くなった。ヒメトビウ

ンカに対する効果は、トリを含む剤とフルを含む剤で
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高かった。トビイロウンカに対する効果は、トリを含

む剤とフルを含む剤で高かった。ツマグロヨコバイに

対する効果は、トリを含む剤で高かった。コブノメイ

ガに対する効果は、第一世代老齢幼虫期の被害葉率は

クロを含む剤で高かった。第二世代老齢幼虫期の被害

葉率は①トリ＋クロ混合 1、③トリ＋クロ混合 3 で低

く、いずれも第一世代より被害葉率の対無処理比が上

がっており、残効が切れたと思われた。 

(4) 最近の新規箱施用剤の効果（2019 年度） 

H27-R1 

資源循環研究室・病害虫管理グループ 

本田善之・岩本哲弥 

目的 

近年はトビイロウンカの発生が多い年があり、発生

要因の 1 つとして薬剤に対する抵抗性発達が問題視さ

れている。しかし、8 月末に増殖するトビイロウンカ

に効果のある箱剤や散布剤は少ない。そこで、2013 年

から新たに開発されたウンカ類に残効が長く、効果の

高いとされる箱剤のウンカ類、ツマグロヨコバイに対

する効果を確認し、将来的なウンカ対策を検討する。 

方法 

試験は山口市大内（センター内 21 号：6 月 19 日～21

日移植・ヒノヒカリ 9a、22 号：6 月 19 日～21 日移植・

ヒノヒカリ 11a）で、2019 年 7 月中旬～9 月上旬に実施

した。試験区は、1 区 72.0 m2（16.0×4.5 m）2 連制とし、

1 区 2 か所調査した。各区は波板で仕切りを入れた。以

下、トリフルメゾピリムはトリ、クロラントラニリプロ

ールはクロ、フルピリミンはフルと表記する。①フル混

合箱剤、②トリ＋クロ混合箱剤１、③トリ＋クロ混合箱

剤 2、④A 混合箱剤・移植当日、⑤A 混合箱剤・播種時

覆土前、⑥ジアミド系混合箱剤・移植 3 日前、⑦ジアミ

ド系混合箱剤・播種時覆土前、⑧O 系箱剤・移植当日、

⑨O 系箱剤・播種時覆土前、⑩無処理を設置した。各 12

株について成虫・幼虫別に見取り調査した。当日；移植

当日に 50 g／箱を処理した。播種時覆土前；播種後に

50 g／10a を手散布してから覆土した。移植 3 日前；移

植 3 日前に 50 g／箱を処理した。移植 3 日前；移植 7 日

前に 50 g／箱を処理した。 

結果 

セジロウンカに対する効果は、フル混合箱剤（①）、

トリ＋クロ混合箱剤（②・③）、A 混合箱剤（④・⑤）

で密度の対無処理比が低かった。ジアミド系混合箱剤

（⑥）は 35 とやや劣り、O 系箱剤（⑧・⑨）は 40 を

超えて効果が低かった。ヒメトビウンカに対する効果

は、フル混合箱剤（①）、トリ＋クロ混合箱剤（②・

③）、A 混合箱剤（④・⑤）で密度の対無処理比が低

かった。ジアミド系混合箱剤（⑥）は 10 以上とやや劣

ったが、ジアミド系混合箱剤（⑦）では 11 と効果か認

められた。トビイロウンカに対する効果は、フル混合

箱剤（①）で密度の対無処理比が 50 と劣ったが、トリ

＋クロ混合箱剤（②③）、A 混合箱剤（④⑤）では低

かった。ジアミド系混合箱剤（⑥）は 129 と劣ったが、

ジアミド系混合箱剤（⑦）では 50 と低い効果か認めら

れた。ツマグロヨコバイに対する効果は、フル混合箱

剤（①） 、トリ＋クロ混合箱（②・③）、A 混合箱剤

（④・⑤）で密度の対無処理比が低かった。ジアミド

系混合箱剤（⑥・⑦）の移植 33 日後は 30 以下であっ

たが、移植 41 日後は 50 以上に増加した。コブノメイ

ガに対する効果は、トリ＋クロ混合箱剤（②）で被害

葉率の対無処理比が低かった。A 混合箱剤（④・⑤）

とジアミド系混合箱剤（⑦・⑧）は第一世代の被害葉

率の対無処理比は 40 以下であったが、第二世代になる

と 50 以上に増加した。 

 

23) 新規殺菌剤・殺虫剤実用化試験（野菜） 

(1) 野菜類の殺菌剤 

R1 

資源循環研究室 

西見勝臣・角田佳則 

目的 

効率的な防除体系確立のため、防除効果の高い新規

薬剤を探索する。 

方法 

日本植物防疫協会調査基準の試験方法に準じた。 

結果 

本県において難防除、重要病害であるハクサイ及び

ブロッコリー根こぶ病、トマト青枯病を対象とした殺

菌剤 4 剤 12 処理について試験を実施した。日本植物防

疫協会の委託試験検討会において各薬剤の防除効果を

評価した。 

(2) 野菜類の殺虫剤 

R1 

資源循環研究室 

岩本哲弥・本田善之 

目的 

効率的な防除体系確立のため、野菜の害虫防除効果

の高い新規薬剤を探索する。 

方法 

日本植物防疫協会調査基準の試験方法に準ずる。 

結果 

キュウリ、トマトのコナジラミ類、イチゴやナスの

ハダニ、ホウレンソウのホウレンソウケナガコナダニ

やキクのネダニ類など本県で重要な虫害に関わる殺虫

剤 22 剤の試験を実施した。日本植物防疫協会の委託試

験検討会で適正な試験結果と評価された。 

 

24) 病害虫防除所運営 

資源循環研究室発生予察グループ 

河村俊和・唐津達彦・東浦祥光 

・谷崎司・小田裕太 
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目的 

県内の農作物に発生した病害虫の調査・診断を実 

施する。 

方法 

農林水産事務所等からの情報や持ち込まれた検体に

ついて調査した。 

結果 

2019 年 8 月 29 日に飼料用トウモロコシのツマジロ

クサヨトウの、12 月 20 日にナシのコスカシバ、2020

年 3 月 16 日にスモモのスモモミハバチ（仮称）の特殊

報を発表した。 

 

25) 指定有害動植物発生予察対策 

(1) ヒメトビウンカのイネ縞葉枯ウイルス保毒虫

検定 

H24- 

資源循環研究室発生予察グループ 

河村俊和・唐津達彦・小田裕太 

目的 

発生予察情報の参考とするため、コムギで採集した

ヒメトビウンカの RSV 保毒虫率の検定を実施する。 

方法  

供試虫は、2019 年 5 月に 17 地点の小麦ほ場です

くいとり調査により虫を採集し、冷凍保存後、検定

した。検定は、簡易 ELISA 法により実施した。  

結果  

5 月下旬のコムギほ場での 20 回すくい取り（飛

来前）での成幼虫数は 74.4 頭（平年 43.6 頭）で平

年に比べやや多かった。  

コムギほ場で出穂後採取したヒメトビウンカ（飛来

前）の RSV 保毒虫率は 4.5%で平年 3.2%に比べやや高

かった。 

巡回調査（86 ほ場、各ほ場 25 株調査）では、縞葉

枯病の発生は確認できなかった。 

(2) キウイフルーツかいよう病調査 

R1 

資源循環研究室発生予察グループ 

唐津達彦 

目的 

キウイフルーツかいよう病について、県内におけ

る発生の有無を調査する。  

方法  

2019 年 4～6 月に県内 3 ほ場において、見取り調

査を行った。  

結果  

既発生の 1 ほ場以外は発生が認められなかった。 

 

26) 指定外有害動植物発生予察対策 

R1 

資源循環研究室発生予察グループ 

唐津達彦・小田裕太 

目的 

国が指定する指定有害動植物以外の重要病害虫につ

いて、県内の発生消長を調査する。 

方法 

月 2 回、巡回調査等により発生状況を調査した。 

結果 

2020 年 2 月 17 日にコムギ黄斑病の技術資料を発表

し、防除対策の徹底を図った。 

 

27) 農薬耐性菌・抵抗性害虫の診断技術の確立 

(1) コムギ赤かび病菌の薬剤感受性検定 

R1 

資源循環研究室発生予察グループ 

小田裕太・唐津達彦・谷崎司 

目的 

コムギ赤かび病防除薬剤のチオファネートメチル剤

とプロピコナゾール剤の耐性菌の発生状況を確認し、

防除指導の基礎資料とする。 

方法 

2019 年 5 月に、県内の 4 市のほ場から赤かび病に罹

病したコムギの穂を採取し、菌を分離した。その後単

胞子分離をして得た菌株を検定に供試した。検定では、

薬剤を添加した PDA 培地上に、前培養した菌のディス

クを静置し、3 日後に菌糸の伸長の有無を調査した。

それぞれの薬剤において 100 ppm で生育したものを

耐性菌とした。 

結果 

チオファネートメチル剤、プロピコナゾール剤のい

ずれにおいても耐性菌は認められなかった。 

(2) トマト灰色かび病菌の薬剤感受性検定 

R1 

資源循環研究室発生予察グループ 

唐津達彦・谷崎司・小田裕太 

目的 

トマト灰色かび病防除薬剤のアゾキシストロビン剤

などの 5 種薬剤に対する耐性菌の発生状況を確認し、

防除指導の基礎資料とする。 

方法 

2019 年 6～9 月に、2 市 6 ほ場からトマト灰色かび病

に罹病したトマトの葉や果実を採取し、常法により分

離した。分離菌を PDA 平板培地に移植し、12 時間周

期で BLB を照射して分生子を形成させた後に、単胞子

分離によって得られた本病菌 42 菌株を供試した。 

①チオファネートメチル：有効成分濃度が 0、100 ppm

となるように添加した PDA に、PDA で培養した供

試菌の菌叢を直径 4 mm のコルクボーラーで打ち抜

いて作成した菌叢ディスクを、菌叢面を下にして置

床した。20℃で 2 日間培養後、菌叢生育の有無を調

査した。100 ppm で生育が認められるものを耐性菌
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とした。 

②プロシミドン：有効成分濃度が 0、5 ppm となるよ

うに添加した PDA に、上記と同様に作成した菌叢デ

ィスクを、菌叢面を下にして置床した。20℃で 3 日

間培養後、菌叢生育量（mm）を計測し、0 ppm に対

する 5 ppm の生育割合を算出した。この値が、80%未

満のものを中等度耐性菌、80%以上のものを高度耐

性菌とした。 

③ペンチオピラド：有効成分濃度が 0、1 ppm となる

ように添加した YBA に、分生子懸濁液含有濾紙デ

ィスク（直径 6 mm）を置床した。20℃で 7 日間培

養後、菌叢生育の有無を調査した。1 ppm で生育が

認められるものを耐性菌とした。 

④メパニピリム：有効成分濃度が 0、3、10 ppm とな

るように添加した FGA に、分生子懸濁液含有濾紙デ

ィスク（直径 6 mm）を置床した。20℃で 4 日間培

養後、菌叢生育の有無を調査した。3 ppm で生育が

認められるものを耐性菌とした。 

⑤アゾキシストロビン：有効成分濃度が 0、100 ppm とな

るように添加した PDA（アゾキシストロビン添加 P

DAにはサリチルヒドロキサム酸最終濃度 150ppm加

用）に、上記と同様に作成した菌叢ディスクを、菌

叢面を下にして置床した。20℃で 2 日間培養後、菌

叢生育の有無を調査した。100 ppm で生育が認めら

れるものを耐性菌とした。 

結果 

各薬剤耐性トマト灰色かび病菌株率は、チオファネ

ートメチルが 100%、プロシミドンが 76.2%、ペンチオ

ピラドが 0%、メパニピリムが 2.4%、アゾキシストロ

ビンが 97.6%であった。 

(3) トビイロウンカの薬剤感受性検定 

R1 

資源循環研究室発生予察グループ 

河村俊和・東浦祥光 

目的 

トビイロウンカ防除薬剤のジノテフラン剤などの各

種薬剤に対する抵抗性の発生状況を確認し、防除指導

の基礎資料とする。 

方法 

2019 年 10 月 2 日光市立野、10 月 3 日に下関市八道

の水田で成虫を採集し、イネ芽出し苗を用いて 27℃、

16L8D の条件下で累代飼育した長翅型雌成虫を供試し

た。検定はベルジャーダスター法で行った。 

結果 

トビイロウンカに対する粉剤の殺虫効果は、クロチ  

アニジン、スルホキサフロル、ブプロフェジン混合剤

は低かった。エトフェンプロックス、シラフルオフェ

ン、ジノテフランは、殺虫効果は認められたが、近年

低下傾向となっていると考えられた。 

(4) チュウゴクナシキジラミに対する殺卵効果の確認 

R1 

資源循環研究室病害虫管理グループ 

岩本哲弥 

目的 

薬剤感受性の低下が疑われるチュウゴクナシキジラ

ミについて、薬剤感受性が低下しにくい薬剤の殺卵効

果を確認した。 

方法 

薬剤は、脂肪酸グリセリド乳剤（600 倍）と調合油

乳剤（500 倍、800 倍）を供試した。供試虫には、山口

市阿東町のナシ園で採集した幼虫から累代飼育した本

害虫の成虫を用いた。オアシスに水挿しにしたナシ葉

を入れた飼育ケースに成虫を放飼し、葉へ産卵させた

後、希釈液に 15～30 秒間浸漬し、乾燥させた。乾燥後

はナシ葉を別の飼育ケースに入れ、25℃・16L8D の室

内に静置し、10 日後に孵化幼虫数を調査して無処理と

比較した。 

結果 

調合油乳剤は 500 倍、800 倍とも処理 10 日後の生存

幼虫は見られず、生存幼虫の孵化率は 0%だったが、

死亡幼虫が 500 倍区で 4 頭（6.4%）、1,000 倍区で 6

頭（20.7%）見られた。それらの個体はいずれも卵が

産み付けられた葉縁部で見られ、孵化後移動する前に

死亡したものと考えられた。脂肪酸グリセリド乳剤 600

倍については、処理 10 日後の生存幼虫が 3 頭見られ、

生存幼虫の孵化率は 6.7%だった。死亡幼虫は 19 頭

（42.2%）見られたが、調合油剤区とは異なり、卵が

産み付けられた葉縁部ではなく葉面部で見られたこと

から、孵化後に移動してから死亡したものと考えられ

た。無処理区では死亡幼虫が見られなかったことから、

調合油剤区および脂肪酸グリセリド剤区で見られた死

亡幼虫は、浸漬処理した薬剤の影響で死亡したと考え

られた。 

以上のことから、調合油乳剤 500 倍および 800 倍、

脂肪酸グリセリド乳剤 600 倍にはチュウゴクナシキジ

ラミに対する殺卵効果が期待できると考えられた。  

(5) チュウゴクナシキジラミに対する産卵抑制効果

の確認 

目的 

薬剤感受性の低下が疑われるチュウゴクナシキジラ

ミについて、薬剤感受性が低下しにくい薬剤の産卵抑

制効果を確認した。 

方法 

薬剤は、脂肪酸グリセリド乳剤（600 倍）と調合油

乳剤（500 倍、1,000 倍）、グリセリン酸脂肪酸エステ

ル剤（500 倍）を供試した。供試虫には、山口市阿東

町のナシ園で採集した幼虫から累代飼育した本害虫の

成虫を用いた。ナシ葉を希釈液に 15～30 秒間浸漬し、

乾燥させた後、オアシスに水挿しにして供試虫 20～40

頭と共に飼育ケースに入れ、25℃・16L8D の室内に静
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置した。その後、処理 3、5、7 日後（調合油剤は処理

3、5 日後のみ調査）に葉への産卵数を確認した。 

結果 

調合油乳剤は 500 倍、1,000 倍とも処理 5 日後まで

産卵が見られなかったのに対し、無処理区では産卵数

が 119～156 だった。脂肪酸グリセリド乳剤 600 倍は、

処理 7 日後まで産卵が見られなかったのに対し、無処

理区では産卵数が 86 だった。グリセリン酸脂肪酸エス

テル剤 500 倍は、処理 3 日後まで産卵が見られなかっ

たが、処理 5 日後には 27 卵、処理 7 日後には 88 卵の

産卵が確認された。 

以上のことから、調合油乳剤 500 倍および 1,000 倍、

脂肪酸グリセリド乳剤 600 倍にはチュウゴクナシキジ

ラミに対する産卵抑制効果が少なくとも 5～7 日間は

期待できるが、グリセリン酸脂肪酸エステル剤につい

ては、産卵抑制効果は期待できないと考えられた。 

 

28)侵入警戒病害虫調査 

(1) ミバエ類の侵入警戒トラップ調査 

R1 

資源循環研究室発生予察グループ 

東浦祥光 

目的 

侵入警戒害虫であるミバエ類について、県内にお

ける発生の有無を調査し、発生時の迅速な対応に資

する。 

方法 

2019 年 4 月～11 月に県内 10 か所に 2 種類のトラ

ップを設置し、毎月誘殺された虫を調査した。  

結果 

侵入警戒対象とされているミバエ類の発生は認

められなかった。 

(2) スモモミハバチ（仮称）の発生調査 

R1 

資源循環研究室病害虫管理グループ 

溝部信二・東浦祥光 

目的 

2019 年 5 月 6 日、山口市の露地スモモにおいて幼果を

加害するハバチ類幼虫が確認された。被害果率が 99%以

上と高く、同様の被害が市内各地で確認されたため、

県内の発生状況を調査する。 

方法 

2019 年 5 月 6 日～7 月 11 日に県内全域のスモモ樹に

おいて、大豆粒程度で生育を停止している果実を探索

し、脱出口の有無、または切断して内部の幼虫の有無

を確認した。防除は管理者に聞き取りした。県内の果

樹指導者に情報を提供し、被害果の有無を聞き取り調

査した。 

結果 

山口市、下関市、柳井市、美祢市、萩市で被害を確

認した。防除を実施している園地では、被害はない、

または、非常に少なかった。 

(3) スモモミハバチ（仮称）の発生生態の解明 

R1 

資源循環研究室病害虫管理グループ 

溝部信二・東浦祥光 

目的 

山口市の露地スモモにおいて幼果を加害するハバチ

類幼虫が確認されたことを受け、スモモミハバチの発

生生態を明らかにする。 

方法 

2019 年 5 月 10 日、スモモ樹の下にビニールシート

を敷き、5 月 11 日に落下した幼虫および被害果を採集

した。幼虫および被害果は畑地の土または市販の園芸

培土を入れた詰めたガラス筒に置き、実験室内で保管

した。土壌には不定期で水分を補給した。 

2020 年 1 月 14 日、スモモ樹下の土をプラスチック

容器に入れ、捕虫網で覆って 25℃16L-8D で保管した。

2020 年 1 月 14 日、2 月 1 日、2 月 15 日にスモモ樹下

の土（30×50×8 cm）をトロ舟（90 cm×60 cm×20 cm）

に入れ、水に溶いて撹拌した。浮いた土繭を採集して土

とともにプラスチック容器に入れ、25℃ 16L-8D で保管

した。一部の土繭は解剖して内部の状態を確認した。 

結果 

スモモ樹下で採集した幼虫は、土中に潜って土繭を

形成した。1 月 14 日に採集した土繭（10 個体）の内部

は幼虫 2 個体、蛹 8 個体であった。25℃で保管した蛹

から 1 月 24 日～2 月 3 日に成虫が羽化した。単位面積

当たりの土繭数は、約 100～160 個／m2 であった。土

繭を保管する際の乾燥および多湿条件は、羽化に影響

を与えた。 

本虫は神戸植物防疫所により国内未発生の Monocell

icampa pruni Wei と同定されたため、スモモミハバチ

（仮称）として 2020 年 3 月 16 日に令和元年度病害虫

発生予察特殊報第 3 号を発表した。 

 

29) 消費・安全対策交付金に係る業務／アスパラガス

の IPM 実践指標の策定 

R1 

資源循環研究室発生予察グループ 

河村俊和 

(1) 天敵スワルスキーカブリダニによるアザミウマ

類防除の現地実証試験 

目的 

アザミウマ類に対するスワルスキーカブリダニの防

除効果を確認し、総合的病害虫管理（ IPM）技術の

普及に資する。  

方法 

2019 年 4 月 26 日、5 月 10 日、8 月 5 日に宇部市二

保瀬のハウスに、スワルバンカー（スワルスキーカ
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ブリダニ）を 50,000 頭／10a（41 パック／270 m2）

の割合で放飼した。擬葉の払い落としを 1 週間おきに

行い、ハウス内のアザミウマ類と天敵の発生推移を確

認した。 

結果 

発生種はネギアザミウマが主体であった。スワル

スキーカブリダニの定着は認められたが、天敵区と慣

行区のアザミウマの発生量に大きな差は認められず、

スワルスキーカブリダニによる防除効果は認められな

かった。 

(2) 光反射資材のハウスサイド敷設によるアザミウ

マ類の侵入抑制効果の現地実証試験 

目的 

光反射資材の地表面被覆による、アザミウマ類のハ

ウス内への飛び込み抑制効果を確認し、総合的病害虫

管理（ IPM）技術の普及に資する。 

方法 

下関市王喜のハウスにおいて、ハウスサイドに隣接

した地表面 150 cm 幅に光反射資材「虫フラッとシー

ト」を各区 40 m の長さで設置した。資材設置 1 年目

区は 2019 年 5 月 1 日に、資材設置 2 年目区は 2018 年

8 月 20 日に設置した場所を試験区とした。各区とも、

資材を設置したハウスサイドのハウス内 4 か所に黄色

粘着板（ホリバーイエロー）を設置し、ハウス内への

アザミウマ類の侵入状況を確認した。 

結果 

発生種はネギアザミウマが主体であった。アザミウ

マ類のハウス内への試験期間の侵入抑制率は、時期に

よる変動が大きかったが、1 年目区は平均 70.6%、2 年

目区は平均 57.3%の侵入抑制効果が認められ、資材設

置 1 年目区に比べ 2 年目区では侵入抑制効果がやや劣

った。侵入抑制効果の低下は、資材の汚れによる光反

射率の低下によるものと考えられる。 

 

30) 輸出植物検疫協議迅速化事業に係る業務 

（植物検疫上問題となる病害虫発生状況の全国調査） 

R1 

資源循環研究室発生予察グループ 

目的 

農作物輸出に際して植物検疫上問題となる落葉

果樹の 5 害虫（スモモヒメシンクイ、リンゴコシン

クイ、ナシマダラメイガ、ブドウホソハマキ、オウ

トウショウジョウバエ）の全国調査に対応し、フェ

ロモントラップ（以下「PT」)および巡回調査等に

よる県内の発生確認を行う。 

方法 

2019 年 4～11 月にかけて PT を設置し、月 1 回を基

本に回収して調査した。リンゴコシンクイ調査には、

本種のナシヒメシンクイ PT による混獲記録があるこ

とから、ナシヒメシンクイ PT を用いた。スモモヒメ

シンクイおよびナシマダラメイガの調査には専用 PT

を用いた。設置場所は、スモモヒメシンクイ：萩市小

川（ナシ・リンゴ園）、山口市阿東徳佐（リンゴ園）、

周南市須金（ナシ園）、柳井市大畠（スモモ園）。リ

ンゴコシンクイ：萩市小川（ナシ・リンゴ園）。ナシ

マダラメイガ（特記無い場合、全てナシ園）：山口市

大内長野、下関市豊田町鷹の子、美祢市秋芳町嘉万、

防府市牟礼、周南市須金、萩市小川（ナシ・リンゴ園）、

長門市俵山。 

また、ナシマダラメイガは 9 月下旬（巡回調査 20

園）に秋芽において、ブドウホソハマキは袋かけ前の

幼果期に、防府市牟礼（小粒種 6 月 18 日）、周南市須

金（大粒種 6 月 26 日）、長門市俵山（大粒種 6 月 7

日）のブドウ園の果房において幼虫の有無を見取り調

査した。オウトウショウジョウバエは 6 月 30 日に山口

市大内長野のブルーベリー園より果実を持ち帰って羽

化を待ち、本虫の有無を調査した。 

ブドウホソハマキは 4～8 月に県内 6 地点（下関市清

末、宇部市楠町、山口市大内氷上、山口市大内長野、

萩市大井、岩国市玖珂）の予察灯による捕獲の有無を

確認した。 

結果 

スモモヒメシンクイは山口市、リンゴコシンクイは

萩市、山口市、周南市、柳井市の PT で捕獲されたが、

ナシマダラメイガは捕獲されなかった。スモモヒメシ

ンクイは、2018 年の調査に引き続き標高の高い山口市

阿東（標高約 300 m）において確認されたが、他の地

点では確認されなかった。リンゴコシンクイは、結果

的に全てスモモヒメシンクイ PT への混獲で確認され

た。ナシヒメシンクイ PT によるリンゴコシンクイ調

査は、ナシヒメシンクイが主に捕獲されるため、その

中からわずかに混獲されるリンゴコシンクイを確認す

るには多大な労力を要する。そのため、本県のように

スモモヒメシンクイが稀な西南暖地においては、リン

ゴコシンクイの調査にはスモモヒメシンクイ PT を用

いる方が簡便かつ効率的であると示唆された。園地調

査では、ナシマダラメイガ、ブドウホソハマキは確認

されず、オウトウショウジョウバエのみ山口市で確認

された。予察灯調査ではブドウホソハマキは確認され

なかった。 

 

５ 柑きつ振興センター 

1) せとみ（ゆめほっぺ）の生産拡大に向けた熟期促

進技術等の開発 

H29-R3 

柑きつ振興センター 
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西岡真理・中島勘太・岡崎芳夫 

(1) 熟期促進技術の開発 

ア 樹体乾燥ストレスの付与による糖度向上、 

着色促進 

目的 

県育成品種である「せとみ」は、高糖度で良食味で

あることから、市場から供給拡大の要望が強い。その

ため、現地では面積拡大を図っているが、数年に一度

の寒害遭遇や、袋かけに労力がかかることから、面積

が伸び悩んでいる。そこで、無袋栽培とするには、寒

害回避のために早期収穫可能な熟期促進技術が求めら

れており、結実方法および植物成長調節剤の利用が、

着色等、熟期促進に及ぼす影響を調査する。 

方法 

［試験１］半樹結実法における生産部の摘果時期の違

いが果実品質に及ぼす影響 

センター内水田埋立造成ほ場の「せとみ」（「興津

早生」を中間台木として 2005 年に高接更新）を供試し

て、以下の試験区を設定した。①半樹結実 6 月下旬粗

摘果+8 月上旬仕上げ摘果（以下、半樹 6 月・8 月摘果）

区、②半樹結実 8 月上旬 1 回摘果（以下半樹 8 月摘果）

区、③慣行区（6 月下旬粗摘果、8 月上旬仕上げ摘果）

とし、半樹結実の着果量は慣行の 1.5 倍量とした。半

樹結実は、樹冠を東西に 2 分割して結実させない遊休

部を 6 月下旬に全摘果した。試験区は 1 区 1 樹 3 反復

とした。また、全ての区は 2019 年 11 月 21 日に袋かけ

を行った。2020 年 1 月 9 日に採収し、果実内容は 1 月

10 日に、収量、階級割合および着色は 1 月 21 日に調

査した。翌年の着花程度調査は 5 月 15 日に行った。 

[試験２] 半樹結実法における生産部の結実量が果実

品質に及ぼす影響 

センター内水田埋立造成ほ場の「せとみ」（「興津

早生」を中間台木として 2005 年に高接更新）を供試し

て、生産部における結実程度を以下に設定した。①半

樹 1.5 倍量区（葉果比 75）、②半樹 2 倍量区（葉果比

50）、③慣行区（葉果比 100）とし、試験区は 1 区 1

樹 3 反復とした。全ての区において粗摘果は 6 月下旬、

仕上げ摘果は 8 月上旬に行った。なお、遊休部は 6 月

下旬に全摘果した。また、全ての区では 2019 年 11 月

21 日に袋かけを行った。2020 年 1 月 9 日に採収し、果

実内容は 1 月 10 日、収量、階級割合および着色は 1 月

21 日に調査した。翌年の着花程度調査は 5 月 15 日に

行った。 

［試験３］半樹結実法と植物成長調節剤エチクロゼー

トの樹冠散布が果実品質に及ぼす影響 

センター内の「せとみ」17 年生を供試して、以下の

試験区を設定した。①半樹＋エチクロ（7･8 月）区：

エチクロゼート 100ppm（フィガロン乳剤 2,000 倍）を

7 月下旬・8 月中旬に樹冠散布、②半樹＋エチクロ（8

・9 月）区：エチクロゼート 100ppm（フィガロン乳剤

2,000 倍）を 8 月下旬・9 月中旬に樹冠散布、③半樹＋

無処理区、④慣行＋無処理区。試験区は 1 区 1 樹 3～4

反復とした。なお、半樹区の遊休部は 6 月下旬に全摘

果し、生産部は慣行区の 1.5 倍量を結実させ、慣行区

と同様に 6 月下旬に粗摘果、7 月下旬に仕上げ摘果を

行った。また、本試験区は全て無袋栽培とした。 

2020 年 1 月 9 日に採収し、果実内容は 1 月 10 日、

収量、階級割合および着色は 1 月 20 日に、翌年の着花

程度は 5 月 15 日に調査した。 

[試験４] シートマルチの短期被覆が果実品質に及ぼ

す影響 

センター内水田埋立造成ほ場の「せとみ」16 年生を

供試し、以下の試験区を設定した。①8～9 月被覆区、

②10～11 月被覆区、③8～11 月被覆区、④無被覆区で、

試験区は 1 区 1 樹 3～4 反復とした。シートマルチは中

国製紙工業㈱製「美味シ～ト」を用いた。雨水を入れ

るため主幹部を 30 ㎝程度あけて樹冠下に被覆した。ま

た、2019 年 11 月 15 日に袋かけを行い、2020 年 1 月 9

日に採収した。なお、採収は樹冠外周部を上部、中部、

下部に 3 分割し、それ以外を樹冠内部として区分して

採収した。そして、果汁内容および収量は 1 月 10 日に、

着果部位別の着色は 1 月 23 日に調査した。 

結果 

［試験１］半樹結実法における生産部の摘果時期の違

いが果実品質に及ぼす影響 

樹冠容積あたり収量および果数については、半樹区

が慣行区に比べて少ない傾向にあったが、区間で有意

な差は認められなかった。1 果平均重は、半樹 8 月摘

果区＜半樹 6 月・8 月摘果区＜慣行区の順に小さかっ

たが、有意な差は認められなかった。階級割合も同様

に、半樹区が慣行区に比べて M 以下割合が高かった

が、区間で有意な差は認められなかった。採収時の着

色程度は、全ての区でほぼ 8 分着色以上となり、完着

果率も区間の差は認められなかった。採収時の糖度に

区間の差は認められなかったが、半樹区が慣行区に比

べて高い傾向にあった。クエン酸含量については、半

樹 8 月摘果区が慣行区に比べて有意に高かった。果皮

色（a／b）値は、区間の差は認められなかった。翌年

の着花程度は、半樹区では昨年の遊休部に 5 程度確保

されるのに対して、慣行区では 1 程度と有意に少なか

った。 

以上の結果から、半樹結実の摘果時期による熟期促

進効果は判然としなかったが、本年産は着色期の気温

が高く、しかも少雨で推移したことによって着色が促

進されたことや高糖傾向であったことから、無処理区

でも品質が良好であった。しかし、8 月上旬の 1 回摘

果では小玉、酸高傾向にあったことから、商品価値の

高い L・2L 階級の果実生産と減酸促進には、慣行の摘

果と同様に 6 月下旬粗摘果、8 月上旬仕上げ摘果の有

効性が示唆された。 
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また、半樹結実栽培は慣行栽培に比べて収量の大幅

な減少は認められず、翌年の着花が確保できて連年生

産に有効であった。 

[試験２] 半樹結実法における生産部の結実量が果実

品質に及ぼす影響 

樹冠容積あたりの収量および果数については、半樹

区が慣行区に比べて有意に少なかった。1 果平均重の

区間の差は認められなかったが、半樹区は慣行区に比

べて M 階級以下の割合が高い傾向にあった。採収時の

着色程度は、全ての区においてほぼ 8 分着色以上とな

り、完着果率も区間に差は認められなかった。採収時

の糖度は、半樹 2 倍量区が慣行区に比べて 1.3 度有意

に高かった。クエン酸含量および果皮色（a／b）値は、

区間に差が認められなかった。翌年の着花程度は、半

樹区では昨年の遊休部に 5 程度確保されるのに対し

て、慣行区では 1 程度と有意に少なかった。 

以上の結果から、半樹結実の生産部における摘果程

度は、葉果比 50 にあたる慣行の 2 倍量結実させること

で糖度向上効果は認められた。しかし、本年産は着色

期の気温が高く、着色が促進されたことから、着色促

進効果は判然としなかった。 

また、半樹結実栽培は慣行栽培に比べて収量の減少

が認められたものの、翌年の着花が確保でき、連年生

産に有効である。しかし、前年の試験で連年の 2 倍量

の着果確保は困難であったことから、半樹結実栽培の

生産部は慣行の 1.5 倍と 2 倍量の中間程度で、1.8 倍程

度が適していると考え、熟期促進および連年結果性に

ついて今後も調査する必要がある。 

［試験３］半樹結実法と植物成長調節剤エチクロゼー

トの樹冠散布が果実品質に及ぼす影響 

樹冠容積あたりの収量および果数については、半樹

区が慣行区に比べて少なかったが有意な差は認められ

なかった。階級割合については、半樹区が慣行区に比

べて M 階級以下の割合が高い傾向にあったが、区間に

有意な差は認められなかった。採収時の着色程度は、

全ての区においてほぼ 8 分着色以上となり、完着果率

も区間に差は認められなかった。採収時の糖度につい

ては、半樹区が慣行区に比べて高い傾向にあり、エチ

クロゼート処理の有無では 8・9 月区において最も高か

ったが、区間に有意な差は認められなかった。クエン

酸含量および果皮色（a／b）値は、区間に差が認めら

れなかった。翌年の着花程度は、半樹区では昨年の遊

休部に 5 程度確保されるのに対して、慣行区では 3.5

と有意に少なかったが、連年生産において実質的に問

題とはならなかった。 

以上の結果から、半樹結実法とエチクロゼートの樹

冠散布の組み合わせによる、糖度向上効果は判然とし

なかった。しかし、本年産は着色期の気温が高く、し

かも少雨で推移したことによって、着色が促進された

ことや高糖傾向であったことから、慣行の無処理区で

も 1月 10日頃の早期収穫が可能な品質となったことか

ら、試験の継続が必要である。 

[試験４] シートマルチの短期被覆が果実品質に及ぼ

す影響 

樹冠容積あたりの収量、果数および 1 果平均重は、

区間に差は認められなかった。採収時の着色程度は、

樹冠上部、中部、下部においては全ての区でほぼ 8 分

着色以上であった。樹冠内部は、無被覆区で 8 分着色

以上が 71%と低かったが、有意な差は認められなかっ

た。樹冠上部の完着果率は、無被覆区が 60%に対して、

10～11 月被覆区は 97%と有意に高かった。樹冠内部の

完着果率は、8～9 月被覆区が 52%に対して、10～11

月被覆区は 89%と有意に高かった。樹冠下部の完着果

率は、8～9 月被覆区と無被覆区が 60%未満に対して、

10～11 月被覆区は 91%と有意に高かった。採収時の糖

度は、被覆区が無被覆区に比べて高い傾向にあったが、

区間に有意な差は認められなかった。また、8～11 月被

覆区で糖度およびクエン酸含量が高い傾向にあった。

なお、果皮色（a／b）値は、区間に差が認められなかっ

た。 

以上の結果から、シートマルチ被覆は、着色が遅延

しやすい樹冠下部や内部の着色促進に有効で、被覆時

期は、10 月～11 月の 2 か月程度で着色促進効果が得ら

れると考えられる。 

イ 果実袋の有無が正果率に及ぼす影響 

目的 

県育成品種である「せとみ」は、高糖度で良食味で

あることから、市場から供給拡大の要望が強い。その

ため、現地では面積拡大を図っているが、数年に一度

の寒害遭遇や、袋かけに労力がかかることから、面積

が伸び悩んでいる。そこで、袋かけ作業の省力化とし

て無袋栽培を検討する。 

方法 

センター内の異なる園地における無袋栽培 500 kg

程度と有袋栽培 600 kg 程度の「せとみ」を供試した。

有袋栽培における果実袋は紙製二重袋（オレンジ 14

号）で、11 月 25 日に被覆した。無袋栽培区は、カラ

スとヒヨドリ被害防止のため、11 月 25 日に糸掛け器

で糸を張った。有袋栽培区は、袋かけ後にカラス被害

防止として、無袋栽培区より軽めに糸張りを行った。  

収穫は、両区とも 2020 年 1 月 9 日に行い、採収時に

は鳥害果を調査した。採収後には 3%程度の減量予措

を行い、1 月下旬から 3 月 9 日まで常温庫で貯蔵した。

なお、貯蔵は、容量 31.3 L（486 mm×329 mm×202 mm）

のコンテナに果実を入れ、不織布貯蔵シートを被覆し

た。貯蔵後の 3 月 9 日に出荷前の選果を行い、等級割

合を調査した。 

結果 

1 級果および 2 級果の割合は、無袋区と有袋区とは

ほぼ同等であった。原料果の割合は、有袋区が無袋区
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に比べて若干高かった。廃棄果の割合は、無袋区が有

袋区に比べて高かった。特に、有袋区ではヒヨドリに

よる被害果は認められなかったが、無袋区では被害が

発生した。また、貯蔵中の腐敗果の割合も、無袋区が

有袋区に比べて高かった。 

以上の結果から、1 級および 2 級果の割合は、無袋

栽培と有袋栽培とは同等であった。なお、有袋栽培で

原料果割合が高かった要因としては、有袋栽培の園地

が風当たりの強い園地であり、9 月下旬の強風による

擦れ傷が多発したことがある。一方、無袋区で貯蔵中

の腐敗果が多かった要因は、採収時の鋏傷、採果袋内

や搬送時の衝撃等果皮が直接受ける傷によるものと考

えられる。今後、同一園地での検証が必要である。  

 

2) 「南津海シードレス」の施設栽培拡大に向けた栽

培技術の確立 

H29-R3 

柑きつ振興センター 

西岡真理・世良友香・岡崎芳夫 

(1) わい性台木・中間台利用技術の開発 

ア わい性台木（ヒリュウ台）の利用 

目的 

収穫期が 4 月以降となる「南津海シードレス」は、

寒害や鳥害を回避するために施設栽培が有効である。

しかし、既存施設（棟高 4 m）では、高所作業での施

設管理や多額の施設導入費が必要であるため、低軒高

施設栽培の導入を検討している。そこで、低軒高施設

栽培が可能となるコンパクトな樹冠維持のために、わ

い性台木の利用が樹体の生育および果実品質に及ぼす

影響を調査する。 

方法 

水田埋立造成園地に設置した棟高 4 m の高軒高ハ

ウス（慣行）および棟高 3.3 m の低軒高ハウスに植栽

したカラタチ台、ヒリュウ台の「南津海シードレス」

（2017 年 4 月 1 年生定植）を供試した。定植後毎年 12

～1 月に、幹周（接木部の 5 cm 上部）、台木周（接木

部の 2 cm 下部）、樹冠容積（7 掛け法）を調査した。

また、両試験区とも、定植 3 年目となる 2020 年 3 月 13

日に初収穫し、収量および果実品質を調査した。なお、

試験は、1 区 1 樹 11 反復とした。 

結果 

樹高は、定植 1 年目から 3 年目まで、ヒリュウ台区

がカラタチ台区に比べて有意に低かった。樹冠容積も

同様にヒリュウ台区が小さかった。なお、1 年目は施

設軒高による差は認められなかったが、2 年目以降は

低軒高ハウスのカラタチ台区が高軒高ハウスの同区

と比べて、樹高、樹冠容積とも大きかった。 

ヒリュウ台区の幹周は、定植 1 年目はカラタチ台区

と比べて小さく、2 年目、3 年目にはその差はより拡

大した。また、カラタチ台区では、低軒高ハウスが高

軒高ハウスと比べて、樹高、樹冠容積とも大きかった。

幹周／台木周比は、ヒリュウ台区がカラタチ台区と比

べて有意に小さかった。ハウスの軒高による差は認め

られなかった。 

結実 1 年目の収量は、高軒高ハウス、低軒高ハウス

ともに、カラタチ台区がヒリュウ台区と比べて樹あた

り収量は有意に多かったが、樹冠容積あたり収量は区

間の差は認められなかった。また、1 果平均重も区間

の差は認められなかった。 

果実品質は、糖度に差は認められなかった。クエン

酸含量および浮皮の発生率は、台木の違いによる差は

認められなかったが、高軒高ハウスが低軒高ハウスと

比べて高い傾向であった。 

以上の結果から、「南津海シードレス」におけるヒ

リュウ台の利用は、カラタチ台に比べて生育を大きく

抑制する。ただし、定植後 3 か年の結果であるため、

生育に及ぼす影響について継続して調査する。また、

果実品質は結実 1 年目の結果であるため、収量性も併

せて継続して調査する必要がある。 

イ 中間台探索 

目的 

収穫期が 4 月以降となる「南津海シードレス」は、

寒害や鳥害を回避するために施設栽培が有効である。

しかし、既存施設（棟高 4 m）では、高所作業での施

設管理や多額の施設導入費が必要であるため、低軒高

施設栽培の導入を検討している。そこで、低軒高施設

栽培が可能となるコンパクトな樹冠維持のために、樹

勢の異なる中間台の利用が樹体の生育に及ぼす影響を

調査する。 

方法 

水田埋立造成園地に栽植された露地栽培の「南津海

シードレス」を供試した。なお、強樹勢品種として「青

島温州」、弱樹勢品種として「ゆら早生」（2017 年 4

月 2 年生定植）を 2017 年 5 月に、弱樹勢品種として「伊

都早生」（2018 年 4 月 1 年生を定植）を 2018 年 5 月

に、中間台として「南津海シードレス」を接木した。

接木位置は、「青島温州」および「ゆら早生」は中間

台長 30 cm および 10 cm の位置に、「伊都早生」は中

間台長 30 cm の位置に接木した。接木後、毎年 12～1

月に幹周（接木部の 5 cm 上部）、中間台幹周（接木

部の 2 cm 下部）、樹高を調査した。試験は、1 区 1

樹 5～6 反復とした。なお、接木後は慣行管理とし、接

木 3 年目に初結果とした。 

また、水田埋立造成園地に設置した棟高 4 m の高軒

高ハウス（慣行）および棟高 3.3 m の低軒高ハウスに

植栽したカラタチ台の「南津海シードレス」（2017 年

4 月 1 年生定植）と、弱樹勢品種「ゆら早生」（2017

年 4 月 2 年生定植）を中間台として、中間台長 30 ㎝

の位置に接木した「南津海シードレス」を供試した。

定植後毎年 12～1 月に、樹高を調査した。試験は、1
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区 1 樹 11 反復とした。なお、定植後は慣行管理とした。 

結果 

中間台の品種別樹高は、弱樹勢の「ゆら早生」区が

「青島温州」区に比べて低かった。「伊都早生」区は、

「ゆら早生」区、「青島温州」区とも差は認められな

かった。 

中間台の品種および長さ別の樹高は、接木後 3 年目で

は、「ゆら早生」30 cm 区が「青島温州」30 cm・10 cm

区より有意に低かった。また、同一品種間での長さの

違いによる有意な差は認められなかったものの、中間

台長 30 cm が 10 cm に比べて、接木後の樹高を抑制す

る傾向である。 

幹周は、接木後 3 年目では、「ゆら早生」30 ㎝・10 cm

区が「青島温州」10 cm 区に比べて小さかった。 

露地栽培における中間台「青島温州」区と「ゆら早

生」区、対照のカラタチ区について、果汁内容を比較

したところ、区間で有意な差はみとめられなかった。  

ハウス栽培の中間台「ゆら早生」区と対照区（中間

台無し）を比較すると、定植・接木後 2 年目の樹高は

ほぼ同等であるが、2 年目以降の樹高の伸び程度は中

間台区で抑制された。また、3 年目には中間台区が対

照区に比べて低かった。 

以上の結果から、中間台に用いる品種の樹勢および

中間台の長さの違いは接ぎ木後の樹勢に影響を及ぼす

可能性は考えられるが、本試験は接木後 3 か年の結果

であるため、生育に及ぼす影響について継続して調査

する。また、果実品質は結実 1 年目の結果であるため、

今後継続して調査する必要がある。 

(2)収穫直前に使用できるかいよう病防除剤の選抜 

目的 

「南津海シードレス」は、「南津海」と同様、かい

よう病に極めて弱く、特に、苗木や若木は枝葉が軟弱

で感染期間が長いため、栽培上問題となる。さらに、

現栽培面積の 7 割を占める露地栽培の成木において

は、果実に薬斑が残ることから収穫直前の 3 月～4 月

には基幹防除剤である無機銅水和剤が使用できない。

これまでの試験で、クプロシールド単用またはコサイ

ド 3000+クレフノン+ブレイクスルー加用の散布では

薬斑が問題とならないことが判明している。そこで、

本試験では、慣行防除とそれぞれの薬剤を組み合わせ

た場合における防除効果を確認する。 

方法 

「南津海シードレス」に、以下の 4 試験区を設けた。 

①クプロシールド区：2,000 倍 

②コサイド 3000（クレフノン 200 倍、ブレイクスルー

10,000 倍加用）区：発芽前 1,000 倍、発芽後 2,000 倍 

③IC ボルドー66D（慣行）区：発芽前 40 倍、発芽後 80

倍+アビオン E 1,000 倍加用 

④無処理区 

かいよう病の防除は、2019 年 3 月 25 日、4 月 18 日、

5 月 29 日、6 月 25 日は、7 月 26 日の計 5 回行った。

このうち、3 月 25 日と 4 月 18 日は収穫前であるため、

各試験区の薬剤を散布した。収穫後の 5 月 29 日と 6

月 25 日には、すべての試験区に IC ボルドー66D（80

倍、アビオン E1000 倍加用）を散布した。梅雨明け後

の高温期（7 月 26 日）には IC ボルドー66D を散布で

きないため、再度各試験区の薬剤を散布した。なお、

その際、②コサイド 3000 区はブレイクスルー無加用と

し、③IC ボルドー66D 区にはコサイド 3000（1,000 倍、

クレフノン 200 倍加用）を散布した。 

葉における発病は、7 月 11 日に、果実における発病

は 10 月 23 日に、日本植物防疫協会の調査基準に従っ

て調査した。 

試験は 1 区 1 樹 4 反復で実施した。 

結果 

葉の発病については、クプロシールド区およびコサイ

ド区で、慣行防除区と同等の防除効果が得られた。果実

の発病については、樹により発病の偏りが見られたもの

の、両区は慣行防除区以上の防除効果が得られた。 

 

3) スマートマルドリを活用したカンキツの少水・低

コスト型マルドリシステムの構築 

H29-R3 

柑きつ振興センター 

中島勘太・岡崎芳夫・世良友香 

(1) 基盤整備園などに対応した少水・低コスト型マル

ドリシステムの構築 

目的 

本県産地の大規模経営体に適した通信型マルドリ

（IoT 対応型マルドリシステム）技術を構築するため、

安価な液肥や少水型チューブを実用化することで、低

コスト省力化を実現する。 

〔試験１〕品種に応じた少量多頻度潅水技術の確立 

(チューブの種類) 

方法 

水田埋立造成ほ場の「せとみ」（「興津早生」を中

間台木として 2005 年に高接更新）およびシートマルチ

栽培「興津早生」29 年生を供試して、次の試験区を設

定した。①少水型チューブ潅水 1 日 1 回区（以下「少

水型 1 日 1 回区」：1 回の潅水時間 20 分）、②少水型

チューブ 1 日 2 回区（以下「少水型 1 日 2 回区」：1

回の潅水時間 10 分）、③慣行型チューブ 1 日 1 回区（以

下「慣行区」：1 回の潅水時間 10 分）、④慣行施肥区

（「せとみ」のみ 30 kg／10a）。液肥の濃度は 150 ppm と

し、10a あたりの年間窒素施用量は「せとみ」15 kg／10a、

「興津早生」12.5 kg／10a とする。試験区は 1 区 1 樹 4

反復とした。 

「せとみ」は 2020 年 1 月 20 日に採収し、果実品質

を 1 月 20 日、収量を 1 月 28 日に調査した。 

「興津早生」は 2019 年 11 月 1 日に採収し、果実品



- 60 - 

質を、収量を 11 月 6 日に調査した。 

結果 

「せとみ」については、m3 あたりの収量および果数

は、区間に有意な差は認められなかった。果実品質は

一果重、糖度、クエン酸含量とも区間に有意な差は認

められなかった。 

「興津早生」については、m3 あたりの収量および果数

は、区間に有意な差は認められなかった。果実品質は

糖度、クエン酸含量とも区間に有意な差は認められな

かった。 

本試験は試験 2 年目のため、継続調査を実施する。 

〔試験２〕品種に応じた少量多頻度潅水技術の確立 

(液肥の種類) 

方法 

水田埋立造成ほ場の「せとみ」16 年生およびシート

マルチ栽培「宮川早生」26 年生を供試して、次の試験

区を設定した。①くみあい液肥 1 号施用区、②味の素

社液体硫安施用区。潅水チューブは慣行型チューブを

用い、液肥の濃度は 150 ppm とし 1 日 1 回 10 分程度

施用した。試験区は 1 区 1 樹 4 反復とした。 

樹体に吸収される窒素動態を把握するために、2019

年 7 月 23 日から 2020 年 3 月 17 日まで計 6 回、1 樹あ

たり東西南北の無着果新梢を 1 本ずつ採取し、枝の中

庸な葉を 5 枚、合計 20 枚の葉を 1 サンプルとし、その

葉柄を分離、乳鉢で粉砕後に水抽出し、RQ フレックス

20 にて硝酸態窒素を測定した。 

「せとみ」は 2020 年 1 月 20 日に採収、果実品質は

1 月 20 日、収量は 1 月 24 日に調査した。「宮川早生」

は 2019 年 11 月 13 日に採収し果実品質は 11 月 11 日、

収量は 11 月 18 日に調査した。 

結果 

「せとみ」については、葉柄中の硝酸態窒素濃度は

各処理区で 8 月から 9 月に上昇する傾向があった。味

の素液体硫安は、くみあい液肥よりも高く推移する傾

向があったが、区間に有意な差は認められなかった。

m3 あたりの収量および果数は、区間に有意な差は認め

られなかった。果実品質は一果重、糖度、クエン酸含

量とも区間に有意な差は認められなかった。 

「宮川早生」については、葉柄中の硝酸態窒素濃度

は「せとみ」と比較して低く推移した。しかし、各処

理区で「せとみ」で確認された 8 月から 9 月に上昇す

る傾向については、味の素液体硫安では確認されたが、

くみあい液肥では確認されなかった。また、区間に有

意な差は認められなかった。m3 あたりの収量および果

数は、区間の有意な差は認められなかった。果実品質

は一果重、糖度、クエン酸含量とも区間に有意な差は

認められなかった。 

本試験は試験 2 年目のため、継続調査を実施する。 

(2) 通信型マルドリを活用するため、テレモニタリン

グ、テレマネジメント機能の実用化 

目的 

通信型マルドリ（IoT 対応型マルドリシステム）技

術を構築するため、モニタリングや遠隔操作の具体的

な手法を検討し、実用化を目指す。 

ア 試験 1：通信型マルドリシステムの構築 

方法 

2018 年度に柑きつ振興センター場内に設置した試

作機で得られた知見から、普及に移す実証機を産業技

術センター、民間企業と共同で開発した。 

結果 

試作機で設置した KEYENC 社製の流量センサは高

価なため、産業技術センター作成の流量計を使い、コ

スト削減を図った。この流量計には EC センサも付い

ており、流量と液肥濃度を測ることができ、プログラ

ミングにより液肥の供給量の把握も可能となった。液

肥タンクのレベルセンサは、フロート式のセンサによ

り、タンク内の液肥残量が一定量以下で通知する機能

に変更した。 

新たな機能として、KEYENC 社製圧力センサによる

システム内の適正圧力による液肥供給のモニタリング

と、定量ポンプによる液肥供給濃度の遠隔操作を追加

した。また、定量ポンプ、流量計、EC センサの組み

合わせにより、現行のマルドリシステムの設定の潅水

時間から潅水量の設定に改良した。 

実証機は 2019 年 10 月 17 に柑きつ振興センター場内

に設置し、その後農業大学校と現地実証圃である周防

大島町上田ヶ岡地区に設置した。 

イ 試験２：モニタリングのため調査方法の検討 

（EC センサと液肥濃度の関係把握） 

方法 

液肥の施用量を把握するためにシステムでは EC セ

ンサを用いる。窒素の濃度を味の素液体硫安 0 ppm、

75 ppm、150 ppm、300 ppm、くみあい液肥 0 ppm、

120 ppm、240 ppm、300 ppm に調整し、ハンナイン

スツルメンツ社製 EC メーターと産業技術センター作

EC センサを比較した。併せて、柑きつ振興センター

と上田ヶ丘の水源を使用して液肥も同様に測定した。 

結果 

EC センサの測定値と 2 種類の液肥濃度には高い正

の相関が認められた。しかし回帰式の傾きは水源ごと

に異なる傾向が認められた。 

イ 試験３：モニタリング方法の検討 

 （ドリップチューブの長さと圧力、流量の関係） 

方法 

液肥を供給する流量やシステム内の水圧は、ドリッ

プチューブの長さに大きく影響される。そこでメイン

ユニット内の圧力センサおよび流量計の計測値と、柑

きつ振興センター内の各園地に敷設したドリップチュ

ーブの長さとの関係を調査した。 

結果 
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チューブの長さと流量には高い正の相関があり、あ

る一定の長さまでは流量は増加し、それ以上は一定と

なった。反対に、チューブの長さと水圧には高い負の

相関があり、流量が増加する程、メインユニットの水

圧は減少した。これらの関係を活用することにより、

マルドリシステムの液肥の供給状況や、チューブの破

損等によるシステムの異常を把握することが可能と考

えられた。 

 

4) 農薬散布用ドローンを活用した効率的・省力的防

除技術体系の確立 

R1-R3 

柑きつ振興センター 

世良友香・中島勘太 

(1) 農薬散布用ドローンのカンキツ防除への適応化 

ア ドローンの防除特性の把握（ノズルの選抜） 

目的 

ドローンでカンキツ樹に薬散した場合における薬剤

付着量を確認し、効果的なノズルを選定する。 

方法 

「興津早生」29 年生を供試し、以下の試験区を設けた。 

①丸形ノズル区 

②一文字形ノズル区 

いずれの区も飛行速度 2 m／秒、吐出量 1,000 mL／分、

飛行高度 0.5～1 m、片道散布とした。 

2019 年 9 月 3 日に、樹冠上部、赤道部、下部および

内部の東西南北 4 方位にある葉表・葉裏に、感水試験

紙（Spraying systems co., Japan 製）を設置した。その

後、薬散ドローン「AGRAS MG-1」で、上記試験区の

とおりノズルをかえてマンゼブ水和剤（5 倍）を散布

した。直後に感水試験紙を回収し、薬剤の付着面積割

合を算出した。 

試験は 1 区 1 樹 3 反復で実施した。 

結果 

丸形ノズル区は、一文字形区より付着面積割合が大

きかった。一方、変動係数（バラつきの指標）は、一

文字形区が丸形区より小さかった。  

以上の結果から、薬液が樹冠に多く付着するのは、

丸形ノズル、薬剤付着の均一性が高いのは、一文字形

ノズルであると推察された。 

イ 飛行方法の検討 

(ｱ) 往復散布と片道散布の比較 

目的 

ドローンでカンキツ樹に薬散した場合における薬剤

付着量を確認し、効果的な飛行方法決定の資とする。 

〔試験 1〕感水試験紙による付着量の確認 

方法 

シートマルチ栽培の「宮川早生」26 年生を供試し、

以下の試験区を設けた。 

①往復散布区（樹上を 2 度飛行）：吐出量 740 mL／分 

②片道散布区（樹上を 1 度飛行）：吐出量 1,480 mL／分 

いずれの試験区も飛行高度 0.5～1 m、飛行速度は

2m／秒とし、1 樹あたりの薬剤投下量が同じになるよ

う、ノズルからの吐出量を設定した。 

2019 年 9 月 3 日に、樹冠上部、赤道部、下部および

内部の東西南北 4 方位にある葉表・葉裏に、感水試験

紙（Spraying systems co., Japan 製）を設置した。その

後、薬散ドローン「AGRAS MG-1」で、上記試験区の

とおりマンゼブ水和剤（5 倍）を散布した。散布直後に

感水試験紙を回収し、薬剤の付着面積割合を算出した。 

試験は 1 区 1 樹 3 反復で実施した。 

結果 

葉表における付着面積割合および変動係数（バラつ

きの指標）は、往復散布区で 6.2%、1.5 であった。一

方、片道散布区ではそれぞれ 6.6%、1.6 であった。両

区で付着面積割合と変動係数に大きな差はなかった。  

以上の結果から、1 樹あたり薬剤投下量が同じ場合、往

復散布と片道散布で薬剤付着量に大きな差はなかった。 

〔試験 2〕マンゼブ水和剤の散布によるカンキツ黒点

病防除効果の比較 

方法 

〔試験 1〕と同様の方法で、2019 年 6 月 5 日、7 月 2

日、7 月 24 日、9 月 3 日に、薬散ドローン「AGRAS 

MG-1」で、マンゼブ水和剤を散布した。 

果実における黒点病の発病は、11 月 6、7 日に、1

樹当たり樹冠上部と下部の東西南北 4 方位および樹冠

内部のそれぞれ 10～25 果を調査し、日本植物防疫協会

調査基準に基づき、発病果率と発病度を算出した。  

試験は 1 区 1 樹 3 反復で実施した。 

結果 

黒点病の発病果率と発病度はそれぞれ、往復散布区

で 71.7%と 14.5、片道散布区で 77.6%と 16.4 であった。

樹冠上部と樹全体において、片道散布区の発病果率が

有意に高かった。 

(ｲ) 往復散布と片道散布の比較 

目的 

ドローン防除における適切な飛行速度を検討する。 

〔試験 1〕感水試験紙による付着量の確認 

方法 

シートマルチ栽培の「南柑 20 号」15 年生を供試し、

以下の試験区を設けた。 

①速度 1 m／秒区：吐出量 740 mL／分 

②速度 2 m／秒区：吐出量 1,480 mL／分 

いずれの試験区も飛行高度 0.5～1 m、片道散布と

し、1 樹あたりの薬剤投下量が同じになるよう、ノズ

ルからの吐出量を設定した。 

2019 年 9 月 3 日に、樹冠上部、赤道部、下部および

内部の東西南北 4 方位にある葉表・葉裏に、感水試験

紙（Spraying systems co., Japan 製）を設置した。その

後、薬散ドローン「AGRAS MG-1」で、上記試験区の
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とおりマンゼブ水和剤（5 倍）を散布した。直後に感

水試験紙を回収し、薬剤の付着面積割合を算出した。  

試験は 1 区 1 樹 3 反復で実施した。 

結果 

葉表における付着面積割合および変動係数（バラつ

きの指標）は、2 m／秒区で 13.8%、1.2 であった。一

方、1 m／秒区では、それぞれ 11.0%、1.4 であった。 

以上の結果から、1 樹あたり薬剤投下量が同じ場合、

飛行速度は 1 m／秒より 2 m／秒が適する可能性が示

唆された。 

〔試験 2〕マンゼブ水和剤の散布によるカンキツ黒点

病防除効果の比較 

方法 

〔試験 1〕と同様の方法で、2019 年 6 月 5 日、7 月 2

日、7 月 24 日、9 月 3 日に、薬散ドローン「AGRAS 

MG-1」で、マンゼブ水和剤を散布した。 

果実における黒点病の発病は、11 月 22 日に、1 樹当

たり樹冠上部と下部のそれぞれ 40 果を調査し、日本植

物防疫協会調査基準に基づき、発病果率と発病度を算

出した。 

結果 

各試験区における全体の発病果率と発病度はそれぞ

れ、1 m／秒区で 78.8％、15.4、2 m／秒区で 55.4%、

9.1 で、2 m／秒区の発病果率が有意に低かった。また、

樹冠上部において発病果率の差が顕著であった。 

ウ ドローンの防除に適した園地条件の検討 

(ｱ) 縦開窓樹形と通常樹形の比較 

目的 

ドローン防除に適した樹形を検討する。 

方法 

「興津早生」29 年生を供試し、以下の試験区を設けた。 

①縦開窓樹形（主枝間に縦の空間を設ける樹形） 

②開心自然形（慣行） 

いずれの区も薬散時の飛行方法は、速度 2 m／秒、吐

出量 1,000 mL／分、飛行高度 0.5～1 m、往復散布と

した。 

2019 年 6 月 5 日、7 月 2 日、7 月 24 日、9 月 3 日に、

薬散ドローン「AGRAS MG-1」で、マンゼブ水和剤（5

倍）を散布した。 

果実における黒点病の発病は、11 月 7、8 日に、1

樹当たり樹冠上部と下部の東西南北 4 方位および樹冠

内部のそれぞれ 25 果を調査し、日本植物防疫協会調査

基準に基づき発病果率と発病度を算出した。 

試験は 1 区 1 樹 3 反復で実施した。 

結果 

樹全体の発病果率と発病度はそれぞれ、縦開窓樹形

区で 47.0%、10.1、開心自然形区で 54.3%、10.9 で、縦

開窓樹形において黒点病の発生が低い傾向であった。  

樹冠上部の発病果率は、両区間で差はなく、樹冠下

部および樹冠内部では縦開窓樹形が開心自然形よりも

有意に低かった。 

以上の結果から、縦開窓樹形は、樹冠下部や内部に

薬液が付着しやすく、ドローン防除に有効である可能

性が示唆された。 

(ｲ) 密植園と疎植園の比較 

目的 

ドローン防除に適した植栽間隔を調査する。 

〔試験 1〕感水試験紙による付着量の確認 

方法 

シートマルチ栽培の「宮川早生」26 年生を供試し、

以下の試験区を設けた。 

①密植区：平均樹間隔 0.5 m 

②疎植区：平均樹間隔 1.5 m 

いずれの試験区も薬散時の飛行方法は、速度 2 m／秒、

吐出量 720 mL／分、飛行高度 0.5～1 m、往復散布と

した。 

2019 年 9 月 3 日に、樹冠上部、赤道部、下部および

内部の東西南北 4 方位にある葉表・葉裏に、感水試験

紙（Spraying systems co., Japan 製）を設置した。その

後、薬散ドローン「AGRAS MG-1」で、上記試験区の

とおり薬剤を散布した。直後に感水試験紙を回収し、

薬剤の付着面積割合を算出した。 

試験は 1 区 1 樹 3 反復で実施した。 

結果 

疎植区は、密植区と比較して葉裏の付着面積割合が

やや大きく、変動係数も小さかった。 

以上の結果から、ドローン防除では、樹の混みあっ

た園地より、樹間の離れた園地において薬剤付着量が

多い傾向があった。 

〔試験 2〕マンゼブ水和剤の散布による防除効果の比較 

方法 

〔試験 1〕と同様の方法で、2019 年 6 月 5 日、7 月 2

日、7 月 24 日、9 月 3 日に、薬散ドローン「AGRAS 

MG-1」で、マンゼブ水和剤を散布した。 

果実の発病は、11 月 6、7 日に、1 樹当たり樹冠上部

と下部の東西南北 4 方位および樹冠内部のそれぞれ 10

～25 果を調査し、日本植物防疫協会調査基準に基づ

き、黒点病の発病果率と発病度を算出した。 

試験は 1 区 1 樹 3 反復で実施した。 

結果 

樹全体の発病果率および発病度はそれぞれ、密植区

で 71.7%、14.5、疎植区で 73.6%、15.2 であった。全体

の発病果率に有意な差は認められなかったが、部位に

よっては発病果率に差が認められた。 

以上の結果から、植栽間隔の違いによる発病の差は

認められなかった。 

エ ドローンの防除に適した薬剤の選抜 

(ｱ) カンキツ灰色かび病防除薬剤 

目的 

ドローン防除に適したカンキツ灰色かび病防除薬剤
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を選抜する。 

方法 

シートマルチ栽培の「宮川早生」9 年生を供試し、

以下の試験区を設けた。 

①薬剤 A ドローン散布区：ピラジフルミドフロアブル

40 倍、10 L／10a 

②薬剤 A 手散布区：ピラジフルミドフロアブル 2,000

倍、4 L／樹（500 L／10a） 

③薬剤 B ドローン散布区：テブコナゾール・トリフロ

キシストロビンフロアブル 30 倍、10 L／10a 

④薬剤 B 手散布区：テブコナゾール・トリフロキシス

トロビンフロアブル 1,500 倍、4 L／樹（500 L／樹） 

2019 年 5 月 14 日（落弁期）に、上記試験区のとお

り薬散した。なお、試験区①と③のドローン防除区は、

薬散ドローン「AGRAS MG-1」で、飛行速度 2 m／秒、

散布量 1,800 mL／分、樹上 0.5～1.0 m 上空を往復散

布した。試験区②と④手散布区は、動力噴霧機を用い、

所定量を散布した。 

花弁の発病は、5 月 21、22 日に、1 樹当たり樹冠上

部、赤道部、下部それぞれ 100 花（計 300 花）を調査

し、発病花弁率を算出した。また、果実の発病は、6

月 18～21 日に、各部位それぞれ 100 果（計 300 果）を

調査し、以下の日本植物防疫協会調査基準に基づき発

病果率と発病度を算出した。また、薬害は目視で調査

した。 

試験は 1 区 1 樹 3 反復で実施した。  

結果 

試験期間中の降雨は、花弁調査日までに 51.5 mm、

果実調査日までに 1550.0 mm で、平年より少なく、灰

色かび病は小発生であった。防除価は、薬剤 A 手散布

区で 97 と最も高く、薬剤 A ドローン防除区で 88、薬

剤 B 手散布区で 82、薬剤 B ドローン防除区は 53 であ

った。また、樹冠上部、赤道部、下部での発病果率、

発病度に差は認められなかった。いずれの試験区にお

いても、薬害は認められなかった。 

以上の結果から、薬剤 A のドローン散布は、慣行の

手散布と比較して効果はやや劣るものの、無処理と比

べて効果は認められたため、実用性はあると考えられ

た。なお、薬剤 B のドローン散布は、慣行の手散布と

比較して効果が劣り、無処理と比べても防除効果は低

かったことから、ドローン防除への実用性は低い可能

性がある。 

(ｲ) カンキツ黒点病防除薬剤 

目的 

ドローン散布用に既登録のマンゼブ水和剤に、パラ

フィン系展着剤を加用した場合における防除効果を確

認する。 

方法 

「興津早生」29 年生を供試し、以下の試験区を設けた。 

①マンゼブ水和剤ドローン防除区：マンゼブ水和剤 5

倍、4 L／10a 

②マンゼブ水和剤＋パラフィン系展着剤ドローン防除

区：マンゼブ水和剤 5 倍＋パラフィン系展着剤 20

倍、4 L／10a  

③マンゼブ水和剤手散布区（慣行）：マンゼブ水和剤

600 倍、500 L／10a  

④無処理区 

2019 年 6 月 5 日、7 月 2 日、7 月 24 日、9 月 3 日に、

上記試験区のとおり薬剤を散布した。なお、試験区①と

②のドローン防除区は、薬散ドローン「AGRAS MG-1」

で、速度 2 m／秒、吐出量 1,000 mL／分、樹上 0.5～1 m

をコの字形に往復散布とした。③手散布区は、動力噴

霧機で散布した。 

果実の発病は、11 月 7、8 日に、1 樹当たり樹冠上部

と下部の東西南北 4 方位および樹冠内部のそれぞれ 25

果を調査し、日本植物防疫協会調査基準に基づき黒点

病発病果率と発病度を算出した。また、薬害は目視で

調査した。 

試験は 1 区 1 樹 3 反復で実施した。 

結果 

防除価は、①マンゼブ水和剤ドローン防除区で 68、

②マンゼブ水和剤＋パラフィン系展着剤ドローン防除

区で 77、③マンゼブ水和剤手散布区で 74 であった。 

以上の結果から、マンゼブ水和剤のドローン防除は、

慣行の手散布と比較して効果はやや劣るものの、無処理

区と比較して防除効果は認められ、実用性はあると考え

られた。加えて、マンゼブ水和剤にパラフィン系展着剤

を加用すると慣行の手散布と比較して同等の高い防除効

果が得られたことから、パラフィン系展着剤の加用はド

ローン防除において有効であると考えられた。 

(ｳ) カンキツかいよう病防除薬剤 

目的 

ドローン防除に適したカンキツ灰色かび病防除薬剤

を選抜する。 

方法 

「南津海」高接更新 9 年生を供試し、以下の試験区

を設けた。 

①Z ボルドー（8 倍）、②Z ボルドー（20 倍）、③ク

プロシールド（15 倍）、④クプロシールド（40 倍）、

⑤IC ボルドー66D（3 倍）、⑥IC ボルドー66D（25 倍）、

⑦無処理 

2019 年 8 月 8 日に、背負式動力噴霧機で、上記試験

区のとおり、各種銅水和剤を葉一面に付着する程度に

散布した。 

8 月 29 日に、各試験区に発生した新葉 24～39 枚に

ついて、薬害の発生状況を調査した。 

結果 

Z ボルドーとクプロシールドの高濃度散布では、薬

害の発生が多かった。IC ボルドー66D では、薬害の発

生割合が低く、発生程度も小さかった。 
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以上の結果から、IC ボルドー66D の高濃度散布は、

薬害の発生割合が低く、程度も小さいことから、ドロ

ーンでの高濃度少量散布に利用できると考えられた。 

 

5) 総合的なミカンバエ防除へ向けた新規防除技術の

開発 

H27-R3 

柑きつ振興センター 

岡崎芳夫・世良友香・品川吉延 

(1) 補完防除方法の開発 

ア 樹冠散布による成虫防除法の開発 

(ｱ) ピリフルキナゾン顆粒水和剤処理によるミカ

ンバエの防除効果 

目的 

ピリフルキナゾン顆粒水和剤はミカンバエ成虫に農

薬登録され、室内試験では死虫率が低かったが、産卵

抑制効果が確認された。そこで、野外での処理におけ

る防除効果を確認する。 

方法 

2019 年 7 月 27 日にミカンバエ発生園（実証委託事

業 検疫措置の対照園 1）の「興津早生」に背負式動力

噴霧機でピリフルキナゾン顆粒水和剤 3,000 倍を散布

した。対照薬剤として、エチプロール・シラフルオフ

ェン水和剤 3,000 倍を散布した。併せて、無処理区を

設定し、1 区 1 樹 3 反復とした。この成虫防除処理樹

を 3 分割し、成虫防除のみ区、成虫防除+卵・幼虫防

除１回区（アセタミプリド SL 液剤 2,000 倍：8 月 17

日散布）、成虫防除＋卵・幼虫防除 2 回区（アセタミ

プリド SL 液剤 2,000 倍＋クロチアニジン水溶剤 2,000

倍：8 月 24 日散布）を設定した。10 月 4 日に果実を採

収し、10 月 10 日に切開してミカンバエ幼虫寄生の有

無を調査した。 

結果 

ミカンバエ成虫に登録のあるピリフルキナゾン顆粒

水和剤 3,000 倍のほ場での効果は、無処理に比べると

幼虫寄生率は少なかったが、対照薬剤のエチプロール

・シラフルオフェン水和剤 3,000 倍と比べて効果は劣

った。 

ピリフルキナゾン顆粒水和剤 3,000 倍に卵・幼虫防

除でアセタミプリド SL 液剤 2,000 倍散布では 8.7%の

寄生果が認められたが、さらにクロチアニジン水溶

剤 2,000 倍を散布した区では寄生果は認められなかっ

た。対照のエチプロール・シラフルオフェン水和剤

3,000 倍にアセタミプリド SL 液剤 2,000 倍を散布した

ところ、寄生果は認められなかった。 

以上の結果、成虫防除におけるピリフルキナゾン顆

粒水和剤 3,000 倍は無処理と比較して、防除効果は認

められるが、対照薬剤のエチプロール・シラフルオフ

ェン水和剤 3,000 倍と比較して、効果は劣ることから、

成虫防除はエチプロール・シラフルオフェン水和剤

3,000 倍を使用することが望ましい。ただし、エチプロ

ール・シラフルオフェン水和剤においても寄生果が認

められた。これは、ミカンバエ成虫は 7 月上旬から園

地に飛来していることに対し、薬剤散布が 7 月 27 日と

遅いため、すでに産卵されている可能性が高いことか

ら、成虫防除時期を早めることが必要である。 

イ ベイトスプレーによる成虫防除法の開発 

(ｱ) 野外におけるベイトスプレー処理の効果 

目的 

「ミバエ類」に登録のある「サンケイマラソン乳剤」

を野外でベイトスプレー処理し、効果を確認する。  

方法 

実証委託事業の対照園 1 において、1 m2 のテフロン

製布を 2 枚つないで縦 1 m 横 2 m の 2 m2 とし、林縁

部の枝に布の四隅を結び、その上に斃死虫が落ちて確

保できるよう盃状に張った。盃状に張った布の上の枝へ

サンケイマラソン乳剤 1,000 倍、プロテイン E20 200 倍、

ショ糖 0.5%の混用液を電動噴霧機で 1 か所当たり 2 L

程度散布し、散布後 3 日間、斃死虫を調査した。なお、

8 月 7 日はガロントラップ付近の林縁部にテトロン製

布を 3 か所に設置し、8 月 16 日には場所を変更して、

昨年、被害の多かった防風林で日当たりの悪い樹に接

した林縁部に 6 か所に設置した。 

結果 

8 月 7 日処理は 3 か所とも斃死虫は確保できなかっ

た。場所を変更した 8 月 16 日処理では、6 か所中 2 か

所で斃死虫が確保され、1 か所は雄 3 頭、雌 1 頭、も

う 1 か所は雄 1 頭の計 5 頭が確保された。 

以上の結果、ミカンバエ成虫の密度を下げるため、

ミバエに登録のあるサンケイマラソン乳剤の林縁部へ

のベイトスプレー処理は、2018 年に引き続き、斃死虫

が確保されたことから、ミカンバエ成虫の密度を下げ

る効果が示された。一方で、処理場所によっては、効

果が低い場所もあることから、園周囲全体に処理する

ことが密度抑制に有効と考えられる。 

ウ ミカンバエ被害果の混入を無視できる無発生生

産園地の実証 

(ｱ) 無発生生産用地の実証 

目的 

ミカンバエ発生地域において、ミカンバエを対象と

した検疫措置の実証園として、ミカンバエの活動しに

くい園地を設定する。実証園は成虫及び卵・若齢幼虫

防除を行い、耕種的防除としての園地周辺環境整備、

樹上選果を徹底することで、ミカンバエ発生地域にお

いても被害果の混入を無視できる無発生生産用地が可

能であることを実証する。 

方法 

①園地の選定 

ミカンバエ発生地域において、放任園や雑木林化し

た放任園と近接していない、日照条件が良い園地を検
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疫措置案の実証園として 5 園地設定した。この実証園

において、ミカンバエの活動しにくい園地は無防除で

も被害果が発生することは極めて少ないことを実証す

るため、各実証園地に無防除樹を 5～10 樹程度設定し、

ミカンバエ寄生の有無を確認した。対照園 1 は平成 30

年度と同じ園地とし、対照園 2 は 2018 年度に被害の多

かった園地を新たに設定した。 

②薬剤防除 

実証園の薬剤防除として、各実証園地において、7

月 25 日から 7 月 30 日にエチプロール・シラフルオフ

ェン水和剤 3,000 倍を散布した。さらに、卵・若齢幼虫

防除では 8 月 17 日から 25 日にアセタミプリド SL 液剤

2,000 倍を散布した。 

③樹上選果による被害果除去 

実証園の樹上調査は、品種に応じて、9 月 26 日から

11 月 9 日に園地当たり累計 30,000 果を目安に実施し

た。調査方法は、目視で早期着色した果実を手で軽く

持ち上げて、落果の有無を調査した。このとき、落果

した果実と著しく着色が進んだ果実は切開して幼虫の

有無を確認した。対照園の樹上調査は 9 月 30 日に対照

園１の「上野早生」において、早期着色果および落果

した果実 200 果を切開し、幼虫の有無を確認した。な

お、対照園 2 は伐採されたため、幼虫寄生の有無は確

認できなかった。 

④選果時におけるミカンバエ確認 

実証園は品種に応じて 10 月 2 日から 12 月 14 日に、

園地当たり 700～1,300 果を切開調査した。さらに、各

実証園地に設定した無防除樹は収穫したすべての果実

を切開調査した。 

結果 

検疫措置として、①放任園および雑木林化した放任

園に近接していない日当たりの良い園地の選定とし、

これに、②成虫防除と卵・若齢幼虫防除、③樹上選果

を組み合わせた結果、2017、2018 年度に引き続き、実

証 5 園地ともミカンバエは確認されなかった。さらに、

2018 年度に続き、実証園に設定した無防除樹すべて、

ミカンバエの寄生は確認されなかった。以上の結果、

ミカンバエ発生地域でも、放任園や雑木林化した放任

園と近接していない、日照条件の良いミカンバエの発

生しにくい園地に、成虫と卵・幼虫の防除と樹上選果

時に被害果を選別する複数の措置の組み合わた検疫措

置で、発生地域内でも被害果混入を 0 とすることが可

能と考えられた。 

(ｲ) ガロントラップ設置によるミカンバエ成虫発

生状況の確認 

目的 

検疫措置として、ガロントラップ設置によるミカン

バエ成虫発生状況を確認する。 

方法 

実証園、対照園とも、2019 年 7 月 1 日から 11 月 29

日まで、プロテイン 20E の 10 倍液 500 mL を入れたガロ

ントラップを設置した。この時、シトロネラ油 25 mL を

脱脂綿に染み込ませてアルミホイルで包み、それをガ

ロントラップの蓋の内側に吊した。調査は 1 週間程度

の間隔とし、11 月 29 日まで実施した。なお、プロテ

イン 20E は調査毎に、シトロネラ油は 1 か月で交換し

た。 

結果 

実証園に設置したガロントラップは、いずれの園と

もミカンバエ成虫の誘殺は認められなかった。対照園

１は 7 月 9 日から 9 月 20 日まで、対照園 2 は 7 月 17

日から 9 月 5 日まで継続して誘殺されたことから、実

証試験地域はミカンバエ発生地域であることが確認さ

れた。対照園 1、2 とも、誘殺数は雄に比べて雌が多く、

8 月 7 日調査が最も多かった。 

(ｳ) 無発生生産用地の実証における樹上選果の精度 

目的 

ミカンバエ発生地域において、ミカンバエを対象と

した検疫措置として、ミカンバエの活動しにくい園地

の設定、成虫及び卵・若齢幼虫防除、そして、耕種的

防除として樹上選果を項目として実証している。この、

検疫措置のうち、樹上選果において、早期着色果や落

果を寄生果として判断し除去することとしているが、

その精度を確認する。 

方法 

樹上選果の精度を確認するために、2019 年 10 月 4 日

に対照園 1 の「興津早生」を供試して、30～70 歳の生

産者 5 名がそれぞれ樹ごとに正常果、ミカンバエ幼虫

寄生果を判断・選別して採収した。10 月 9 日に正常果、

寄生果に選別した果実を切開し、正解率を調査した。 

結果 

本試験に用いた 5 樹すべての果実への寄生果率の平

均は 40.4%と多発生であった。採収した果実を切開し

た結果、ミカンバエ正常果と判断した果実の正解率は

80.0～91.8%、平均正解率は 86.9%であった。一方、ミカ

ンバエ寄生果と判断した果実の正解率は 84.6～98.0%、

平均正解率は 90.9%であり、樹上選果では高い精度で

寄生果を除去できるが、完全には除去することは困難

である。 

以上の結果から、樹上選果では完全に寄生果を除去

できないため、ミカンバエの発生しにくい園地の選定

と薬剤防除が基本であり、これに、樹上選果の措置を

組み合わせることで、発生地域内においても、被害果

を 0 にできることは可能と考えられた。 

 

6) β-クリプトキサンチンの供給源となる国産カンキ

ツの周年供給技術体系の実証 

H28-H30 

柑きつ振興センター 

西岡真理・岡崎芳夫・中島勘太・世良友香 
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(1) 「せとみ」における長期貯蔵技術 

目的 

山口県育成の晩生カンキツ「せとみ」は、3 月中旬

～4 月上旬に出荷しているが、これまでに開発された

「せとみ」の長期貯蔵技術を導入して国産カンキツ端

境期である 5 月から 8 月までの出荷期間延長を目指し

ている。産地では、試験販売として、選果場で選果し

た果実を用いて貯蔵したところ、貯蔵中に果皮障害が

多発した。その原因として、集荷後の選果場での選果

機で果実が受ける衝撃が考えられたため、2017 年に選

果場における衝撃の実態調査を行った。その結果、高

さ 10 ㎝～20 ㎝の位置から落下させた際の衝撃と同程

度の衝撃を少なくとも 6 回は受けていることが分かっ

たため、衝撃を受ける時期と程度の違いが長期貯蔵中

の果皮障害に及ぼす影響を明らかにする。 

方法 

選果場の選果工程で受ける衝撃を想定し、高さ 15 cm

の位置から果実を複数回落下させる衝撃処理を行っ

た。供試した「せとみ」は、2019 年 1 月 21 日に採収

し、減量歩合 3%の予措を行った果実とした。衝撃の

処理時期は 2019 年 2 月 6 日（常温貯蔵 0 日）、3 月 6

日（常温貯蔵 1 か月後）および 4 月 3 日（常温貯蔵 2

か月後）の 3 時期とした。そして、衝撃処理後に、微細

孔フィルムで個包装し、容量 31.3 L（486 mm×329 mm×

202 mm）のコンテナに入れ、恒温恒湿庫（8℃、90%）

で低温貯蔵した。そして、衝撃処理後 1 か月毎に果皮

障害を調査した。 

果汁内容は、採収時（1 月 21 日）と貯蔵後（6 月 7

日および 8 月 7 日の 2 回）に調査した。減量歩合は、

低温貯蔵あるいは常温貯蔵開始後 1 か月毎に調査し

た。なお、試験は、1 区 30 果 3 反復で行った。 

結果 

収穫・予措後すぐに衝撃処理を行い、フィルム個包

装した常温貯蔵 0 日区では、衝撃の有無に関わらず、

調査期間中の 8 月までこはん症はほぼ認められなかっ

た。常温貯蔵 1 か月区では、こはん症の発生は認めら

れたものの、衝撃処理の有無および常温貯蔵 0 日区と

も有意な差は認められなかった。常温貯蔵 2 か月区で

は、15 cm×6 回区が、低温貯蔵 1 か月後からこはん症

発生果率が有意に高く、8 月には 22.5%と最も高かっ

た。果汁内容は、6 月時点で糖度の差は認められなか

ったが、8 月時点では常温貯蔵 0 日区が常温貯蔵 2 か

月区と比べて糖度が低い傾向であった。減量歩合は、

フィルム個包装による低温貯蔵中は、全ての区におい

て月あたり 0.3%程度で減量が進んだ。裸果での常温貯

蔵における減量歩合は 4～5%程度であった。 

以上の結果から、選果場での果実への衝撃は、低温

貯蔵を開始するまでの常温貯蔵期間が長い果実ほど、

選果場での衝撃で、選果後の低温貯蔵中の果皮障害は

多くなると示唆された。また、常温貯蔵期間が長いほ

ど、減量歩合は進み、果皮の老化が進むと考えられる。

したがって、8 月までの長期貯蔵におけるこはん症軽

減には、収穫後早期に、集荷・選果してフィルム個包

装し、低温貯蔵を開始することが有効である。また、

衝撃回数が少ないほど貯蔵中の果皮障害が軽減される

ため、選果場での衝撃を緩衝させる方法も今後検討す

る必要がある。 

 

7) 農作物生育診断予測（カンキツ生態調査） 

H2- 

柑きつ振興センター 

世良友香 

目的 

早生温州から中晩柑の主要品種について、毎年生育

状況を調査することにより、気象と生育の関係を把握

し、県のカンキツ栽培の指導の基礎資料とする。 

方法 

「宮川早生」、「南柑 4 号」、「青島温州」、「宮

内伊予柑」および「せとみ」の 5 品種について、開花

期、生理落果等の生育調査を実施した。また、「南津

海」を加えた 6 品種について肥大調査と果実分析を収

穫まで実施した。 

結果 

発芽期は、「宮内伊予柑」では 9 日早く、それ以外

の 4 品種では平年より 1～3 日程度早かった。開花盛期

は、平年より 1～5 日早かった。生理落果は、着果量の

多い「宮内伊予柑」と「宮川早生」では平年に比べて

多く、「南柑 4 号」、「青島温州」、「せとみ」では

平年並みで推移した。 

果実肥大について、7～8 月にかけて平年より多雨で

あったため、初期肥大は良好であった。9 月～11 月は

少雨であったため肥大は抑制され、ウンシュウミカン

は平年並からやや小さい傾向となった。「せとみ」に

おいても同様の傾向を示したが、着果量がやや少なか

ったことから、最終的な果実径は平年よりやや大きか

った。着果量の多い「南津海」では、小玉傾向で推移

した。糖度については、「宮川早生」と「南柑 4 号」

では平年並み～やや低く、「青島温州」、「宮内伊予

柑」、「せとみ」では平年並み～やや高い傾向であっ

た。クエン酸含量は、ウンシュウミカンでは平年より

低い傾向であった。一方、「宮内伊予柑」、「せとみ」

では、平年並み～やや高かった。「南津海」は、着果

量が多かったため、高糖高酸であった。 

 

8) カンキツウイルス無毒化運営・原母樹管理 

R1 

柑きつ振興センター 

世良友香・西岡真理 

結果 

「せとみ」1,800 g、「南津海シードレス」100 g の
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穂木を配布した。 

 

9) 柑きつ優良品種系統の育成選抜 

S51- 

柑きつ振興センター 

中島勘太・西岡真理・大久保吉和 

 (1) 中生温州ミカン系統適応性試験 

目的 

県内から新系統を収集・導入し、本県の栽培条件に

適した中生系統を選抜する。 

方法 

①供試系統：山本系、廣岡系 

対照：青島温州 

②高接年次・試験区 

2015 年に普通温州を中間台として大津式一挙更新

法で更新した。1 系統 1 枝（主枝または亜主枝）、2

反復とした。土壌管理・施肥法は慣行（県基準）に従

った。収穫は 2019 年 12 月 5 日に行った。 

結果 

糖度は「青島温州」が 10.1 に対して、「山本系」は

10.5、「廣岡系」は 11.0 とやや高い傾向にあったが、

減酸は「青島温州」が最も早かった。2 系統とも着色

程度は「青島温州」と同程度で、浮皮は「青島温州」

と比較して多い傾向にあった。 

(2) 中晩生カンキツ類系統適応性試験 

目的 

国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構

果樹茶業研究部門（以下、「果樹茶業研究部門」）の

育成系統をはじめ、主要な中晩生柑きつの新品種系統

を収集・導入して、本県での適応性を検討する。 

方法 

果樹茶業研究部門が育成した第 12 回育成系統適応

性検定系統の樹体特性、果実特性を調査した。 

・興津 68 号（はれひめ×中間母本農 6 号） 

・口之津 53 号（津之望×せとか） 

・口之津 54 号（口之津 36 号×中間母本農 6 号） 

・口之津 55 号（愛媛果試 28 号×西南のひかり） 

結果 

本県における系統適応性を評価した。なお、結果に

ついては、令和 2 年度果樹系統適応性検定試験成績検

討会において各関係機関と協議の予定である。 

 

10) 新規殺菌剤・殺虫剤実用化試験（常緑果樹） 

S44- 

柑きつ振興センター 

目的 

新規殺菌剤・殺虫剤の効果を調査し、適用性および

使用法確立の資とする。 

方法 

一般社団法人日本植物防疫協会の平成 31 年度新農

薬実用化試験計画書の試験方法に準じて行った。 

結果 

殺菌剤は、カンキツかいよう病に対する MO-1 液剤

の効果確認、カンキツ灰色かび病に対する NC-241 フ

ロアブルおよびチオノックフロアブルの効果確認、カ

ンキツ黒点病に対するセルカディス Dフロアブルの効

果確認、カンキツ小黒点病に対するナリア WDG の効

果確認、カンキツ炭疽病（さび果）に対するファンタ

ジスタ顆粒水和剤の効果確認、キウイフルーツ灰色か

び病に対するファンタジスタ顆粒水和剤の効果確認に

ついて受託試験を実施した。一般社団法人日本植物防

疫協会の実施する試験成績検討会において、適正な試

験結果と評価された。 

殺虫剤は、カイガラムシ類、アザミウマ類、ゴマダ

ラカミキリ、ミカンバエ、ハダニ類に対する効果確認

について、受託試験を実施した。一般社団法人日本植

物防疫協会の実施する試験成績検討会において、適正

な試験結果と評価された。 

 

11) カンキツにおける日焼け軽減効果の検討 

R1 

柑きつ振興センター 

西岡真理 

目的・方法 

民間企業の依頼により、「日南 1 号」を供試して、

カルシウム剤の樹冠散布が日焼け果の発生に及ぼす影

響を調査した。 

 

12) カンキツにおける着色促進、果実品質向上効果に

及ぼす影響 

R1 

柑きつ振興センター 

中島勘太 

目的・方法 

民間企業の依頼により、次の調査を実施した。 

①「宮川早生」を供試して、カルシウム＋リン酸剤

の樹冠散布による着色促進および浮皮軽減効果を調査

した。②「はるみ」を供試して、カルシウム＋リン酸

剤の樹冠散布による果皮障害軽減および果実品質向上

効果を調査した。 

 

５ 花き振興センター研究室 

1) 新たな需要を開拓するオリジナルユリ育成と増殖

産地拡大に対応する増殖方法の確立 

H28-R2 

花き振興センター 

尾関仁志・福光優子・石光照彦 

(1) 新品種の育成 

ア 有望系統の選抜 

(ｱ) 種間雑種の育成 
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目的 

やまぐちオリジナルユリ「プチシリーズ」について、

無花粉性等新規性が高く、球根増殖特性に優れる新品

種を育成するため、市販品種や県育成系統の中から無

花粉系及び極小輪系を中心に交雑し、同特性を有する

雑種を育成する。 

方法 

交配親として、アジアティックハイブリッド（八重

咲品種、葯退化品種）、山口県育成品種・育成系統

（LI05745（葯退化）、LI11921（葯退化）、LI13912

（葯退化）、LI13951（花糸弁化）、LI13965（花糸弁

化））等を用いた。交雑は花柱切断法により行った。

交雑により子房が肥大したものについて、交雑 40 日後

に胚珠を摘出し、胚珠培養はショ糖 8%、寒天 0.9%、

pH6.3 の MS 培地で培養し、発芽個体はショ糖 3%、寒

天 0.8%、pH5.8 の LS 培地に移植した。 

結果 

54 組合せ、228 花の交雑を行った結果、2020 年 3 月

3 日までに得られた雑種個体は、36 交雑組合せで 1,443

個体である。 

(ｲ) 育成個体の１次選抜 

目的 

やまぐちオリジナルユリ「プチシリーズ」について、

無花粉性等新規性が高く、球根増殖特性に優れる新品

種を育成するため、花色や花径、花粉の有無等を調査

し、これまでの品種にない優れた形質を有する個体を

1 次選抜する。 

方法 

試験場所は花き振興センターフッ素フィルムハウス

とした。 

供試材料は、2015 年度および 2016 年度の交雑によ

って得られた種間雑種個体を用いた。 

交雑によって得られた種間雑種は、LS 培地内で培養

した後順化し、施設内で球根を養成した。栽植密度を

2 株／15×15 cm とし、N-P2O5-K2O の各成分 0.5 kg／a

を 2 回施用し、無加温、換気温度 25℃で管理した。 

選抜指標として、花径（花の大きさ）、これまでに

ない花色、花形や無花粉、八重、草姿のバランスが良

い等の項目より総合評価を○、△、×の 3 段階で評価

し、△以上を１次選抜個体とした。 

結果 

2019 年度に 1 次選抜した個体は 57 個体で、そのう

ち○の高評価の個体は 21 個体である。 

また、1 次選抜個体のうち、開葯しないまたは花粉

がない個体は 44 個体である。 

イ 有望系統の特性把握 

(ｱ) 2 次選抜系統の増殖特性 

目的 

やまぐちオリジナルユリ「プチシリーズ」について、

無花粉性等新規性が高く、球根増殖特性に優れる新品

種を育成するため、2 次選抜系統のうち特に有望な系

統の露地ほ場における増殖特性を調査する。 

方法 

花き振興センター露地ほ場において、球周 6 cm 未満

の小球根を母球とした増殖特性を調査した。2019 年 3

月 28 日に 1 区あたり 450 g／2.4 m2 を定植し、2019 年

8 月 5 日に掘り上げ調査を行った。 

供試系統は、LI08912、LI10912、LI11921 の 3 系統

で、掘り上げ調査時に、大きさ別収穫球数、収穫球重

を調査した。 

結果 

収穫球重の増殖倍率は、LI08912 で 4.3 倍、LI10912

で 6.2 倍、LI11921 で 4.2 倍であった。また、切り花栽

培用に利用可能な球周 8-10 cm 以上の球根は、1 区あ

たり LI08912 で 98.0 球、LI10912 で 103.5 球、LI11921

で 65.0 球となった。切り花栽培用球根は 10ａあたり

に換算すると LI08912 で約 41,000 球、LI10912 で約

43,000 球、LI11921 で約 27,000 球となった。定植時期が

遅く、肥大期間が短かったため、収穫球数はやや少なく

なった。 

ウ 品種育成期間および産地化期間の短縮 

(ｱ) 無菌操作が不要な培養方法の検討 

目的 

有望系統を急速に増殖する手法として、クリーンベ

ンチなど特別な設備を必要としない簡易な培養方法を

確立するため、抗菌剤を入れた培地等を用いて、コンタ

ミ等の汚染が低く抑えられる培養方法を検討する。今年

度は抗菌剤を添加した培地での初代培養を検討する。 

方法 

抗菌剤を添加した MS 培地を用い、オートクレイブ

で滅菌処理およびクリーンベンチ内での無菌操作をせ

ずにりん片子球を表面殺菌したのち、りん片子球から

小りん片を剥皮して培地に置床後 23℃の実験室内で

2019 年 11 月 11 日から 11 月 29 日まで培養し、カビ類

等の汚染率を調査した。 

培地には、MS 培地に次亜塩素酸カルシウムを添加し

た簡易培養用市販培地（ヴィトロプランツ社・eVIP 培

地）を用い、供試系統には LI15911、LI15945、LI15965、

LI15958 を用いた。 

結果 

供試した 4 系統すべてについて、使用した培地では

カビ類等の発生を抑えることができず、供試した外植

体のうち 81.2%が汚染した。外部から培養に取り込む

初代培養では、抗菌剤を添加した市販培地による有菌

下培養は汚染率が非常に高く、困難であった。 

(2) 球根を安定生産するための母球生産技術の確立 

ア 効率的な小球根生産技術の開発 

(ｱ) 育苗トレイでの培養土の検討 

目的 

育苗トレイ（200 穴セルトレイ）を活用した小球根
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生産技術について、培養土が小球根生産に及ぼす影響

を検討する。 

方法 

試験場所は花き振興センター内研究 2 号温室（ガラ

ス室）とした。 

供試品種は「プチロゼ」、りん片有り・無し子球（球

径 6～10 mm）を用いた。十分に低温処理した球根を

剥皮したりん片をバーミキュライトで包埋し、2018 年

5 月 10 日から 23℃、8 月 1 日から 15℃、10 月 4 日か

ら 5℃で処理し、12 月 27 日にセルトレイ 200 穴に定植

した。培養土は、バーミキュライト、BM2、さしめち

ゃん、タキイたねまき培土、与作 V-1 号、システムソ

イル 101 号、ニッテンハードソイル、ピートモス（pH

調整）、水稲粒状培土、パーライト、ピートモス（pH

無調整）の 11 種とした。灌水方法は底面吸水とし、

2019 年 3 月 11 日から 5 月 8 日まで 2 週間間隔で 5 回

球根肥大調査を行った。 

結果 

地下部重量、球径の大きさ、増殖倍率から判断し、

セルトレイで小球生産するための培養土としては与作

V-1 号、タキイたねまき培土、ニッテンハードソイル

が適し、パーライト、システムソイル、さしめちゃん

が適さなかった。 

りん片ありおよび無しでは、ありの肥大率が優れた。 

(ｲ) 培養土の物理性と化学性 

目的 

育苗トレイ（200 穴セルトレイ）を活用した小球根

生産技術について、培養土の物理性および化学性が小

球根生産に及ぼす影響を検討する。 

方法 

(2)-ア-(ｱ)同様 

結果 

育苗トレイで小球根生産するための培養土に適した

与作 V-1 号、タキイたねまき培土、ニッテンハードソ

イルは、化学性は使用前の pH が 6.0 前後で、EC0.6～

1.7 とアンモニア態や硝酸態の無機窒素を多く含み、

使用後の pH は 6.5 前後で硝酸態窒素が残っていた。物

理性は液相が 47～61%と高く、水持ちがよいため、小

球根生産に適した。 

(ｳ) 品種、りん片の有無、育苗日数の検討 

目的 

育苗トレイ（200 穴セルトレイ）を活用した小球根

生産技術について、品種、子球に付着するりん片の有

無、育苗日数が生育に及ぼす影響を検討する。 

方法 

試験場所は花き振興センター内研究 2 号温室（ガラ

ス室）とした。 

供試品種は「プチソレイユ」、「プチセレネ」、「プ

チブラン」、「プチアンジェ」の 4 品種、りん片有り

・無し子球を用いた。十分に低温処理した球根を剥皮

し、バーミキュライトで包埋し、2018 年 5 月 10 日か

ら 23℃、8 月 1 日から 15℃、10 月 4 日から 5℃で処理

し、12 月 27 日にセルトレイ 200 穴に定植した。調査

は 2019 年 3 月 6 日（育苗 68 日）から 4 月 26 日（120

日）まで 1 週間間隔で 8 回実施した。 

結果 

地下部重量と球径の大きさから判断し、りん片が付

着している方が子球肥大に優れるため小球生産に適し

ており、その傾向は「プチソレイユ」で顕著であった。

育苗日数はどの品種においても、100 日前後で草丈と

地上部重量が最大となり、地下部重量と球径は 110 日

前後で最大となった。 

(ｴ) 低温処理期間と育苗温度の検討 

目的 

育苗トレイ（200 穴セルトレイ）を活用した小球根

生産技術について、低温処理期間と育苗温度がりん片

無し子球の生育に及ぼす影響を検討する。 

方法 

試験場所は花き振興センター内生物実験室内インキ

ュベーター恒温室および研究 2 号温室（ガラス室）と

した。 

供試品種は「プチロゼ」、りん片無し子球（球径 6

～10 mm）を用いた。十分に低温処理した球根を剥皮

したりん片をバーミキュライトで包埋し、2018 年 5 月

10 日から 23℃、8 月 1 日から 15℃、10 月 4 日から 12

月 20 日までの 77 日間および 2019 年 2 月 1 日までの

120 日間 5℃で低温処理したのち、10℃、15℃、20℃、

25℃ 12 時間照明で育苗し、それぞれ 2019 年 3 月 15

日および 5 月 15 日に調査した。 

結果 

子球の発芽率は低温処理期間が長い 120 日が良かっ

た。発芽は、育苗温度が高いほど早くなったが、発芽

率は 10℃が 35.9%と最も高く、温度が高くなるにつれ

て低下した。地下部重量、球径の大きさ、増殖倍率は

20℃が最も良かった。 

(ｵ) パッキング方法と子球肥大の検討 

目的 

ユリの球根増殖において、りん片子球の肥大を促進

させるパッキング（温度・ショ糖処理）方法について

検討する。 

方法 

試験場所は花き振興センター内生物実験室内インキ

ュベーター恒温室とした。 

供試品種は「プチソレイユ」で掘り上げ後すぐの球根

から剥皮したりん片を用い、バーミキュライト 100 mL

に蒸留水、ショ糖 3%水、ショ糖 5%水を給液量 100 mL、

50 mL、10 mL でパッキング処理し、子球形成温度 15℃

及び 22℃で行った。子球形成期間を 8 週間及び 24 週

間で調査した。 

結果 
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パッキング資材へのショ糖添加による子球肥大への優

位な差は見られなかった。また、給液量は 100 mL およ

び 50 mL で子球肥大が安定していた。子球形成温度は 8

週間後では 22℃が優れるが、24 週間後は 15℃が優れた。 

(ｶ) りん片子球への温度処理と根出葉および抽苔

の検討 

目的 

育苗トレイ（128 穴セルトレイ）を活用した小球根

生産技術について、りん片子球への温度処理が根出葉

および抽苔に及ぼす影響を検討する。 

方法 

試験場所は花き振興センター内生物実験室内インキ

ュベーター恒温室および研究 2 号温室（ガラス室）と

した。 

供試品種は「プチロゼ」とし、バーミキュライトで

包埋し 22℃・8 週間で子球形成したりん片を用い、り

ん片子球の大きさ別に 3 段階に分け、温度処理を 15℃

・4 週間+5℃・8 週間、10℃・4 週間+5℃・8 週間、5℃

・12 週間の 3 段階で処理し、根出葉および抽苔につい

て調査した。 

結果 

発芽はりん片子球の大きさによる差はなく、低温期

間が長いもので発芽率が高くなったが、抽苔はりん片

子球の大きさに比例し、5 mm 以上では約 80%となっ

たが、2 mm 以下では 0%となった。 

(ｷ) 灌水方法の検討 

目的 

育苗トレイ（128 穴セルトレイ）を活用した小球根

生産技術について、省力的な灌水方法を検討する。  

方法 

試験場所は花き振興センター内研究 2 号温室（ガラ

ス室）および研修 3 号温室（シックスライト）とした。 

供試品種は「プチセレネ」とし、128 穴セルトレイ

に培養土は与作 V-1 を用いてりん片を定植し、灌水チ

ューブでの上部灌水および底面吸水で灌水を行い、生

育を調査した。 

結果 

灌水チューブでは自動灌水で 1 日あたり 3 分を 2 回

で生育に影響はなかったが、上部灌水は一部葉枯れが

発生した。底面吸水は、栽培時期により毎日および 2

～3 日に 1 回給水する必要があるが、生育に影響はな

かった。どちらの灌水においても、増殖倍率に差はな

かった。 

(ｸ) コンテナ生産における品種および定植時球重

の検討 

目的 

ユリ輸送用コンテナ（60 cm×40 cm×22 cm）に育苗

トレイで生産した小球根を定植し、品種および定植時

球重が、球根肥大に及ぼす影響を検討する。 

方法 

試験場所は花き振興センター内研究 2 号温室（ガラ

ス室）とした。 

供試品種は 5 品種とし「プチソレイユ」、「プチセ

レネ」、「プチブラン」、「プチアンジェ」、「プチ

ロゼ」のりん片有り・無し子球を用いた。2019 年 7 月

23 日にユリ輸送用コンテナに配合用土 14 L を入れ定

植し、12 月 20 日に球根を収穫した。 

結果 

地上部重量と葉数は、「プチソレイユ」りん片有り

が最も多くなった。3 g 以上の球根数はいずれの品種

もりん片有りが多くなった。球根の総重量と 1 球重量

は、いずれの品種もりん片有りが重く、品種で比較す

ると「プチソレイユ」が最も重く、1 球重量は 4.7 g で

あった。増殖倍率は、球数は「プチアンジェ」りん片

有りが 1.0 倍、総重量は「プチセレネ」りん片有りが 1.

3 倍で最も高かった。 

 

2) オリジナルユリの原原種・原種増殖 

H19- 

花き振興センター 

尾関仁志・福光優子・林孝晴 

(1) 原原種の増殖 

目的 

本県が育成したオリジナルユリの原原種を生産する。 

方法 

2018 年度に増殖した原原種球を母球として花き振興

センター温室で球根を増殖した。生育期間中には、異

品種および病害虫罹病株の抜き取り廃棄を行った。球

根は 2019 年 6 月から 2020 年 3 月に収穫し、洗浄・選

別・消毒して低温処理を行った。 

結果 

原原種として「プチソレイユ」4,507 球、「プチフィ

ーユ」521 球、「プチエトワール」733 球、「プチシュ

ミネ」2,806 球、「プチフレーズ」542 球、「プチブラ

ン」4,004 球、「プチルナ」811 球、「プチロゼ」6,510

球、「プチセレネ」2,630 球、「プチリアン」2,192 球、

「プチアンジェ」4,051 球、「サンフレア」3,966 球、

「プリンセスマリッジ」700 球、計 13 品種 33,973 球を

生産した。 

収穫した球根は、一部を抜き取り調査により、RT-PCR

法でウイルス検定を行い、ウイルス病に罹病していな

いことを確認した。 

(2) 原種の増殖 

目的 

本県が育成したオリジナルユリの原種を生産する。 

方法 

2017 年度に増殖した原原種球を母球として花き振興

センター温室および農林総合技術センター本部温室で

球根を増殖した。生育期間中には、異品種および病害

虫罹病株の抜き取り廃棄を行った。球根は 2018 年 6 月
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から 2019 年 3 月に収穫し、洗浄・選別・消毒して低温

処理を行った。 

結果 

原種として「プチソレイユ」11,239 球、「プチフィ

ーユ」1,357 球、「プチエトワール」1,353 球、「プチ

シュミネ」2,981 球、「プチフレーズ」993 球、「プチ

ブラン」2,819 球、「プチルナ」4,689 球、「プチロゼ」

10,735 球、「プチセレネ」4,398 球、「プチリアン」4,079

球、「プチアンジェ」5,830 球、「サンフレア」3,704

球、計 12 品種 54,177 球を生産した。 

 

3) 生産コストを 2 割削減する輸出用花き栽培技術の

開発(輸出のための球根類ネット栽培体系の確立

・普及) 

H29-R1 

花き振興センター 

尾関仁志・林孝晴・福光優子 

(1) ウイルス罹病株の枯殺方法 

目的 

球根栽培の省力化に向けてチューリップで先行的に

開発されているネット栽培体系について、ユリ球根増

殖におけるネット栽培の適応性を検討する。本試験で

はウイルス罹病株および異品種の枯殺処理方法を検討

する。 

方法 

花き振興センター研修4号において、「プチアンジ

ェ」の球根を9 cmポリポットに定植し、開花株に対し

て2019年7月24日に枯殺処理を行った。枯殺剤にはチュ

ーリップで球根の枯殺効果が確認されているタッチダ

ウンIQとプリグロックスLの混合液（49：1）を用いた。 

試験区は、枯殺剤の処理方法3水準と処理株の生育ス

テージ3水準を組み合わせ、計9処理区設定した。処理

方法は、筆で葉面塗布、枯殺剤を染み込ませた脱脂綿

の葉腋への静置、シリンジによる茎下側への注入とし、

いずれも1 mL／株の処理となるよう実施した。処理株

の生育ステージは、開花始め、開花盛期、開花10日後

（頂花終了）とした。1区6株・3反復供試し、球根の生

育に及ぼす影響を調査した。調査項目は、地上部の枯

死状況、残存球数、球周、球重とし、2019年9月4日に

調査した。 

結果 

地上部の枯死はシリンジ注入区による株が最も早く、

処理後1週間ですべての株の地上部が枯死した。処理2

週間後に葉面塗布および脱脂綿静置区ですべての株の

地上部が枯死した。生育ステージの違いによる差はみ

られなかった。 

残球率は、無処理区が100%と最も高く、処理区内で

は、シリンジ注入・開花始め区で88.9%と高く、葉面塗

布・開花盛期区および脱脂綿静置・開花盛期区で11.1%

と最も低くなった。生育ステージにかかわらず、シリ

ンジ注入区の残球率は高くなった。 

球周は、無処理区で9.1 cmと最も長くなり、処理区

内では、葉面塗布区・開花盛期で8.8 cmと長く、葉面

塗布・開花始め区で5.3 cmと最も短くなった。処理方

法にかかわらず、開花始め区の球周は短くなった。  

球重は、無処理区で10.6 gと最も重くなり、処理区内

では、葉面塗布・開花盛期区で9.5 gと重く、葉面塗布

・開花始め区で3.3 gと最も軽くなった。 

今回の処理方法では1～3割の残球が見られたため、

枯殺方法について、さらなる検討が必要である。 

(2) ネットへの根の絡み軽減方法の検討 

目的 

ユリ球根増殖ネット栽培での機械収穫を可能とする

ため、ネットにユリの根が絡むことを軽減する栽培方

法を検討する。 

方法 

花き振興センター露地ほ場において、母球をネット

に挟んで土中に定植し、肥大した球根をネットととも

に収穫するネット栽培を行った。供試材料には「プチ

ソレイユ」と「プチアンジェ」の球周6 cm未満の小球

根を用い、2019年2月15日に定植し、2019年7月30日に

掘り上げ調査を行った。1区あたり450 g／2.4 m2を3反

復で実施した。 

試験区は、ネットを設置しない栽培方法を慣行法と

し、母球の上下ともにネットを設置して5 cm覆土する  

定植方法と同定植方法で発芽後に再び5 cm覆土して  

10 cmに厚くする方法、下側のネットと母球の間に5 cm

覆土してネットで挟んで土中に定植する方法、上側ネ

ットを防風ネットに変更する方法の計5区を設けた。 

調査項目は、大きさ別収穫球数、収穫時にゆすって

もネットから外れない球根数、収穫球重を調査した。 

結果 

ネットを設置するすべての処理区において、ユリの

生育および収量に慣行法との差は見られなかった。収

穫球重は、「プチソレイユ」の小球根において、慣行

栽培で6.0倍、通常のネット栽培で5.0倍、覆土10 cmネ

ット栽培で5.7倍、下ネット土入りネット栽培で6.4倍、

防風ネット栽培で5.3倍となり、顕著な差は見られなか

った。「プチアンジェ」でも同様に、慣行栽培で5.4倍、

通常のネット栽培で5.5倍、覆土10 cmネット栽培で4.8

倍、下ネット土入りネット栽培で6.6倍、防風ネット栽

培で6.1倍となった。 

収穫球数におけるゆすってもネットから外れない球

根の割合は、下ネットと母球の間に土を入れてからネ

ットで挟む定植方法で低く、「プチソレイユ」で3.4%、

「プチアンジェ」で4.7%となった。その他のネットを

使用する定植方法では、2品種とも15～30%となった。

ユリ球根栽培おいては、下ネットに土を入れる方法で

栽培することにより、機械での収穫作業が容易になる

と考えられた。 
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(3) 市販品種のネット栽培適応性確認 

目的 

球根栽培の省力化に向けたネット栽培体系について、

市販品種でのネット栽培の適応性と地上部の枯れ上が

り後の収穫作業性を確認する。 

方法 

花き振興センター露地ほ場において、やまぐちオリ

ジナルユリよりも大きな球根を母球に利用する市販品

種のネット栽培適応性を確認した。供試材料にはアジ

アティックハイブリッド「インディアンサマーセット」

と「エロディ」、LAハイブリッド「パビア」と「ナボ

ナ」の球周8～10 cmの小球根を用い、2019年3月28日に

定植し、2019年9月9日に掘り上げ調査を行った。1区あ

たり100球／1.6 m2を2～3反復で実施した。また、バレ

イショの枯凋剤シアノットを用いて地上部を枯死させ

て収穫時に球根がネットに絡むことを軽減する効果を

調査した。 

調査項目は、大きさ別収穫球数、収穫時にゆすって

もネットから外れない球数、収穫球重を調査した。  

結果 

供試したすべての品種において、ユリの生育および

収量にネットの有無による影響は見られなかった。枯

凋剤を用いないときの収穫球数におけるゆすってもネ

ットから外れない球根の割合は、「インディアンサマ

ーセット」で27.1%、「エロディ」で19.5%、「パビア」

で62.6%、「ナボナ」で14.9%となった。特に「パビア」

では球根の上下に多くの太い根が伸張したため、ネッ

トに絡む球根が増加した。地上部の枯死によるネット

に絡む球数への影響は、生育後半に葉枯病が発生した

ため、判然としなかった。 

(4) ネット栽培の省力効果の検証 

目的 

ネット栽培体系について、ユリ球根増殖での定植作

業および収穫作業時間を調査し、省力効果を検証する。 

方法 

花き振興センター露地ほ場において、慣行栽培法と

ネット栽培との定植作業と収穫作業に要する時間を調

査した。 

ネット栽培の定植作業はネットを手で展張して小球

根を散播したのち、歩行型管理機で覆土をする方法で

行った。収穫作業は、トラクターにマルチ巻き取り用

アタッチメントを装着し、上ネットを巻き取ると同時

に表土を剥ぎ、下ネットを巻き取るときに球根を回収

する方法で収穫した。慣行栽培法では、小球根の散播

後に歩行型管理機で覆土し、ポテトディガーで球根を

収穫した。 

結果 

ネット栽培の定植作業は、ネット設置の作業工程が

増えるため、慣行栽培に比べて作業時間は146%と増加

した。また、ネットの展張等があり、作業者は2名以上

必要であった。 

一方、ネット栽培の収穫作業は、球根が土中に埋ま

ることがないため、作業時間は大幅に減少し、50%と

半減した。慣行栽培では、土中から球根を掘り出す作

業に時間を要するため、ネット栽培よりも多くなった。

さらに、ネット栽培では次年度の母球に再利用可能な

小球根まで容易に収穫でき、掘り残しがほとんどなか

った。 

定植と収穫の合計作業時間は、ネット栽培では慣行

栽培の68%となり、大幅な作業時間の短縮が可能とな

った。10aあたりの作業時間に換算すると慣行栽培では

約121時間であるのに対し、ネット栽培では約82時間に

短縮される。 

 

4) 暖地リンドウにおける長期継続出荷を可能とする

耐暑性品種シリーズの育成と均一栽培および促成

栽培技術の確立 

H28-R2 

花き振興センター 

岡田知子・川野祐輔・石光照彦 

(1) 新品種育成 

ア 中間母本育成（交配） 

目的 

盆・彼岸を含む長期連続出荷が可能なリンドウの耐

暑性品種シリーズを育成するため、形質の固定した育

成系統を中心に交配し、雑種を作出する。 

方法 

花き振興センター内ガラスハウスにて 5 号から 10

号ポット栽培及び露地土耕栽培した交配母本を用い、

主に開花期が①6 月から 8 月の白色（エゾ系、ササ系）、

②8 月の白青複色（エゾ系）、③9 月の青色（エゾ系統）、

④9 月から 10 月の赤紫色および青紫色（ササ系統）の

株を交配した。 

ポット栽培における培養土の配合割合は、赤玉土：

バーク堆肥（樹皮）：もみ殻燻炭= 5：14：1、露地土

耕栽培は、畝幅 170 cm、株間 15 cm、条間 45 cm、2

条植えとし、各栽培ともに年間施肥量を N-P2O5-K2O

各成分 15 kg／10a とした。交配は各系統の開花期であ

る 2019 年 5 月から 11 月に実施した。結実した莢は、

交配から 3 週間以降に採種した。 

結果 

延べ 696（他殖 685、自殖 11）組合せの交配を行い、

527（他殖 521、自殖 6）組合せで雑種を得た。 

以上のうち、延べ 516 組合せ（他殖 510、自殖 6）を

2020 年 2 月から 3 月にかけて播種し、3 粒播きで発芽

率 90%以上の 252 組合せ（他殖 251、自殖 1）を選抜

した。 

また、育種素材であるムラサキセンブリについて、

延べ 49 組合せ（他殖 46、自殖 3）の交配を行い、全て

の組合せで雑種を得た。 
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以上のうち、延べ 47 組合せ（他殖 45、自殖 2）の種

子を 2020 年 2 月から 3 月にかけて播種し、3 粒播きで

発芽率 90%以上の 43 組合せ（他殖 42、自殖 1）を選

抜した。 

イ 中間母本育成（選抜） 

目的 

盆・彼岸を含む長期連続出荷が可能なリンドウの耐

暑性品種シリーズを育成するため、耐暑性を有する系

統を選抜した後、形質が優良な系統を選抜する。 

方法 

①1 次選抜（1 年生株、耐暑性選抜） 

2017 年度から 2018 年度に交雑し、2019 年 2 月に播

種した育成系統 1 年生株に対し、2019 年 8 月 2 日から

9 月 2 日までの 31 日間、花き振興センター内パイプハ

ウスにて夜間を 30℃に加温して、2019 年 2 月時点で欠

株率 10%以下の系統を選抜した。 

栽培方法は、3 号ポット（培養土配合割合は、赤玉

土：バーク堆肥（樹皮）：もみ殻燻炭＝5：14：1、年

間施肥量を N-P2O5-K2O 各成分 7.5 kg／10a とした。 

②1 次選抜（1 年生株、優良個体選抜） 

花き振興センター内露地土耕栽培ほ場にて、2017 年

度から 2018 年度に交雑した育成系統 1 年生株につい

て、草丈 60 cm 以上、花段数 3 段以上、花器形質およ

び草姿のバランスの優れたもの（下位節から頂花節ま

での開花期間を含む）を○、△、×の 3 段階で総合評

価し、△以上を選抜個体とした。 

栽培方法は上記（1）-アと、施肥量は上記（1）-イ-

(ｱ)と同様とした。 

③2 次選抜（形質固定度評価） 

花き振興センター内露地土耕栽培ほ場にて、育成系

統の自殖後代を供試した。栽培方法は、上記（1）-ア

と同様とした。1 系統 6 株以上を評価対象とし、生育

調査（開花開始期、草丈、茎数、着花節数、欠株率）

ならびに形質達観調査（開花状況、草型、草丈、花部、

葉部の形質揃いの固定度を評価）を実施した。 

結果 

①1 次選抜（1 年生株、耐暑性選抜） 

延べ 179 組合せ 1217 株を供試し、2020 年 2 月末時

点で延べ 98 組合せ 218 株の欠株が発生した。欠株の発

生した組合せ毎の欠株率は 1 組合せを除いて 10%以上

となり、延べ 97 組合せは選抜基準を満たさなかった。 

6 株以上供試した組合せのうち、2020 年 2 月時点で

欠株の発生しなかった延べ 50 組合せ 328 株を選抜し、

次年度に 2 年生株を形質評価することとした。 

併せて花器形質が優良な延べ 86組合せ 149株を選抜

し、次年度に 2 年生株を形質評価することとした。 

②1 次選抜（1 年生株、優良個体選抜） 

1 年生株の草丈は 60 cm 以下であり、花段数 3 段以上

確保することが困難であったため、花器形質で評価し、

66 個体を選抜し、次年度に形質評価することとした。 

③2 次選抜（形質固定度評価） 

2 年生株 744 株のうち、自殖後代 8 系統 15 交配組合

せ 47 株について評価した。1 系統 6 株以上供試した 4

系統のうち、固定度が中程度以上と評価した 2 系統 2

組合せ（系統 P：15-6085 自殖、系統 12S11：15-5081

自殖）を選抜した。 

ウ 中間母本育成（純系育成） 

目的 

盆・彼岸を含む長期連続出荷が可能なリンドウの耐

暑性品種シリーズを育成するため、未受精胚珠培養技

術を本県育成系統に適用し純系を育成する。 

方法 

供試材料の採取場所は花き振興センター内とし、2018

年度までの育成系統を供試した。開花直前の未受精胚

珠を採取し、培養系へ取り込み後、1/2NLN-10 固形培

地にて 25℃、16 時間日長で培養した。胚様体形成以降

は 1/2MS-3 固形培地にて 15℃、16 時間日長で培養し

た。再生植物体は、フローサイトメトリー法により倍

数性を確認した。 

結果 

2017 年度に育成系統 23 株の未受精胚珠から得た再

生植物体 111 個体のうち、半数体 51 個体（育成系統

15 株由来）を順化してコルヒチン処理を実施した。 

2019 年 7 月から 11 月に育成系統 34 株の未受精胚珠

137 子房個体から得た再生植物体 43 個体のうち 10 個

体を順化してコルヒチン処理を実施した。2020 年 3 月

時点で株養成中であり、倍数性の再確認、形質確認及

び交配は今後実施する。 

エ 組み合わせ能力検定 

目的 

盆・彼岸を含む長期連続出荷が可能なリンドウの耐

暑性品種シリーズを育成するため、形質の固定した育

成系統を用いた交配により雑種を育成する。 

方法 

花き振興センター内ガラスハウスにて 5 号ポット栽

培及び露地土耕栽培している 2018年度までの 2次選抜

系統を交配母本に用いた。ポット栽培及び露地土耕栽

培の方法は（1）-アと同様とした。 

交雑組合せ調査は、各系統の開花期である 5 月から

11 月に交配した。交配後、結実した莢を採種し、3 粒

播きで組合せ別成苗率が 90%以上となる組合せを選抜

した。 

形質調査は、2017 年度の交雑により得られた成苗率

90%以上の 3 組合せ（2 年生株）を 1 系統 6 株以上供

試し、開花期に生育調査（花部形質、開花時期、形質

固定度、草丈、着花節数、茎立数）を実施した。 

結果 

2019 年 2 月に播種した育成系統 1 年生株のうち、発

芽率 90%以上で形質が優良な組合せを「19S01」と命

名した。 
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2 次選抜系統「17S01」は 3 組合せのうち 1 組合せ、

「19S01」は 11 組合せのうち 10 組合せが成苗率 90%

以上となった。 

形質調査に供試した 3 組合せの均一性はいずれも並

であったが、供試株数が 2 株であり基準に満たないた

め参考値とした。 

オ 育成系統の特性把握 

(ｱ) 生産力検定 

目的 

盆・彼岸を含む長期連続出荷が可能なリンドウの耐

暑性品種シリーズとして育成した「西京の白露」につ

いて、切り花栽培適応性を確認するため、生産力検定

を行う。 

方法 

試験場所は、花き振興センター露地ほ場とし、耕種

概要は（1）-アと同様とした。 

「西京の白露」1 年生株から 3 年生株及び対照品種

「マイファンタジー1」3 年生株を用い、1 区 22 株から

296 株 1 反復にて開花期特性調査（病害抵抗性）を実

施した。 

結果 

切り花品質は「マイファンタジー1」と比べて、草丈

・花壇数ともに優れていた。欠株は「マイファンタジ

ー1」と比べて少なく、葉枯病の発生程度も軽微であっ

たことから、切り花栽培適応性を有すると判断した。 

(ｲ) 現地栽培特性 

目的 

盆・彼岸を含む長期連続出荷が可能なリンドウの耐

暑性品種シリーズとして育成した中生及び中晩生の 1

品種 2 系統について追跡調査を行う。また、2 系統に

ついて現地で切り花栽培を行い、現地栽培適応性を確

認する。 

方法 

栽培方法は現地露地慣行とした。 

①「西京の白露」追跡調査 

試験場所は、柳井市新庄（花き振興センター）、周

南市須々万、周南市鹿野、周南市大潮、長門市油谷、

岩国市錦、下関市菊川の 7 地点とし、供試品種に「西

京の白露」1 年生株から 3 年生株を用い、1 区 30 株か

ら 998 株 1 反復にて栽培特性調査を実施した。 

②16S02、16S03 追跡調査 

試験場所は、周南市須々万、周南市鹿野、周南市大

潮の 3 地点とし、供試系統に 16S02 及び 16S03 の 3 年

生株を用い、1 区 15 株から 20 株 1 反復にて追跡調査

（花器形質、欠株率）を実施した。 

③17S01、17S02 栽培特性調査 

試験場所は、柳井市新庄（花き振興センター）、周南

市須々万の 2 地点とし、供試系統に 17S01 及び 17S02 の

2 年生株を用い、1 区 8 株から 50 株 1 反復にて開花期

特性調査（草丈、立茎数、花器形質、欠株率）を実施

した。 

結果 

①「西京の白露」追跡調査 

すべての現地試験ほ場で、草丈・花段数とも出荷基

準を満たし、切り花品質は優れた。「西京の白露」は、

低標高地において欠株と花の着色不良が見られたが、

出荷には支障がない程度であった。 

②16S02、16S03 追跡調査 

16S02 は、花器形質が斉一で優れるとともに生育は

旺盛で、現地栽培適応性が高かった。 

16S03 は、現地栽培適応性があるが、16S02 よりも

欠株率が高く、花色の固定が不十分であるため、今後

も選抜・形質の固定を継続する。 

③17S01、17S02 栽培特性調査 

17S01 は、成苗率及び欠株率が選抜基準に及ばなか

った。17S02 は、成苗率が選抜基準に及ばす、花色の

固定が不十分であった。 

(2) 安定栽培技術の確立 

ア 均一栽培技術の確立 

(ｱ) 現地試験実証調査 

目的 

コンテナ等を利用した栽培管理方法を確立し、栽培

技術に左右されない均一な品質のリンドウ生産の実現

を図る。 

方法 

2018 年 5 月に、周南市大向に現地実証ほを設置し、

「西京の初夏」、「西京の夏空」を用いて、①コンテ

ナ栽培区（ユリの球根輸送コンテナ）、②シートベン

チ栽培区（直管パイプと防草シートで組んだ栽培槽）

の 2 処理区で試験を行った。各処理区 12 株 3 反復で収

穫調査を行った。 

結果 

各品種ともシートベンチ区、コンテナ区ともに、草

丈および花段数の切り花品質は良好であった。また、

株当たり切り花本数も多く、特にコンテナ栽培区が良

好であった。 

欠株は、コンテナ区において 6%程度、シートベン

チ区において 10%程度発生した。原因は定植直後の高

温乾燥が考えられ、定植後の水管理と遮光の必要性が

再確認された。 

イ 促成栽培技術の確立 

(ｱ) 加温温度の差による生育差の解明 

a 「西京の初夏」 

目的 

全国で最早期に出荷可能な「西京の初夏」において、

さらなる早期出荷を可能にするための促成栽培技術の

確立を図る。 

方法 

2016 年 5 月定植の「西京の初夏」を用いたコンテナ

栽培において、①10℃加温ハウス区、②5℃加温ハウス
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区、③無加温ハウス区、④露地対照区の 4 処理区で試

験を行った。 

全ての試験区のコンテナを露地で管理し、10 月から

の外気温 5℃以下の積算時間が 400 時間経過した 2019

年 1 月 10 日に、各条件のパイプハウスに移動した。各

処理区 6 株 3 反復で収穫調査を行った。 

結果 

①区、②区、③区、④区の順に開花した。④の対照

区と比較して、①区は 30 日、②区は 26 日、③区は 18

日早く開花した。草丈は②区と③区が有意に高く、①

区は同程度であった。切り花本数は①区で少なく、②

区と③区は差が見られなかった。 

以上のことから、「西京の初夏」の促成栽培におい

て、野外での低温感応後に加温処理を実施することで、

開花期を早めることができ、露地栽培と同等以上の切

り花品質が得られる。 

b 「西京の涼風」 

目的 

山口県が育成したオリジナル品種「西京の涼風」に

おいて、安定した早期出荷を可能にするための促成栽

培技術の確立を図る。 

方法 

2018 年 5 月定植の「西京の涼風」を用いたコンテナ

栽培において、①10℃加温ハウス区、②無加温ハウス

区、③露地対照区の 3 処理区で試験を行った。全ての

試験区のコンテナを露地で管理し、10 月からの外気温

5℃以下の積算時間が 500 時間経過した 2019 年 1 月 19

日に、各条件のパイプハウスに移動した。各処理区 6

株 3 反復で収穫調査を行った。 

結果 

①区、②区、③区の順に開花し、③の対照区と比較

して、①区は 20 日早く開花し、②区は③区と同時期で

あった。草丈では①区は③区より低く約 90 cm となり、

②区は③区と同程度であった。切り花本数はすべての区

で差が見られなかった。 

以上のことから、「西京の涼風」の促成栽培におい

て、野外での低温感応後に加温処理を実施することで、

開花期を早めることができ、露地栽培と同等の切り花

品質が得られる。 

 

5) オリジナルリンドウの原原種・原種増殖 

H23- 

花き振興センター 

川野祐輔・吉村剛志 

目的 

本県が育成したオリジナルリンドウの原種を生産する。 

方法 

花き振興センター環境制御室内および露地ほ場にお

いて栽培した「西京の初夏」、「西京の涼風」、「西京

の夏空」および「西京の白露」の親株を用いて、2019 年

6 月から同年 12 月にかけて交配、採種を行った。 

結果 

原種として「西京の初夏」の種子を 15,840 mg（24.0

万粒）、「西京の涼風」の種子を 10,722 mg（16.2 万

粒）、「西京の夏空」の種子を 8,643 mg（10.5 万粒）、

「西京の白露」の種子を 3,140 mg（3.2 万粒）を生産

した。 

 

6) ICTを活用した山口県オリジナル品種の出荷予測技

術の開発（ユリ、リンドウの開花予測技術の開発） 

(1) ユリ出荷予測技術の開発 

H31-R3 

花き振興センター 

福光優子・林孝晴・尾関仁志 

ア 栽培環境が生育予測に及ぼす影響 

(ｱ) 各生育ステージへ到達する積算温度の解明及

び球根特性が生育予測に及ぼす影響 

目的 

品種毎の各生育ステージへ到達する積算温度を解明

する。 

方法 

試験場所は花き振興センター研究 5 号、研究 12 号、

とした。供試品種は「プチソレイユ」、「プチロゼ」、

「プチブラン」の 3 品種とし、10 月上旬から由来の同

じ冷蔵球根および冷凍球根を植え付け、気温・地温・

画像データおよび生育データを収集した。 

結果 

品種および定植時期により、同一品種において冷蔵

球根の生育と冷凍球根が、逆転するため、積算気温の

みではなく、貯蔵方法と定植時期による影響を出荷予

測に反映する必要がある。 

(ｲ) 地域性および栽培管理が生育予測に及ぼす影響 

目的 

県内各地域での各品種、栽培環境別の各生育ステー 

ジに到達する積算温度の情報を収集する。 

方法 

試験場所は、県西部（下関市 3 か所）、県中部（長

門市 1 か所）、県東部（下松市 1 か所）の 5 地点、5

生産者圃場とした。品種及び栽培時期は生産者作型と

し、生産者栽培方法で生産を行った。定植時期は、2019

年 7 月から 2020 年１月までとした。 

結果 

各圃場での気温・地温・画像データ・出荷実績（切

り花規格、出荷時期、本数）を収集し、生育日数にお

ける積算温度および気象メッシュデータとの相関性等

をデータ解析した。 

(2) リンドウ出荷予測技術の開発 

H31-R3 

花き振興センター 

川野祐輔・岡田知子・石光照彦 

ア 栽培環境が生育予測に及ぼす影響 

(ｱ) 品種別積算温度の把握 

目的 
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オリジナルリンドウの開花に関る生態を解明し、開

花予測に必要なデータを収集する。 

方法 

オリジナルリンドウ 4 品種「西京の初夏」、「西京

の涼風」、「西京の夏空」、「西京の白露」を供試し

た。試験ほ場は、周南市大潮、美祢市本郷、岩国市本

郷、柳井市花き振興センターの 4 か所とし、栽培ほ場

に固定カメラを設置し、生育ステージの推移と気温を

調査した。 

結果 

積算温度と到花日数の関係をグラフ化し、近似直線

から開花予測式を算出した。 

今後は、気象予測データと合わせて開花予測を行い、

開花予測式の精度を向上する。 

 

7) 有望花きの品種特性と栽培特性の解明 

(1) カーネーション品種比較試験 

H18-R1 

花き振興センター 

林孝晴・河村佳枝 

目的 

カーネーションのスタンダード系品種およびスプレ

ー系品種の養液土耕栽培における生育特性を調査し、

本県に適した有望品種の選定に資する。 

方法 

試験場所は花き振興センター内研究 4 号温室（フッ

素系フィルム）とした。供試品種はスタンダード系 42

品種、スプレー系 37 品種とし、2019 年 6 月 24 日～25

日、隔離ベッド 4 床に 6 条間隔で定植した（1 品種 15

株、栽植密度を 33.3 株／m2）。株は 2019 年 7 月 13 日

～14 日に摘芯、8 月 13 日に整枝した 4 本のうち 1 本を

摘芯する修正摘芯を実施した。肥培管理は点滴灌水同

時施肥法（養液土耕栽培）とし、全窒素 60 kg／10a を

施肥した。冬期は最低温度 11℃で管理した。2020 年 5

月 15 日まで調査を実施した。 

結果 

品種ごとの切り花長、下垂度、株あたり採花本数か

ら、本県への適応性が高いスタンダード系品種として、

「エクリプス」、「アスペン」、「14ST045」、「14ST388」

の 4 品種が有望であると評価した。 

また、品種ごとの切り花長、下垂度、有効花蕾数、

株あたり採花本数から、本県への適応性が高いスプレ

ー系品種として、「G-541」、「ドレス」、「ゼフィ

ール」の 3 品種が有望であると評価した。 

(2) 小ギクの品種特性試験 

R1 

花き振興センター 

石光照彦・林孝晴 

目的 

小ギクの電照盆出し作型においては、品種によって

は上位葉の小型化および花房形状（スプレーフォーメ

ーション）のボリューム不足が発生する。 

そこで、再電照が花芽の抑制と切り花の花房形状変

化に及ぼす影響を調査する。 

方法 

試験場所は花き振興センター内研修 5 号温室（フッ

素系フィルム）とした。供試品種は花色が赤色の「精

ちぐさ」、「精はんな」、「舞人」、「あやか」、「ま

おみ」、黄色の「精はなば」、「小鈴」、「精かりや

す」、「精こまき」、「精はぎの」、「こなつ」、「カ

スミ」、「翁丸」、白色の「精しらあや」、「精かざ

ね」、「精しずえ」、「精もろはく」、「流星」の 18

品種とした（1 品種 40 株）。2019 年 4 月 10 日、育苗

用土（さし芽ちゃん）を充填した育苗容器（200 穴セ

ルトレイ）に挿し穂し、遮光率 60%のミスト育苗温室

で 19 日間育苗した。2019 年 4 月 29 日、畝幅 75 cm、

通路幅 50 cm、条間 15 cm、株間 15 cm、4 条（5 条の

中 1 条抜き）で定植した（「まおみ」のみ 5 月 3 日）。

2019 年 5 月 7 日に摘芯、2019 年 5 月 25 日に 1 株当た

り 3 本に整枝した。挿し芽時から 22 時～3 時の深夜 5

時間、電球型蛍光灯で電照し、6 月 6 日に消灯した。

再電照区は 5 月 30 日に消灯し、6 月 4 日～11 日に電照

した。肥培管理は点滴灌水同時施肥法（養液土耕栽培）

とした。 

結果 

切り花長は、「カスミ」の再電照無が 149.6 cm で最

も長く、「精ちぐさ」の再電照無が 87.9 cm で最も短

くなった。「あやか」と「カスミ」以外の品種は、再

電照することで切り花長は長くなった。 

平均開花日は、再電照無で比較すると「精しらあや」

が 7 月 23 日で最も早く、「翁丸」が 8 月 21 日で最も

遅く、13 品種が 8 月上旬に開花し、盆前出荷が可能で

あった。平均開花日は再電照することで遅くなり、抑

制度合いは品種間差があり、「精こまき」では 12 日の

差が見られた。 

切り花重は、「翁丸」の再電照無が 88.7 g で最も重

く、「精しらあや」の再電照無が 39.0 g で最も軽くな

った。大多数の品種は再電照することで切り花重が増

加した。 

側枝数は、「精ちぐさ」の再電照無が 16.3 本で最も

多く、「小鈴」の再電照無が 3.9 本で最も少なくなっ

た。大多数の品種は再電照することで側枝数が減少し

た。 

頂花の花首長への再電照の影響は品種間で異なる

が、品種によっては頂花が柳芽になった。 

第 4 側枝長は大多数の品種が再電照することで長く

なり、花房形状が凹形となった。 

花蕾数は、「精かりやす」以外の品種で再電照する

ことで増加した。 

以上の結果、再電照により切り花長や切り花重、花
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蕾数の増加が見られ、側枝が伸長することで花房形状

が大型化し、切り花がボリュームアップした。 

(3) シクラメンの品種特性調査 

R1 

花き振興センター 

河村佳枝・末田慎一・吉村剛志 

目的 

県内の育種家が保有する 4 倍体固定種のシクラメン

は、バラや柑橘類のような香りを持っており、希少性

が高く有望である。しかし、交配の精度が低いため形

質がばらついている。 

そこで有望な形質をもつ個体を固定化するため 2016

年度に選抜・グルーピングした系統について、更に選

抜を進め、系統特性を調査した。 

方法 

試験場所は花き振興センターのガラス温室とした。

2016 年度に採種した 5 系統を、2018 年 12 月 21 日に播

種、2019 年 4 月 18 日に 3 寸鉢上げ、7 月 11 日に 5 寸

鉢に定植した。肥培管理は週 1 回の溶脱水分析を行い、

慣行栽培に準じた肥料設計とした。また、灌水は定植

までは上部灌水、定植後は底面給水で管理した。 

株高・株幅・開花輪数・蕾数、開花期、固定率を調

査した。 

結果 

供試した 5 系統のうち、香りが良く、株高・株幅の

評価が優れており、開花期が比較的早い「白」、「ビ

クトリア（縁あり）」、「濃ピンク（縁あり）」の 3

系統を選抜した。 

(4) パンジー・ビオラの有望品種特性 

R1 

花き振興センター 

河村佳枝・末田慎一・吉村剛志 

目的 

パンジー・ビオラは、近年、消費者の嗜好性が多様

化しており、希少性のある品種の人気が高い。本試験

では、県内生産者が山口セレクションパンジーとして

ブランド化するために、希少品種の栽培特性を把握し、

本県の栽培条件に適した品種を選定する。 

方法 

試験場所は、花き振興センターハウスとした。供試

品種は有望品種 13 品種とし、1 品種 10 株 3 反復の試

験規模とした。播種を 2019 年 7 月 31 日、鉢上げを 3.5

寸ポットに 2019 年 9 月 12 日に行った。摘心・矮化剤

処理は実施しなかった。調査項目は生育調査及び嗜好

聞取り調査とした。 

結果 

「ブルーオーシャンミニ」、「ネオンラビット」が、

比較的発芽率も良く、草姿もコンパクトに仕上がり有

望と評価した。 

(5) ロックウール栽培におけるバラの品種特性 

H18- 

花き振興センター 

福光優子 

目的 

バラは、毎年多くの新品種が育成・販売されており、

生産者は新品種の特性等の情報収集に苦慮しており、

品種比較試験の要望が強い。 

そこで、バラの種苗メーカー各社から提供されたス

タンダードタイプ 33品種およびスプレータイプ 5品種

のロックウール栽培、栽培 2 年目株における品種特性

明らかにし、生産者が品種選定する際の参考となる資

料とする。 

方法 

試験場所は花き振興センターガラス温室とした。栽

培様式をロックウール栽培、整枝方法は切り上げ方式

とし、株間 15 cm、条間 35 cm の 2 条植えで、2018 年

6 月に定植した栽培 2 年目の株について、収穫本数、

切り花長、切り花重を調査した。養液管理は、ハイス

ピリット液肥を使用し、夏期は 1.0 mS／cm、他の時期

は 1.5 mS／cm に設定した。温度管理は、昼温 25℃、

冬季温度 15℃を目標にした。 

結果 

栽培 2年目株のスタンダードタイプ 33品種およびス

プレータイプ 5 品種のメーカー特性および栽培特性を

一覧表にまとめた。 
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１ 企画情報室 

1) 国研修への研究員派遣 

目的 

農林総合技術センターの研究業務に携わる職員の

資質向上を図る。 

対象者 

農林水産関係若手研究者研修 1 名 

 

2) 研究倫理研修会（主催・講師：企画情報室） 

目的 

研究倫理に対する研究員の理解向上を図り、適切

な研究活動を促進するため、研修会を開催する。 

対象者 

センター職員（所長及び関係部長、室長、研究職

員）、その他当センターの研究に参加する職員等で

受講を希望する者 

研修内容 

ア 研究倫理及び本県における不正行為への対応

について 

イ 農林総合技術センターでの不正防止及び研究

記録の取り組みについて 

受講状況 

・2019 年 6 月 10 日（月） 

山口市（農林総合技術センター） 15 名 

・2019 年 6 月 28 日（金） 

山口市（農林総合技術センター）  8 名 

 

3) 研究員基礎研修（統計基礎） 

目的 

試験研究を進める上で必要な統計処理の基本的な

知識等について学ぶとともに、各種統計手法につい

て理解を深める。 

対象者 

センター職員（研究職従事が概ね 10 年目以下の若

手～中堅研究員）、その他受講を希望する者 

研修内容 

ア 試験研究の進め方（実験計画法等） 

イ 統計分析の基礎知識（統計分析の方法・理論） 

ウ 各種統計手法の概説 

（重回帰解析、多変量の解析） 

受講状況 

第 1 回：2019 年 11 月 21 日（木） 25 名 

2019 年 12 月 19 日（木） 31 名 

2020 年 2 月 20 日（木）  30 名 

山口市（農林総合技術センター） 

 

２ 経営高度化研究室 

1) 令和元年度鳥獣被害防止対策アドバイザー養成研修 

（主催：農林水産政策課、講師：経営高度化研究室） 

目的 

イノシシ、シカ及びサル等の野生鳥獣による農作

物等の被害に対して、被害相談の対応や被害防止対

策指導を行う者を養成する。 

対象者 

市町、JA、森林組合、県農業共済組合、県農林水

産事務所等の職員 

研修内容 

・山口県における野生鳥獣による農林業被害の発生

状況 

・鳥獣被害防止特措法及び鳥獣保護管理法 

・主要鳥獣の生態及び防除対策 

・防護柵の基礎知識 

・防護柵の設置の実習 

・集落環境調査について（講義・実習） 

・関連試験研究、実証試験の概要について 

・地域ぐるみの鳥獣害対策取組事例 

・アライグマ、ヌートリアの生態について 

受講状況 

2019 年 5 月 22 日・29 日・30 日（3 日間）約 100 名 

 

３ 資源循環研究室（発生予察グループ） 

1) 農業協同組合農薬販売窓口職員研修会 

目的 

農協の農薬販売業務に携わる者に対して病害虫や

農薬に対する専門的な知識を習得させ、農薬の取扱

等について指導的な役割を果たしてもらうととも

に、農薬安全使用指導の効率的な推進を図る。 

対象者 

農協、全農の農薬販売窓口職員 

研修内容 

ア 病害虫防除対策 

イ 農薬の適正使用 

ウ 農薬販売者、使用者の責務 

エ 農薬使用基準の考え方 

オ 農薬飛散防止対策 

受講状況 

2019 年 5 月 24 日 

山口市（全国農業協同組合連合会山口県本部）20 名 

 

2) 農薬適正使用推進員養成研修会 

目的 

農薬に関する知識を習得する機会を設け、自らが

農薬の適正使用を実践するとともに他の農業者にそ

の知識や取組を広めるリーダーとなる農業者を山口

県農薬適正使用推進員として養成することにより、

農薬使用に伴う事故防止等の推進体制を強化するこ

とを目的とする。 

対象者 

Ⅳ 研修等に関する報告 
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山口県内に居住又は勤務している者で、次の各号

のいずれかに該当する者とする。 

ア 自らが農薬適正使用を実践し、他の農業者農

薬に係る知識やその取組を広めるリーダーとし

て活動する意欲ある者 

イ 農産物直売施設等の責任者又は当該施設で農

作物を出荷する農業者を指導する者 

研修内容 

ア 農薬一般（講義) 

イ 農薬関係法令（講義） 

ウ 農薬の適正使用、危被害防止対策等（講義、

実習） 

エ 農薬適正使用推進員の役割（講義） 

受講状況 

2019 年 7 月 11 日 

山口市（セミナーパーク） 46 名 

 

3) 農薬管理指導士養成研修 

目的 

農薬販売及び防除等に携わる者に対して専門的な

知識を習得させ、農薬取扱者の資質向上を図るとと

もに、農薬の取扱等について指導的な役割を果たす

「農薬管理指導士」として認定することにより、農

薬安全使用指導の効率的な推進を図る。 

対象者 

農薬管理指導士の受験資格は、次の各号のいずれ

かに該当する者とする。 

ア 満 20 歳以上の農薬販売者又はその従業員で

現に農薬の販売に従事している者のうち、実務

経験が概ね 2 年以上あり、原則として毒物及び

劇物取締法に基づく毒物劇物取扱責任者の資格

を有している者 

イ 満 20 歳以上で現に防除に従事している者の

うち、実務経験が概ね 2 年以上ある者。 

研修内容 

ア 農薬管理指導士の役割 

イ 関係法令（農薬取締法） 

ウ 雑草概論と防除 

エ 植物防疫一般 

オ 病害虫概論と防除 

カ 農薬の安全性評価及び各種基準の設定 

キ 農薬一般 

ク 農薬の安全性、危害防止対策等 

ケ 関係法令（毒物及び劇物取締法） 

受講状況 

 2020 年 2 月 6、7 日 

 山口市（セミナーパーク）26 名受験、25 名合格 

 

4) 農薬管理指導士更新研修 

目的 

農薬販売及び防除等に携わる者に対して専門的な

知識を習得させ、農薬取扱者の資質向上を図るとと

もに、農薬の取扱等について指導的な役割を果たす

「農薬管理指導士」として認定することにより、農

薬安全使用指導の効率的な推進を図る。 

対象者 

農薬管理指導士の受験資格は、次の各号のいずれ

かに該当する者とする。 

ア 満 20 歳以上の農薬販売者又はその従業員で

現に農薬の販売に従事している者のうち、実務

経験が概ね 2 年以上あり、原則として毒物及び

劇物取締法に基づく毒物劇物取扱責任者の資格

を有している者 

イ 満 20 歳以上で現に防除に従事している者の

うち、実務経験が概ね２年以上ある者 

研修内容 

ア 農薬管理指導士の役割 

イ 関係法令（農薬取締法） 

ウ 農薬危害防止運動 

エ 侵入警戒病害虫 

オ 農薬適正使用、短期暴露評価への対応 

受講状況 

2020 年 2 月 6、7 日 

山口市（セミナーパーク） 112 名 

 

5) 農薬商業協同組合技術研修会 

目的 

農薬販売業者の農薬販売業務に携わる者に対して

専門的な知識を習得させ、農薬の取扱等について指

導的な役割を果たしてもらうとともに、農薬安全使

用指導の効率的な推進を図る。 

対象者 

 農薬商業協同組合の農薬販売窓口職員等 

研修内容 

ア 病害虫の発生消長と問題点について 

イ 農薬の適正使用 

ウ 農薬販売者、使用者の責務 

エ 農薬使用基準の考え方 

オ 農薬飛散防止対策 

受講状況 

2019 年年 11 月 26 日 

山口市 10 名 

 

４ 花き振興センター 

1) 花き生産の新たな担い手育成のための長期研修 

ア 就農支援研修 

目的 

 花き生産の中核を担う新たな人材を養成する。 

対象者 

 県内において花き経営での就農を希望し、通年（２

年以内）の研修に参加できる者。 

研修内容 
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当施設の研修用温室を使用し、研修生の就農計画

に沿った品目を中心として、栽培計画の作成から栽

培、出荷に至る一連の作業を研修生が主体的に行い、

花き生産者として必要な知識、栽培技術の習得や経

営感覚を養成する。 

受講状況 

なし 

 

 イ 新規花き生産参入者研修 

目的 

新たに露地栽培やパイプハウス栽培等に取り組む

生産者を養成する。 

対象者 

新たに花き栽培に取り組む意欲があり、原則とし

てやまぐち就農支援塾の講座を修了した者等。 

研修内容 

当施設の研修用温室を使用し、リンドウ、トルコ

ギキョウ、苗鉢物、ユリの栽培技術を習得する。 

受講状況 

 なし 

 

2) 花き生産のリーダー等の育成のための短期研修 

目的 

花き生産者のレベルアップを図るとともに、指導

者等を養成する。 

対象者 

より専門的な技術・知識を希望する生産農家、農

林事務所、農協の花き指導者等。 

研修内容 

①先進技術コース 

当施設の研究成果等、先進的技術をテーマとする研

修会や県内外の講師による先進技術講座を開催する。 

②課題解決コース 

花き生産グループ等からの依頼に応じて、栽培上

の技術課題をテーマにした研修会を開催する。 

受講状況 

①先進技術コース 

26 回開催し、延べ 586 名に研修を実施した。 

②課題解決コース 

やまぐちフラワーランドと連携して 6 回開催し、

延べ 74 名に研修を行った。また、花き生産グループ

等からの依頼に対応して 28 回開催し、延べ 167 名に

研修を行った。 

 



［ 品種登録］ 　 　

名　　称
所　属
（研究当

時）

育成者名
（センター関係のみ）

登録番号・登録年月日

※該当なし

［ 特許出願・登録 ］ 　 　

名　　称
所　属
（研究当

時）

発明者名
（センター関係者の

み）
出願番号・出願年月日

※該当なし

［論文、発表等］

発 表 課 題
所　属
（研究当

時）

氏名
（下線：発表・執筆

者）
発表誌・巻(号)・掲載頁・発行年月

白おくらのブランチング冷凍著属技術の確立
経営高度
化研究室

平田達哉
山口県農林総合技術センター研究報告, 10: 1-6,

2019.9

農業法人で働く若手就業者の育成・定着のための
ポイント

経営高度
化研究室

高橋一興
新たに普及に移しうる試験研究等の成果, 44: 1-

3, 2019.12

集落営農法人における新たな多業化手法「体験型
教育旅行」の導入モデルとその効果

経営高度
化研究室

高橋一興・尾崎篤史
新たに普及に移しうる試験研究等の成果, 44: 4-

6, 2019.12

白おくらのブランチング冷凍技術の確立
経営高度
化研究室

平田達哉
エネルギー・化学・プラントの総合技術誌 JETI,

68(2), 38-43, 2020.2

「長州黒かしわ」の肝臓におけるおいしさとグリ
コーゲンの関係

経営高度
化研究
室・家畜
改良研究
室

村田翔平・岡崎亮・
伊藤直弥・宇高優美

令和元年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 56-57, 2020.3

酒米「山田錦」の特性を発揮する安定栽培技術

土地利用
作物研究
室・資源
循環研究
室

前岡庸介・金子和
彦・陣内暉久・中野
邦夫・池尻明彦・有
吉真知子・中島勘太

新たに普及に移しうる試験研究等の成果, 44: 7-

8, 2019.12

高温耐性水稲品種「恋の予感」の安定栽培技術

土地利用
作物研究
室・資源
循環研究
室

来島永治・松永雅
志・有吉真知子・中
島勘太

新たに普及に移しうる試験研究等の成果, 44: 9-

10, 2019.12

飼料用米の省力・低コスト・多収栽培法
土地利用
作物研究
室

金子和彦・池尻明彦
山口県農林総合技術センター研究報告, 11: 1-21,

2020.3

酒造好適米「山田錦」の収量及び品質ん及ぼす移
植期と窒素施用の影響

土地利用
作物研究
室・資源
循環研究
室

前岡庸介・金子和
彦・中野邦夫・池尻
明彦・陣内暉久・有
吉真知子・中島勘太

山口県農林総合技術センター研究報告, 11: 22-

33, 2020.3

県内水田農業の担い手に適応したスマート農業の
導入

土地利用
作物研究
室

前岡庸介
令和元年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 3-4, 2020.3

水管理、畦畔・法面管理の省力化技術　～スマー
ト農機の活用事例～

土地利用
作物研究
室

来島永治・前岡庸
介・陣内暉久

令和元年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 12-13, 2020.3

中山間地域における裸麦「トヨノカゼ」の多収栽
培技術　①湿害対策

土地利用
作物研究
室・資源
循環研究
室

村田資治・陣内暉
久・原田夏子

令和元年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 14-15, 2020.3

附　試験研究業績一覧表
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中山間地域における裸麦「トヨノカゼ」の多収栽
培技術　②後期重点型施肥

土地利用
作物研究
室・資源
循環研究
室

村田資治・陣内暉
久・有吉真知子・原
田夏子

令和元年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 16-17, 2020.3

LEDライトを活用したイノシシ被害軽減対策
土地利用
作物研究
室

金子和彦
令和元年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 20-21, 2020.3

奈良県と山口県においてダイズ品種「サチユタ
カ」を密植しても増収しない要因の解明

土地利用
作物研究
室

村田資治・山下紘
輝・稲村達也

日本作物学会紀事，88(4)，237-245，2019.10

山口県における酒米の特性を踏まえた栽培法と生
育診断技術に関する研究

土地利用
作物研究
室

前岡庸介 第43回酒米懇談会,2019.09.06

パン用小麦「せときらら」の収量と開花期追肥量
による子実タンパク質含有率の予測

土地利用
作物研究
室

村田資治 日本作物学会第249回講演要旨集，44，2020.3

早生系省力型「はなっこりーE2」の育成と栽培～
初代はなっこりーの改良～

園芸作物
研究室

藤井宏栄・日高輝
雄・重藤祐司・片川
聖

山口県農林総合技術センター研究報告, 10: 7-15,

2019.9

省力栽培が可能な新早生品種「はなっこりーE2」
の育成

園芸作物
研究室

藤井宏栄・片川聖・
日高輝雄・重藤祐司

新たに普及に移しうる試験研究等の成果, 44: 11-

14, 2019.12

花茎も収穫できる畑ワサビの超促成栽培（第2

報）
園芸作物
研究室

日高輝雄・重藤祐
司・藤井宏栄

新たに普及に移しうる試験研究等の成果, 44: 15-

16, 2019.12

花茎も収穫できる加工用畑ワサビの超促成栽培技
術の開発

園芸作物
研究室

日高輝雄・木村靖・
鶴山浄真・藤井宏
栄・茗荷谷紀文

山口県農林総合技術センター研究報告, 11: 34-

47, 2020.3

イチゴ‘かおり野’の糖度安定化に向けた環境制御
技術

園芸作物
研究室・
資源循環
研究室

鶴山浄真・重藤祐
司・平田俊昭

令和元年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 24-25, 2020.3

地域企業と連携したイチゴ・トマト用UECS普及
モデルの開発

園芸作物
研究室

重藤祐司・鶴山浄
真・茗荷谷紀文

令和元年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 26-27, 2020.3

夏期高温でも栽培できる濃緑色の小ネギF1品種の

育成
園芸作物
研究室

藤井宏栄・西田美沙
子・重藤祐司

令和元年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 30-31, 2020.3

濃緑色の耐暑性品種を利用した夏期の小ネギ潅水
管理技術

園芸作物
研究室・
資源循環
研究室

藤井宏栄・西田美沙
子・重藤祐司・木村
一郎・渡辺卓弘

令和元年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 32-33, 2020.3

化石燃料0ゼロでのイチゴ栽培実現に向けた取り
組み
～太陽光を蓄熱利用するイチゴ栽培ハウスのモデ
ル構築～

園芸作物
研究室

鶴山浄真 施設と園芸, No.185春, 31-36, 2019.4

育苗時の明期時間および遠赤色光の有無が種子繫
殖型イチゴ2品種の花成に及ぼす複合影響

園芸作物
研究室

鶴山浄真・渋谷俊夫
（大阪府大院）

園芸学研究, 19(別2), 167, 2019.9

夏用葉ネギ品種における耐暑性と形態特性の次世
代への伝達について

園芸作物
研究室

藤井宏栄・西田美沙
子・重藤祐司・執行
正義

園芸学研究, 19(別2), 413, 2019.9

栽植密度がトウキの品質・収量に及ぼす影響
園芸作物
研究室

重藤祐司・安永真・
日高輝雄

園芸学研究, 19(別2), 436, 2019.9

ワサビ超促成栽培における保温開始時期が生育お
よび収量に及ぼす影響（第４報）

園芸作物
研究室

日高輝雄・重藤祐司 園芸学研究, 19(別2), 406, 2019.9

夏栽培用の濃緑色葉ネギ育種への取り組みについ
て

園芸作物
研究室

藤井宏栄
（国研）農研機構野菜花き研究部門　令和元年
度野菜花き課題別研究会資料「ネギ属野菜生産
を取り巻く現状と今後の課題」, 59-63, 2019.10
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収量予測に向けた画像解析による作物の植被率評
価

園芸作物
研究室

中村郁也（山口大
学）・ 荊木康臣
（山口大学）・重藤
祐司 ・宇佐川惠

中国・四国の農業気象, 32, 30-31, 2019.11

山口県におけるトウキおよびミシマサイコの持続
的栽培技術の開発に向けた3年間の栽培評価

園芸作物
研究室

安永真
薬用植物栽培研究会第2回研究総会要旨集, 42,

2019.11

和食ブームを支えるワサビの施設化による超促
成・高付加価値生産技術の実証

園芸作物
研究室

重藤祐司・馬場富士
夫（静岡県）・陣内
宏亮（佐賀県）ら

（国研）農研機構生物系特定産業技術研究支援
センター，研究成果パンフレット, 2019.12

http://www.naro.affrc.go.jp/laboratory/brain/h27kakus

hin/chiiki/yasai_kaki/result-3-07.html

種子繁殖型イチゴ品種「よつぼし」の全国展開に
向けた省力栽培体系とICTによる生産者ネット
ワークの確立

園芸作物
研究室

森利樹（三重県）・
北村八祥（三重
県）・鶴山浄真ら

（国研）農研機構生物系特定産業技術研究支援
センター，研究成果パンフレット，2019．12

http://www.naro.affrc.go.jp/laboratory/brain/h27kakus

hin/chiiki/yasai_kaki/result-3-02.html

UECSプラットホームで日本型施設園芸が活きる
スマート農業の実現

園芸作物
研究室

鶴山浄真・香西修二
（香川県）・笠原有
加（岡山県）ら

（国研）農研機構生物系特定産業技術研究支援
センター，研究成果パンフレット，2019．12

http://www.naro.affrc.go.jp/laboratory/brain/h27kakus

hin/chiiki/yasai_kaki/result-3-10.html

耐暑性に優れる濃緑色葉ネギ育種素材の開発
園芸作物
研究室

藤井宏栄・西田美沙
子・重藤祐司・三小
田崇（中原採種場）

戦略的プロジェクト研究推進事業
「農業分野における気候変動適応技術の開発」
令和元年度研究成果発表会，44，2020.1

山口県薬用作物栽培マニュアル（令和元年度改定
版）

園芸作物
研究室

安永真 山口県農林総合技術センター発行, 2020.3

耐暑性に優れた濃緑色葉ネギF1系統の化学内容成
分特性について

園芸作物
研究室

三好遊理（山口大
学）・藤井宏栄・西
田美沙子ら

園芸学研究, 20(別1), 132, 2020.3

天敵利用によるイチゴアザミウマ類とハダニ類の
防除体系

資源循環
研究室

岩本哲弥・河村俊
和・本田善之

山口県農林総合技術センター研究報告, 10: 16-

26, 2019.9

特産アブラナ科野菜「はなっこりー」の出荷後の
腐敗発生の原因解明と対策に関する研究

資源循環
研究室

出穂美和・鍛冶原
寛・中村宣貴・角田
佳則

山口県農林総合技術センター研究報告, 10: 27-

35, 2019.9

本年のトビイロウンカの発生状況と今後の防除対
策

資源循環
研究室

河村俊和・東浦祥光
令和元年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 10-11, 2020.3

コムギ黄斑病の発生生態の解明および防除法の確
立

資源循環
研究室

吉岡陸人・西見勝
臣・角田佳則

令和元年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 18-19, 2020.3

ドローンによる病害虫の早期発見技術の開発（レ
ンコン腐敗病）

資源循環
研究室

溝部信二・西見勝
臣・小田裕太

令和元年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 28-29, 2020.3

現場から依頼のあった病害虫診断について
資源循環
研究室

小田裕太
令和元年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 34-35, 2020.3

ベイト剤によるホウレンソウケナガコナダニの防
除効果

資源循環
研究室

本田善之・岩本哲
弥・中田恵久（サン
ケイ化学）

第24回農林害虫防除研究会沖縄大会　講演要旨

2019.7.4

ホウレンソウ土壌消毒剤の混和・ビニール被覆を
省略　簡易処理でコナダニに防除効果

資源循環
研究室

本田善之 開拓情報, 5, 2019.9.15

おとり植物クレオメを防除することでダイズカメ
ムシ類の防除は可能か

資源循環
研究室

本田善之・岩本哲弥
第64回日本応用動物昆虫学会名古屋大会　講演

要旨, 2020.3.16
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設置高を低くしたホソヘリカメムシとイチモンジ
カメムシのフェロモントラップはなぜよく捕れる
のか

資源循環
研究室

本田善之・岩本哲
弥・遠藤信幸(中央

農研セ北陸拠点)・
西野実（三重県農業
研究所）

九州病害虫研究会 第 99 回研究発表会 　講演要

旨, 2020.1.30

コガネムシ類を抑えたアオクサカメムシ、ミナミ
アオカメムシのLED光源の探索３

資源循環
研究室

本田善之・岩本哲
弥・、遠藤信幸（中
央農研セ　北陸拠
点）

令和元年度 西日本応用動物昆虫研究会・中国地

方昆虫学会 合同例会 講演要旨, 2019.10.4

薬剤感受性が低下したチュウゴクナシキジラミの
対策について

資源循環
研究室

岩本哲弥
第24回農林害虫防除研究会沖縄大会　講演要旨,

2019.7.4

薬剤感受性が低下したチュウゴクナシキジラミの
対策について

資源循環
研究室

岩本哲弥
令和元年度 西日本応用動物昆虫研究会・中国地

方昆虫学会 合同例会 講演要旨, 2019.10.4

チュウゴクナシキジラミの薬剤感受性の低下と対
策について

資源循環
研究室

岩本哲弥
九州病害虫研究会 第 99 回研究発表会 　講演要

旨, 2020.1.30

クリシギゾウムシに対する蒸熱処理の防除効果
資源循環
研究室

岩本哲弥・溝部信二
第64回日本応用動物昆虫学会名古屋大会　講演

要旨, 2020.3.16

光反射資材による施設アスパラガスのネギアザミ
ウマの物理的防除

資源循環
研究室

河村俊和・谷崎司・
溝部信二

第64回日本応用動物昆虫学会大会名古屋大会

講演要旨, 2020.3.16

山口県における侵入初年のツマジロクサヨトウ発
生状況

資源循環
研究室

東浦祥光・河村俊和
第64回日本応用動物昆虫学会大会名古屋大会

講演要旨, 2020.3.16

山口県におけるツマジロクサヨトウの発生につい
て

資源循環
研究室

東浦祥光・河村俊和 西日本応用動物昆虫研究会2019年度例会

早生温州における小黒点症の軽減対策
柑きつ振
興セン
ター

村本和之・東浦祥
光・宮田明義

山口県農林総合技術センター研究報告, 10: 36-

43, 2019.9

カンキツ類に発生する日焼け果の発生要因と軽減
対策

柑きつ振
興セン
ター

兼常康彦・西岡真
理・中村友香

新たに普及に移しうる試験研究等の成果, 44: 17-

20, 2019.12

気象変動に対応した「せとみ」および高糖度系温
州ミカンの連年安定生産技術

柑きつ振
興セン
ター

兼常康彦・中島勘
太・西岡真理

新たに普及に移しうる試験研究等の成果, 44: 21-

23, 2019.12

中晩生カンキツ「せとみ」における緑かび病と青
かび病の防除対策

柑きつ振
興セン
ター

村本和之・世良友
香・兼常康彦

山口県農林総合技術センター研究報告, 11: 48-

60, 2020.3

カンキツ類における日焼け果の発生要因の解明と
軽減対策

柑きつ振
興セン
ター

兼常康彦・世良友
香・西岡真理

山口県農林総合技術センター研究報告, 11: 61-

73, 2020.3

カンキツ栽培における通信型マルドリシステムの
開発

柑きつ振
興セン
ター

中島勘太・岡崎芳
夫・世良友香

令和元年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 38-39, 2020.3

「せとみ」の連年安定生産技術
柑きつ振
興セン
ター

西岡真理・兼常康
彦・中島勘太・岡崎
芳夫

令和元年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 40-41, 2020.3

柑きつの病害虫防除（5，6月）
柑きつ振
興セン
ター

中村友香 山口のかんきつ,71(5-6),34-38,2019.5

柑きつの病害虫防除（7，8月）
柑きつ振
興セン
ター

中村友香 山口のかんきつ,71(7-8),42-46,2019.7
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柑きつの病害虫防除（9，10月）
柑きつ振
興セン
ター

中村友香 山口のかんきつ,71(9-10),39-44,2019.9

柑きつの病害虫防除（11，12月）
柑きつ振
興セン
ター

中村友香 山口のかんきつ,71(11-12),41-45,2019.11

オリジナルかんきつの栽培管理（5，6月）
柑きつ振
興セン
ター

中島勘太 山口のかんきつ,71(5-6),8-12,2019.5

オリジナルかんきつの栽培管理（7，8月）
柑きつ振
興セン
ター

中島勘太 山口のかんきつ,71(7-8),8-13,2019.7

オリジナルかんきつの栽培管理（9，10月）
柑きつ振
興セン
ター

中島勘太 山口のかんきつ,71(9-10),8-14,2019.9

オリジナルかんきつの栽培管理（11，12月）
柑きつ振
興セン
ター

中島勘太 山口のかんきつ,71(11-12),8-13,2019.11

オリジナルかんきつの栽培管理（1、2月）
柑きつ振
興セン
ター

西岡真理 山口のかんきつ,72(1-2),10-16,2020.1

オリジナルかんきつの栽培管理（3，4月）
柑きつ振
興セン
ター

西岡真理 山口のかんきつ,72(3-4),10-16,2020.3

ミカンバエの防除について
柑きつ振
興セン
ター

岡崎芳夫 山口のかんきつ,71(7-8),26-30,2019.7

「せとみ(ゆめほっぺ)」の隔年結果対策について
柑きつ振
興セン
ター

西岡真理 山口のかんきつ,71(9-10),15-21,2019.9

カンキツの秋季管理
柑きつ振
興セン
ター

西岡真理 山口のかんきつ,71(9-10),22-26,2019.9

収穫・貯蔵管理のポイント
柑きつ振
興セン
ター

西岡真理 山口のかんきつ,71(11-12),14-18,2019.11

カンキツ園の土壌管理について
柑きつ振
興セン
ター

中島勘太 山口のかんきつ,72(1-2),17-24,2020.1

令和2年産かんきつ栽培のポイント
柑きつ振
興セン
ター

岡崎芳夫 山口のかんきつ,72(1-2),25-30,2020.2

高糖系温州ミカンを中心とした隔年交互結実栽培
による省力化

柑きつ振
興セン
ター

岡崎芳夫 果実日本, 75(1), 65-70, 2020.1

カンキツ果実への鮮度保存被膜による塗布による
カンキツ緑かび病および青かび病の発生抑制効果
の検討

柑きつ振
興セン
ター

中村友香
令和元年度近畿・中国・四国果樹研究会資料,

24-26,  2019.7

炭酸カルシウム水和剤および樹冠表層摘果が早生
温州ミカンにおける日焼け果の発生に及ぼす影響

柑きつ振
興セン
ター

中村友香
園芸学会中四国支部研究発表会要旨, 58, 8,

2019.7

隔年交互結実栽培の普及と産地継承への活動
柑きつ振
興セン
ター

岡崎芳夫 令和元年度常緑果樹研究会資料, 43-47, 2019.8

スマートマルドリシステムの構築
柑きつ振
興セン
ター

中島勘太
令和元年度農研機構マッチングフォーラムin中

国四国 資料, 128, 2020.2
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鮮度保存被膜剤によるカンキツ類の貯蔵病害抑制
効果

柑きつ振
興セン
ター

世良友香・村本和之

令和元年度近畿中国四国農業試験研究推進会議
病害虫推進部会問題別研究会講演要旨集, 6,

2020.3

カンキツ栽培における通信型マルドリシステムの
開発

柑きつ振
興セン
ター

中島勘太

令和元年度革新工学センター研究報告会・農業
機械開発改良試験研究打合せ会議資料, 園芸47-

52, 2020.3

カンキツ‘せとみ’果実が選果工程で受ける衝撃の
解明と衝撃が貯蔵中の果皮障害に及ぼす影響

柑きつ振
興セン
ター

西岡真理 園芸学研究, 19(別1), 207, 2020.3

カンキツ栽培における通信型マルドリシステムの
開発

柑きつ振
興セン
ター

中島勘太 園芸学研究, 19(別1), 233, 2020.3

空散用ドローンを用いたカンキツ灰色かび病およ
び黒点病の防除－樹体への薬剤付着量と効果－

柑きつ振
興セン
ター

世良友香・中島勘太
令和2年度日本植物病理学会大会プログラム・講

演要旨予稿集,107,2020.3

電照盆出し作型における小ギクの品種選定とエス
レル処理の効果

花き振興
センター

石光照彦 施設と園芸（ミニ情報）, 185, 58, 2019.4

やまぐちオリジナルユリ「プチシリーズ」の切り
花品質保持剤の処理条件

花き振興
センター

福光優子 園芸学会中四国支部研究発表要旨, 58, 37, 2019.7

やまぐちオリジナルユリ球根増殖の省力栽培技術
「ネット栽培技術」の開発

花き振興
センター

尾関仁志・福光優
子・林孝晴・石光照
彦

令和元年度農林総合技術センター試験研究成果
発表会　発表要旨, 42-43, 2020.3
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令和元年度（2019年度）旬別気象表　山口市氷上場内データ

月 日射

平均 最高 最低 平均 最高 最低 雨量 降雨日数 月
(℃) (℃) (℃) (％) (％) (％) (mm) (日) (MJ/㎡)

2019  4 上 11.2 25.0 -0.2 64.7 99.5 18.5 37.5 4 157.48
中 13.5 25.1 1.5 69.8 99.4 19.9 0.5 1 159.72
下 16.6 28.1 5.0 79.5 99.5 34.7 103.5 4 98.90

月集計 13.7 28.1 -0.2 71.3 99.5 18.5 141.5 9 416.10
5 上 17.0 28.1 3.8 65.3 99.5 15.7 0.0 0 188.90

中 20.6 30.0 10.5 68.8 99.5 23.5 41.5 3 162.23
下 20.1 33.6 8.6 65.3 99.5 15.2 12.0 2 200.24

月集計 19.2 33.6 3.8 66.4 99.5 15.2 53.5 5 551.37
6 上 22.2 32.6 14.1 76.2 99.5 31.8 112.5 2 165.21

中 21.4 32.1 14.0 78.3 99.5 42.7 31.0 3 173.69
下 23.8 31.2 15.4 81.5 99.5 34.8 38.5 5 145.31

月集計 22.5 32.6 14.0 78.6 99.5 31.8 182.0 10 484.21
7 上 24.2 32.2 19.3 85.6 99.5 45.8 36.0 5 112.78

中 24.7 32.5 19.7 88.1 99.5 53.4 7.5 5 87.97
下 27.7 35.4 23.3 86.0 99.5 55.8 1.0 2 157.13

月集計 25.6 35.4 19.3 86.5 99.5 45.8 44.5 12 357.88
8 上 28.9 36.7 23.3 79.5 99.5 48.8 1.0 2 168.28

中 27.9 38.2 22.4 84.9 99.5 46.1 123.5 5 115.03
下 24.8 32.2 17.8 91.2 99.5 58.2 241.0 8 97.59

月集計 27.1 38.2 17.8 85.4 99.5 46.1 365.5 15 380.90
9 上 27.4 34.6 20.1 84.5 99.5 57.9 34.0 2 133.04

中 25.1 35.2 14.0 76.6 99.5 44.0 7.0 1 150.23
下 23.0 30.6 12.1 83.5 99.5 44.6 47.0 3 90.89

月集計 25.2 35.2 12.1 81.5 99.5 44.0 88.0 6 374.16
10 上 22.1 31.2 10.2 80.6 99.5 39.9 1.5 3 113.89

中 18.3 29.3 8.2 78.7 99.5 37.5 29.5 2 101.66
下 16.6 26.5 7.1 83.5 99.5 34.4 60.0 3 108.17

月集計 18.9 31.2 7.1 81.0 99.5 34.4 91.0 8 323.72
11 上 13.0 23.7 3.2 81.6 99.5 24.7 0.0 0 94.72

中 11.9 21.9 -0.3 77.8 99.5 37.5 4.5 2 77.20
下 10.3 22.3 0.7 83.4 99.5 39.3 2.5 3 59.71

月集計 11.7 23.7 -0.3 81.0 99.5 24.7 7.0 5 231.63
12 上 7.3 18.1 -1.5 77.0 99.4 32.7 26.0 2 60.42

中 8.2 18.3 -2.1 82.3 99.5 37.4 5.5 3 61.93
下 6.8 15.4 -1.1 86.2 99.5 43.6 38.0 5 49.52

月集計 7.4 18.3 -2.1 82.0 99.5 32.7 69.5 10 171.87
2020  1 上 6.7 17.9 -2.0 78.4 99.5 37.7 25.0 3 70.75

中 4.7 14.5 -1.3 83.6 99.5 40.1 5.5 5 55.95
下 8.2 15.9 -0.8 83.3 99.5 42.4 69.5 8 64.25

月集計 6.6 17.9 -2.0 81.8 99.5 37.7 100.0 16 190.95
2 上 4.4 12.2 -2.6 75.8 99.5 37.2 0.5 1 77.18

中 7.7 19.7 -3.2 79.1 99.5 35.5 35.0 2 82.00
下 8.5 17.9 -2.0 74.5 99.5 21.4 32.5 4 84.32

月集計 6.8 19.7 -3.2 76.5 99.5 21.4 68.0 7 243.50
3 上 8.6 16.4 -1.0 80.4 99.5 40.4 107.5 6 91.31

中 8.8 21.6 -0.7 70.7 99.5 29.8 15.0 4 153.50
下 11.8 21.7 0.2 74.6 99.5 19.0 77.5 5 121.85

月集計 9.8 21.7 -1.0 75.2 99.5 19.0 200.0 15 366.66

気温 湿度 雨量
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